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平成３０年本別町議会第１回定例会会議録（第１号） 

平成３０年３月６日（火曜日） 午前１０時０３分開会 

──────────────────────────────────────────── 

○議事日程 

日程第 １  会議録署名議員の指名 

日程第 ２  議会運営委員長報告 

日程第 ３  会期決定の件 

日程第 ４  常任委員の選任 

日程第 ５  諸般の報告 

日程第 ６  行政報告 

日程第 ７ 議案第 ６号 職員の給与に関する条例の一部改正について 

日程第 ８ 議案第 ７号 平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１４回）につい

て 

日程第 ９ 議案第 ８号 平成２９年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第５

回）について 

日程第１０ 議案第 ９号 平成２９年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

４回）について 

日程第１１ 議案第１０号 平成２９年度本別町介護保険事業特別会計補正予算（第５

回）について 

日程第１２ 議案第１１号 平成２９年度本別町介護サービス事業特別会計補正予算

（第９回）について 

日程第１３ 議案第１２号 平成２９年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第４回）

について 

日程第１４ 議案第１３号 平成２９年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第４回）

について 

日程第１５ 議案第１４号 平成２９年度本別町水道事業会計補正予算（第３回）につ

いて 

日程第１６ 議案第１５号 平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算

（第１０回）について 

日程第１７  平成３０年度町政執行方針・教育行政執行方針 

──────────────────────────────────────────── 

○会議に付した事件 

日程第 １  会議録署名議員の指名 

日程第 ２  議会運営委員長報告 

日程第 ３  会期決定の件 
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日程第 ４  常任委員の選任 

日程第 ５  諸般の報告 

日程第 ６  行政報告 

日程第 ７ 議案第 ６号 職員の給与に関する条例の一部改正について 

日程第 ８ 議案第 ７号 平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１４回）につい

て 

日程第 ９ 議案第 ８号 平成２９年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第５

回）について 

日程第１０ 議案第 ９号 平成２９年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第

４回）について 

日程第１１ 議案第１０号 平成２９年度本別町介護保険事業特別会計補正予算（第５

回）について 

日程第１２ 議案第１１号 平成２９年度本別町介護サービス事業特別会計補正予算

（第９回）について 

日程第１３ 議案第１２号 平成２９年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第４回）

について 

日程第１４ 議案第１３号 平成２９年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第４回）

について 

日程第１５ 議案第１４号 平成２９年度本別町水道事業会計補正予算（第３回）につ

いて 

日程第１６ 議案第１５号 平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算

（第１０回）について 

日程第１７  平成３０年度町政執行方針・教育行政執行方針 

──────────────────────────────────────────── 

○出席議員（１１名） 

議 長 １２番 方 川 一 郎 君 副議長 １１番 高 橋 利 勝 君 

 １番 矢 部 隆 之 君  ２番 藤 田 直 美 君 

 ３番 篠 原 義 彦 君  ４番 大 住 啓 一 君 

 ５番 山 西 二三夫 君  ６番 黒 山 久 男 君 

 ７番 小笠原 良 美 君  ８番 方 川 英 一 君 

 １０番 阿 保 静 夫 君    

──────────────────────────────────────────── 

○欠席議員（０名） 

   

──────────────────────────────────────────── 

○説明のため出席した者の職氏名 
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町 長 髙 橋 正 夫  君 副 町 長 大和田   収  君

会 計 管 理 者 毛 利 俊 夫  君 総 務 課 長 村 本 信 幸  君

農 林 課 長 菊 地  敦  君 保 健 福 祉 課 長 飯 山 明 美  君

住 民 課 長 千 葉 輝 男  君 子ども未来課長 大 橋 堅 次  君

建 設 水 道 課 長 大 槻 康 有  君 企 画 振 興 課 長 高 橋 哲 也  君

老人ホーム所長 井戸川 一 美  君 国保病院事務長 藤 野 和 幸  君

総 務 課 主 幹 小 坂 祐 司  君 総 務 課 長 補 佐 三 品 正 哉  君

建設水道課長補佐 小 出 勝 栄  君 教 育 長 中 野 博 文  君

教 育 次 長 佐々木 基 裕  君 社 会 教 育 課 長 阿 部 秀 幸  君

学校給食共同調理場所長 久 保 良 一  君 農 委 事 務 局 長 郡  弘 幸  君

代 表 監 査 委 員 畑 山 一 洋  君 選 管 事 務 局 長 村 本 信 幸  君

──────────────────────────────────────────── 

○職務のため議場に出席した者の職氏名 

事 務 局 長 鷲 巣 正 樹  君 総 務 担 当 主 査 塚 谷 直 人  君
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開会宣告（午前１０時０３分） 

──────────────────────────────────────────── 

◎開会宣告 

○議長（方川一郎君） ただいまから、平成３０年第１回本別町議会定例会を開会します。 

──────────────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１ 会議録署名議員の指名 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 会議録署名議員の指名を行います。 

 会議録署名議員は、会議規則第１２７条の規定によって、高橋利勝君、小笠原良美君、

及び藤田直美君を指名します。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第２ 議会運営委員長報告 

○議長（方川一郎君） 日程第２ 議会運営委員長から報告を行います。 

 議会運営委員長方川英一君、御登壇ください。 

○議会運営委員長（方川英一君）〔登壇〕 報告いたします。 

 平成２９年１２月１３日第４回定例会において閉会中の調査付託を受けた議会の会期、

日程等の議会運営に関する事項について報告いたします。 

 議会の運営に関する事項。 

 まず、会期について申し上げます。 

 本定例会の会期は、本日、３月６日から３月２６日までの２１日間とするよう予定をい

たしました。 

 次に、一般質問の締め切りについて申し上げます。 

 一般質問の通告は、３月８日正午をもって締め切ることといたしました。 

 次に、陳情文書の取扱いについて申し上げます。 

 本日までに、３件の提出がありました。 

 商工会に対する平成３０年度市町村補助金についての要望。次に、日本の医療を守る道

民協議会第１４回総会決議内容実現に向けた取り組みの陳情。３つ目が、日本国憲法の尊

重・擁護に関する陳情。以上、３件については、議会運営基準１３８運用例５によること

とし、後刻、議員の回覧に供することといたします。 

 次に、提出議案の取り扱いについて申し上げます。 

 提出議案中、議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算について、ないし、議案第

３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について、以上、９件の議案に

ついては、議長を除く、１０名の委員で構成する、平成３０年度各会計予算審査特別委員

会を設置し、これに付託をして審査する取り運びを予定いたしました。 
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 以上報告といたします。 

○議長（方川一郎君） これで報告済みといたします。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第３ 会期決定の件 

○議長（方川一郎君） 日程第３ 会期決定の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 本定例会の会期は、３月６日から３月２６日までの２１日間とすることにしたいと思い

ます。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、会期は、本日３月６日から３月２６日までの２１日間とすることに決定い

たしました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎休会の議決 

○議長（方川一郎君） お諮りします。 

 議事の都合により、３月７日から１２日、１６日から２２日、２４日から２５日の計１

５日間を休会にしたいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、３月７日から１２日、１６日から２２日、２４日から２５日の計１５日間

は休会とすることに決定いたしました。 

 暫時休憩します。 

午前１０時０８分  休憩 

午前１０時０９分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第４ 常任委員の選任 

○議長（方川一郎君） 日程第４ 常任委員の選任を行います。 

 お諮りします。 

 欠員が生じております、広報広聴常任委員会委員の選任については、委員会条例第７条

第４項の規定により、大住啓一君を指名したいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 
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 したがって、大住啓一君を広報広聴常任委員会委員に選任することに決定いたしました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第５ 諸般の報告 

○議長（方川一郎君） 日程第５ 諸般の報告を行います。 

 報告第１号専決処分報告平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算（第９

回）について報告を求めます。 

 藤野病院事務長。 

○国保病院事務長（藤野和幸君） 報告第１号専決処分報告。 

 平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算（第９回）について、地方自治

法第１８０条第１項の規定により専決処分をいたしましたので、同条第２項の規定により

報告いたします。 

 補正予算書の１ページをお開きください。 

 補正の内容は、第２条資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正するもので、収入

では、第１款資本的収入、第７項寄付金を３万円増額補正し、資本的収入の総額を１億６,

４３７万２,０００円とするものであります。内容は、本別町西美里別○番地○○○○様か

ら３万円の寄付金を受け入れたものでございます。 

 支出では、第１款資本的支出、第３項投資を３万円増額補正し、資本的支出の総額は１

億９,４３２万９,０００円となりますが、寄付者の意向により医療施設等整備基金に積み

立てることといたしました。 

 ２ページ以降の補正予算実施計画及び補正予算説明書につきましては省略させていただ

きます。 

 以上、専決処分報告といたします。 

○議長（方川一郎君） これで報告済みとします。 

 次に、監査委員から平成２９年１２月分及び平成３０年１月分に関する例月出納検査結

果報告書の提出がありました。 

 その写しをお手元に配布しておきましたので御了承願います。 

 これで、報告済みとします。 

 次に、平成２９年度学校林現況報告が町長から提出がありました。 

 その写しをお手元に配布しておきましたので、御了承願います。 

 これで、報告済みといたします。 

 次に、所管事務調査結果報告書が、総務、産業厚生の各常任委員長から提出がありまし

た。 

 その写しをお手元に配布しておきましたので、御了承願います。 

 これで報告済みとします。 

 次に、池北三町行政事務組合議会の平成２９年第４回定例会以降における主な審議内容

について、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。 
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 これで報告済みとします。 

 次に、十勝圏複合事務組合議会の平成２９年第４回定例会以降における主な審議内容に

ついて、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。 

 これで報告済みとします。 

 次に、十勝環境複合事務組合議会の平成２９年第４回定例会以降における主な審議内容

について、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。 

 これで報告済みとします。 

 次に、とかち広域消防事務組合議会の平成２９年第４回定例会以降における主な審議内

容について、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。 

 これで報告済みとします。 

 次に、議長の動静について、平成２９年第４回定例会以降における議長の主な動静につ

いて、お手元に配布のとおり報告いたしますので、御了承願います。 

 これで諸般の報告を終わります。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第６ 行政報告 

○議長（方川一郎君） 日程第６ 行政報告を行ないます。 

 髙橋町長、御登壇ください。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 平成２９年度各会計の予算の執行状況について報告をいた

します。 

 まず１月末現在の一般会計の執行状況につきましては、歳入が予算額７５億９,８５８万

６,０００円に対し、収入済額５２億７,８９３万９,０００円で６９.５パーセントの執行

率となっております。歳出は、支出済額５０億８,０９１万５,０００円で６６.９パーセン

トの執行率となっております。 

 次に地方交付税の状況でありますが、普通交付税は前年度比で５.０パーセント、額にい

たしまして、１億４,１１７万２,０００円減の２６億６,９２５万８,０００円になる見込

みであります。 

 交付税財源の不足分を、地方が直接借り入れをしております臨時財政対策債は前年度比

で２.３パーセント、４０１万５,０００円減の１億７,１１７万８,０００円で、普通交付

税を加えました総額では前年度を４.９パーセント下回る結果となっております。 

 特別交付税につきましては、現時点では未確定でありますが、現予算では２１.３パーセ

ント減の２億６,２４３万６,０００円を見込んでいるところであります。 

 次に国民健康保険特別会計でありますが、歳入が予算額１４億３,００６万６,０００円

に対し、収入済額９億６,９８３万６,０００円で６７.８パーセントの執行率で、国保税の

収納率は現年度が９６.０パーセント、滞納繰越金分が１４.９パーセントとなっておりま

す。歳出は、支出済額９億５,１９０万２,０００円で６６.６パーセントの執行率となって

おります。 
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 歳出総額の６４.５パーセントを占めます保険給付費と後期高齢者支援金はそれぞれ６

７.４パーセントと８３.３パーセントの執行率となっております。 

 次に、後期高齢者医療特別会計でありますが、歳入が予算額１億２,１７８万４,０００

円に対し、収入済額が１億３４８万５,０００円で、８５.０パーセントの執行率となって

おります。 

 歳出は、支出済額１億２７４万５,０００円で、８４.４パーセントの執行率となってお

ります。 

 次に、介護保険事業特別会計でありますが、歳入が予算額１０億１,９００万円に対し、

収入済額６億７,５１１万２,０００円で６６.３パーセントの執行率となっております。 

 このうち、介護保険料につきましては、調定額が１億８,９８３万１,０００円に対し、

収納額が 1 億５,７７８万１,０００円で、８３.１パーセントの収納率となっております。 

 歳出は、支出済額７億２,１０４万６,０００円で７０.８パーセントの執行率となってお

り、このうち保険給付費につきましては６億３,４０４万２,０００円で、支出済額の８７.

９パーセントとなっております。 

 次に、介護サービス事業特別会計でありますが、歳入が予算額２億９,０４５万６,００

０円に対し、収入済額が１億７,７８７万８,０００円で６１.２パーセントの執行率で、サ

ービス収入の収納率は９９.８パーセントとなっております。 

 歳出は、支出済額２億３,３５９万３,０００円で、８０.４パーセントの執行率となって

おります。 

 次に、簡易水道特別会計でありますが、歳入が予算額１億３,７７７万３,０００円に対

し、収入済額が５,８２５万円で４２.３パーセントの執行率となっております。 

 歳出は、支出済額８,６６６万３,０００円で、６２.９パーセントの執行率となっており

ます。 

 次に、公共下水道特別会計でありますが、歳入が予算額５億３９９万３,０００円に対し、

収入済額が２億１,７４８万７,０００円で、４３.２パーセントの執行率となっております。 

 歳出は、支出済額が２億４,８０９万３,０００円で、４９.２パーセントの執行率となっ

ております。 

 次に、水道事業会計の決算見込みについて報告いたします。 

 収益的収入及び支出につきましては、収入見込額は１億７,０６１万円で、支出見込額は

１億７,０６１万円となる見込みであります。 

 また、資本的収入及び支出につきましては、収入見込額が６,８１９万８,０００円、支

出見込額は１億３,２７６万６,０００円で、不足額の６,４５６万８,０００円は過年度分

損益勘定留保資金等で補てんする予定にしております。 

 次に、病院事業会計決算見込みについて報告いたします。 

 まず、患者数の動向でありますが、平成３０年１月末現在の延べ患者数は、入院患者が

１万４,４６２人、前年同期比で２,０４４人、１６.５パーセントの増、外来患者が３万６,
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９４９人、前年同期比で２,１６７人、５.５パーセントの減となっております。 

 次に、収益的収入及び支出につきましては、収入見込額は１１億１,８４６万１,０００

円で、支出見込額は１２億８,３０９万５,０００円となる見込みで、収益から費用を差し

引きました１億６,４６３万４,０００円が純損失となる見込みであります。 

 また、資本的収入及び支出につきましては、収入見込額が１億６,３５６万９,０００円、

支出見込額が１億９,３９７万１,０００円で、不足額の３,０４０万２,０００円は、過年

度分損益勘定留保資金等で補てんする予定にしております。 

 以上、平成２９年度各会計の予算執行状況及び企業会計決算見込みの報告とさせていた

だきます。 

 第７期銀河福祉タウン計画、高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画、及び第１次障が

い福祉総合計画、第６期障がい者保健福祉計画、第５期障がい福祉計画、第１期障がい児

福祉計画の策定についての報告をいたします。 

 両計画は、どちらも３年ごとに見直しを行いながら策定する、高齢者や障がいのある人

の保健福祉施策の事業計画であります。この計画に基づきまして、多くの町民の皆さまの

御協力をいただきながら、福祉でまちづくりを進めてまいりました。 

 今回は平成３０年度から平成３２年度までの計画でありますが、策定にあたっては民生

委員や自治会の皆さまに御協力をいただいた高齢者日常圏域ニーズ調査による実態把握や、

介護サービス給付分析、また、障がいのある方々へのアンケート調査や障がい者福祉団体

との意見交換、聞き取り調査の実施などによりニーズ調査を行いました。 

 また、平成２７年度から平成２９年度に取り組んできました事務事業につきまして、進

捗状況や成果につきましては健康長寿のまちづくり会議事業評価部会において慎重に評価

をいただきますとともに、今後の方向性についての意見もいただいているところでありま

す。 

 計画の素案につきましては、１月３１日に健康長寿のまちづくり会議で説明をさせてい

ただき、審議をいただく中で了承を得たところであり、さらに町広報紙において町民の皆

さまに計画の概要を示し、あわせて意見を募集してまいりました。また、町内３地区にお

いて地域説明会を開催し、意見を集約した上で健康長寿のまちづくり会議において両計画

の最終的な審議をいただき、意見、具申をいただいたところであります。 

 銀河福祉タウン計画は老人福祉法及び介護保険法に基づく計画であり、今回の第７期計

画は、団塊の世代が後期高齢者になる平成３７年を見据え、本町が新たに取り組むべき高

齢者保健福祉施策や介護保険事業を示す計画であり、基本理念を本別ならではの町民力を

結集し、町ぐるみの支え合いの仕組みをつくるとし、４つの基本目標を掲げ、人口減少が

進む中、これまで培ってきた町民力や地域力を生かした本別型の地域包括ケアシステムの

構築、推進を目指します。 

 主な施策といたしましては、基本目標の一つであります介護の担い手と地域の担い手を

確保するため、これまで取り組んできました総合的な介護人材確保対策に加えて、新たに



 - 10 -

介護福祉士養成校の教師への周知活動や民間外部サイトを活用いたしました広報活動、訪

問介護事業所における人材確保のための、生活援助中心型の仮称ですが福祉職場入門研修

を開催してまいります。 

 また、介護基盤の整備につきましては、新たな介護人材確保等の実施により、社会福祉

協議会の運営による地域密着型の特別養護老人ホームの整備を行うため、平成３３年度の

開設に向けた協議、取り組みを進めてまいります。 

 第７期の介護保険料につきましては、保険料の負担率の変更や介護サービス利用料の増

加などから介護給付費の増額が見込まれるため、これまでの基準の保険料額の５,７７０円

を５,９８０円に見直しをいたします。 

 第１次障がい福祉総合計画は、平成３０年４月に障害者総合支援法と児童福祉法の一部

改正により、多様化する障がい児童のニーズに対応した障害児福祉計画の策定が市町村に

義務付けられたことを受け、これまで策定してきました障がい者保健福祉計画・障がい福

祉計画と、第１期の障がい児福祉計画を一体的に策定し、総合的、計画的に推進していく

ものであります。この計画は、障がいの有無にかかわらず誰もが人格と個性を尊重し、生

き生きと地域で暮らすことのできる自立と共生の社会の実現を基本理念としており、４つ

の基本目標を定めています。主な施策といたしましては、障がい者理解と交流の推進、差

別解消の啓発、相談支援や就労支援の充実、障がいや発達に心配のある児童への支援強化

を進めてまいります。 

 今後も町民の皆さまが安心して住み続けたいまちを目指して取り組みを進めてまいりま

すので、議員各位の特段の御理解、御支援を賜りますようによろしくお願いをいたします。 

 なお、介護保険料に係る介護保険条例の一部改正につきましては、本定例会に提案をい

たしておりますので、よろしく御審議をお願いしたいと思います。 

 次に、平成２７年６月に策定いたしました本別町特別養護老人ホーム・養護老人ホーム

の在り方に関する基本構想について報告いたします。 

 基本構想で計画していました清流町の小規模多機能型居宅介護事業所、清流の里に併設

いたします地域密着型特別養護老人ホームにつきましては、開設に必要な介護人材の確保

が困難な状況であることを受け、平成２９年度の供用開始を見送ってまいりました。この

間、町といたしましては介護人材の確保に向けた各種施策に取り組むとともに、本別町社

会福祉協議会と協議を進めてまいりました。 

 その結果、平成２９年１２月に本別町社会福祉協議会から、一層の人材確保に努めるこ

とで、地域密着型特別養護老人ホーム２０床の整備について、平成３２年度工事着工、平

成３３年度供用開始を目指すという意向が示されたところであります。 

 これを受けまして、平成３０年１月に開催をいたしました健康長寿のまちづくり会議に

諮り、委員の皆さまから御意見をいただきますとともに、関係部局とも協議を行いました

結果、平成３３年度の開設に向けて本別町社会福祉協議会との協議を進めることといたし

ました。 
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 また、高齢者向け住宅につきましては社会福祉協議会が事業主体となり、仙美里元町で

小規模多機能型居宅介護事業所、陽だまりの里に７戸を併設させ、平成３０年８月に開設

をし、また、勇足元町の小規模多機能型の居宅介護事業所ゆうあいの里に８戸を併設し、

平成３１年度の開設を予定しております。なお、養護老人ホームにつきましては、高齢者

住宅の整備に伴い、その機能が重複することから、閉所に向けた検討を進めていく予定で

あります。 

 介護基盤の整備につきましては、担い手となる人材確保に大きく影響を受けますことか

ら、町民の皆さまや健康長寿のまちづくり会議をはじめ、関係団体の御意見もいただきな

がら、引き続き慎重に検討を進めてまいりたいと考えておりますので、今後とも、議員各

位の特段の御理解と御支援を賜りますようによろしくお願いを申し上げます。 

 次に、地域包括ケア推進プロジェクト事業について報告をいたします。 

 本町ではこれまで、町民の皆さまや関係機関との連携のもと、住み慣れた地域で暮し続

けることができるまちづくりとして、地域包括ケアの構築を進めてまいりました。地域包

括ケアにおきましては医療と介護の連携が重要でありまして、本町における基幹病院であ

ります国保病院の果たす役割が大きいことから、さらなる充実を図るため、庁内関係部局

によります本別町地域包括ケア推進プロジェクトチームと地域包括ケア研究所とが連携を

図りながら、本年度から本格的に事業を進めてまいりました。 

 平成２９年度につきましては、国保病院内にワーキングチーム、作業部会を設置をして、

町民のニーズに応える病院とするため、病院改革プランの策定や、改革プランをより実効

性のあるものにするためのアクションプラン、行動計画の検討を行っております。 

 また、町民や関係者を対象といたしました地域包括ケアの普及啓発、美里別、仙美里地

区でのサロン活動や健康ウィークでの健康講話など、健康な人、体づくりの啓発や、町内

の保健、医療、福祉、介護職を対象にした研修会、将来を担う人材として、小中学校での

いのちの講話など、人材育成事業も積極的に開催をしてまいりました。 

 さらに、北海道内外の専門職や学生を対象といたしました星空キャンプ、首都圏での地

域医療塾は、本別町というまちや、まちの良さを知ってもらうことで本別町で働きたいと

いう人材を発掘することを目指しておりまして、実際に本町で働いてみたいという方から

の問い合わせもいただいているところでもあります。 

 平成３０年度につきましても、国保病院改革や健康づくりなどの事業を継続し、地域包

括ケアの充実に努めますとともに、その様子を平成２９年度に立ち上げます民間外部サイ

トで広く発信することで、本町の取り組みをＰＲすることにより必要な人材確保に繋げて

いきたいと考えております。 

 今後も、地域包括ケアシステムにつきまして構築、推進に努力してまいりたいと考えて

おりますので、議員各位の特段の御理解と御支援をお願い申し上げるところであります。 

 次に、子育て世代の包括支援センターの開設について報告いたします。 

 昨今、核家族化や地域のつながりの希薄化等により、妊娠、出産、育児に不安や負担を
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抱えている妊産婦への支援が課題となっています。こうした状況を受けまして、母子保健

法の改正により平成２９年４月から子育て世代包括支援センターを市町村に設置すること

が努力義務となりました。 

 本町におきましても、核家族化や出生数の減少により、母親の不安や悩みを家庭内や地

域で解決することが難しい状況になっておりまして、子育てしやすい環境を整えることが

求められております。 

 こうしたことから、妊産婦、乳幼児等の状況を継続的、包括的に把握をし、妊産婦や保

護者の相談に保健師等の専門職が対応をするとともに、必要な支援を調整することで、妊

産婦や乳幼児等に対し切れ目のない支援を提供することを目的に、これまで母子保健事業

を担ってまいりました健康管理センター内に子育て世代包括支援センターを開設すること

といたしました。 

 センターは、妊娠期から子育て期の子育て支援まで、母子保健施策と子育て支援施策の

両面から、利用者の目線で切れ目なく一貫性のあるものとして提供されるよう運営するこ

ととされております。具体的には、一つに妊産婦及び乳幼児の実態の把握、二つ目には、

妊娠、出産、子育てに関する各種の相談に応じた情報提供、助言、保健指導、三つには、

支援プランの策定、四つには、保健医療又は福祉の関係機関との連携調整の４点がセンタ

ーの必須業務とされています。 

 センターの円滑な運営にあたりましては、子ども未来課、児童発達支援センターよつば、

さらには、認定こども園に併設されております、子育て支援センターほんべつなどの子育

て支援に携わります関係機関との連携は欠かせないものでありまして、より一層の連携強

化に努めてまいります。 

 開設にあたりましては、妊産婦や保護者はもちろんのこと、地域の住民の皆さまに対し、

様々な媒体や機会を通して、センターの役割や相談を受け付ける場所、対象者、内容につ

いて、十分な周知、広報を行っていきたいと考えております。 

 なお、健康管理センター内での業務開始は、平成３０年４月を予定しておりますので、

町民の皆さまをはじめ、議員各位の御理解、御協力を賜りますように、よろしくお願いを

いたします。 

 次に、国民健康保険制度の広域化についての報告をさせていただきます。 

 国民健康保険制度の広域化につきましては、これまで議員協議会等で御説明をさせてい

ただきましたが、平成３０年度、新年度から新制度が開始されますことから、概要につき

ましての報告をさせていただきます。 

 国民健康保険特別会計は、これまで財政運営、医療給付、資格管理までの一切を市町村

で行ってまいりましたが、国においては現行制度のままでは財政が破たんする市町村が出

てくる恐れがあるとして、医療給付を含む財政運営を都道府県単位の大きな括りとして、

北海道が道内市町村全体にかかります医療費を推計して、各市町村の所得水準や医療費指

数をもとに納付金を割り当て、市町村が北海道に納付する仕組みとなりました。 
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 平成３０年度の本町の納付金は３億４,１６７万５,０００円となりまして、北海道から

は各市町村に割り当てた納付金に対応する標準保険税率が示され、本町は示された標準保

険税率を参考に税率改正を行うこととしております。 

 税率改正にあたりましては、これまで所得割、資産割、均等割、平等割の４方式で算定

していた税額を、改正後は資産割を廃止をして３方式での算定とし、納期につきましては

６期から８期に拡大をいたします。 

 財政支援措置といたしましては、特定健診、特定保健指導等の保健事業、ジェネリック

医薬品の利用促進、保険税収納率向上等の取り組みに対し交付金を交付する保険者努力支

援制度が実施をされます。 

 なお、広域化による町民の皆さまの窓口での届け出や、医療費の給付申請などの変更点

はありません。 

 以上、広域化の概要につきまして報告させていただきましたが、今後も国保加入者の健

康増進、医療費抑制のため、より効果的、効率的な保健事業を進めてまいりますので、議

員各位の御支援、御協力をお願い申し上げ、なお、広域化に伴います国民健康保険税条例

等の一部改正につきましては本定例会に提案しておりますので、よろしく御審議をお願い

したいと思います。 

 次に、とかち広域消防事務組合職員給与制度の統一について報告をさせていただきます。 

 給与制度の統一につきましては、十勝圏広域運営計画におきまして、既存職員は広域化

後５年間で、新規採用職員は広域化の時点から帯広市の給与制度を基本に統一することと

しておりましたが、広域化をスタートするにあたり、市町村間の協議において運営計画の

基本的な考え方を尊重しながらも、ある程度の時間をかけて帯広市と町村の給与水準を比

較、検証し、統一による具体的な影響などを詳細に把握する必要があるとして、新規採用

職員の統一を見送ったところであります。 

 この間、各市町村の制度内容等について調査、研究を行ったところ、帯広市の制度は１

９市町村のほぼ中間に位置をし、平均的な水準であることが確認されましたことから、こ

の結果を踏まえて、当初の計画どおり、給料表、初任給、昇給、昇格の基準及び諸手当に

ついては、帯広市の制度を基本とし、住居手当及び通勤手当につきましては地域性を考慮

し、消防署が所在する市町村の制度を適用することとしました、とかち広域消防事務組合

職員給与条例が、２月２８日に開催されました定例議会において議決されたところであり

ます。 

 なお、既存職員の統一につきましては、現給保障や経過措置を含む給料表の移行、諸手

当の支給要件の変更などの諸課題がありまして、統一までにはまだ時間が必要となること

から、引き続き統一に向けた検討をしていくこととし、平成３１年度の新規採用の職員か

ら本条例が適用されることとなります。 

 今後もオール十勝で十分な協議、検討を行いながら各種制度の統一に向けて取り組んで

まいりますので、議員各位の御理解を賜りますようにお願い申し上げます。 
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 以上、本別町議会第１回定例会の行政報告とさせていただきます。議員各位におかれま

しては、今後とも御支援、御協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げて報告とさせ

ていただきます。 

○議長（方川一郎君） これで行政報告を終わります。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第７ 議案第６号 

○議長（方川一郎君） 日程第７ 議案第６号職員の給与に関する条例の一部改正につい

てを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 議案第６号職員の給与に関する条例の一部改正につきまして、

提案理由の説明を申し上げます。 

 本案は、人事院の給与の勧告に伴い、一般職の職員の給料月額の支給額改定等の必要が

生じ、職員組合との合意を得ましたので、提案をするものであります。 

 人事院勧告の概要でありますが、１点目の給与改定は、民間給与との較差０.１５パーセ

ントを埋めるため、採用職員の初任給を１,０００円引き上げ、若年層についても同程度の

改定を行うもので、改定率平均０.２パーセントを引き上げるものであります。 

 ２点目は、勤勉手当の改定で、勤勉手当を０.１カ月分引き上げ、年間の支給月数を４.

３０カ月から４.４０カ月とする内容であります。 

 実施時期は、勧告どおり給与改定は平成２９年４月１日に遡及し、勤勉手当の改定につ

きましても平成２９年１２月１日に遡及し、適用するものでございます。 

 それでは、改正条文により説明をさせていただきます。なお、括弧書きの朗読は省略さ

せていただきます。 

 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例。 

 第１条、職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１５条の３第２項第１号中「１００分の８５」を「１００分の９５」に改め、同項第

２号中「１００分の４０」を「１００分の４５」に改める。 

 これは今回の改定に伴う勤勉手当で、一般職員を０.１カ月分、再任用職員を０.０５カ

月分引き上げる改定でございます。 

 別表第１並びに別表第２イ及びウを次のように改める。 

 別表第１（第３条関係）、別添。 

 別表第２（第３条関係）イ、別添。 

 別表第２（第３条関係）ウ、別添。 

 これは、今回の改定に伴う給料表で、平均で０.２パーセントを引き上げる改定であり、

別表での説明は省略させていただきます。 
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 第２条、職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 

 第１５条の３第２項第１号中「１００分の９５」を「１００分の９０」に改め、同項第

２号中「１００分の４５」を「１００分の４２.５」に改める。 

 これは、今回の改定に伴う勤勉手当を平成３０年４月１日から一般職員０.１カ月分の改

定を、６月、１２月支給分をそれぞれ０.０５カ月に振り分け、再任用職員０.０５カ月分

の改定をそれぞれ０.０２５カ月に振り分ける改定であります。 

 附則。 

 この条例は、公布の日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。ただし、第１条

中第１５条の３の改正規定は、平成２９年１２月１日から適用し、第２条の規定は平成３

０年４月１日から施行する。 

 なお、この改正に伴います平成２９年度の影響額でございますが、給料で、全会計で１

０６万４,０００円、うち一般会計で７５万６,０００円、期末、勤勉手当等の影響額は、

全会計で９８８万６,０００円、うち一般会計は４７０万８,０００円となる見込みでござ

います。 

 以上、議案第６号職員の給与に関する条例の一部改正についての提案説明とさせていた

だきます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） ２点ほど確認させていただきます。影響額は今お聞きしましたけ

ども、聞こえなかった分もありますので、それももう１回お願いします。 

 あと２点ですが、現在の本別町のラスパイレスの指数についてはいくらになっているか。

９３か５かというところでございましょうけども。それが１点目でございます。 

 ２点目でございますが、対象となる職員数、これは当然再任用の部分も入って来ると思

いますが、２３０名程度の職員数だというふうに認識してございますけれども、再任用が

何人で職員が何人ということで、わかる範囲の中でお知らせいただきたい。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） まず影響額でございます。今回の改正に伴います影響額です

が、給料で全会計で１０６万４,０００円、うち一般会計分で７５万６,０００円になりま

す。期末勤勉手当等の影響額につきましては、全会計で９８８万６,０００円、うち一般会

計で４７０万８,０００円の見込みでございます。 

 次にラスパイレス指数の関係でございますが、平成２９年４月１日現在のラスパイレス

指数です。本別町は９５.６パーセントで、前年と比較しまして１.２ポイントの減という

ふうになってございます。 

 ２点目についてはちょっと確認をさせていただきたいのですが、よろしいでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 
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○４番（大住啓一君） 人数については、あとでということですから、間違ったら困りま

すので精査をした中で、対象人数が何ぼで、再任用、退職したあとの人も何人いるという

ことで細かくお知らせをいただきたいということでございます。 

 ラスパイレスについてですが、９５.６で１.２パーセント減額と、ポイントですね。こ

の９５パーセントというのは、皆さん御承知のとおり、国の水準に対して１００上行く試

算もあるということでの、一応の目安でございます。町民の方々も注視してございますの

で、この９５.６パーセントという数字は、十勝管内において同時期の、考え方としてどの

程度に位置しているのか、ということは、町民の皆さんは例えばですけれども、議員の給

料が何ぼで町長の給料が何ぼで、職員のラスパイレス指数が十勝で何ぼというのは、注目

するところでございますので、十勝でどの程度に位置しているのかをお知らせいただきた

い。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 大住議員の御質問にお答えをいたします。ラスパイレスの状

況でございます。先ほど言いましたとおり２９年４月１日現在の状況でいきますと、本別

町、帯広市を除きます１８の町村での順位でございますが、今現在１８番目という状況に

なってございます。ですから一番下の低い水準に今いるということになります。 

○４番（大住啓一君） ちょっと確認です。１８町村、帯広は市ですからまあいいのです

けども、１８番目ということは、ほかのまち、ほかの村のラスパイレスは９５.６より１０

０に近いということですね。そういうことですね。 

（「そのとおりです」との声あり） 

○４番（大住啓一君） わかりました。 

 それと先ほどの人数の件については、あとでお知らせいただきたい。以上です。 

○議長（方川一郎君） ここで暫時休憩します。 

午前１０時５１分 休憩 

午前１１時００分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 先ほどの質問の答弁からとします。 

 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 大住議員の御質問にお答えをいたします。 

 人数の関係でございますが、総体で２５９名、うち再任用職員でございますが、５人と

なっております。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第６号職員の給与に関する条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第６号職員の給与に関する条例の一部改正については、原案のとおり

可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第８ 議案第７号 

○議長（方川一郎君） 日程第８ 議案第７号平成２９年度本別町一般会計補正予算（第

１４回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 議案第７号平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１４回）

について、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正は、議決をいただきました人事院勧告等による人件費の調整、事業費の確定

に伴います地方道路整備事業及び橋りょう長寿命化事業、栄町団地建替事業の調整など、

平成２９年度事業の完了に伴います係数整理が主な内容であります。その他の補正の主な

ものといたしましては、歳入では町税の増額、歳出では国の補正予算による事業の追加、

燃料費の調整、国民健康保険特別会計、介護保険事業特別会計等への繰出金の調整、財政

調整等基金への積立金の増額などでございます。 

 人事院勧告によります改定の内容につきましては、給与改定は、改定率、平均０.２パー

セントを引き上げるもので、勤勉手当を０.１カ月引き上げ、年間の支給月数を４.３０カ

月から４.４０カ月とする内容でございます。 

 なお、この改正に伴います２９年度の影響額につきましては、給料が全会計で１０６万

４,０００円、うち一般会計で７５万６,０００円、期末・勤勉手当等の影響額につきまし

ては、全会計で９８８万６,０００円、うち一般会計で４７０万８,０００円の見込みでご

ざいます。 

 それでは、予算書の１ページをお開きください。歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５０３万２,０００円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ６９億４４０万７,０００円とする内容であります。 

 それでは、歳出から御説明いたしますが、先ほど申し上げたとおり、今回の補正の大部

分が事業費確定による執行残等の係数整理でございます。 

 ２７ページ、２８ページをお開きください。 
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 ２、歳出でございますが、各科目にわたります、２節給料、３節職員手当等、４節共済

費の人件費につきましては８９ページ以降に給与費明細書を添付しておりますので、説明

は省略をさせていただきます。 

 それでは、下段にあります、２款総務費１項総務管理費１目一般管理費、次の２９ペー

ジ、３０ページをお開きください。上段にございます、８節報償費中、記念品代ふるさと

納税４００万円の減額、４段下にあります、１２節役務費中手数料ふるさと寄付金業務１

１２万２,０００円の減額補正は、個性あるふるさとづくり基金指定寄付金の収納見込みに

よります調整であります。 

 上から３段目に戻りまして、９節旅費のうち、特別旅費８９万６,０００円の減額は、職

員の各種研修に係る旅費の執行見込みによる減額であります。 

 下段の１１節需用費中、燃料費Ａ重油１４０万４,０００円の補正は燃料単価の増による

調整であります。 

 飛びまして、３３ページ、３４ページをお開きください。一番下段にあります、１４目

基金費２５節積立金６,８８４万４,０００円の増額補正の主なものにつきましては、３５

ページ、３６ページをお開きください。基金積立金財政調整基金に４,５９５万４,０００

円、減債基金に２,０００万円、農業振興基金に１,０００万円を積み立て、個性あるふる

さとづくり基金６６０万円を減額するものでございます。 

 なお、財政調整基金につきましては当初２億３,０００万円を取り崩しておりますが、前

回までの計上分と合わせて４,５９６万３,０００円を積み戻すこととなりますが、現時点

での基金残高は１億８,３８７万３,０００円の減となる見込みでございます。農業振興基

金につきましては、２９年度末で１億３,３２６万４,０００円となる見込みであります。 

 今回の積み立てにより、土地開発基金を除く全基金の現時点での現在高は、前年度より

１億３,２２０万円減の３３億７,５９３万２,０００円程度となる見込みであります。 

 なお、３月末に特別交付税が確定をいたしますので、平成２９年度末の最終現在高は変

更になる予定でございます。 

 飛びまして、４３ページ、４４ページをお開きください。３款民生費２項老人福祉費２

目養護老人福祉施設費１１節需用費中、修繕料施設２７万４,０００円の増額は、火災通報

装置を修繕するものでございます。 

 ４５ページ、４６ページをお開きください。３目介護保険費１９節負担金補助及び交付

金社会福祉法人等利用者負担軽減事業補助金８７万１,０００円の増額は、小規模多機能型

居宅介護事業所の利用者の増によるものでございます。 

 ４７ページ、４８ページをお開きください。３項児童福祉費１目児童福祉総務費２０節

扶助費中、施設型給付認定子ども園９６４万５,０００円の減額補正は、事業費の確定によ

るものであります。 

 ４９ページ、５０ページをお開きください。中段にございます、４目発達支援センター

費１８節備品購入費３１万３,０００円の補正は、指導用備品として発達検査及び知能検査
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に必要な用具を購入するものでございます。 

 飛びまして、５５ページ、５６ページをお開きください。一番下段にございます、６款

農林水産業費１項農業費３目農業振興費１９節負担金補助及び交付金中、各種補助金事業

につきましては、補助対象経費の確定及び決算見込みによる調整でございます。 

 なお、５８ページをお開きください。上から７つ目にございます、畑作構造転換事業４

５２万４,０００円及び、その下にございます、担い手確保・経営強化支援事業９９７万円

の増額補正は国の平成２９年度補正予算によるものであります。 

 また、上から２つ目にございます青年就農給付金、経営開始分につきましては、６つ目

にございます農業次世代人材投資事業交付金、経営開始型に事業名が変更となったもので

あり、事業費も事業確定により６００万円から３３万４,０００円に減額となっております。 

 次の段でございますが、４目畜産業費１９節負担金補助及び交付金中、畜産担い手育成

総合整備事業６７０万９,０００円の減額補正は事業実績によるものであります。 

 ５９ページ、６０ページをお開きください。６目営農用水管理費１９節負担金補助及び

交付金中、道営美蘭別地区営農用水事業負担金３１８万６,０００円の減額補正は、事業費

の確定によるものであります。 

 下段の２項林業費２目林業振興費８節報償費有害鳥獣駆除奨励金４６万５,０００円の

増額補正は、有害鳥獣の捕獲見込み数の増によるものであります。 

 １６節原材料費１５万円の増額補正は、有害鳥獣捕獲用の箱わな２基を作成するための

資材購入費であります。 

 次の６１ページ、６２ページをお開きください。７款１項商工費２目商工業振興費１１

節需用費中、修繕料施設２６万４,０００円の増額補正は、商工活性化センターの多目的ト

イレの便器を取り替えるものであります。 

 次の段、１９節負担金補助及び交付金中、中小企業融資利子補給補助金２２２万５,００

０円の増額補正は、融資件数及び額の確定による調整であります。 

 その下の企業誘致奨励事業補助金１３３万８,０００円の増額補正は、件数及び奨励金の

金額確定によるものであります。 

 下段の３目観光費１３節委託料、調査研究支援業務委託料２０９万８,０００円の減額補

正は、事業費の確定による調整であります。 

 同じく、１８節備品購入費１０万円の補正は、観光振興物品購入費指定寄付金を受けま

して、寄付者の意向により義経の館のベンチを購入するものでございます。 

 飛びまして６５ページ、６６ページをお開きください。上段の８款土木費２項道路橋り

ょう費３目道路新設改良費１５節工事請負費１,３６３万３,０００円、１７節公有財産購

入費１４４万５,０００円、２２節補償補填及び賠償金４９１万円の減額補正は、交付金事

業費の確定によるもので、別添の予算説明資料の１ページをお開きください。右側の事業

種別でございますが、一番下段にありますとおり、事務費を含む総事業費を２億９,０５４

万６,０００円から２億７,０３５万９,０００円に変更するものです。それぞれの事業内容
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は記載のとおりでありますが、説明は省略をさせていただきます。左側にございます事業

費でございますが、補正額２,０１８万７,０００円の減額、財源内訳は、国庫支出金１,２

４２万９,０００円、地方債７７０万円、一般財源５万８,０００円の減額でございます。 

 以下、この資料での説明は省略をいたします。 

 ６６ページへお戻りください。４目橋りょう維持費１３節委託料３,７６４万１,０００

円の減額、工事請負費１,８０１万円の増額補正は、交付金事業費の確定によるもので、別

添予算説明資料の９ページをお開きください。右側の事業種別です。事務費を含む総事業

費を１億７,１３０万４,０００円から１億５,１６７万６,０００円に変更するもので、そ

れぞれの事業内容につきましては記載のとおりでありますので、説明は省略をさせていた

だきます。左側の事業費補正額１,９６２万８,０００円の減額、財源内訳は、国庫支出金

１,２３４万円、地方債１８０万円、一般財源５４８万８,０００円の減額でございます。 

 以下、この資料での説明は省略させていただきます。 

 予算書の６７ページ、６８ページをお開きください。下段の５項住宅費１目住宅管理費

１１節需用費中、７０ページをお開きください。上段にあります、修繕料公営住宅・町営・

職員住宅１９４万６,０００円の増額補正は、執行見込みによるものであります。 

 １９節負担金補助及び交付金、住宅改修費等補助金３０万円の減額、及び住宅新築助成

事業補助金６０万円の減額補正は、事業実績によるものであります。 

 下段にございます、３目空き家等対策費１９節負担金補助及び交付金空き家住宅等除却

支援事業補助金１５５万４,０００円の減額補正は、補助対象事業費の確定によるものであ

ります。 

 その下、９款１項消防費１目常備消防費１９節負担金補助及び交付金３２３万９,０００

円の増額補正は、災害・救急出動の増加によります超過勤務手当の増、及び人事院勧告に

よります人件費の調整が主なものであります。 

 ７１ページ、７２ページをお開きください。上段にございます、２目非常備消防費９節

旅費費用弁償１１５万円の減額補正は、消防団員の災害出動の減によるものです。 

 飛びまして、７５ページ、７６ページをお開きください。中段にございます、１０款教

育費２項小学校費３目学校建設費１１節需用費８万６,０００円、１５節工事請負費施設改

修工事勇足小学校８６３万円、仙美里小学校１,３６９万５,０００円の増額補正は、国の

平成２９年度補正予算により、煙突の断熱材除去等を行うものでございます。 

 ７７ページ、７８ページをお開きください。中段にございます、１８節備品購入費本別

中学校学校管理用備品１０万４,０００円の補正は、携帯電話等を利用した一斉連絡メール

システムを導入するものでございます。 

 次の２目教育振興費１９節負担金補助及び交付金１１８万６,０００円の減額補正は、中

体連、中文連の大会等への参加出場費の執行見込みによるものでございます。 

 次の３目学校建設費１１節需用費１０万４,０００円、１５節工事請負費施設改修工事本

別中学校１,３９７万６,０００円、勇足中学校１,４１２万７,０００円の増額補正は、国
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の平成２９年度補正予算によります、煙突の断熱材除去、入れ替え等を行うものでござい

ます。 

 飛びまして、８５ページ、８６ページをお開きください。５項保健体育費３目学校給食

費１１節需用費中、消耗品調理室用５４万９,０００円の補正は、新学期に備え、調理器具

等を購入するものでございます。 

 下段の１２款１項公債費２目利子２３節償還金利子及び割引料７７７万６,０００円の

減額は、平成２８年度借入債の利子額確定によるものでございます。 

 以上で歳出を終わりまして、続きまして歳入を説明いたします。 

 ９ページ、１０ページにお戻りください。１款町税１項町民税１目個人１節現年課税分

１,５９１万２,０００円の増額は、個人所得割で、給与所得、退職所得等が当初見込額よ

り増額となったことによるもの。２目法人１節現年課税分１,１２７万４,０００円の増額

は、法人税割で農業関連法人等の課税標準額が増になったことによるものでございます。 

 ２項１目固定資産税１節現年課税分３４５万円の減額は、家屋及び償却資産において、

課税標準額が当初見込額より減額となったことによるものでございます。 

 下段の９款１項１目地方交付税３,３９４万５,０００円の減額は、普通交付税の確定に

よるもので、決定額は２６億６,９２５万８,０００円、前年度対比５.０パーセント減とな

ってございます。 

 次の１１款分担金及び負担金１項分担金１目農林水産業費分担金１節農業費分担金の減

額は、主に畜産担い手総合整備事業受益者分担金が事業実績により３８８万８,０００円の

減額となったことによるものでございます。 

 １１ページ、１２ページをお開きください。上段にございます、２項負担金１目民生費

負担金２節養護老人保護措置費負担金１９３万１,０００円の減額は、町外からの入所者が

１名減となったことによるものでございます。 

 下段の１２款使用料及び手数料１項使用料５目商工使用料２節観光使用料のうち、御所

使用料１０４万３,０００円の減額は、事業実績により調整するものでございます。 

 １３ページ、１４ページをお開きください。上段にございます、６目土木使用料２節都

市計画使用料中、公園等使用料７１万２,０００円の増額補正は、公共工事に伴います事務

所の公園占用による増額でございます。 

 次の３節住宅使用料１１９万５,０００円の増額補正は、入居者の増に伴うものでござい

ます。 

 １５ページ、１６ページをお開きください。中段にございます、１３款国庫支出金２項

国庫補助金４目土木費国庫補助金１節道路橋りょう費補助金２,４７６万９,０００円の減

額補正は、歳出で説明いたしました地方道路整備事業及び橋りょう維持事業の事業費の確

定によるものでございます。 

 下段の５目教育費国庫補助金１節小学校費補助金及び２節中学校費補助金にあります学

校教育施設整備費等補助金につきましては、歳出で説明いたしました、小学校、中学校の
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煙突改修工事によるものでございます。 

 １７ページ、１８ページをお開きください。１４款道支出金２項道補助金４目農林水産

業費道補助金１節農業費補助金１０２万９,０００円の増額補正は、農業委員会活動促進事

業交付金の追加交付により２３３万３,０００円の増となっております。 

 また、一番下段にあります強い農業づくり事業補助金、担い手確保・経営強化９９７万

円、次のページをお開きください。一番下段にございます、畑作構造転換事業費補助金４

５２万４,０００円の増額補正は、歳出で説明いたしましたが、国の補正予算により事業を

実施するものでございます。なお、環境保全型農業直接支払事業費補助金等につきまして

は補助対象経費の確定及び決算見込みによる調整でございます。 

 ２１ページ、２２ページをお開きください。１５款財産収入２項財産売払収入１目不動

産売払収入２節その他不動産売払収入、立木売払収入２３８万４,０００円の増額は、町有

林売払い入札により増となったものでございます。 

 下段の１６款１項１目寄付金１節総務費寄付金６６０万円の減額補正は、個性あるふる

さとづくり基金指定寄付金の見込みによる調整でございます。 

 その下にあります、５節商工費寄付金１０万円の補正は、本別町美里別○○○番地にお

住まいの○○○○様から観光振興物品購入費指定寄付金でございます。 

 ２３ページ、２４ページをお開きください。２段目にございます、１９款諸収入５項１

目７節雑入中、下から２行目の地方創生連携事業負担金１１９万８,０００円の減額は、東

北部３町連携観光地域づくり推進事業の執行見込みによる調整でございます。 

 ２５ページ、２６ページをお開きください。２０款１項町債１目１節総務債中、過疎地

域自立促進特別事業債５,１８０万円の増額、及び５目１節臨時財政対策債１,５９２万９,

０００円の減額は、額の確定によるものでございます。なお、その他の町債は事業費の確

定、国の補正予算による事業の実施によるものでございます。 

 以上で歳入を終わらせていただき、５ページをお開きください。 

 第２表、繰越明許費でございます。８款土木費２項道路橋りょう費本別町管内橋りょう

長寿命化事業６,２８６万円、１０款教育費２項小学校費小学校煙突改修事業、勇足、仙美

里、２,２４１万１,０００円、３項中学校費中学校煙突改修事業、本別、勇足、２,８２０

万７,０００円は、国の指示によりまして翌年度に繰り越すものでございます。 

 下段にございます、第３表債務負担行為補正は、１、廃止。事項、農地流動化資金に対

する利子補給でございますが、借入がなかったため廃止をするものでございます。 

 ６ページをお開きください。第４表、地方債補正でありますが、１、追加。起債の目的、

学校教育施設等整備事業。限度額３,３５０万円。なお、起債の方法、利率、償還の方法は、

現行と変わりはございません。 

 ２、変更。これは、事業量、事業費の変更及び確定に伴い限度額を変更するものでござ

います。起債の目的、公共事業等。限度額７,９７０万円を７,７６０万円に、７ページで

ございますが、公営住宅建設事業限度額２,０５０万円を１,７６０万円に、一般補助施設
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整備等事業、限度額１,０００万円を７７０万円に、辺地対策事業、限度額４,３６０万円

を３,８６０万円に。８ページをお開きください。過疎対策事業、限度額４億２,９００万

円を４億７,２９０万円に、臨時財政対策債、限度額１億８,７１０万７,０００円を１億７,

１１７万８,０００円に、それぞれ変更するものであり、起債の方法、利率、償還の方法は

変更はございません。 

 以上、平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１４回）の提案説明とさせていただき

ます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 まず、歳出からとし、一括とします。 

 高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） ２点についてお伺いしたいと思いますが、まず１点目は５８ペ

ージのですね、農業振興費、補正予算に関わってくるものですが、この担い手確保経営強

化支援事業ということで９９７万円、今回補正になっていますけども、この具体的内容に

ついて、どういうものなのか１点まずお伺いをしたいと思います。 

 次に７６ページ、３目学校費建設費工事請負費、それと関わりのある、次のページ７８

ページ、これも学校建設費の工事請負費、中学校と小学校ですが、この部分については以

前に私がアスベスト関係で質問をいたしまして、そのときの答弁では、勇足中学校は改修

時期で、ほかの学校については新年度以降、予算がつけばというふうに答弁されたと思う

のですが、今回勇足小学校も補正となっている経過について、まず１点お伺いをしたいと

思います。 

 また、この４校については、これで全てこのアモサイトというのですか、茶石綿という

か、この状況を含めて完了するということで受け止めていいのか、お伺いします。 

○議長（方川一郎君） 菊地農林課長。 

○農林課長（菊地 敦君） ただいまの高橋利勝議員からの、担い手確保経営強化支援事

業についてということで、総務課長のほうから御説明があったように、今回、国の平成２

９年度の補正予算事業で出てきた事業であります。内容につきましては、機械等の導入に

よって作業効率のアップ、省力化、それによって経営の維持、拡大を図るという内容で、

実施内容につきましては、２件の個人の農業経営の機械導入という形になっています。１

件につきましては美里別の中地区の方で、導入機械がパワーハロー１台、ピンポリッシャ

ー１台、植栽選別機１台ということで、事業費が１,２８９万６,０００円、この事業につ

いては補助率は２分の１以内ということになっておりますので、５９７万円の補助。もう

１件については勇足西地区の方で、豆コンバイン１台の導入ということで、事業費につい

ては８６４万円、補助率２分の１以内ということで４００万円、合計９９７万円の事業予

算となっております。以上です。 

○議長（方川一郎君） 佐々木教育次長。 

○教育次長（佐々木基裕君） 高橋議員から御質問ありました、７６ページの工事請負費、
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及び７８ページの中学校における工事の関係でございます。まず第１点目の御質問であり

ます、勇足小学校の煙突改修のほうにつきましては、当初ですね、勇足小学校の大規模改

修工事に合わせて、この煙突も改修工事をしたいと考えてございましたが、アスベスト等

の関係でですね、大規模改修工事の際にですね、この部分の補助がなかったということで、

それであれば勇足小学校の煙突につきましても他の学校と同様にですね、煙突の改修工事

の際に合わせて実施するということにしてございました。それで、アスベストに関するこ

れまでの状況ということでございますが、アスベスト問題につきましては、昭和５９年９

月に吹き付けアスベストの使用が禁止されました。その後、関連する法律の改正が順次施

行されてきておりまして、本町におきましてはその都度法に基づき適正な対応をしてきた

ところでございます。 

 しかしながら平成２６年にですね、石綿障がい予防規則というのが改正されまして、こ

の分につきましては学校、施設等もそうでございますが、煙突内にある保温剤、この保温

剤にですね、先ほど議員もお話しされていましたアモサイト、茶石綿でございますが、そ

れが含まれているということでございましたので、教育委員会といたしましては、これま

でに専門業者によるサンプル調査、それから現地状況調査を重ねてまいりました。調査結

果につきましては、先ほども申しましたが、保温剤にアモサイトが含まれていることが判

明したもののですね、落下等による飛散の状況に至っていないということでありましたの

で、このことを見据えてですね、以後目視等による確認を行ってきたところでございます。

しかしながら将来のことを見据えまして、小中学校煙突改修事業として、平成２９年６月

６日付けで国に対してこの改修工事の補助申請をしたところでございます。その後、国か

ら何の連絡もなく、本年度あるいは次年度においての改修工事は無理であろうと判断して

ございましたが、先月の２月２１日、突如国から補正予算の内定通知がありましたことか

ら、改修工事を次年度に実施いたしたく、今３月補正予算に繰越明許費として予算計上さ

せていただいたところでございます。内容につきましてはですね、平成２９年度の予算説

明資料の１５ページに小学校の工事内容を記載してございます。さらに、１８ページに中

学校の煙突の工事内容を記載してございます。 

 この改修事業によりまして、アスベストに関する煙突の改修工事は全て完了となってご

ざいます。なお、本別中央小学校の煙突につきましてはアスベスト等は全く問題ございま

せんので、改修工事の必要はございません。以上でございます。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 今の関連で質問いたしますけれども、御承知のとおり勇足小学校

の大規模改修は２億６,０００万円ほどだったかというふうに認識してございますし、私ど

も予算の中身のときには質疑をさせていただきました。今の説明でわからないわけではな

いのですが、なぜこのように２回もですね、勇足小学校は８００万円程度の事業費、工事

費かと思いますけれども、補助に乗っからなかったから何とかという理論もあるのでしょ
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うけれども、地域の方々、御父兄も含めてですが、その辺をですね、税金の使い方として

著しくちょっと違うのではないかなというような考え方もする人もいると思うのです。そ

の辺、きちっとその都度その都度ですね、説明をしているとは思いますけれども、当然２

億６,０００万円ほどの大金を、税金を投入したということになれば、アスベストであれ何

であれ、そのときそのとき説明しているにしてもですね、この時期にまた年度をまたぐ明

許費を組んで、８００万円ほどの工事をしてくるということの説明がですね、今次長のほ

うからありましたけれども、もう少しかみ砕いたといいますか、皆さんが納得いく説明と

いいますかね、その辺どういうことなのか、そのときに２億６,０００万円に８００万円ほ

ど足しますから２億７,０００万円あれば全部できたのではないかと。それができなかった

理由は、アスベストが散らかるといいますかね、そういうこともあったのかもしれません

し、どういうことかわかりませんけれども、その辺をきちっとしておかないと、やはり税

金を、補助がついたからいいんだ、何々ができたからいいんだということだけではないと

思いますけれども、地域の住民の方々にきちっと説明できるようなことを私どもも説明い

ただかないと、地域に立ち戻ったときの私どもとしても説明が滞るものですから、その辺

再度お聞かせいただきたい。 

○議長（方川一郎君） 佐々木教育次長。 

○教育次長（佐々木基裕君） 勇足小学校の煙突の改修でございます。 

 勇足小学校の煙突につきましては、先にお話しをさせていただきましたが、先の大規模

改修事業によりまして、暖房の分につきましては、ボイラーは使わないということで、各

教室それぞれ個別のストーブで対応してございます。 

 この煙突の関係でございますが、先ほども言いましたけれども、補助対象外、それから

大規模改修を行ったときの国の補助の限度額等ありまして、この煙突を改修するにはです

ね、かなりの金額がかかるということで、塞ぎ込みで対応をしてございます。ただ上下の

塞ぎ、煙突をふさぎ込みすることで、アスベストが仮に落下しても、飛散しないような措

置をしてございます。それで先ほども申しましたが、国の予算でですね、今回つきました

ことから、勇足小学校におきましては他の学校と違いまして、そのアモサイトを除去する

だけで済みます。他の学校の煙突改修事業につきましては、アモサイトを含んでいる保温

剤を撤去し、そのあと安全でアスベストを含有していない素材の物を煙突内に挿入すると

いうことで改修をしようと思ってございますが、勇足小学校につきましては除去をして、

上下の排煙口を塞いで、そこで工事を完了するということでございます。先ほど大住議員

さんの言ったとおりですね、勇足小学校の工事説明会のときに私も説明にお伺いいたしま

したが、煙突に関しましてはですね、現状のままで上下を塞ぎ込みすると。その他につき

ましては、暖房につきましては、各教室の個別ストーブの対応ということでお話しをして

ございます。以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 大まかに大体わかりました。明許費を組んでいるということでご
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ざいますから、年度を越えて、工期の設定等々もあると思います。したがいまして、子ど

もさんたちが通う小学校でございますから、特に勇足は今答弁にありましたとおり注視さ

れている、それは大きな税金を投入している後でございますからぜひぜひ、これから卒業

式、入学式等々もございますし、その辺をですね、教育委員会として、税金の投入の仕方

についてきちっと説明をし、なおかつ子どもたちの安全と安心を守るために、こういうこ

とでやるんだということをですね、細かく説明していかないと、行政サイドの補助事業だ

からいいんだというだけでは、そういうつもりではないと思いますけれども、そういう誤

解を招かないような説明を求めていくべきだと思いますが、その辺の見解を伺いたい。 

○議長（方川一郎君） 佐々木教育次長。 

○教育次長（佐々木基裕君） 大住議員の質問にお答えをさせていただきます。勇足小学

校の大規模改修工事の際におきましても、地域住民の方もひっくるめてですね、私のほう

から詳細に説明をさせていただいたところでございます。今回の勇足小学校の煙突の改修

工事をひっくるめましてですね、各小中学校改修工事を行いますので、そのことにつきま

しては、各学校にはですね、今煙突の改修工事の補助が確定したということをお伝えして

ございますが、今後におきましてですね、工事等の内容につきまして、ＰＴＡ等にですね、

十分周知をしてまいりたいと考えておりますので、御理解いただきたいと思います。以上

でございます。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） まず３０ページの８節報償費の関係で、ふるさと納税なのです

けれども、４００万円ほどの減額ということで、見込みから減額するということなのです

が、現状で、総額でどれ位になっているか伺いたいと思います。 

 それから、飛びますけど８６ページ、学校給食費の１１節需用費の関係で、賄材料費が

２２０万円の減額ということで、昨今の状況では野菜が特に高騰していて、学校給食にも

影響しているというような報道もあった中で、この減額というのはどういう状況なのか伺

いたいというふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 阿保議員の御質問にお答えをいたします。ふるさと納税の現

在の状況ということで、３月５日現在の収納状況でございますけども、金額で７,２７５万

７,０００円となってございます。そして今後の見込み等も踏まえまして、総体で今７,４

００万円ということで見込んでございます。以上です。 

○議長（方川一郎君） 久保学校給食センター所長。 

○学校給食共同調理場所長（久保良一君） ただいまの阿保議員の、学校給食費の賄材料

費に関しましてお答えをさせていただきます。基本的には後ほど歳入で出てきますけども、

学校給食費として、父兄の方に学校給食代として負担をまずいただいております。 

 その中で大きな要因としまして、学校給食費、当初予算を見ていた部分では、本別高校

で申し上げますと、当初総体で１４０人見ておりました。最終的に２９年度は１１７名と
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いうことで、２３名の減になっております。そうした大きな人数の要因で、高校で申し上

げますと約１００万円ほどの減額になっております。それと課外授業等によって、当初見

込んでいた日数が給食として利用されていなかったということで、小学校、中学校、保育

所ですけども、その部分も含めまして約２３０万円ほど歳入で減額をさせていただいてお

ります。 

 今回の２２０万円の減ですけども、それに基づきまして人数の減少と、先ほど言われて

いました、台風による葉物野菜とかの単価の増の部分ありますので、その部分は若干経費

として見込みさせていただきまして、歳入とは同額になっておりませんけども、若干上乗

せして減額の幅を少なくしている状況であります。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

 矢部隆之君。 

○１番（矢部隆之君） ６２ページの商工費の関係で、負担金補助及び交付金、１９節の

関係なのですけども、この中で補助金の中に中小企業の融資を保証料と利子補給というこ

とでありますけれども、当初予算は１億円以上、貸付金で予算を見ている中の一部だと思

うのですけれども、この貸付をしている所がですね、起業家支援の奨励事業、本町でもあ

ると思うのですけれども、それの対象になっている企業もあるのか、その中に入っている

のかどうかが１点。 

 それと、その下に企業誘致奨励事業で１３３万８,０００円とありますけれども、本町の

からまつを使った部分での奨励金とかということなのかどうなのか、そこら辺も含めて内

容をちょっと教えていただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 高橋企画振興課長。 

○企画振興課長（高橋哲也君） 矢部議員の御質問にお答えいたします。最初にございま

した、中小企業の融資の部分でございますけども、これにつきましては中小企業融資規則

がございまして、町内で商工業を営む方の資金融通をした場合について、１億２千万円を

金融機関に預託しておりますけども、その５倍を限度額といたしまして融資実行した際に

利子補給するものでございます。２９年度につきましては、１億２千万円に対しての５倍

でございますので６億円の枠に対しまして、現在の状況でいきますと４億２,４３３万円、

これについて利子補給しているものでございまして、それぞれ期間中、新規に貸付する繰

り上げ償還等々もございますので、それぞれ個別に計算しながら利子補給の額を確定し、

今回補正予算として計上させていただいておりますので、御理解いただきたいと思います。 

 それで件数につきましては、今回の２９年度の部分でいきますと１３９件がこの対象と

なっているところでございます。 

 それから企業誘致奨励事業でございますけども、こちらのほうにつきましては企業誘致

条例に基づく補助金でございまして、対象としている企業につきましては、南工業団地に

あります木材、製材工場、それからもう１社は運送業を営む企業、この２社に対しての、

条例に基づきます補助金という内容になってございます。 



 - 28 -

 それから矢部議員の御質問にありました、この中小企業融資の利子補給に起業家支援の

ものが入っているかということでございますが、確認させていただきたいと思いますので、

ちょっとお時間いただきたいと思います。 

 ちなみに中小企業融資につきましては、起業後１年を経過しないとですね、対象となら

ないという規則になってございますので、起業したからといってすぐ対象となるものでは

ないということで御理解いただきたいと思います。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 次、歳入の関係で質疑はありませんか。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 歳入の分で１点だけ確認させていただきます。これは９款の地方

交付税でございます。減額の３,４００万円位ですけども、先ほど率で５パーセント程度と

いうお話でございました。地方交付税、これ普通交付税と特別交付税が入っている部分か

なと、表のつくりかたですが。それで、特に普通交付税については計算上いろいろな数値

が上がってきて、本別でいけば２８億だとか、そういう形になってくると思います。それ

がこの時点で減が５パーセントになってくるというのは、特別交付税が確定していないか

らなのか、国のほうで交付すべき金がなくなったから減額になるのか、何か国との調整で、

計数の変わる部分があったから減額になったのか、ちょっとその辺の解釈をですね、我々

にわかりやすく周知をお願いしたいと。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 大住議員の御質問にお答えをいたします。先ほど御説明いた

しました中での普通交付税の関係でございます。前年度対比で５パーセント減という説明

をさせていただきました。今回補正をいたしましたのは、当初予算である程度見込んで普

通交付税の予算を計上しております。普通交付税が確定いたしますのが例年大体７月中と

いうことになります。通常、当初予算を組んで額が確定をして、ある程度今後補正をする

段階にあたっての補正予算の財源留保額というものをある程度見込みながら予算執行して

いくわけですけども、今回３月ということでございますし、そのことによって執行残、そ

ういったものも出てきましたので、ある程度この普通交付税を１回整理をして、そして財

政町政基金への積立金も合わせて整理をするということで、例年７月に確定はするのです

けども、最終的な調整は１２月、ないし３月にさせていただいております。以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 確認ですけれども、特別交付税はあとということでございますか

ら、普通交付税の、この時期に積み戻す分だとか次年度に繰り越す分、３月のこの議会で

提案して承認もらってそのまま作業を進めていくという解釈の中での３,３００万円の減

額ということの解釈でよろしいのですか。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 
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○総務課長（村本信幸君） お答えをいたします。今回３,３００万円程度減額をしており

ますが、今御質問のとおり、今回最終的に調整をさせていただくということでございます。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで歳入を終わります。 

 次に、繰越明許費、債務負担行為補正及び地方債補正に対する質疑を行ないます。 

 ５ページから８ページ。 

 ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） ここで暫時休憩します。 

午前１１時５７分 休憩 

午後 １時３０分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 矢部議員の質疑に対する答弁からとします。 

 高橋企画振興課長。 

○企画振興課長（高橋哲也君） 矢部議員に御質問いただきまして、留保させていただい

た件について答弁させていただきます。起業家支援の要綱によりまして企業化したもので、

中小企業規則に基づく融資を受けているものの件数でございますが、現在８件となってお

ります。以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 矢部隆之君。 

○１番（矢部隆之君） その８件の中には、起業家支援の奨励事業で何件かあると思うの

ですけど、対象になっている事業所というのは入っているのか入っていないのか。 

○議長（方川一郎君） 高橋企画振興課長。 

○企画振興課長（高橋哲也君） 今矢部議員言われましたとおり、今８件とお答えしたの

は起業家支援要綱を受けているもので、なおかつ中小企業の規則の適用を受けているもの

ということでございます。以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 矢部隆之君。 

○１番（矢部隆之君） ということは今、継続しているというか、それが８件ですよと。

３年以内にやめた所もありますけど、そういった所は入ってないですよということなので

すね。 

○議長（方川一郎君） 高橋企画振興課長。 

○企画振興課長（高橋哲也君） そのとおりです。 

○議長（方川一郎君） これで歳出を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 
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 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第７号平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１４回）についてを採

決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。したがって、議案第７号平成２９年度本別

町一般会計補正予算（第１４回）については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第９ 議案第８号 

○議長（方川一郎君） 日程第９ 議案第８号平成２９年度本別町国民健康保険特別会計

補正予算（第５回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第８号平成２９年度本別町国民健康保険特別会計補正予

算（第５回）について提案内容の御説明を申し上げます。 

 今回の補正につきましては、決算見込み及び交付金等の額の確定に伴う計数整理などが

主な内容でございます。国民健康保険税を決算見込みにより減額調整したほか、受診件数

の減などにより保険給付費を減額しておりまして、それに伴い国からの療養費負担金、共

同事業負担金、国保連合会からの共同事業交付金も減額補正をしております。また、歳入

歳出不足分については、財政調整分として基金及び一般会計から繰り入れを行っておりま

す。 

 それでは、予算書の１ページをお願いします。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７,３７０万７,０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１３億９,７３３万８,０００円とする内容でござい

ます。 

 それでは、事項別明細書により歳出から説明させていただきます。１２ページ、１３ペ

ージをお願いします。 

 ２、歳出。１款総務費１項総務管理費１目一般管理費２節給料から４節共済費までの人

件費の補正につきましては、国保会計２名分の給与改定及び人事異動等によるもので、詳

細につきましては２０ページ以降に給与費明細書を添付しております。 

 ２項徴税費１目賦課徴収費１１節需用費中、印刷製本費６３万４,０００円は、納付書等

が不足するため増額補正をするものです。 

 ２款保険給付費１項療養諸費１目一般被保険者療養給付費３,７９４万３,０００円の減

額は受診件数の減などによるものでございます。 
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 １６ページ、１７ページをお願いします。 

 ７款１項共同事業拠出金の計の欄２,２２０万５,０００円の減額は、高額医療費及び保

険財政共同安定化事業拠出金それぞれの額の確定によるもので、受診件数及び高額療養費

対象者の減により減額したものでございます。 

 下段の８款保健事業費３項健康管理センター事業費１目施設管理費１１節需用費中Ａ重

油４１万９,０００円の増額は、単価アップによるものでございます。 

 １８ページ、１９ページをお願いします。 

 １０款諸支出金２項繰出金２目一般会計繰出金３０４万４,０００円の増額は、収納率向

上対策として道の特別調整交付金の対象経費となった臨時職員賃金分を一般会計に繰り出

すものです。 

 続きまして、歳入に入らせていただきます。４ページ、５ページをお願いします。 

 １款１項国民健康保険税１目一般被保険者国民健康保険税１,４６５万３,０００円及び

２目退職被保険者等国民健康保険税２４万９,０００円は、それぞれ決算見込により減額し

たものでございます。 

 ６ページ、７ページをお願いします。 

 ２段目の３款国庫支出金１項国庫負担金１目療養給付費等負担金４,３３９万６,０００

円及び２目高額療養費共同事業負担金２６４万円の減額は、歳出でも申し上げましたが、

診療件数の減及び高額医療該当者の減によるものです。 

 ８ページ、９ページをお願いします。 

 下から２段目の８款１項１目共同事業交付金１,６０３万９,０００円の減額につきまし

ても高額療養費該当者が減になったことによるものでございます。 

 一番下の段、１０款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金３節その他一般会計繰

入金中、次ページになりますけども、財政調整分１,９８０万円の増額は、基金取り崩し後

の歳入歳出不足分を財政調整分として一般会計から繰り入れるものです。 

 １０ページ、１１ページ、今のページですが、中段の１０款繰入金２項１目基金繰入金

４１２万５,０００円は、歳入歳出不足分を保険給付費支払準備基金から繰り入れるもので

ございます。 

 以上で議案８号平成２９年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第５回）について、

提案内容の説明とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 質疑は、歳入歳出一括とします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 



 - 32 -

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第８号平成２９年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第５回）に

ついてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第８号平成２９年度本別町国民健康保険特別会計補正予算（第５回）

については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１０ 議案第９号 

○議長（方川一郎君） 日程第１０ 議案第９号平成２９年度本別町後期高齢者医療特別

会計補正予算（第４回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第９号平成２９年度本別町後期高齢者医療特別会計補正

予算（第４回）について提案内容の説明を申し上げます。 

 今回の補正につきしては、事業終了に伴う計数整理などが主な内容となっております。 

 それでは、予算書の１ページをお願いします。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２８３万７,０００円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億２,４６２万１,０００円とする内容でございます。 

 次に、事項別明細書により歳出から御説明させていただきます。 

 ５ページ、６ページをお願いします。 

 下段の２款１項１目後期高齢者医療広域連合納付金１９節負担金補助及び交付金３０２

万５,０００円の増額は、広域連合事務費及び保険料等について、それぞれ額が確定したこ

とによるものでございます。 

 続きまして歳入でございます。３ページ、４ページをお願いします。 

 １款１項１目後期高齢者医療保険料１節現年度分３５７万５,０００円の増額は、決算見

込によるものです。 

 ２款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金７５万３,０００円の減額は、額の確定

によるものでございます。 

 以上で議案第９号平成２９年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第４回）につ

いて、提案内容の説明とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 
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 質疑は、歳入歳出一括とします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第９号平成２９年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第４回）

についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第９号平成２９年度本別町後期高齢者医療特別会計補正予算（第４回）

については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１１ 議案第１０号 

○議長（方川一郎君） 日程第１１ 議案第１０号平成２９年度本別町介護保険事業特別

会計補正予算（第５回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 議案第１０号平成２９年度本別町介護保険事業特別会計

補正予算（第５回）について、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正は、介護保険料及び介護給付費負担金等の調整、給与改定に伴う給与、職員

手当等の調整、事業の完了等に伴う計数整理などが主なものであります。 

 予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ６２５万９,０００円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１０億１,２７４万１,０００円とする内容であります。 

 それでは、歳出から事項別明細書により、主なものについて御説明いたします。 

 ８ページ、９ページをお開きください。２、歳出ですが、１款総務費３項１目介護認定

審査会費１９節負担金補助及び交付金４５万３,０００円の減額は、十勝東北部介護認定審

査会の事務局人件費の減によるものです。 

 １０ページ、１１ページをお開きください。２款保険給付費１項介護サービス諸費４目

特定入所者介護サービス費１９節負担金補助及び交付金３５１万５,０００円の増額は、特

定入所者介護サービス事業費の増額によるものです。 
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 下段の４款地域支援事業費１項１目介護予防・日常生活支援総合事業費、並びに次の段

の２項包括的支援事業・任意事業費１目包括的支援事業費の２節給料、３節職員手当等、

４節共済費は給与改定及び人事異動によるもので、１４ページ以降に給与費明細書を添付

しておりますので、説明は省略させていただきます。 

 ２目任意事業費８節報償費４０万４,０００円の減額は、介護相談員１名の減によるもの

です。 

 １２ページ、１３ページをお開きください。５款１項１目基金積立金２８７万４,０００

円の減額は、平成２８年度の決算による基金積立金の調整によるものです。 

 ４ページ、５ページをお開きください。１、歳入ですが、１款１項介護保険料１目第１

号被保険者介護保険料８１２万５,０００円の増額は、決算見込みによる調整であります。 

 ４段目の３款国庫支出金２項国庫補助金１目調整交付金９９４万２,０００円の減額は、

介護給付費の執行見込みにより調整するものです。 

 次の４款１項支払基金交付金１目介護給付費交付金９１２万８,０００円の減額は、介護

給付費の執行見込みにより調整を行うものです。 

 ６ページ、７ページをお開きください。７款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入

金の各節の補正は、介護給付費及び地域支援事業費等の執行見込みにより財源調整を行う

ものであります。 

 次の段の２項基金繰入金１目介護保険基金繰入金１,１０９万４,０００円の増額は、介

護給付費の執行見込みによる財源調整を行うものです。 

 以上、平成２９年度本別町介護保険事業特別会計補正予算（第５回）の提案説明とさせ

ていただきます。よろしく、御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 質疑は、歳入歳出一括とします。 

 高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） ９ページのですね、１目一般管理費の１９節ですね、補助金の

本別町介護従事者就業支援等補助金ということで補正になっていますけども、補正になる

ということは、そういった対象者がふえたというか、件数が拡大した、増になったという

ことだと思うのですけども、そういう意味では人材確保という意味で進んでいるのかと思

うのですが、その辺の経過についてお伺いします。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 高橋議員の御質問にお答えいたします。本別町介護従事

者就業支援等補助金の増額についてですけれども、介護人材の総合的な確保策ということ

で、５事業をこれまで展開をしてきております。その中に就業支援に関する補助金ですと

か、既に勤めておられる方の資格取得に対する補助金等の助成を行ってきております。 

 就業支援の補助金につきましては、就業支度金、これは勤めたときにもらえるものです

けど、の見込みが７件。住宅準備金、これは転居に掛かる費用のものですが３件。支度準
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備金、これは町外から通って来られる方ですとか、正職員ではなく非常勤で勤められる方

に対して、準備のためのお金として支払われるものですけども、こちらが１０件というふ

うに、やはりＰＲをすることによってですね、この制度を活用して本町の事業所に勤めよ

うという方が少しずつふえてきているというような状況がありまして、今回増額をさせて

いただきました。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これから、議案第１０号平成２９年度本別町介護保険事業特別会計補正予算（第５回）

についてを採決します。 

お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１０号平成２９年度本別町介護保険事業特別会計補正予算（第５回）

については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１２ 議案第１１号 

○議長（方川一郎君） 日程第１２ 議案第１１号平成２９年度本別町介護サービス事業

特別会計補正予算（第９回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 井戸川老人ホーム所長。 

○老人ホーム所長（井戸川一美君） 議案第１１号平成２９年度本別町介護サービス事業

特別会計補正予算（第９回）について、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正は、歳入は介護給付費収入、自己負担金収入の見込みによる調整、歳出は給

料・職員手当等給与改定による人件費の調整、その他につきましては執行見込み及び執行

残の係数整理が主な内容でございます。 

 それでは予算書の１ページをお開き願います。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ９１万５,０００円を減額し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ２億８,９５４万１,０００円とするものであります。 

 それでは、事項別明細書により補正の主な内容について歳出から説明させていただきま

す。 
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 ５ページ、６ページをお開き願います。 

 ２、歳出ですが、１款介護サービス事業費１項１目施設介護サービス事業費２節給料、

３節職員手当等、４節共済費並びに次のページ、７ページ、８ページの上段、２項居宅介

護サービス事業費１目居宅介護支援事業費２節給料、３節職員手当等、４節共済費につき

ましては給与改定等によるもの、あるいは負担金率の変更によるものでございまして、９

ページ以降に給与費明細書を添付しておりますので、説明は省略させていただきます。 

 ５ページ、６ページにお戻りください。 

 上段四つ目、７節賃金のうち準職員賃金４７万５,０００円の増額は給与改定等によるも

の、臨時雇賃金１９５万５,０００円の減額は、介助員が昨年４月まで２名体制でおりまし

たけども、４月に１名退職されまして、それの募集をさせていただきましたけども応募が

なかったということによる減額でございます。 

 以降につきましては、執行見込み、あるいは執行残の計数整理が主な内容でございます。 

 ７ページ、８ページをお開き願います。 

 下段、２目介護予防支援事業費１３節委託料１６万２,０００円の減額は利用者の減少に

よる委託料の減であります。２８節繰出金５７万６,０００円の減額は執行見込みによる調

整でございます。 

 次に３ページ、４ページにお戻り願います。 

 １、歳入ですが、１款サービス収入１項１目介護給付費収入１節施設介護サービス費収

入４３５万１,０００円の減額は、利用者の入院等の空床率の増によるものであります。 

 ２節短期入所生活介護費収入５１９万１,０００円の減額は、長期利用されていた方の移

動、お亡くなりになるですとか、特養に本入所になったですとか、そういう移動による利

用者の減、利用日数の減によるものであります。 

 ３節居宅介護サービス計画費収入１４６万６,０００円と、４節居宅予防支援サービス計

画費収入７７万６,０００円の減額は利用件数の減少により調整するものでございます。 

 ２目自己負担金収入１節施設介護利用者負担金収入１９５万２,０００円の減額、同じく

２節短期入所生活介護利用者負担金収入６１万９,０００円の減額は、先ほど介護給付費収

入で述べました理由による減でございます。 

 ４款繰入金１項他会計繰入金１目１節一般会計繰入金１,３４１万８,０００円の増額は、

サービス収入の減及び人事院勧告に伴う人件費増による執行見込み調整による補填でござ

います。 

 以上、平成２９年度介護サービス事業特別会計補正予算（第９回）の提案説明とさせて

いただきます。よろしく御審議のほどお願い申し上げます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 質疑は、歳入歳出一括とします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 
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 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１１号平成２９年度本別町介護サービス事業特別会計補正予算（第９

回）についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１１号平成２９年度本別町介護サービス事業特別会計補正予算（第

９回）については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１３ 議案第１２号 

○議長（方川一郎君） 日程第１３ 議案第１２号平成２９年度本別町簡易水道特別会計

補正予算（第４回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 議案第１２号平成２９年度本別町簡易水道特別会計補正

予算（第４回）について、提案内容を説明申し上げます。 

 補正予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ７６０万４,０００円を減額し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１億３,０１６万円９,０００円とする内容であります。 

 次に事項別明細書により、主なものについて歳出から説明いたします。６ページ、７ペ

ージをお願いいたします。 

 １款１項簡易水道費１目一般管理費２節給料、３節職員手当等、４節共済費は給料改定

や扶養手当の変更によるもので、８ページ以降に資料を添付しておりますので説明は省略

をさせていただきます。 

 同じく、１目一般管理費中、１１節需用費印刷製本費１１万８,０００円の増額は、在庫

不足による納入通知書等の印刷によるもので、光熱水費５５万８,０００円の増額は、美里

別簡水、勇足簡水の電気使用量増によるものです。 

 ２目維持修繕費１１節需用費７０万円の増額は、勇足浄水場の消石灰注入ポンプ用イン

バータの故障による修繕をするものでございます。 

 １５節工事請負費中、美里別簡易水道配水管工事５１７万２,０００円の減額は、町道美

里別川沿道路改良工事の工事延長の減によるものでございます。 
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 その他の補正は、事業費確定及び決算見込みによるものでございます。 

 ４ページ、５ページにお戻りください。 

 歳入でありますが、１款分担金及び負担金１項負担金１目簡易水道費負担金１４５万２,

０００円の減額は歳出で説明しました町道改良工事延長減による工事負担金の減額でござ

います。 

 ２款１項使用料及び手数料１目水道使用料１節現年度分９５万２,０００円の増額は、主

に業務用及び家事･営農用水の使用水量の増によるものでございます。 

 ４款１項繰入金１目一般会計繰入金３２８万１,０００円の減額は収支の調整によるも

のでございます。 

 ７款１項町債１目簡易水道事業債３８０万円の減額は、事業費確定によるものでござい

ます。 

 次に３ページをお願いいたします。 

 第２表、地方債補正。１、変更。 

 起債の目的、簡易水道事業。限度額２,２４０万円を１,８６０万円に変更するものです。 

 起債の方法、利率、償還の方法については変更ありません。 

 以上、平成２９年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第４回）の提案説明とさせてい

ただきます。 

 どうぞ、よろしくお願いをいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 質疑は、歳入歳出、地方債補正一括とします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１２号平成２９年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第４回）につ

いてを採決します。 

お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１２号平成２９年度本別町簡易水道特別会計補正予算（第４回）に

ついては、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１４ 議案第１３号 
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○議長（方川一郎君） 日程第１４ 議案第１３号平成２９年度本別町公共下水道特別会

計補正予算（第４回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 議案第１３号平成２９年度本別町公共下水道特別会計補

正予算（第４回）について、提案内容を説明申し上げます。 

 補正予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 

 第１条、歳入歳出予算の総額から、歳入歳出それぞれ５３８万１,０００円を減額し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４億９,８６１万２,０００円とする内容であります。 

 次に、事項別明細書により主なものについて、歳出から説明をさせていただきます。 

 ６ページ、７ページをお願いいたします。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費１１節需用費１７万８,０００円の増額は、在

庫不足による検針お知らせ票等の印刷によるものでございます。 

 ２項施設管理費１目管渠管理費１１節需用費中、修繕料５６万６,０００円の増額は東町

のマンホールポンプ所に設置しております自動通報装置故障による修繕でございます。 

 ２目処理場管理費１１節需用費消耗品費５６万４,０００円の増額は塩素及び凝集剤の

在庫不足によるものでございます。 

 ２款土木費１項下水道費１目下水道新設費２節給料３節職員手当等４節共済費は給料改

定によるもので、１０ページ以降に資料を添付しておりますので説明は省略をさせていた

だきます。 

 ８ページ、９ページをお願いいたします。 

 ２目個別排水処理施設新設費１５節工事請負費１１４万１,０００円の減額は執行残に

よるもので、設置基数は予定どおり１５基設置しております。 

 ３款１項公債費２目利子３４２万２,０００円の減額は借入実行による額の確定による

ものでございます。 

 その他の補正は、事業費確定及び決算見込みによるものでございます。 

 ４ページ、５ページにお戻りください。 

 歳入でありますが、２款使用料及び手数料１項使用料１目公共下水道使用料１節現年度

分１５９万５,０００円の減額は使用水量の減によるものでございます。 

 ４款１項繰入金１目一般会計繰入金１８７万円の減額は、主に町債償還額の減額による

ものでございます。 

 ７款１項町債１目土木債１６０万円の減額は、事業費確定によるものでございます。 

 ３ページをお願いいたします。 

 第２表地方債補正。１、変更。 
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 起債の目的、公共下水道整備事業の限度額３,３３０万円を３,２９０万円に、個別排水

処理施設整備事業の限度額２,３８０万円を２,２６０万円に変更するものでございます。 

 起債の方法、利率、償還の方法については変更はございません。 

 以上、平成２９年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第４回）の提案説明とさせて

いただきます。どうぞ、よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 質疑は、歳入歳出、地方債補正一括とします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１３号平成２９年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第４回）に

ついてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１３号平成２９年度本別町公共下水道特別会計補正予算（第４回）

については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１５ 議案第１４号 

○議長（方川一郎君） 日程第１５ 議案第１４号平成２９年度本別町水道事業会計補正

予算（第３回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 議案第１４号平成２９年度本別町水道事業会計補正予算

（第３回）について、提案内容を説明申し上げます。 

 補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 収益的収入及び支出。 

 第２条、平成２９年度本別町水道事業会計予算、以下「予算」という。 

 第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する内容であります。 

 収入の第１款水道事業収益第１項営業収益を１８８万３,０００円減額補正し、第２項営

業外収益は７１３万８,０００円増額補正し、収入の総額を１億７,０６１万円とするもの

でございます。 
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 支出の第１款水道事業費第１項営業費用を４３０万２,０００円増額補正し、第２項営業

外費用を９５万３,０００円増額補正し、支出の総額を１億７,０６１万円とするものでご

ざいます。 

 予算説明書により主なものについて説明をさせていただきます。 

 ５ページ、６ページをお願いいたします。 

 収入の１款水道事業収益１項営業収益１目給水収益の１６０万１,０００円の減額は使

用水量減によるものでございます。 

 ２項営業外収益２目他会計補助金４８８万６,０００円の増額は収支の調整による一般

会計補助金であります。 

 ３目長期前受金戻入２２５万２,０００円の増額は災害復旧事業に対する補助金等を資

産減耗見合分として収益化したことによるものでございます。 

 支出の１款水道事業費１項営業費用１目原水及び浄水費、次のページ、７ページ、８ペ

ージをお願いいたします。薬品費２７万円の増額は台風等により河川の濁度が高い日が多

くあったため、薬品の使用量が増加したことによるものでございます。 

 ４目総係費印刷製本費３７万８,０００円の増額は在庫不足となった検針お知らせ票等

の印刷によるものでございます。 

 ６目資産減耗費３７６万４,０００円の増額は災害により被災した取水施設の除却部分

の資産減によるものでございます。 

 次のページ、９ページ、１０ページをお願いいたします。 

 ２項営業外費用１目支払利息及び企業債取扱諸費１０６万４,０００円の減額は平成２

８年債の確定によるものでございます。 

 ２目消費税及び地方消費税２０１万７,０００円の増額は消費税納付額確定によるもの

でございます。 

 １ページにお戻りください。 

 中段の資本的収入及び支出。 

 第３条、予算第４条本文括弧書中「６千６４２万５千円」を「６千４５６万８千円」に、

「５千９２０万２千円」を「５千７６６万円８千円」に、「７２２万３千円」を「６９０万

円」にそれぞれ改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正するものでございま

す。 

 収入の第１款資本的収入では、事業費確定により第１項企業債で１３０万円減額補正し、

２項国庫支出金を１２０万２,０００円減額補正して、収入の総額を６,８１９万８,０００

円とするものでございます。 

 支出の第１款資本的支出第１項建設改良費は４３５万９,０００円減額補正し、支出の総

額を１億３,２７６万６,０００円とするものでございます。 

 補正の内容は事業費の確定によるものでございます。予算説明書の説明は省略をさせて

いただきます。 
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 第４条、企業債でありますが、予算第７条に定めた起債の限度額を事業費が確定したこ

とにより、次のように改めるものでございます。 

 起債の目的、現年度発生地方公営企業災害復旧事業の限度額１,５８０万円を１,４５０

万円に改めるものでございます。 

 なお、起債の方法、利率、償還の方法は変更ありません。 

 次のページ、２ページをお願いいたします。 

 第５条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費でありますが、予算第１

０条に定めた職員給与費を給料改定に伴い３７万４,０００円増額補正し、３,９７７万４,

０００円に改めるものです。１３ページ以降に資料を添付しておりますので説明は省略を

させていただきます。 

 第６条、他会計からの補助金でありますが、予算第１１条に定めた補助金の金額を４８

８万６,０００円増額補正し３,５０４万２,０００円に改めるものであります。 

 第７条、たな卸資産の購入限度額でありますが、予算第１３条中「５１０万５千円」を

「５２５万９千円」に改めるもので、主に薬品費の増額によるものでございます。 

 以上、平成２９年度本別町水道事業会計補正予算（第４回）の提案説明とさせていただ

きます。 

 どうぞ、よろしくお願いをいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 質疑は、収益的収入及び支出、資本的収入及び支出など一括とします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１４号平成２９年度本別町水道事業会計補正予算（第３回）について

を採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１４号平成２９年度本別町水道事業会計補正予算（第３回）につい

ては、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１６ 議案第１５号 

○議長（方川一郎君） 日程第１６ 議案第１５号平成２９年度本別町国民健康保険病院
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事業会計補正予算（第１０回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 藤野病院事務長。 

○病院事務長（藤野和幸君） 議案第１５号平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会

計補正予算（第１０回）について、提案理由の御説明を申し上げます。 

 今回の補正につきましては、収益的収支では、収益の決算見込み、及び人事院勧告等に

よる人件費の変更と経費等の最終的な調整を行い、資本的収支では、事業費確定に伴う調

整が主な内容となっております。 

 補正予算書の１ページをお開きください。 

 第２条の収益的収入及び支出でありますが、予算第３条に定めた収益的収入及び支出の

予定額を次のとおり補正するもので、収入の第１款病院事業収益、第１項医業収益を６,２

２６万２,０００円減額、第２項医業外収益を２７３万３,０００円増額し、収益の合計を

１１億１,８４６万１,０００円とするものであります。 

 支出では、第１款病院事業費用第１項医業費用を６２０万２,０００円増額し、費用の合

計を１２億８,３０９万５,０００円とするものであります。 

 第３条の資本的収入及び支出でありますが、予算第４条本文括弧書き中、「２,９９５万

７千円」を、「３,０４０万２千円」に、｢２,５２２万円｣を、「２,５７２万円」に、「４７

３万７千円」を「４６８万２千円」にそれぞれ改め、資本的収入及び支出の予定額を次の

とおり補正するもので、収入の第１款資本的収入を８０万３,０００円減額し、１億６,３

５６万９,０００円に、支出の第１款資本的支出を３５万８,０００円減額し、１億９,３９

７万円１,０００円とするものであります。 

 次、１ページ下段から２ページにかけてですが、第４条、企業債については、予算第７

条に定めた起債の限度額を次のように改めるもので、起債の目的、医療機械器具整備事業、

限度額３,１９０万円を事業費の確定により３,１４０万円に変更するものであります。起

債の方法、利率、償還の方法については変更がございません。 

 第５条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費でありますが、職員給与

費を２１１万４,０００円増額し、７億９,３４６万１,０００円とするものであります。 

 第６条、他会計からの補助金は、退職手当組合事前納付金を１万３,０００円増額し６６

６万６,０００円、基礎年金拠出金公的負担経費を９万３,０００円増額し１,７４４万７,

０００円とするものであります。 

 第７条、たな卸資産の購入限度額ですが、１億９,２７３万円を１億９,３９７万２,００

０円に改めるものでございます。 

 次に５ページ、６ページをお願いします。補正予算説明書でありますが、収益的収入及

び支出の収入では、１款病院事業収益１項医業収益１目入院収益３,６４４万４,０００円

の減額、及び２目外来収益２,４５１万６,０００円の減額につきましては、上期の実績を

勘案した１２月補正後の予算を下回る見込みから、今回補正するものであります。 
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 補正後数値を前年度決算と比較いたしますと、入院で１,３１４万８,０００円の増、外

来では２,２４８万１,０００円の減が見込まれ、入院・外来収益を合わせた減収見込み額

は９３３万３,０００円となり、入院・外来収益の決算見込み額は７億８７１万７,０００

円となる見込みでございます。 

 ３目その他医業収益１節室料差額収益７０万円増額、２節公衆衛生活動収益１７１万円

減額、４節委託料２９万２,０００円減額はいずれも決算見込みによるものです。 

 次、下段の２項医業外収益２目他会計補助金１０万６,０００円の増額は、人件費の調整

に伴う一般会計からの繰入基準の変更によるものであります。 

 一つ下がりまして、５目長期前受金戻入２４２万３,０００円の増額は、補助金等を充当

して購入した医療機器６品目９台を除却し、減価償却分を収益化したものです。 

 一番下段の７目繰入金２０万４,０００円の増額は国保調整交付金の追加交付分を国保

会計から繰入れるものでございます。 

 次に、７ページ、８ページの支出でありますが、１款病院事業費用１項医業費用１目給

与費１節給料から７節法定福利費引当金繰入額まで２１１万４,０００円の増は人事院勧

告等による人件費の調整で、１１ページから１２ページに給与費明細書を添付しておりま

すので、増減等の説明は省略させていただきます。 

 続きまして２目材料費３節給食材料費１２４万２,０００円の増額につきましては決算

見込みによるもの。 

 ３目経費１節厚生福利費３８万２,０００円増、７節光熱水費４０万５,０００円減、１

３節賃借料７４万３,０００円の減はいずれも決算見込みによるものです。 

 ６目資産減耗費１節固定資産除却費３０１万７,０００円の増額は、医療機器の更新や廃

棄に伴う固定資産を除却するために残存価格を計上するもの、２節たな卸資産減耗費５９

万５,０００円増額は、使用期限切れとなった薬品等を廃棄するものです。 

 次に９ページ、１０ページをお願いします。 

 資本的収入及び支出でありますが、収入では、１款資本的収入１項企業債５０万円の減、

２項出資金１目他会計出資金７０万円の減、３項負担金１目他会計負担金４４万６,０００

円の減、及び４項繰入金２目医療施設等整備基金繰入金４万９,０００円の減は、いずれも

事業費確定に伴い調整を行ったものであります。 

 支出では、１款資本的支出１項建設改良費３目固定資産購入費３５万８,０００円の減額

につきましても、事業費確定に伴い調整を行ったものであります。 

 以上、平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１０回）の説明とさ

せていただきます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 質疑は、収益的収入及び支出、資本的収入及び支出など、一括とします。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 
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 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１５号平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算（第１

０回）についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１５号平成２９年度本別町国民健康保険病院事業会計補正予算（第

１０回）については、原案のとおり可決されました。 

 ここで暫時休憩します。 

午後２時２８分  休憩 

午後２時４０分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１７ 平成３０年度町政執行方針・教育行政執行方針 

○議長（方川一郎君） 日程第１７ 平成３０年度町政執行方針及び教育行政執行方針の

説明を行います。 

 まず、町政執行方針について、髙橋町長、御登壇ください。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 平成３０年町議会第１回定例会の開会にあたり、新年度の

町政執行に臨む基本的な考え方と施策の大綱について申し上げます。 

 私は、就任以来、一貫して町民と共に歩んできた協働のまちづくりを基本理念に、将来

を担う子どもたちの健やかな成長及び教育の充実と、暮らしの安全、安心を守る健康、福

祉、介護、医療、防災など、町民生活を原点にサービス基盤の整備を全力で推進してまい

りました。この間、度重なる災害やまちを揺るがす大きな出来事にも直面いたしましたが、

町民の皆さまをはじめ議員各位の御支援、御協力を賜り、住民に最も身近な基礎自治体と

して行政サービスの維持、向上を図り、創意と活力に満ちたまちづくりを推進できました

ことに対し、改めて敬意を表し、深く感謝を申し上げる次第であります。さらなる本別町

の発展を目指して、全力を傾注してまいりますので、町民の皆さまをはじめ、議員各位の

御支援、御協力をお願するところであります。 

 まず、町政に臨む基本姿勢であります。現下の我が国の経済は、アベノミクスによる施

策の実施により、雇用、所得環境は大きく改善し、経済の好循環が実現しつつあるとされ

ておりますが、個人消費は未だに力強さを欠いた状況となっており、今後の地方財政を取

り巻く環境は厳しい状況が続くものと思われます。 
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 国の予算編成方針においても、平成３０年度が経済・財政再生計画における集中改革期

間の最終年度であることから、歳出改革等を着実に実行し、歳出全般にわたり聖域なき徹

底した見直しを推進するとともに、地方においても、国の取り組みと基調を合わせ徹底し

た見直しを進めるとしており、地域の産業や国民生活への影響が心配されるところでもあ

ります。 

 地方財政対策では、地方の安定的な財政運営に必要となる一般財源の総額について、前

年度を下回らないよう実質的に同水準を確保するとされておりますが、地方交付税は６年

連続して減少することが見込まれております。 

 また、高齢化に伴います社会保障関係費の自然増や人口減少、少子化対策への対応、地

域経済、雇用対策に係る地方負担が増加する一方、地方の基金残高が増加していることを

もって地方財政に余裕があるかのような議論がされ、地方財政を取り巻く環境は、依然、

厳しい状況が続くものと予想されます。 

 このような状況下におきまして、政府は引き続き、経済再生なくして財政健全化なしを

基本とし、生産性革命と人づくり革命を車の両輪として少子高齢化という最大の壁に立ち

向かっていくとしております。本町といたしましても人口減少の克服、地方創生に資する

喫緊の課題に対して国の取り組みと充分に連携をし、自らの地域の将来は自ら決めるとい

う理念のもと、全力でこの課題に取り組んでいかなければならないと考えているところで

あります。 

 以上のことを踏まえ、平成３０年度の町政執行にあたっては、行財政改革の推進、中期

的視野に立った地方創生の取り組みにより、出来る限り有利な財源の確保に努め、将来に

向けた財政基盤の確立と財政運営の安定を図りながら、地域の活性化や諸課題解決に向け

た取り組みを推進し、新年度の予算編成にあたっても、第６次本別町総合計画を基調に、

予算の重点化、効率化を図る中で、本別に暮らす誰もが人生を楽しみ、地域それぞれが個

性を発揮し、自信と誇りをもって、笑顔で住んで良かった、住んでみたいと実感できるま

ち本別町を発信できるよう、あわせて初心を忘れることなく、職員一丸となって、スピー

ド感、責任感、法令遵守コンプライアンスをしっかりと心に刻み、町民生活に密着した事

業の確保と町民が夢と希望の持てる施策の展開を図ることとしております。 

 次に、平成３０年度の町政を執行するにあたり、主要な施策の推進について、その基本

的な考え方を申し上げます。 

 まず、一つ目には生涯を通じて学び、豊かな心を育むまちづくりであります。 

 町民の皆さまが、安心と活力と夢あふれる生活を創造していくために、行政や各関係機

関、団体などとの協働による町づくりを推進するとともに、多様化、複雑化する社会情勢

の中にあっても、子どもたちが郷土に誇りを持ち、多様性を尊重し創造力豊かで新しい時

代を主体的に切り拓いていくことができるよう、家庭、学校、地域が一体となって日々学

ぶ、ほんべつ学びの日宣言の理念のもと、関係機関、団体との連携を図りながら、四つの

風事業の推進と教育環境の向上に努めてまいります。 
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 また、第８次社会教育中期計画に基づき、学びからの人づくりを社会教育推進の核とし

て、町民一人一人が心豊かに生涯にわたり、生きがいある学習活動を行い、学習機会を選

択して学ぶことができ、充実した生活を営むため、社会教育活動の充実を図ってまいりま

す。 

 さらに、その学習成果が人づくり、地域づくりへと進み、町民がいきいきと豊かに暮ら

し、地域で活躍できる実践活動につながるように、生涯各期の課題に応じた多様な学習機

会や学習情報提供の充実など、学習環境の整備に努めてまいります。 

 二つ目、地域資源を活かした豊かなまちづくりであります。 

 本町の農林業は、重要な基幹産業として地域経済を支え、国土や環境の維持、保全など

多面的な機能を発揮し、本町の経済、生活の基盤として大きな役割を果たしております。 

 農業生産は、一昨年の天候不順、台風被害の影響も心配されましたが、天候、気象条件

にも恵まれ、畑作物は、収量、品質とも平年作を上回る出来となり、畜産におきましても

一部乳量の減産があったものの、家畜の販売も高値で推移してきたところです。しかし、

農業を取り巻く情勢は１１カ国によるＴＰＰの大筋合意、さらにはＥＰＡ交渉が妥結し、

国内の農林水産業への影響額も示される中、国内対策はあるものの北海道農業、地域経済

への大きな影響が懸念をされているところです。 

 本町といたしましても、農業基本構想の諸課題解決、農業の体質強化に向けて、国の対

策、施策を積極的に活用するとともに、営農支援組織、規模拡大を目指した複数戸法人の

組織化など、新たな取り組みに対する支援、そして本町の農業を支える家族経営支援を含

め、今後の本町農業の進むべき方向性、あり方を明確化していく中で、さらなる振興策の

具体化を図ってまいりたいと考えております。また、喫緊の課題であります人材不足、担

い手の確保は、雇用の創出と連動し、移住対策、農福連携など関係部局との連携協議を図

り、担い手の育成機関である農業大学校、関係機関、関連企業との情報交換や協議会設置

などの検討を進めるとともに、農家後継の育成、新規就農者受入対策を含めた施策の推進

を図ってまいります。 

 次に、農地の基盤整備につきましては、近年の異常気象、災害などによる農地の湿害状

況、農作物等の影響を鑑み、継続した基盤整備として道営畑地帯総合整備事業を引き続き

計画し取り組むとともに、明渠排水管理、整備におきましても、現地調査を進め、計画的

に改修及び整備を進めてまいります。 

 次に、林業振興につきましては、森林が持つ多面的機能が高度に発揮される森林づくり

を目指します。町有林は、学校林の返還などの伐採跡地について、計画的な植栽を図って

まいります。民有林につきましても造林未済地の解消及び担い手の育成、確保に努め、本

別町森林整備計画に基づく健全な森づくり及び循環型林業の構築を図ってまいります。 

 次に、商工業につきましては、消費者ニーズや流通の多様化に加えて、少子高齢化によ

る消費購買力の減少等により大変厳しい状況にありますが、消費者と商業者が共感できる

愛町購買環境の向上を目指し、消費者にとって安心と安全で魅力ある商店街づくりを進め
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ると同時に、今後も商業を担う人材育成に努めるともに、消費者対策として、複雑化、悪

質化する消費者被害の未然防止、拡大防止を図ってまいります。 

 さらに、引き続き本別町企業誘致条例及び起業家支援要綱による新規開業や新分野での

事業活動、工場等の新設、増設に対し、積極的な支援を行い、雇用の創出、安定化を図り、

事業所の維持、商工業の振興に努めてまいります。 

 次に、観光の振興につきましては、北海道横断自動車道の延伸により、十勝地域への交

流人口が大幅に増加していることから、義経の里本別公園や道の駅などの観光施設の整備

と併せて、農業を基幹産業とする本別ならではの魅力ある地域資源である食の活用を図り、

観光の振興に努めてまいります。 

 活力ある地域づくりの推進のため、地域の豊かな資源や地域産業の魅力を積極的に発信

し、交流人口の拡大や移住促進につなげていくことが必要であります。関係機関、近隣自

治体等との連携を図りながら、インターネット、ケーブルテレビなどのメディアを最大限

活用し、プロモーション活動を積極的に進め、移住、観光など地域情報の提供をはじめ、

有意性の高い情報発信に努め、圏域外からの交流人口の誘引、移住、交流の促進に取り組

んでまいります。 

 三つ目に、ともに支えあい、安心、安全に暮らせるまちづくりであります。 

 本町の高齢者人口のピークは平成３０年度と見込んでおりますが、後期高齢者が今後も

増加する超高齢社会を迎える中で、健康長寿のまちづくり条例を基本に、町民参画による

創造的な福祉施策に取り組んでまいりました。 

 ともに支え合い、いつまでも安心して暮らせるまちを願い、町民の総意により宣言して

いただいた、福祉でまちづくりを合言葉に、福祉サービス基盤整備、子育て支援や生きが

いづくり、地域の見守りや日常生活支援など、地域住民、福祉団体、事業者、行政がそれ

ぞれの役割を担い、重層した福祉サービスの充実に努めてまいります。 

 また、近年の社会経済環境の変化に伴い問題が深刻化しております生活困窮者の自立支

援体制につきましては、本別町地域生活支援事業検討会による関係機関との情報共有や包

括的な相談、支援体制を構築してまいります。 

 さらに、悲惨な孤立死や社会的孤立などを防ぐ地域づくりを目指した在宅福祉ネットワ

ーク活動への支援に努めてまいります。 

 次に、子育て支援につきましては、本別町子ども、子育て支援事業計画に基づき、子ど

もの最善の利益を実現するための各種施策を総合的、効率的に推進してまいります。 

 昨年４月に開園いたしました、幼保連携型認定こども園ほんべつは、学校法人釧路カト

リック学園の運営の下、当初の計画通り順調に就学前教育、保育を行っております。今後

も子ども・子育て会議などの関係機関や保護者等の思いを丁寧に吸い上げながら、子ども

にとっても保護者にとっても最善の施設となりますように支援をしてまいります。 
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 また、認定こども園、へき地保育所の利用者負担の軽減につきましては、平成２９年４

月から大幅な見直しを進め、十勝管内的にも完全無償化を実施している２町を除き、最も

安い水準としておりまして、子育てしやすいまちづくりに推進してまいります。 

 さらに、児童発達支援センターによる児童発達支援事業、放課後デイサービス事業、保

育所等訪問事業を実施をして、支援が必要となる子どもたちの地域社会への参加と包容の

推進を目指してまいります。 

 全国的に子どもたちの貧困が大きな社会問題となっております。本町といたしましても

各自治体の取り組み状況を把握しているところでありますが、本年度、子どもたちの生活

実態、家庭への支援ニーズの所在の基礎資料を得るために、子どもの生活に関するアンケ

ート調査を実施してまいります。 

 高齢者福祉及び介護保険事業につきましては、第７期銀河福祉タウン計画に基づき、高

齢者福祉施策の充実を図るとともに、介護保険事業の安定した運営に努めるため、関係機

関や町民の皆さまと協力して推進してまいります。 

 介護人材の確保につきましては、本町にとって喫緊の課題でありますことから、介護サ

ービス事業所等の現状や意向を踏まえながら、引き続き総合的な介護人材確保対策の充実

に努めてまいります。 

 地域包括支援業務では、本人の状態に応じた適切なマネジメントにより、出来る限り住

み慣れた地域で暮らし続けられるよう医療、介護サービスや生活支援サービス、地域の見

守り等切れ目のない支援体制の構築に努めてまいります。また、地域包括ケアシステムの

構築につきましては、引き続き地域包括ケア研究所をはじめ関係機関と連携を図りながら、

認知症施策、在宅医療、介護連携の推進に取り組んでまいります。 

 権利擁護事業につきましては、社会福祉協議会と連携しながら、法人後見事業の取り組

みや担い手の育成、町民からの各種相談や生活課題等に対応する、あんしんサポートセン

ターの運営に対する支援に努めてまいります。 

 次に障がい者福祉につきましては、これまでの障がい者保健福祉施策に加えて、新たに

障がい児福祉施策を網羅した第１次障がい福祉総合計画を策定し、住み慣れた地域でいき

いきとした生活が送れるよう、障がい福祉サービスの相談支援やマネジメント体制の充実

に努めるとともに、障がいを理由とする差別解消の推進、就労支援システムの構築に取り

組んでまいります。 

 健康づくりにつきましては、乳幼児から高齢期まで、町民一人一人が健やかに安心した

生活が送れるよう各種検診事業の普及啓発に努め、特に生活習慣病の予防を重点に取り組

んでまいります。 

 成人保健につきましては、特定健診の受診勧奨に努め、データヘルス計画、特定健診実

施計画との整合性を図りながら、効果的な予防活動を行ってまいります。 

 母子保健につきましては、安心して子どもを産み育てられるよう妊婦一般健康診査の助

成、健診に通院するための交通費助成、妊産婦支援事業を行うほか、新生児訪問や乳幼児
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健診を通じて母子の健やかな成長を支援するための相談等を実施するとともに、不妊治療

費、不育症治療費助成についても引き続き実施をし、子どもを望む人への支援を行ってま

いります。 

 こうした一連の支援をより効果的に行うために、本別町子育て世代包括支援センターを

健康管理センター内に設置をし、妊娠期から子育て期まで切れ目のない支援を行ってまい

ります。 

 心の健康づくり事業につきましては、月１回の心理カウンセラーによる心のほっと相談

を継続し、町民のメンタルヘルス向上に努めてまいります。 

 老人ホームの運営につきましては、利用者の状態に応じたサービスを適切かつ効果的に

提供し、利用者の持つ力を最大限発揮いただき、可能な限り自立した日常生活を営むこと

ができるように支援をしてまいります。 

 また、職員のスキルアップを図り、より質の高い介護サービスを提供し、利用者、家族、

職員や地域、関係機関との協働の開かれた施設運営に努めてまいりたいと思います。 

 介護基盤の整備につきましては、仙美里地区において社会福祉協議会が運営します小規

模多機能型居宅介護事業所、陽だまりの里に併設して、７戸の高齢者向け住宅を整備する

とともに、地域密着型特別養護老人ホームの開設に向けた協議を進めてまいります。 

 次に、国民健康保険特別会計につきましては、平成３０年度、新年度より都道府県への

広域化が施行されることにより、北海道への納付金が賄えるよう標準税率を用いた税率改

正を行います。改正内容等につきましては、これまで町民説明会や広報紙を通じてお知ら

せしてきたところでありますが、国民健康保険の加入世帯の皆さまに納付書が届く７月ま

での間に、引き続き広報紙等により改正内容の周知徹底を図り、円滑な移行が出来るよう

に努めてまいります。 

 次に、後期高齢者医療特別会計につきましては、今後とも高齢者等にかかる医療制度の

情報収集を続け、運営主体の広域連合と連携を図ってまいります。 

 次に病院事業につきましては、新たに策定しました病院改革プランを推進しながら、地

域医療の確保を図ると共に、地域包括ケアの構築を進めてまいります。 

 病院事業会計の運営につきましては、現在の常勤医師５名体制を維持し、看護スタッフ

などを確保し、外来患者及び病床稼働率の向上による収益確保を図りながら、材料費、維

持管理費などの経費節減に努め、経営体質の強化に努めてまいります。 

 診療体制は、内科、外科の基礎診療科を中心に、医療機器の更新や病診連携など診療機

能の充実を図り、１.５次医療として耳鼻咽喉科、眼科など、町民の医療ニーズに応えた専

門診療科の充実に努めますとともに、町民の皆さまに信頼される病院づくりに取り組んで

まいります。 

 次に防災対策につきましては、平成８年に設置をいたしました防災行政無線は老朽化と

ともに、総務省の電波基準の変更によりまして電波方式がデジタル化となるために、本年
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度は平成３１年度の更新に向けて、コスト的にも有利で本町の地理的条件等に見合う機種

を選定するために、調査及び実施設計を実施してまいります。 

 現在の防災ガイドマップの想定浸水区域は、利別川上流の３日間の想定総雨量を２０３

ミリとして作成したものですが、北海道開発局からは新たに３０８.１ミリを想定総雨量と

した場合のハザードマップを作成するように通知がありました。これに基づいた防災ガイ

ドマップを作成し、全戸に配布いたしたいと思います。 

 災害時における避難行動要支援者への支援につきましては、自治会や民生児童委員など、

町民の皆さまの御協力をいただきながら個別計画の作成、自主防災組織の設置を推進して

まいります。 

 災害用の備蓄品につきましては、年次的に食料、物資等の整備を行い、市街地に３カ所、

勇足、仙美里、美里別地区にそれぞれ配備を進め、町民生活の安心、安全を確保しますと

ともに、風水害や地震、土砂災害などの各種災害に対して、広報等により防災意識の啓発

を行いますとともに、町民を対象とした防災研修会を開催してまいります。 

 さらに、交通事故のない、犯罪のない明るく住みよいまちを目指し、関係機関の支援を

いただきながら町民一人一人の防犯、交通安全意識の啓発に努めてまいります。 

 次、４番目の快適でやさしさのあるまちづくりであります。 

 安全で快適な生活環境の基本となります生活道路の整備は重要であります。本年度の町

道整備につきましては、継続事業７路線の道路改良、舗装工事及び橋梁長寿命化を実施し

てまいります。 

 また、交通手段を持たない町民の足を確保するために、ふるさと銀河線代替バス、生活

維持路線バス、浦幌・本別線、太陽の丘循環バスや町有バスなどの公共交通機関の安定的

な運行に努めてまいります。 

 次に、循環型地域社会の推進につきましては、今後も住宅用の太陽光発電システム導入

費助成事業に取り組みますとともに、身近な自然エネルギーの活用を図り、新エネルギー、

省エネルギー対策の普及活動を推進していくほか、公共施設の積極的な省エネルギー施策

を推進してまいります。 

 また、住宅の改修や新築住宅に対する助成事業、空き家住宅等除去支援事業を引き続き

実施しますとともに、本別町居住支援協議会による居住福祉の推進に努め、空き家等の対

策を総合的かつ計画的に取り組んでまいります。さらに木造住宅耐震改修等の補助金を本

年度創設し、既存の木造住宅の耐震性の向上を図り、地震による生命や財産の被害を軽減

させ、安心して生活ができるまちづくりに推進してまいります。 

 次に水道事業につきましては、町民生活や経済活動を支える施設として重要な役割を担

っております。このため施設の整備や維持管理を計画的に進め、安全で良質な水を安定的

に供給できるように努力をしてまいります。 
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 下水道につきましては、施設の整備と維持管理に努め、水洗化の促進を図ります。また、

公共下水道区域外で実施しております浄化槽整備事業につきましても、引き続き事業の推

進を図ってまいります。 

 公営住宅の整備につきましては、住環境の向上を図るため本別町住宅政策推進計画を基

本に実施してまいります。 

 公園の緑地の整備につきましては、全道各地から観光客が訪れます義経の里本別公園を

はじめ、その他の公園施設についても効率的な維持管理を行い、町民の憩いとふれあいの

場としての快適な環境づくりに努めてまいります。 

 次に、ごみ処理事業の推進につきましては、平成３１年４月から資源ごみと小動物以外

は帯広市のくりりんセンターへの搬入となりますことから、新たにごみ名人トラの巻を作

成し全戸配布をしますとともに、ごみの出し方などについては町民説明会を開催し、周知

徹底を図ってまいりたいと思います。 

 地域、町民の皆さまの御協力により取り進めております資源集団回収事業は、さらなる

ごみの減量化や資源化の向上に努めるために継続して実施をしてまいります。 

 次、５番目に町民力、地域力、行政力が発揮できるまちづくりであります。 

 地域コミュニティ意識が多様化する社会に対応するため、引き続き協働の視点で、町民

の皆さまや企業、団体、学校などと連携し、これまでに培ってきた町民力、地域力、行政

力が発揮できるまちづくりを進めてまいります。併せて、行政の持つ情報を積極的に公開

し、町政の透明性、公平性に努めてまいります。 

 次に、行財政改革につきましては、第５次行財政改革大綱と推進計画に基づき、本別町

の将来の展望を見据え、行財政運営のあり方を模索し、効率的な行政執行を推進してまい

ります。 

 今後、人口減少等による公共施設の利用需要の変化や財政状況の厳しさが予想されるこ

とを踏まえ、本別町公共施設等総合管理計画に基づきました長期的な視点をもって、更新、

統廃合、長寿命化などを計画的に行うことにより、財政負担の軽減、平準化に努めてまい

ります。 

 地方創生につきましては、４年目を迎え、引き続き庁内に設置いたしました、本別町ま

ち・ひと・しごと創生推進本部を中心に、町民の皆さまや関係団体の意見を聞きながら、

本町における人口ビジョンや地方版総合戦略の進捗状況の確認、評価を進め適切な執行に

努めてまいります。 

 次に、広域行政の推進につきましては、十勝の市町村と連携し、効率的で質の高い行政

サービスの提供を図るため、第２期定住自立圏構想の取り組みを積極的に推進し、近隣市

町村との多様な連携によります交流人口の拡大と地域経済の活性化を目指してまいります。 

 平成２８年度より、とかち広域消防の運用が開始されましたが、引き続き消防防災体制

の機能を充実させ、町民の安全、安心の確保をしっかり守り、構成団体として、十勝圏域

全体から信頼される消防体制の構築に向けた取り組みを進めてまいります。 
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 本別町個性あるふるさとづくり寄付金につきましては、個性と魅力あるふるさとづくり

事業の取り組みを全国にＰＲしますとともに、本町の観光資源、地域資源を活用した返礼

品、特産品の充実を図り、寄付金のより一層の有意義な運用を図ってまいります。 

 国際交流、地域間交流活動につきましては、姉妹都市オーストラリア・ミッチェル、友

好都市徳島県小松島市との親善訪問、相互派遣事業など相互の友好関係発展と、日常とは

異なる環境における体験活動を通じて豊かな感性を醸成するため、今後も積極的に交流活

動を進めてまいります。 

 結びにあたりまして。 

 以上、平成３０年度の町政に臨む所信を申し上げさせていただきました。 

 本町を取り巻く環境は一段と厳しさを増しておりますが、これまでと同様、町民の皆さ

まと築いてきましたまちづくりの実績と信頼を大切に、まちを支える町民の皆さまの頼も

しい力をいただきながら、安心と活力と夢あふれるまちづくりを目指しますとともに、地

域資源を最大限活かした企業誘致、雇用の拡大に向けて全身全霊を傾けて積極果敢に取り

組んでまいる所存であります。 

 町民の皆さま、町議会議員各位の一層の御理解と御支援を賜りますようにお願い申し上

げて、執行方針とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 次に、教育行政執行方針について、中野教育長、御登壇ください。 

○教育長（中野博文君）〔登壇〕 平成３０年町議会第１回定例会の開会にあたり、教育行

政執行方針について申し上げます。 

 近年、少子高齢化やグローバル化が急速に進行しており、教育行政におきましても、多

様化、複雑化する社会情勢の中で多くの課題を抱えていることから、本町が将来にわたっ

て持続、発展していくためには、一人一人が主体的に社会と関わり、次代を創り出してい

く人材育成が必要であり、教育が果たす役割は益々重要になっています。 

 本別町教育委員会といたしましては、これらの社会情勢をしっかりと見極めながら、郷

土に誇りを持ち、多様性を尊重し、創造力豊かで新しい時代を主体的に切り拓いていく人

づくりを目指して、関係機関、団体等と連携を図りながら町民皆さまの信頼に応えるよう、

学校教育の充実、文化、スポーツの振興及び社会教育の推進に取り組んでまいります。ま

た、地域の子どもは地域で育てるを念頭に、コミュニティ・スクールの全町的な取り組み

と、本町ならではの取り組みである、ほんべつ学びの日のさらなる普及と推進事業の充実

を図ってまいります。 

 次に、平成３０年度の教育行政を推進するにあたり、主な施策の基本的な考え方につい

て申し上げます。 

 学校運営の推進につきましては、地域全体で子どもたちの学びを育むために、保護者や

地域住民が学校運営に参画する、コミュニティ・スクールを勇足地区で本格導入するほか、

本別、仙美里地区におきましても昨年度に引き続き調査、準備を進め、平成３１年度には

全町的な取り組みとして事業を展開してまいります。また、子どもたちの発達段階に応じ
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た能力や個性等を最大限に伸ばすため、同一校種間の連携事業を進めるとともに、幼児教

育から高校教育までを連続的に繋ぐ異校種間連携事業を推進します。 

 義務教育の推進につきましては、これまでの教育実践の蓄積を引き継ぎつつ、授業の工

夫、改善を図るために町派遣教員を小学校に派遣し、よりきめ細かな指導の充実に努めま

す。また、学習指導要領の改訂にともない、小学校で２年後に外国語の英語が教科化され、

中学年及び高学年で大幅に授業時数が増加することから、移行措置として本年度から授業

時数を確保するとともに、引き続き英語指導助手を学校に派遣するなどして、英語指導の

充実に努めてまいります。 

 国際理解教育の推進につきましては、本別の学びの主軸に位置付けしている英語教育の

さらなる充実を図るため、新たに英語教諭を任用し、義務教育や生涯学習の場で活用する

とともに、高校生等を対象とした無料英語塾を開設いたします。また、本年度は国際姉妹

都市のオーストラリア・ミッチェルに中、高校生を派遣し、ホームステイによる生活習慣

や交流研修等を通じて、外国の文化や歴史、自然環境等を学んでいただきます。 

 特別支援教育につきましては、障がいのある子どもと障がいのない子どもが共に学ぶイ

ンクルーシブ教育システムの理念を踏まえ、引き続き全ての学校に特別支援教育支援員を

配置し、特別な支援を必要とする子ども一人一人の教育的ニーズに応じた指導や支援をし

てまいります。 

 いじめや不登校の根絶に向けた取り組みにつきましては、引き続き中学校にスクールカ

ウンセラーを配置するほか、年２回のアンケート調査、学期ごとの学校指導訪問の実施な

ど、未然防止、早期対応に努めてまいります。 

 本別高校への支援につきましては、少子化や生徒が希望する進路先の多様化等により、

入学生の確保が大変厳しい状況にあることから、町外からの入学生を呼び込むために音更、

本別間の無料通学バスを運行するなど、新たな支援策を講じるとともに、今後における本

別高校への支援の在り方等について、関係機関と連携し、その方向性を見出していきます。 

 食育の推進につきましては、地場産農畜産物を積極的に使用し、美味しく栄養バランス

に配慮した学校給食を提供するとともに、栄養教諭が各学校に出向いて、食育に関する指

導及び授業を行ってまいります。また、増加傾向にあります食物アレルギーに対しまして

も、除去食や代替食により対応してまいります。さらに、子育て支援策として、本別町立

小、中学校及び本別高校に在籍している同一世帯の３人目以降の児童生徒に対して、学校

給食費の無料化を図ります。 

 社会教育の推進につきましては、第８次社会教育中期計画に基づき、全ての町民の皆さ

んが心豊かに充実した生活を営んでいただくため、本別の魅力を再発見する、ほんべつ学、

高齢者を対象とした義経教室、ジュニアリーダーを育成する、本別・南三陸ふるさと交流

研修会等の各種事業を実施してまいります。 
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 ほんべつ学びの日の取り組みにつきましては、学びフェスタを通して学びの理念を普及

するとともに、家庭、学校、地域、行政が連携して四つの風、光風、祈風、夢風、実風事

業を展開してまいります。 

 文化振興につきましては、文化祭をはじめ吹奏楽合同演奏会、音楽祭、舞踊と民謡の祭

典等を開催するほか、関係団体と連携して舞台芸術の公演など、町民の皆さんに優れた芸

術、伝統文化に触れる機会を提供してまいります。 

 図書館につきましては、ファーストブック事業を継続するとともに、本のまち夢づくり

講演会や出前授業を開催するなど、読書の普及と町民ニーズに沿った図書館事業を展開し

てまいります。 

 歴史民俗資料館につきましては、平和の大切さを未来へ継承する、７月１５日本別空襲

を伝える企画展をはじめ、北海道命名１５０年に因んだ、北海道１５０年企画展を開催す

るなど、あらゆる世代が学び合える場となるよう努めてまいります。 

 スポーツ振興につきましては、昨年度に引き続き、健康スポーツ週間事業や義経の里ス

ポーツフェスティバル等の開催をはじめ、年齢や体力に応じたスポーツ教室、講習会等を

開催するなど、町民の皆さんがスポーツに親しみ健康な日々を送ることができるよう、町

民皆スポーツの推進に努めてまいります。 

 以上、平成３０年度の教育行政の執行に関する主要な方針について申し上げました。 

 教育委員会といたしましては、急激に変化する社会情勢の中におきましても、子どもた

ちが、確かな学力や豊かな心、健やかな体を身に付け、自らの人生を切り拓いていける人

材に育つよう、また、町民の皆さまが芸術や文化、スポーツに親しみ、希望に満ちた暮ら

しとなりますよう、教育行政を全力で推進してまいりますので、町民の皆さまをはじめ町

議会議員の皆さまの深い御理解と御支援を賜りますようお願い申し上げ、平成３０年度教

育行政執行方針といたします。 

──────────────────────────────────────────── 

◎散会宣告 

○議長（方川一郎君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 念のため申し上げます。 

 明日、３月７日から１２日までの６日間は休会であり、 

 ３月１３日午前１０時、再開であります。 

 これをもって、通知済みとします。 

 なお、一般質問の通告は３月８日正午をもって締め切ります。質問のある方は締め切り

時間厳守の上、提出願います。 

 本日は、これで散会します。 

 御苦労様でした。 

散会宣告（午後３時２３分） 



－ 1 － 

平成３０年本別町議会第１回定例会会議録（第２号） 

平成３０年３月１３日（火曜日） 午前１０時００分開議   

───────────────────────────────────── 

○議事日程 

 日程第 １        議会運営委員長報告 

 日程第 ２        行政報告 

 日程第 ３        一般質問 

───────────────────────────────────── 

○会議に付した事件 

 日程第 １        議会運営委員長報告 

 日程第 ２        行政報告 

 日程第 ３        一般質問 

──────────────────────────────────────── 

○出席議員（１１名） 

議 長  １２番  方 川 一 郎 君 副議長 １１番 高 橋 利 勝 君  

 １番  矢 部 隆 之 君  ２番 藤 田 直 美 君  

 ３番  篠 原 義 彦 君  ４番 大 住 啓 一 君  

 ５番  山 西 二三夫 君  ６番 黒 山 久 男 君  

 ７番  小笠原 良 美 君  ８番 方 川 英 一 君  

 １０番  阿 保 静 夫 君    

──────────────────────────────────────── 

○欠席議員（０名）  

   

──────────────────────────────────────── 

○説明のため出席した者の職氏名 

町 長 髙 橋 正 夫  君 副 町 長 大和田   収  君

会 計 管 理 者 毛 利 俊 夫  君 総 務 課 長 村 本 信 幸  君

農 林 課 長 菊 地  敦  君 保 健 福 祉 課 長 飯 山 明 美  君

住 民 課 長 千 葉 輝 男  君 子ども未来課長 大 橋 堅 次  君

建 設 水 道 課 長 大 槻 康 有  君 企 画 振 興 課 長 高 橋 哲 也  君

老人ホーム所長 井戸川 一 美  君 国保病院事務長 藤 野 和 幸  君

総 務 課 主 幹 小 坂 祐 司  君 総 務 課 長 補 佐 三 品 正 哉  君

建設水道課長補佐  小 出 勝 栄  君 教 育 長 中 野 博 文  君

教 育 次 長 佐々木 基 裕  君 社 会 教 育 課 長 阿 部 秀 幸  君

学校給食共同調理場所長 久 保 良 一  君 農 委 事 務 局 長 郡  弘 幸  君

代 表 監 査 委 員 畑 山 一 洋  君 選 管 事 務 局 長 村 本 信 幸  君



－ 2 － 

 

──────────────────────────────────────── 

○職務のため議場に出席した者の職氏名 

事 務 局 長 鷲 巣 正 樹 君 総 務 担 当 主 査 塚 谷 直 人 君 

  



－ 3 － 

開議宣告（午前１０時００分） 

──────────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

──────────────────────────────────────── 

◎日程第１ 議会運営委員長報告 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 議会運営委員長から報告を行います。 

 議会運営委員長方川英一君、御登壇ください。 

○議会運営委員長（方川英一君）〔登壇〕 おはようございます。 

 報告いたします。 

 議会の運営に関する事項、意見書の取り扱いについて申し上げます。 

 本日までに１件の提出がありました。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部改正における新たな一般非常勤職員の処遇改善

と雇用安定に関する意見書については、２３日の本会議で審議する取り運びを予定い

たしました。 

 以上、報告とします。 

○議長（方川一郎君） これで、報告済みといたします。 

──────────────────────────────────────── 

◎日程第２ 行政報告 

○議長（方川一郎君） 日程第２ 行政報告を行います。 

 髙橋町長、御登壇ください。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 ３月８日から９日にかけての大雨と雪解けによりま

す被害状況について報告をいたします。 

 このたびの大雨は、３月８日午後５時の降り始めから３月９日午後１時までに、本

別の市街地で７５ミリの降水量を記録し、さらに南からの暖かい空気が流れ込んだ影

響によりまして雪解けが進み、道路の冠水や住宅などへの浸水被害が発生したところ

です。 

 道路被害につきましては、一時的な道路への冠水被害が７カ所、通行止めが東本別

の道道６５８号本別停車場線において、法面の崩壊のおそれから、３月９日午後１時

３０分から３月１０日の午前６時３０分まで通行止めになりましたが、１２日現在、

被害箇所につきましては全て復旧をしているところです。 

 住宅等への浸水被害につきましては、床下が１件、床上が１件、車庫１件、地下室

１件の被害が報告され、土のうによる対応を行っております。 

 農業における被害状況ですが、拓農地区で２カ所、共栄地区で１カ所、西仙美里地

区１カ所、東本別地区で１カ所の、また、勇足東２地区の計６カ所の明渠排水におき

まして、排水路が雪や氷で閉塞したところに雪解け水が集中しましたことから、明渠
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排水から一部畑への越水が発生しましたことから、大型重機による氷割り作業及び雪

や氷の除去作業を実施しております。 

 農作物の被害につきましては、この降雨による畑への滞水や凍結、また、秋まき小

麦への影響が大変心配されますことから、関係指導機関との協議や指導をいただきな

がら、被害に遭われた方々に対し、排水作業における対策や注意点、また、雪解け後

の技術指導や必要作業などの情報提供につきまして、関係機関と協力しながら行って

いるところであります。 

 なお、今回の被害の復旧などにつきましては、緊急の作業となりましたことから、

現行予算で対応できない支出につきましては、予備費において対応させていただいて

おります。 

 以上、低気圧の接近と通過に伴う被害状況について報告をさせていただきました。 

○議長（方川一郎君） これで、行政報告を終わります。 

──────────────────────────────────────── 

◎日程第３ 一般質問 

○議長（方川一郎君） 日程第３ 一般質問を行います。 

 順次、発言を許します。 

 １１番高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君）〔登壇〕 議長の許可を得ましたので、通告いたしました２

問について質問させていただきますが、なお、２問目の使用していない公共施設の活

用については、この場での質問を保留させていただきます。 

 まず、市街地付近における鹿対策についてでございます。 

 農業に大きな影響を及ぼしている鹿の出没による被害は、市街地付近においても畑

の食害や車の衝突事故による被害などが続いており、苦情の声があります。 

 特に本別公園のパークゴルフ場、芝生広場の鹿のふん、東町、朝日町、錦町などの

畑や庭の食害、上本別から北８丁目にかけての国道における鹿と車の衝突による事故

被害については、苦情の声が後を絶ちません。 

 鹿の被害を防ぐためには、基本的には、駆除と防護柵の設置ということになります

が、市街地付近ということで、条件的には難しいことからも、防護柵の整備、ふんの

処理、また、国道においては、看板の整備や見通しをよくするなどの対応の強化を図

るべきと思いますが、考え方をお伺いします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 高橋利勝議員からの市街地付近における鹿対策につ

いての質問の答弁をさせていただきます。 

 本町に設置されています鹿柵でありますけれども、農業被害の防止の目的で設置を

しておりますが、市街地の山側を横断して張られておりますことから、市街地への鹿

の浸入防止の役割も一定程度は果たしているというふうに思っています。しかし、鹿
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柵の設置で全ての鹿の侵入を防ぐことは難しく、特に、平成２８年度の台風によりま

して、鹿柵の被害が７ .１キロにも及んだことから、被災した部分から、この部分の補

修、また新設については今年度で完了していますが、工事期間中に電気牧柵の設置な

どで応急対策を講じましたものの、この影響で鹿の侵入がふえたという状況もあると

いうふうに考えているところです。 

 市街地区などにつきましては、鹿柵が住宅に近いことから、わなの設置も難しいと

いう状況でありますけれども、上本別地区や東本別地区につきましては、農地の所有

者の了解をいただきながら、わなを設置して駆除を実施しているところでもあります。 

 御質問にあります本別公園のパークゴルフ場、また、芝生公園の鹿のふんへの対策

ですけれども、公園管理人、特に６月から、山にまだ緑が、新芽が出てこない間は、

やっぱり芝の方へ出てくるものですから、これは毎朝、特に館の前の芝生公園は毎朝、

公園管理人と館の職員の皆さんが、毎朝そこでふんの処理をしているということであ

ります。 

 また、パークゴルフ場につきましては、点検をしながら、特に午後からになります

けれども、点検をしながら、コースの支障にあるところは、もちろんふんの処理をさ

せていただいていますが、出てくるピークの期間中は、ほぼ毎日のように実施をして

いるということでありますけれども、そのほかについては、ところどころ点検という

ことで進めさせていただいておりますが、全面的に、子どもたちを含めて遊ぶという

芝生公園のほうは、朝からびっちり、ふんの処理をするのですが、パークゴルフ場に

ついては、それぞれ清掃、除去ということで、点検をしながら実施をしているという

のが現状であります。 

 また、市街地区での家庭菜園だとか庭木の被害の対策ですが、これは、鹿の食害防

止対策で防護ネットを、これは設置に係る材料費の補助をさせていただいています。

これは、かかった経費の８割ということで、毎年呼びかけはするのですけれども、な

かなか実施しているという部分については、ほんの数件が、ここ二、三年であるとい

うことです。割りとこれはまだ知られていないのかもしれませんが、まだそこまで、

今後、被害というものがどこというのは十分に把握できませんけれども、そういうよ

うな補助もさせていただきながら実施しているということでありますから、鹿が出て

くるピークなどは、これらによって対応して、ぜひ被害の防止をするために、またさ

らに呼びかけをしていきたいというふうに思います。 

 また、国道だとか公の道路での飛び出しがあるということですけれども、特に、御

質問のあります北８丁目から上本別にかけてのあの辺は、一時は、もとの線路側から

かなり横断するというのがあって、私どももそこは開発にお願いをして木を切っても

らったり、見通しよくしているのですが、川のほうはまた木がふえてきていますから、

これも今、開発や、それこそ北海道にお願いして、特に河川の中、川の中に柳が大き

くなって、大木までいきませんけれども、かなり生息するような状況になってきてい
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るということを含めて、鹿もここに巣をつくっているようでは、町の食害含めて、交

通安全上よくないということも含めて、これはずっとお願いしているのですが、それ

に伴いまして、今、御質問にあります注意看板の設置などは、これも国道、道道含め

て、それぞれ要請を行いながら対応させていただいているところであります。 

 また、これらの鹿柵の管理、補修につきましては、台風もありましたけれども、こ

れは、鹿柵の管理組合、ＪＡ本別町等含めて、今後とも協議を重ねながら、鹿の侵入

を少しでも防げるように体制をとっていきたいというふうに思います。 

 以上申し上げて、答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） それぞれ再質問させていただきますけれども、まず、本別

公園の関係ですが、パークゴルフ場、見たところは、パークゴルフ場付近の山側の部

分には防護柵が見当たらないわけですが、そのことでということではないですけれど

も、昨年、例えばあそこのそばに町の文化財であるマメシジミが生息しているのです

が、関係者の方から、マメシジミがほとんど見当たらなくなったというお話がござい

ました。当然ほかにもいますから、移植をしたりしていますけれども、そこで、これ

は社会教育のほうでお話をして、その生息地に、本来は、生息地ですから、なかなか

それを明らかにするというのはいかがなものかという議論はあったのですが、その生

息地を簡易な防護ネットを張っていただいています。 

 そういう意味では、先ほど言われたように、本格的な防護柵を設置するというのは

大変難しいのかもしれませんけれども、やはり状況によっては、簡易な防護柵という

か、そういうのも必要なのかなと思います。 

 私もそう多くは聞いていませんけれども、中には、義経のパークゴルフ場は鹿のふ

んがあるからちょっと遠慮するというような声も聞いたことがありますので、その辺

は、パークゴルフ場の管理者と連携をして、もしそのほかにも簡易な防護施設で対処

できるのであれば、検討するべきではないかと思いますが、お伺いをします。 

 あと、パークゴルフ場、それから芝生公園も当然ですが、ふんについては、今言わ

れているように、シーズンというのもいろいろあるので、一概には言えませんけれど

も、ただ、例えば本別公園というのは、近年非常に訪れる人が多くて、特に芝生公園

などは家族連れでピクニックというか、そういう感じで使用している人もいるわけで

すから、そういう意味では、訪れる人は、平日でも団体で来ているということもあり

ますけれども、やっぱり土日が多いわけですから、特に鹿のふんの多い時期には、金

曜日、土日の前あたりにもちゃんとふんの処理というのはするべきではないかと思う

のですが、その点についてもう一度お伺いします。 

 それから、東町、朝日町、錦町と、そのほかにも地域としては、そういった鹿の食

害の影響というのは、畑や庭にということがあるのかもしれませんけれども、私が見

た範囲では、今言った３町は、先ほど言った助成もあって、防護ネットをほとんどの
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畑でつけているということですが、鹿はどこまで行っているのかというのはちょっと

確認できませんけれども、そういう意味では、鹿の防護ネット、広さにもよりますけ

れども、例えば設置した場合に自己負担というのはどのぐらいかかっているのか、そ

の点について、お伺いをしたいと思います。 

 それから、上本別から北８丁目の国道の関係についてですけれども、今回の質問に

当たって、何人かの方から、鹿と車が衝突して、幸いなことにけがはしなかったけれ

ども、車を大破したとか、そういうような声があります。これから、今まではそうで

すが、今の現状からいうと、一歩間違うとけがや命を失うことにもつながりかねませ

んので、町としてできる範囲の対応、御答弁がありましたけれども、進めていくべき

と思いますが、特に、先ほど申し上げましたけれども、基本的には、駆除や防護柵の

設置、あるいは補修が解決の道となるわけですから、そういう意味では、例えば防護

柵が破損したときには速やかに補修するなど、鹿が市街地に入り込んで、そのままと

どまるというようなことがなるべくないように努力する必要があるのではないかとい

うふうに思っていますけれども、今、看板の話、それから見通しの話も出ていました

が、ただ、ぶつかった場所というのは、１カ所だけで何台かというのはあるけれども、

そのほかにも、例えば足寄から来ると右側の築堤から出てぶつかった。本別から行く

と左側の、先ほど言っていました柳原のところから出てぶつかったというようなこと

が言われていますので、そういった、当然見通しの問題と同時に、今、相談をしてい

るようですが、なるべく早くその区間の、鹿の事故があるというような注意喚起とい

うのもドライバーに対してするということも大事ではないかと思いますので、それに

対する考え方、以上について再度お伺いします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問の答弁をさせていただきます。 

 まず、公園の芝とパークゴルフ場ですけれども、芝生のところは、土日も朝必ず処

理をしています。これは、今、御質問のように、土日が特に子どもたちが多いですか

ら、そういう多いときに、そのような被害というか、そういうことのないようにとい

うことで、これはずっとやっていますし、パークゴルフ場につきましては、点検含め

て、コースに支障のないようにやっていることは間違いないですけれども、その中で

もたまにはそういうところが見受けられるかもしれませんけれども、できる限りパー

クゴルフ場についても対応させていただきますが、今後さらにまた、せっかくのコー

スで、来て楽しむわけですから、支障のない対応をしていくということにさせていた

だきたいというふうに思っています。 

 また、防護ネットですけれども、それぞれ経費がかかった分の８割は負担をしてい

ますから、自己負担が幾らだということになれば、その経費の２割が自己負担という

ことになるかと思いますが、ここ３年、４年では、３件申し込みがあって、防護柵を

つけたのは。去年は１件もなかったのですけれども、２８年が２件、２７年が１件、
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その前が、４年ぐらいは全然なかったということですから、そういう意味では、自力

でネットを張っているだとか、漁網を張るとか、そういう人が結構おいでになると思

うのですが、どうしてもそういう被害となると、こういう制度もありますということ

をさらにお知らせをしながら、対応をさせていただきたいというふうに思っています。 

 また、衝突事故ですけれども、この衝突事故、本当に出会い頭ですから、どんと出

てきますから、隠れるような場所のないように、見通しがいいようにということで、

私どもも関係機関にお願いしていますが、さらに注意喚起含めて、飛び出し注意のよ

うな看板の設置ということで要請していますが、早く設置をしていただきながら、間

違っても事故の起こるようなことのないようにしっかり対応していきたいなというふ

うに思っています。 

 ただ、鹿全体、今までもいろいろな議論がずっとされてきていますけれども、山際

から必ずしも来るだけでなく、西側に川があって、本別はこういう川のほうからもた

くさんの鹿が出てきて、逆に山際がとめられていますから、そこへ行けなくて、その

辺に生息をしているというようなこともかなり多くなってきていますので、全体的に

もっと根本的な対応。農家の皆さん方もそれぞれ防護柵、電牧だとかで対応している

人もかなり多くなってきていますので、少しでもそういう農作物の被害や、また、人

的な被害のないように対応していきたいというふうに思いますが、ことしも猟友会の

皆さんも大変努力いただいて、今ところ２２２頭の駆除をしていただいたりしていま

すので、わなについても５０数頭、わなもやって、特に東町、本別公園のほうは、そ

のうちの半数以上がわなで捕獲をしていただいているところでありますので。 

 また、若い世代の人も、農家の人もわなの資格を取るという人もふえてきましたの

で、それぞれ猟友会、また、わなの講習も含めて、しっかり駆除に向かって対応して

いくように努めていきたいというふうに思っています。 

 とにかく交通事故だけは、本当に一瞬で大きな事故になりかねませんので、注意喚

起も含めて、さらに力を入れていきたいというふうに思います。 

 以上を申し上げて、答弁とします。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） 今、上本別から北８丁目の国道にかけての鹿と車の衝突で

すが、町長の答弁にもありましたけれども、車だけでなくて、けがをしたり命を失う

ということになると、大変な状況になるわけですから、あそこは、国道、開発、あと

は、事故では警察ということになると、道。そして、その上とかは防護柵などがあっ

たりして、今言うように管理組合で管理しているということですが、町として、そう

いった防護柵等の対応についても、先ほど申し上げましたように、例えば破損したと

したら、速やかにそういった修理をするとか、そういうようなことで、やはり国、道、

それから町がきちっと協議をして、そういったことが起こらないように、最大限検討

するということが大事だと思うのですが、その点についてもう一度お伺いします。 
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○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 国も、特に一昨年の台風被害のときにも、さらに協力要請と

いうことで、なかなか鹿柵の話を、霞ヶ関へ行っても余り、すっと理解度というので

すか、何となくというような感じがしないわけでもないのですけれども、一昨年、前

大臣だとか５区の国会議員や、また、職員の方も来てくれましたので、あれ何だとい

うぐらいだったのですが、最初は、そういう人が中にいましたけれども、あれが実は

鹿柵なのですと言ったら、こんなことをやっているのだと。自分の選挙区は、鹿では

なくて猿だとかイノシシだとか、そういうことで、それぞれ違うのだなということで、

改めて鹿柵の現状だとか対応については、かなり理解もしていただきましたので。 

 それで、今までは予算も、毎年の予算の中でしか、そんなに多くない予算の中で、

それぞれ鳥獣被害防止、食害の防止でやっていたのですが、一昨年のあの台風以来、

かなり理解がありまして、国も道も力を入れて、この部分については予算の対応もす

るという方向になってきましたので、私どももさらに、今がそういう意味では、ちょ

うど防護柵のかけかえみたいな時期になってきましたので、延長も含めて対応してい

くということで対応させていただきます。 

 さらに、農協とも、農業振興基金を積ませていただいておりますので、それらの活

用も含めて、農協ともＪＡとも協議をして、鹿柵、今、御質問ありましたように、修

繕などは速やかに、破損したところなども修繕できるように対応していくということ

にしておりますので、今後とも、そういうこともしっかりと踏まえなから、浸入防止

はもちろんですけれども、事故防止も含めてしっかり対応していきたいというふうに

思います。 

 以上であります。 

○１１番（高橋利勝君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 次、４番大住啓一君。 

○４番（大住啓一君）〔登壇〕 議長の許可をいただきましたので、通告いたしまし

た２問について質問をいたします。 

 なお、一連の不祥事の対処と今後の考え方についての項目は、この場での質問を保

留し、職員の定数と人事管理の考え方について質問をいたします。 

 冒頭に、東日本大震災が起こってから、一昨日、３月１１日で７年を迎えました。

亡くなられた方々、被害を受けた方々に御冥福をお祈り、心よりお見舞い申し上げま

す。 

 それでは、１問目の職員の定数と人事管理の考え方についてお伺いいたします。 

 本町の職員数は２３１人、条例定数２８８人と認識しております。職員及び管理職

員の適正な配置などについて、考え方をお伺いいたします。 

 本町の職員数は、条例定数を下回っていますが、定数外職員、これは臨時職員の方々

などですが、１０７人とかなり多いと思います。現在、長期に休んでいる職員数と定
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年前に退職した人数、過去３年程度でございますけれども、また、長期に休んでいる

職員のサポートや早期退職者への相談などはどのようになっていますか。 

 さらに、国の政策等に対応するため、職場の効率化など、職員一人一人の負担も大

きくなってきています。これらのことを鑑み、管理職員が適正に管理できる組織とす

ることや、国の働き方改革でうたわれている女性の活躍推進のため、女性職員の管理

職への登用などを充実すべきと思いますが、考え方をお伺いいたします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 大住議員の職員の定数と人事管理の考え方の質問に

答弁をさせていただきます。 

 本町の定数外職員につきましては、ただいま御質問のとおり、現在の職員数の２３

１人に対して１０７名が定数外職員ということで、全体の３１ .７パーセント、これが

定数外職員の比率となっています。 

 定数外職員の雇用数につきましては、適正な数字が出ていることではありませんけ

れども、平成２９年度に実施されました総務省の調査では、全国の調査においてどう

なるかということなのですが、定数外の職員は全国で、総務省の調べでは、比率は３

４ .７パーセントとなっておりまして、本町と比較してもそれほど本町が少ないとか多

いとかというのはありませんで、平均的な全国町村の定数外職員の数字となっている

ということを示しているというふうに思っています。 

 また、本町の職場の関係ですけれども、特に、現業も含めて非常に多いということ

で、事務系だけでなくて、病院も老人ホームも保育所も含めて、また、建設水道課と、

それぞれ公園管理だとか、それぞれ運転職だとか、これらも含めて、非常に職務の内

容については、定数外職員が的確に役割を担うという部分では、基本的に、行革以来、

スリム化含めて、定数が２８８人という中で２３１人ということですから、非常に正

職員は少なくなりましたけれども、本町の正職員は、再任用職員と正職員以外は、準

職員または臨時職員は全部定数外職員ということになりまして、先ほど言いましたよ

うに、その職場においては非常に率の多い職場もあるということも事実であります。 

 また、職員については、それぞれ本格的に業務に従事して、また、公務運営を中心

となって担う一方、定数外職員につきましては、行政運営を補完する業務を担ってい

ただいておりまして、職責にもそれぞれ異なるものがありまして、また、平成２９年

５月、昨年５月に、多様化する行政ニーズに対応するということで、そのために地方

公務員法などが改正されまして、定数外職員の募集、採用、服務、また、勤務条件等

における任用の形態が明確にされました。この法律の施行が平成３２年４月となりま

すから、本町におきましても平成３０年度から、現在、任用されています定数外職員

の任用形態などと、制度改正後の任用形態などの相違点などについて、制度の検証や、

また、これに伴います条例、規則の整備を行いながら、法に則した適正な任用を図っ

てまいりたいと考えております。 
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 次の御質問ですが、長期に休んでいる職員につきましては、現在１名おります。こ

れらは面談を定期的に行いながら、現在の状況を把握し、また、復帰に向けた取り組

みをそれぞれ行っているということであります。 

 また、定年前に退職された職員ですが、２６年度から２８年度までの３年間でいき

ますと、中には、残念ながら亡くなられた職員もおりますけれども、全体で２０名と

いうことで、そのほとんどが自己都合による退職でありまして、本人の意思を尊重し

て退職発令を行ってきたところでもあります。 

 組織内における適正管理につきましては、質の高い簡素で効率的な行財政システム

の構築を目指して、各課におきましては、課長のほかに課長補佐職を配置します。そ

のことによって組織力を補強する措置を講じているところでもあります。 

 さらに、職員個々の能力や組織向上のために、職員研修の充実も図ってきていると

ころでもあります。 

 今、国の働き方改革による女性の活躍推進に向けた取り組みといたしましても、男

女がともに仕事と子育てを両立しやすい環境の整備を目指して、男性の育児休業の取

得だとか、また、看護休暇の取得などについて取り組んでいるところであります。 

 また、これまでも登用などの人事におきましては、男性、女性にかかわらず、その

ときにおける組織の構成だとか人員の構成などを鑑みながら、それぞれ人事を行って

きております。 

 今後もキャリア研修など、男女ともに積極的に参加いただくことによって、将来の

管理職の教育を充実させることにより、性別の区別なく、一職員として人事配置を行

うことにより、効率的な行政運営の組織となるべく対応してまいりたいと考えており

ます。 

 以上申し上げて、答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 細かく答弁いただきました。定数外職員、今、答弁にもあり

ましたように、再任用以外の準職員の方、または臨時職員の方々だというふうに認識

してございます。 

 その中で、３割程度ということでございますから、これはどこの町村もというよう

なお話もありましたけれども、今の御答弁にもありましたように、役場の職員の方々

は当然でございますけれども、地方公務員、公務員でございます。それの補完をする

ということでございますから、それなりの責任を持った中での仕事でございますし、

町民の皆さんのプライバシー、当然秘密等々もございますし、それなりの義務もござ

います。それらを踏まえて、３０年度から云々というような御答弁もあります。それ

らのことに対しまして、再質問といたしまして、何点かお聞きしたい点がございます。 

 まず、１点目でございますけれども、女性職員の部分では、これは女性活躍推進法

で、大企業等も含めて、国も地方公共団体も含めて、約４割ぐらいということの目安
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だそうでございます。これらについて、男女問わず人事でやっているのだというよう

なお話でございますけれども、この辺について再度お伺いしたいと思います。 

 それから、身分の保障、これは定数外職員の身分の保障でございます。 

 これは、先ほど申したように、町民の皆さん方の安心できるまちづくり、安全で暮

らしていけるまちということでございますから、公務員ということでございますので、

どの程度、正職員と遜色ない中身での保障になっているのか、その辺を再度お聞きし

たいということでございます。 

 それから、当然、公務員ということになりますと、秘密の守秘義務等々もございま

すけれども、各種公共料金、税金等々の滞納等々があってはならないことですけれど

も、これは現実的にあるとは申しませんけれども、当然ないと思いますけれども、そ

の辺、どのようになっているかお聞きしたいということでございます。 

 それから、職員の管理という部分でございますが、２３０人の正職員の方、１００

人の定数外の職員の方、合わせて３３０人ぐらいになりますけれども、その中で、町

外から通っている職員は何名になっているのか。 

 それから、定数外職員の中で、人数はお聞きしていますけれども、休暇中の職員は

１人ということでございますから、有給休暇のとり方等々、超勤の内容等はどのよう

なことになっているのか。 

 それから、職員の管理ということでお聞きしますけれども、現在の大課制から、再

三私も申し上げてございますけれども、今、後段の質問で申し上げますけれども、公

判中でございますから、その辺の事件になった一因ということもありますけれども、

大課制から課を分割するといいますか、もうちょっと管理しやすいような方法もある

のではないかと思いますけれども、その辺の考え方をお聞きしたい。 

 それから、再任用に当たっての考え方でございます。再任用された職員は、正規職

員ということの扱いになるようでございますけれども、再任用にするときの考え方は、

どのような考え方で進んでいるのか。 

 以上、何点か再質問するということでございます。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問の答弁をさせていただきますが、抜けたらまた御指摘

をいただきたいというふうに思いますが。 

 まず、定数外職員の責任を持った立場であるということは、もちろん定数外職員で

もそれは同じですから、役場職員ということですから、それは、採用のとき含めて、

しっかりとその話をさせていただいて、間違っても役場の職員だということが、いろ

いろな指摘をされることのないように、守秘義務も含めて、その話をしっかりさせて

いただいて、事前の研修も含めて対応させていただきますから、そのことで認識をさ

せていただいて、それぞれ登用させていただきます。 

 また、女性職員の管理職の部分でありますが、国では、企業の中の何パーセントと
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かとあるのですけれども、先ほど言いましたけれども、年齢構成だとか職員の全体構

成にすると、本別だけではないでしょうけれども、特に、平成１２年以降かなり採用

がなかったということを含めて、その間がかなり年齢があいているのです。本別で言

えば、約４０代の後半の方から５０代の前半というのがかなり空白というか、言い方

はあれなのですけれども、この間の人数が非常に少ないということで、それぞれ男性

にしても女性にしても、特に女性の採用が少ないものですから、ここで任用するとい

うのは、言ってみれば管理職登用ということについては、男性も少ないし女性も少な

いと、非常に人事の中で、今、盛んに人事をやっているのですけれども、非常に苦慮

するところです。ですから、私ども積極的に女性も、もちろん登用させていただきた

いと思いますし、それは適材適所、間違いなく、女性だから管理職に遅くなるとか、

男性だから早くなるとか、そんなことは決してありませんので、そこは積極的に対応

というか、登用させていただいて、しっかり頑張っていただくということとさせてい

ただきますので、ここら辺はぜひ理解していただきたいと思っています。 

 また、身分保障だとかの部分については、かなり臨時職員も、改正してきましたか

ら、準職員もそうですけれども、給与体系で若干違うところはありますけれども、休

暇だとか、病気だとか、いろいろ休暇を含めても、職員に準じて、ほとんど変わらな

いような方向にしてきましたので、もう少し細かい部分については、担当課長のほう

から内容について、有給休暇だとかの部分については答弁させていただきたいと思い

ますが。 

 また、大課制ということでありますが、これも大課制になったということを含めて、

その管理も、スタッフ制だとか、いろいろそれぞれ機動的に効率的に課の運営ができ

るということで、それは、先ほどから御質問ありましたように、定数が大幅に、特に

管理部門、事務部門というのですか、わかりやすく言えば、事務部門ですから、現業

はそれぞれ人での対応ですから、定数は減らすことはできませんけれども、管理部門

はかなり定員が少なくなっていますから、そういう面では、今までの係、係でなくて、

スタッフ制で横断して仕事ができると、こういうことで改正してきましたので、その

中で、課長職１人で全部というのは大変ですから、それぞれその部署の管理する、そ

れを補佐する意味で、補佐職も登用させていただきますので、そこの連携をしっかり

とりながら、大きな課、また、それぞれ人数の少ない課もありますけれども、しっか

りと組織の運営をさせていただくということにさせていただいています。 

 再任用の考え方と、また、今御質問の、それぞれ管理職のことについては、有給休

暇の処遇の面については担当のほうから答弁させていただきますが、町外から通勤し

ているということは、看護師とか、何人かは近隣の足寄だとかはいますけれども、あ

とは、事務部門では今、再任用で継続した人が１人と、事務系の職員では１人だけが

町外からの通勤者ということでいます。そのほかの方は全員町内在住ということで

なっております。 
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 私のほうからは、以上申し上げます。 

○議長（方川一郎君） 大和田副町長。 

○副町長（大和田収君） 私のほうから、守秘義務の関係でございます。臨時職員、

年度初めに３０数名が、辞令交付いたしますけれども、必ず年度初めに一堂に会しま

して、その中で公務員としての資質等、それから守秘義務、これは本当に町民皆様の

個人情報を全て扱っている部署でございますので、そういう部分では、しっかりと徹

底して、職員にはその場所で説明をして、漏れることのない、守秘義務をしていただ

いて、絶対口外しないというような形で周知をしているところでございます。 

 それから、大課制の関係についてですけれども、今後、大住議員、以前からも言わ

れていたと思いますけれども、行政改革の中で、組織、人事部会がありますので、今

年度からその中で具体的に協議をしていきたいというふうに考えております。 

 あと、先ほどの身分の関係ですけれども、町長から、職員と同様の福利厚生の部分

になっております。年休、通勤手当、病休、子ども看護手当等については、職員と同

様の形で与えているところでございます。 

 再任用の考え方につきましては、これは地方公務員法で、退職される方の希望があ

れば再任用しなさいというふうな形になっております。ただ、全員希望されても配置

する部分では、なかなかそういう配置する場所が見当たらない部分もあります。その

中では、嘱託職員等いろいろな部分で工夫をしながら、再任用という形で配置をして

いるところでございます。あくまでも本人の意思確認をした中で、任用しているとい

うところでございます。 

 私からは以上です。漏れがありましたら、よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 職員の滞納はいないかどうかということでございますけ

れども、納期までに納められていない方、町民全部含めて、未納者名簿というが出て

きます。それをチェックいたしまして、職員で、どうしても自主納付だと忘れる方が

いますので、そういう方については納付書を直接渡して、納めてくださいということ

で納めていただいておりますので、基本的には滞納者というのはいないというふうに

認識しております。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） ちょっと項目が多いので、また再度聞くこともあるかと思い

ます。 

 まず、順番不同になると思いますけれども、先ほどの職員の中で、町外から云々と

いうことで、町長からお聞きしました。これは、私ちょっと聞き方が悪かったのか、

聞こえなかったというのもあるのですが、全職員で２人だけということですか、町外

から通っているのは。それを再度お願いしたいということ。私が聞いているのは、全

職員ですから、現業職も含めてです。 
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 それから、職員の守秘義務云々等については、これは当たり前のことでございます。

これは徹底してやっていただかないと、また、コンプライアンス云々ということで条

例も制定してございますから、これは当たり前のことですから、それ以上申し上げる

ことはございません。 

 ただ、今、担当課長からありました税金の関係等々については、納期内に払ってい

ただけない方がいるというようなことでございます。これは、基本中の基本ですから、

採用するときに申し上げて失礼でもないですし、当たり前のことですから、町民の皆

さんは日々汗を流して税金をお支払いいただいていることを考えたときに、どの方が

どういうことということは、個人情報もあるから当然出てこないから、私もそれ以上

聞きませんけれども、そういうことがあること自体がちょっといかがなものかという

こともあるものですから、これは、４月１日が、もうあと何日もない、今３月の中ぐ

らいですから、そのときに再度きちっと一般職員も含めて、定数外職員も含めて、こ

れは基本の中の基本だと思いますので、ここにおられる方は皆さんそういうふうに

思っていると思いますけれども、その辺を再度お聞きしたいということでございます。 

 それと、再任用の関係でございますが、再任用については、本人の希望ということ

でございます。これは、希望は希望でいいのですけれども、例えば現業の中で、どう

してもその方の技術なり、持っているノウハウが必要だということになれば、それは

当然執行者側から相談するということもあると思いますけれども、その辺も含めて、

再任用となれば、定数がふえていくということにもなりますので、その辺をもう少し

かみ砕いて進めていったらどうかということと。 

 女性の管理職については、私の承知している限り、機構図を毎年いただくものです

から、見させていただくと、現業職、わかりやすく言うと、今で言う看護師職だとか

保母、保父だとか、保健師だとか、それらの方々の部分での管理職の登用は確かにあ

ると思います。ただ、一般行政職というのですか、わかりやすく、事務屋的なところ

が、先ほどの町長の答弁でも、採用していなかった部分で人数がというのは、これは

どこの地方公共団体もそうかと思いますけれども、それらをおしなべて考えても、や

はり女性の働き方云々というのも、国の政策にもなっているところでございますし、

町内の企業の方々にも範を示す意味で、やはり役場という大きな組織でございますか

ら、女性独特の優しい観点で行政を見てもらうというのも必要ではないかと思います

ので、その辺を再度伺うということでございます。 

 それからあと、定数外職員が３割云々というのは私は多いと思いますけれども、全

国的に３割、３割５分ぐらいということでございますから、パーセントでどうのこう

のということではございませんけれども、職員課にすれば、それだけ人件費もかかる

ということもあるのでしょうけれども、やはり守秘義務の観点から、いろいろ責任を

負う観点から追っていっても、その辺をきちっとした正職員化にするだとか、ある程

度人員を精査した中で、少数の中でも、少数精鋭でやっていくというような考え方も
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あると思いますけれども、その辺、私からの提案ということも含めて、どのようにお

考えか再度お伺いします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再々質問に答弁させていただきます。 

 まず、町外からの通勤ですけれども、先ほども少し言いましたけれども、人数は言

いませんでしたけれども、一般事務は１人、それと土木技術員が１人ということで、

あとは保健師が１人、たまたま結婚して、浦幌に住んでいる方が１人いますが、あと

は看護師です。看護師が全部で、今、通勤されているのが、近隣町から通勤している

のが１１名というとで、看護師１１名です。ほかには、通勤はいません。 

 ただ、前にも言っていますけれども、事務職の採用は、特に、採用の時期から、本

町に住むことを条件にしておりますので、そういう面では、それ以前に採用された方

がいるというだけで、その条件をしっかりしている後から通勤している人はいません

ということになっております。 

 次が、守秘義務の徹底、コンプライアンスの徹底ですが、これは本当に御質問のと

おりでありますから、正職員であろうが臨時職員であろうが、役場職員ということで

は当たり前のことですから、それは徹底して、それについては、一番指摘されがちな

ことでありますので、それをしっかりと自己の決意も含めて、これをしっかりと徹底

させていくように、さらにまたそれぞれ努力させていただきたいと思います。 

 再任用の関係については担当のほうからお話しさせていただきますが、女性管理職

の登用というのは、先ほども言いましたけれども、本当に女性ならでは感性もありま

すから、それは本当にそう思いますし、そのとおりで、採用できるというか、登用で

きるところは本当に登用してきました。この後しばらく年齢も開くということで、本

当に今一番苦慮しているのは、そういう年代層が非常に少なくなっているということ

なので、特に女性の採用が少ないということで、ここ数年、若い採用職員の中では、

女性も一定の比率がありますから、まだしばらくかかりますけれども、現状の中では、

そういう気持ちを持ちながらも、積極登用ということが、そういう気持ちを持ちなが

らも、年齢構成だとか、全体組織構図からして、なかなかそうはならないという実態

もありますけれども、そこはしっかりと、管理職になるべく、養成も含めて、積極的

に日々の業務を通じて、ぜひ養成をしていくということに努めていきたいと思います。 

 私のほうからは以上であります。 

○議長（方川一郎君） 大和田副町長。 

○副町長（大和田収君） 私のほうから守秘義務の関係ですが、全職員にコンプライ

アンス研修会、ここ２年ほど続けております。これについては、やはり臨時職員もあ

わせて、全職員が受けていただきたいというふうに思っておりますので、これについ

ては、今後も継続して研修会は取り組んでいきたいというふうに考えております。 

 それから、再任用の関係です。大住議員おっしゃるとおり、現業、それから専門職
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の方が退職される。やはりそれまで培った技術、知識はやはり豊富な方ばかりです。

その中で私どもは、退職する前の年の９月までに本人に意向調査をいたしまして、や

はり現業の方については、引き継ぎながら、お願いをしたいという部分もありますけ

れども、やはり最終的には本人の意向によりますので、そのような形で再任用してい

るところでございます。 

 私からは以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 再度質問いたしますけれども、今の答弁の中で大体わかりま

した。 

 １点目ですが、問題は、町外から通っている職員が病院の看護職ということでござ

いますから、いなければ当然困りますので、その部分についてはわかりますけれども、

ただ、ほかの職員との関係やら、町民の皆様から見たときにということもございます

ので、これは採用するときに、採用した後でも、これは折に触れて、幹部職員の方が

おられますので、その辺は日々、鋭意努力していただいて、砕けた言い方をしますと、

給料もらった分の税金の落ちるところがこの町ではないということですから、これは

基本の中の基本ということで御理解いただいて、その辺をどのようにお考えになるか、

再度お聞きします。 

 それと、公共料金、税金等々について、先ほどの御答弁の中では、納期まで云々と

いうことでございます。これは、かみ砕いた言い方をしますと、町民の方々がいろい

ろな料金を納めていただくときには、納期が過ぎますと極めて早い時期に、どうした

のだということで、はがきやらをいただくのが現状なのです。これは、定数外職員で

あれ職員であれ、人間だから忘れることがあると言えばそれまでですけれども、そう

いうことがあること自体が、職員ですから、ちょっと早く払ってくれやということで

終わらせていないとは思いますけれども、そういうふうに見受けられることもありま

すので、先ほど来から町長、副町長が御答弁されているように、町民の方々にあらぬ

目線で見られないような形できちっとした、コンプライアンスというのは、そういう

ことから始まっていくと私は認識してございますので、その辺、納期までに納まって

いない部分については、いろいろな方法があるのですけど、きちっと督促状を出すと、

それをきちっとやっていって、きちっと納めていただくというのは、本別町に住んで

いる方々、日本の国に住んでいる方々は税金を払うというのは義務でございますから、

これは滞りなく、こうだからどうしたとかでなくて、みんな平等になるような扱い方

を、なお一層していく考えがないのか。その２点についてお伺いいたします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 町外通勤の方については、採用、特に面接のときはその話を

しますから、どうしても事情、やむを得ないという部分については、今、議員の質問

のとおり、事務職は当然というか、技術職の場合は、いなければ業務がとまってしま
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うということがありますから、そこら辺は、そういう条件はありながらも、いっとき、

通勤ということになっていますけれども、それは、折に触れて、やっぱり町内に住め

ないのか、親御さんと一緒に本別町に引っ越してきたとか、そういうこともあります。 

 また、特に既婚者については、それぞれお互いに仕事を持っているということもあっ

たり、そういうことがいろいろありますけれども、どちらにしても、将来というか、

本別に住んで、一緒にまちづくりにしっかり参画すると、こういう話はさせていただ

いていますので、できる限り本町に住むということは、しっかりとこれからも取り組

んでいきながら、一体感を持ったまちづくりの中で、町民の１人として職員も頑張っ

てもらうと、こういうぐあいに努めていきたいと思っています。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 職員の納税の関係ですけれども、先ほど申し上げました

とおり、自主納付している方、こういう方がやっぱり忘れておりますので、先ほど納

付書を渡すと言いましたけれども、もちろん督促状も同じように渡します。これから

ということですけれども、自主納付はやっぱりこういう納め忘れがありますので、口

座振替のほうを勧奨していきたいなと考えております。 

○４番（大住啓一君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） ここで、暫時休憩します。 

午前１１時０２分  休憩 

午前１１時１５分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 ３番篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君）〔登壇〕 議長の許可をいただきましたので、質問をさせてい

ただきます。 

 まず、農業の振興と農福連携についてでございます。 

 昨年の農業は、十勝の農協全体で３,３８８億円となり、本町は約１２０億円とあり

ますけれども、実際には生産額が１１１億円、交付金が１９億円ということで、合計

１３０億円ということでございます。さらなる行政の細かい支援が必要と思いますが、

町長の考え方を伺います。 

 まず１点目に、農業の労働を少しでも軽減するために、現在、ＧＰＳを利用したト

ラクターの自動運転が進んでいます。現在、農協が中心となり、３０戸ほどの利用が

あります。労働力の軽減と農作業事故をなくす上にも行政の支援が必要と思いますが、

考え方を伺います。 

 二つ目に、近年、農地の集積事業が進んでいない状況ですので、平成３０年度に方

向を出す地籍調査について、前倒しをしていく考えはないか伺います。 

 三つ目に、現在、農福連携が話題になっています。就労継続支援事業所が中心とな
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り、農作物を育てて販売したり、農家での草取り作業、収穫など、体を動かすことに

より生活習慣の改善や体力づくりや、地域の方々の理解が進み、農業と福祉の相乗効

果があると思います。行政の理解と支援が必要と思いますけれども、考え方を伺いま

す。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 篠原議員からの農業の振興と農福連携についての御

質問に答弁をさせていただきます。 

 まず、１点目の農作業の労働の軽減と事故防止に向けた、特にＧＰＳを利用したト

ラクターの自動運転などの導入の支援などについて御質問がありましたが、本町も農

家戸数や担い手の減少に伴いまして、農家経営の規模拡大が進んでいますが、生産コ

ストの低減や省力化などが、この中でも大きな課題となっております。 

 篠原議員の御質問のとおり、農業事故防止や家族経営での労働力の軽減、大規模経

営の取り組みの一つとして、中堅や若手の農業者を中心に、ＧＰＳのガイダンスシス

テム、いわゆる農作業用のカーナビの活用がＪＡ本別町のシステムの利用を初めとし

て広がってきています。 

 国も、強い農業づくり交付金の補助事業などで、新技術の導入としても優先枠をもっ

て推進を図ってきていますし、町といたしましても国費事業の積極的な活用とＧＰＳ

自動操舵システムの研修会、また、先進地の調査など、農業者の要望に対応するなど

しながら、必要に応じて関係機関との連携を図りながら支援に取り組んでいきたいと

考えています。 

 ２点目です。地籍調査の前倒しについての御質問ですが、地籍調査につきましては、

昨年の１０月定例会でも御質問があり、３１年度の準備、３２年度で着工できるかど

うか、これについては３０年度に十分検討していかなければならないということで答

弁させていただいていますが、それに沿って現在、担当職員も通常業務をやりながら

検討作業を進めておりまして、重複となるかもしれませんが、改めて地籍調査を実施

する場合の必要な準備期間をお答えさせていただきます。 

 まず、平成２８年度に地籍調査、直近で地籍を始めた富良野市で調査したことも報

告させていただいたと思うのですが、この富良野市の状況を調査してきたときに、事

業の着手に当たっては、準備期間は、職員が３名体制で１年間をかけて専門業者にも

内容を委託しながら、実施計画の策定を行ったということでありまして、仮に１年前

倒しになりますと、３０年度の準備となり、新年度の開始までに１カ月を切った今日

では、新たに今のような準備をする３名の要員確保というのは非常に不可能だという

ことでもありますが、地籍調査事業の着手に当たっては、毎年、人件費も含めた一般

財源だけでも二千数百万円必要でありまして、長期にわたる大型の事業でありますの

で、地方交付税の平成３０年度当初の予算額が、２９年度当初に比べて７パーセント、

２億７,３７７万１,０００円も減額になってきているということで、言うならば厳し



－ 20 － 

い町財政の中で、引き続き慎重に検討しながら、第６次総合計画の実施計画で、平成

３１年度を準備期間と計画をしましたので、繰り返しの答弁となりますが、前倒しの

３０年度に実施できるかどうか、今後、３０年度に実施できるかどうかを判断してい

きたいというふうに考えております。この部分については、そういう事情も含めて御

理解いただきたいなというふうに思います。 

 次に、３点目の質問でありますけれども、本町では、平成２８年度から、御質問に

ありましたように、就労継続支援事業を実施しながら、ＮＰＯ法人に事業を委託して、

障がいのある方の雇用の場の創出に向けて、農業、福祉、商業関係者が連携した調査

研究事業を行ってきたところであります。 

 平成２８年度は、加工用トマト、ミニトマトの栽培から収穫までの仕事を行っても

らうことで、障がいのある方に適した作業、どういう作業が適しているかということ

を含めて実証実験、作業をしながらその確認をさせていただいたところであります。 

 また、今年度はトマトの栽培と収穫に加えて、２９年７月から配置させていただき

ました地域おこし協力隊と連携をしながら、新たな出面のシステムとして、農家に出

向きながら、大根の袋詰めなど農作業の補助作業を行いまして、活動の幅を広げてい

るところでもあります。 

 労働時間はおおむね６時間程度でありますけれども、一人一人の状態に合わせた就

労の場を提供することで、生活習慣の改善だとか体力づくりにつながってきていると

いうふうに思っています。 

 また、この事業を通して、町外の高等養護学校に進学した生徒が、また本町に戻っ

てくるということにも大きな影響を与えながら、新たな雇用の場ができたことも大き

な成果であるというふうに思っています。問題は、これからが、それらを含めて、さ

らにまた拡大をしていかなければならないというふうに思っています。 

 受け入れいただきました農家からも非常に評価をいただいておりまして、障がいの

ある方への理解と、まずは自立にもつながっていきますことから、次年度以降も事業

の周知と働く場の拡大に向けて、福祉部局と農業部局が連携をとりながら進めていき

たいというふうに思います。 

 以上申し上げて、答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） １番、２番の質問について再質問したいと思います。 

 先日の定例会の中で、町長の施政方針演説の中で、農業の体質強化ということが強

くうたわれておりました。その中で、昨年度はコントラクター事業だとか複数法人だ

とか、ＴＭＲセンターの実施を支援してきたということでございましたけれども、こ

のことがことし本格的に稼働しますと、相当量、収穫作業と酪農家の毎日の餌の給与

とか、そういう面で非常に労働が半減すると思います。 

 そこで、この中で、畜産クラスター事業の関連で、こういう労働力軽減事業に関す
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る事業が現在までどれほど行われてきたのか、また、今後どれほど行われていくのか、

その点をお知らせいただきたいと思います。 

 次の２番目の地籍調査については、膨大な期間と膨大な資金が必要ということで、

種々わかっておりますけれども、どうしても労働力軽減をするためには、農地の集積

を図って、大型機械で作業をするということが一番の労働力軽減かと思いますけれど

も、さらにこのことについても積極的に進めていただきたいと思いますけれども、そ

の点についても質問をしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問に答弁をさせていただきますが、畜産クラスター事業

でどのぐらい軽減になったのかということですが、担当のほうから状況も含めて答弁

させていただきます。 

 地籍の関係でありますけれども、集積が進まないからということも含めての御質問

ですけれども、実は、地籍に関するアンケート調査を実施したのです。そうしたら認

定農家２４９名、このうち新規認定農業者の８名を加えて２５７名にアンケートを

とったのですが、実は回収率が２７パーセントということで、回収率としてはよくな

いのですけれども、その中でも、集積とかなんとかというよりも、いろいろ意見があ

るのですが、まず、集積する前に農地の交換分合でなくて、交換耕作もなかなか進ま

ない。さらに本町の場合は、高齢で離農されても農地はなかなか手放さない。手放さ

ないと言ったら言い方が悪いかもしれませんけれども、ずっと持って、賃貸が非常に

多いのです。そういうことで、いろいろ特色もあって、かなり集積というものについ

ては、今、篠原議員が質問している内容もそこだと思うのですが、例えば新しく農業

をやる人が周辺の用地を拡大できない。管理機構もありますけれども、なかなかそう

いうことも機能するような状況にもなってきていません。そういうのが実態ですけれ

ども、地籍をやる前に、そういう具体的な集積にかかわる、また、農地拡大にかかわ

るような方策をしっかりととっていくということが大事なのかなと。そのための管理

機構ということで、国も積極的に旗を振ってくれているわけですから、それにつけて

も、それぞれの事情はあるでしょうけれども、今、それぞれ規模拡大だとか新規だと

か、若い人たちが、営農に意欲を持っているところに協力していただくというような

ことを含めて、これから具体的に対応させていただきたいと思いますし、この辺はＪ

Ａ本別農協とも十分に連携しながら進めていきたいというふうに思っています。 

 地籍の前倒しについては、非常にスケジュールというのですか、それぞれ計画の部

分については、先ほど答弁しましたように、３０年度でそれぞれ準備をしながら、３

１年、３２年ということで進めていくということで、このアンケートの結果なんかを

含めて、今この事業がしっかりと進められるのかどうかを含めて判断をするというの

が新年度になるかと思いますので、それを含めて慎重に対応させていただきたいと思

いますので、これについては御理解をいただきたいと思っています。 
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 以上、私のほうからの答弁といたします。 

○議長（方川一郎君） 菊地農林課長。 

○農林課長（菊地敦君） それでは、ただいまの篠原議員からの畜産クラスター事業

の状況についてお答えをさせていただきます。 

 畜産クラスター事業につきましては、平成２７年度から事業を実施しております。

基本的には、畜産の経営の部分にかかわる機械導入事業、搾乳ロボットの導入ですと

か自動給餌器の導入、あわせて関連するコントラクター事業のハーベスター等の導入

という形で実施をしてまいっております。 

 ２７年度からの実施で、件数的には３０件程度となります。事業費的には、機械の

導入で４億１,７００万円程度、２分の１が補助率になっておりますので、２億８,０

００万円程度が補助されているという内容になっています。 

 議員お話ありましたように、昨年度、ＴＭＲの施設の整備事業が展開されています

が、これにつきましては、事業費で５億３,０００万円程度、あわせて補助率がその半

分の２億６,０００万円という形で、実施させていただいております。 

 あわせて、今後の労働力の補完や担い手不足に伴う生産コストの低減ということで

は、畑作につきましても、強い農業づくりの交付金等の利用で、特に、経営体育成支

援事業ですとか担い手確保経営強化支援事業という中身の中で、最初に議員から質問

ありましたように、ＧＰＳの導入事業も含めて、これまで、おおよそですけれども、

年間約１,０００万円弱程度の事業費の中で、本別町としては取り組んできているとい

うのが現状となります。 

 以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） 今、課長のほうから数字つきで報告がございましたけれども、

ＧＰＳの関係については、農協にアンテナ等をつけまして、３０件ほど利用している

ということでございますけれども、ほかに町内に四つの農機具会社がございます。そ

こで１００件ほど今、利用されているようです。個人的にアンテナを設けて、３年ほ

どやって、１３０件ほどの利用がございますけれども、自動運転なのですけれども、

私も使ったことがありますけれども、非常に楽です。８時間、９時間、１０時間やっ

ても疲れは従来の半分かと思います。若い人がこれから働けばいいということではな

くて、こういうものも利用して、子どもたちのいろいろな活動に出席できるように進

んでいったらよろしいかと思います。さらなる町のこの事業に対しての支援策があれ

ばお聞きしたいと思います。 

 それから、農地の集積については、先ほど町長が申しましたように、交換分合がな

かなか進まないと。これは農家のほうにも責任があって、自分の畑が一番だという認

識が強いのが一因かと思います。その部分は、農業委員会等が中心になって、小さな

面積を大きくして、個人でも団体でも使いやすいように、今後なっていかなければな
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らないと思いますので、その考え方もお聞きしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） ＧＰＳの関係も含めて、農協も屋上にアンテナを立ててやっ

ていますけれども、そこは３０戸ぐらいですけれども、今、御質問にありましたよう

に、農機具メーカーも積極的に、それぞれ自社のアンテナを立てながら利用拡大に向

かっています。私どもも一昨年、農業大学校でスマート農業の実証実験をやったとい

うことで、その現場に行きましたけれども、春になると、畑の畝を切ると、この畝は

誰切ったのだと、父さん切ったのか息子が切ったのかすぐわかると、このぐらい難し

いものですけれども、自動操舵になると、ほとんど誤差の狂いがないぐらいぴちっと

農作業ができるということで。今、篠原議員の御質問のとおり、労働軽減はもちろん

ですけれども、作業効率含めて、非常に高いということだと思っておりますので、こ

れについては、そのためにも集積をしながら面積を広げていくというのは大事なこと

だろうなというふうに思いますから、それによって効果も相当違ってきますから、１

０メートル行ったら排水があって、３０メートル行ったら電信柱があるというのが、

非常に小規模な区画が多いということもありますから、これが集積できて広くなって

いけば、まだまだ作業効率が、この人口減少の中でも、耕作放棄地なんかが間違って

も出ないぐらいしっかりとした経営をしていただけるのかなというふうに思いますか

ら、今後については、私どももできる限りの努力だとか情報提供だとか、必要な体制

をしていきたいと思うのですが、何といっても地権者の皆さんの協力をいただかなけ

ればできませんので、これは本当に農協ともしっかりと連携をとりながら、説得とい

うわけではないですけれども、理解をいただきながら、次世代の食糧をつくる、ＴＰ

ＰやＥＰＡ、いろいろ先行き不安なことはありますけれども、積極的に食糧をつくる

という大事な畑地をしっかりと、これからの次代を担う若い世代を含めて、活用でき

るように環境を整えるために努力していきたいなというふうに思いますので、よろし

くお願いしたいというふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 菊地農林課長。 

○農林課長（菊地敦君） さらなる支援策ということでありますけれども、答弁をし

た内容にもありますが、ＧＰＳシステムの研修会、講習会、実を言いますと、２８年

３月に、農協を中心にアンテナが設置された時期だと思いますけれども、一度実施を

していますが、議員お話しされたとおり、本当に正確で、労働力の軽減に大変役立つ

システムだと思いますので、ぜひそういったところの研修や、まして、進んでいる町

村の調査等は積極的に今後も農協と連携をしながら取り組んでまいりたいと思ってい

ます。 

 あわせて、例えば基地的なアンテナが必要とか、いわゆる山間部、そういった事情

が出た場合には、農協の意見も聞きながら、その辺については検討を図ってまいりた

いなというふうに考えています。 
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 以上でございます。 

○議長（方川一郎君） 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） 今の説明の中で、非常に労働力軽減には大きな役割を果たす

と思います。お金のかかることなので、なるべく農家に負担のないような方法が今後

できればいいなと思いますし、このことは国のほうにもいろいろ要請していただきた

いと思います。 

 この関係について、もう１点だけ質問したいと思いますけれども、畜産クラスター

の関係で、非常に事業量も大きくなって進んでいますけれども、今後も搾乳ロボット

だとか、そういうものがついた関係の施設が多くなるかと思いますけれども、バイオ

マスプラントの関係が昨年、町のほうから御説明がございましたけれども、現在、こ

の問題について、農協あるいは北電との話し合いが少しでもすすんでいるかどうか、

お伺いしたいと思います。 

 それと、現在まで新規就農の相談が本町にどれだけの件数があるのか、その辺もお

知らせ願いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 労働力の軽減も本当にそのとおりだと思いますし、これは、

今ちょうど国もＴＰＰとＥＰＡ対策含めて、対策ですけれども、なるべく条件整備が

できるようにということで、強い農業づくりとか、いろいろなことで国も今、補正予

算を組んだりしていますから、その中で、取り入れるものはいち早く、しっかり取り

入れながら、家族労働で、軽減だとか効率のいい農業ができるような、そういうもの

については、国の対策をしっかりと受けとめながら、少しでも導入できるように私ど

もも、これからも努力させていただきたいと思います。 

 搾乳ロボットだとかバイオマスプラントの関係については、担当のほうから状況を

含めて、経過の報告をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 菊地農林課長。 

○農林課長（菊地敦君） ただいまの篠原議員の御質問ですが、申しわけありません。

バイオマスプラント、あわせて、資料のほうの手持ちございませんので、私の今お答

えできる範疇でお答えをさせいただきます。 

 これまでもバイオマスにつきましては、何度か議会の場、あわせて議員協議会の場

で報告をさせていただいておりますが、農協、普及センター、町と、あわせて本別町

家畜ふん尿利活用の協議会をつくっておりまして、そこで具体的な家畜ふん尿の処理

方法について検討を進めているという状況にあります。 

 それで、これまで報告をさせていただいておりますけれども、２８年度にその協議

会で可能性調査をコンサルに委託をして実施しています。そのときは、酪農家、畜産

農家全体にアンケートをとりながら、本別町で実施可能かどうか、あわせて売電の可

能性も含めて実施しております。 
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 現状、その取り組みについて協議をしながら、再度、今年度については視察等を含

めて実施して、方向性について今も検討しているというのが基本的な状況になってお

ります。 

 続いて、新規就農の関係ですが、来年度、具体的には予算の提案の中でも申し上げ

ますけれども、一応研修を終えて、新たに就農予定をしているという方が２件ござい

ます。これまで、昨年３月に新規就農等の条例改正をして、２年間の研修についての

条例の追加もさせていただいておりますけれども、その条例に基づいて、来年４月か

ら農家に研修に入るという方が１件あります。家族で、御夫婦、子ども２人と、その

方が４月から農業研修に入って、畑作ですが、そういった状況にあります。あわせて、

２９年度につきましては、本別町で農業を将来的に考えたいという形で、研修や調査

に来た方が、これも栃木の方ですけれども、結婚を予定されているフィアンセの方と

２人で昨年１１月に来ていると、そういう状況を含めて対応をさせていただいており

ます。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） 次に、農福連携について質問したいと思いますけれども、現

在、本町でどの程度行われているのかわかりませんけれども、障がいのある方が農業

にかかわることで、農家の人手不足などは非常に解決策の一つとなると思います。農

業の現場に入って一緒に作業をするとなれば課題がたくさんあります。福祉の関係者

と農業の関係者、相互理解が一番大事かと思いますけれども、これを結びつける施策

の充実が必要と思いますけれども、この点について再度質問をしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 農福連携、ちょっと農家の生産物を収穫するのを手伝うとい

う、言ってみれば、労働力になるかという連携はまだまだこれからだというふうに思っ

ているのです。私どもが農福連携というものを提案させていただいて、ＮＰＯ法人が

それを受けとめて、農福連携ということで事業を始めました。それは、それぞれいろ

いろな障がいを持たれている方がいますけれども、その障がいにも、例えば車椅子の

方も、割りと身体の丈夫な方も含めて、どのような仕事ができるかということを含め

て、トマトだとか、また、ミニトマトだとかということで、例えばハウスにつくって

やれば収穫なんかも、車椅子の方でも作業ができると。そういう軽量的な重さの作業

だとか、また、大きな、露地トマトだったら、コンテナでとれば結構肉体労働になる

とかということも含めて、それで加工もできて、収入があって、販売もできると、こ

んなことも含めて、まず第一歩としてやろうということで提案させていただいてやっ

ています。 

 また、今、篠原議員の御質問にありますように、農家で体験をしながら、また、そ

の中で農家に御理解いただきながら、少しでも労働力も含めて、そこでお手伝いがで
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きるようなことになればいいなということは、それは農福連携の協力隊の方にしっか

りと計画していただきながら、企画していただきながら、農家の皆さん方と連携をし

て、去年は大根の収穫や袋詰めだとか、そういうものを企画していただきました。そ

れについては、非常に評価も高いということでありまして、できる限り、今まで余り

なかったものをしっかりと、それぞれの利用者の個性に合わせた働き方というものに

ついて、十分に調査もしながら、そういう部分でいきたいなというふうに思っていま

す。 

 特に、本町は大きな農業が多いですから、機械化でいくというのはなかなか、農家

の子弟の皆さんも農家経営というのは余り、農作業に携わっていないというのが多い

ですから、そういう中で少しでも野菜なんか中心の、また、軽作業ができるような作

物があればということを含めて、私どもは今進めているのは、マイタケの研究だとか

シイタケだとか、また、薬草も含めて、これ全部出口がないとだめですから、しっか

り売り先を見つけて、どういうような加工をして、どう商品をつくるかということを

しっかりやっていくということでありまして、その中で、このような野菜なんかは、

農家の皆さんが積極的に作付いただくことで、そこで体験しながら就労ができると、

こういうことも含めて拡大していきたいと思いますので、ぜひこれから順次取り組ん

でいきますし、今まで現場体験のなかった利用者の皆さんも、これからはいろいろな

形で、自分の力に合わせたお手伝いだとか働き方ができるということになって、そこ

で安心して本別で働きながら住み続けると、そういう環境の中で、農福連携をしっか

りと取り組んでいければなというふうに思っておりますので、そのことはしっかり頑

張っていきたいなと思っています。 

 その結果として、農家の皆さんに喜んでいただけるような、そういう働き方ができ

れば、さらにまた、いろいろな作物の、新規でも既存でも結構ですから、そういうこ

とができていけば、非常に農家の皆さん方にも評価いただき、喜んでいただけるよう

な環境ができるのではないかと思っておりますので、このことについては、今後とも

しっかりと現場の応援体制も含めて、努力させていただきたいというふうに思います。 

 以上であります。 

○議長（方川一郎君） 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） 農家との話し合いの中で、障がいがあるから安く使うとかと

いう考えでなくて、１日の労働の時間の１時間でも２時間でもきちっとした賃金が必

要かと思います。この賃金についてはどういうふうに、話し合いで決めているのか、

何か町内で標準があるのか、そのことも大事かと思いますので、お聞きしたいと思い

ます。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 篠原議員の御質問にお答えいたします。 

 今回実施をしている農福商連携における障がいの方の賃金なのですけれども、一応
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根拠としましては、全道の就労支援事業所、Ｂ型の事業所の方々が働いたときにどれ

だけの工賃がいただけるのかという平均値を一つ参考にさせていただいております。

それが今２０７円という１時間当たりの工賃なのですけれども、やはりこのモデル事

業では、障がいの方の経済的な自立という部分もどれだけ目指せるのかということも

ありまして、それを上回るところを目標に設定していこうということで、トマトに関

しましては３００円、そして、出面システム、大根の袋詰めですとか、そちらのほう

につきましては、時給４５０円というところで設定をさせていただいております。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） 今、ちょっと聞いてびっくりしているのですけれども、賃金

が非常に今、北海道の最低賃金が８１０円という中で、こんな２００円だ３００円だ

４００円だということ自体がやっぱり問題かと思います。福祉のまちでもあるのです。

このことについては、大きく本別から直して、正当な報酬を支払うという方向で進ま

なければならないと思いますけれども、その辺についての考え方をお伺いしたいと思

います。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 御質問にお答えしたいと思います。 

 やはり賃金に関しては、先ほど町長の答弁にもありましたように、いろいろな障が

いの方がいたり、できる作業、できない作業があるということで、一律、全道の最低

ラインまで持っていくというのは非常に難しいものが今の段階ではあるのかなという

ふうにも思います。 

 ただ、その方にとって、できるだけ適した仕事の内容ですとか、そういうものの幅

を広げていくことで、作業工賃を少しでも高めていけるように、今後ともこの事業を

継続していきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いいたします。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） 最後に、１点だけ質問したいと思いますけれども、農業は本

町にとっても基幹産業であり、成長産業の一つだと思いますけれども、いろいろな分

野でのいろいろな事業とか補助事業だとか、いろいろなものがございます。これから

おいおい若い世代の人たちが求めていく農業について、町としてどういうふうに対応

していくのか、前向きに労働軽減だとか、そういうものを目指していくのか、最後に

質問をしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 農業は基幹産業だというばかりでなくて、それぞれ町内でこ

れだけ努力し、頑張っている世代、または農業者の皆さん方に、必要な政策や対策を

するというのが私どもの役割だというふうに思っていますから、これは農業者はもち
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ろんですけれども、農協ともしっかり、また、関係団体ともしっかりスクラム組んで、

本町の農業の振興、そしてまた、第１次産業の発展に向けて努力するということは私

どもの役割でありますから、この辺はしっかり対応していきたいと思っています。 

 特に最近は、それぞれの団体で若手の経営者の皆さん、特に農協青年部という方々

が非常に活発に、いろいろなイベントもしかりですけれども、若者の連携プロジェク

トなんかはすごく頑張っていただいていますから、そういう環境の中では、若い世代

の皆さんがものすごく将来に向かって、お互いに力を合わせて、農業職をやっていこ

うと、畜産にしろ畑作にしろ、みんなでやるということでありますから、この思いを

しっかり受けとめて、より良い作物ができるように、より良い農業が発展できるよう

に私どももしっかり応援していきたいと思いますし、そういう世代の方からも積極的

にいろいろな提案もいただいておりますので、それは、それらに向かって必要な対策

をとりながら、これだけ恵まれた大地を持っている本町の農業ですから、これはしっ

かり、今こそ本町が食糧自給率も高めながら、生産力を高めながら取り組んでいくの

は、本当に大きく言えば、世界から示された役割だというふうに思っておりますので、

全力で応援をさせていただきながら、ともに未来に向かって、それぞれ夢を語りなが

ら努力させていただきたいと思いながらやっていきたいと思います。 

 以上であります。 

○３番（篠原義彦君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） ここで、暫時休憩します。 

午前１１時５５分  休憩 

午後 １時３０分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 １０番阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君）〔登壇〕 それでは、議長のお許しがありました。３問中、

住宅リフォームの関連の質問は、この場での質問を保留し、残りの２問について一般

質問を行います。 

 まず、一つ目ですが、都市計画区域内の用途地域指定について伺います。 

 町が指定する都市計画区域内の用途地域指定の農地は、農業振興地域の指定を外さ

れ、農地関連の補助事業が受けられなくなったり、農業者にとって大きな負担が生じ

る例もあります。今後の用途地域指定について見解を伺います。 

 昭和４７年にスタートした本別町都市計画区域の用途地域に指定されている農地は、

農業振興地域の指定から外れ、国、道の補助事業を受けることができなくなります。

このことは、農地を所有する農業者と十分な話し合いがなされ、理解を得なければな

らないことだと考えます。 

 一つ目ですが、昭和４７年の用途地域指定の、これまで３回の変更が行われている
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と聞きます。今後の見直し、変更を行う場合、農業者と十分な話し合い、理解を得る

ことが必要だと考えますが、見解を伺います。 

 二つ目ですが、先般御説明いただいた本別町住宅政策推進計画における今後の人口

予測、公営住宅等の活用方針などの観点では、現在４１３戸の公営住宅に対して、計

画では３８０戸ということで、３３戸の減というような計画が示されましたが、用途

地域指定は、そういう観点からも見直されるべきというふうに考えますが、見解を伺

います。 

 つけ加えますと、住宅用地というようなことで、この用途地域が指定されたりする

ということですので、住宅なり公営住宅の建設予定が、計画がマイナスという形で示

されているわけで、当然用途地域の変更もあり得るのではないかという観点から、こ

のように伺いたいと思います。よろしくお願いします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 阿保議員の１問目ですが、都市計画区域内の用途地

域指定について答弁をさせていただきます。 

 まず、１点目の用途地域の変更を行う場合に、農業者と十分な話し合いにより理解

を得ることが必要だということでありますけれども、都市計画用途地域指定につきま

しては、昭和４３年に、現行の都市計画法が制定されまして以来、適切な市街地の土

地利用を図るために、各用途地域において、建築物の用途整備も行い、また、住居環

境の保護や商業、工業などの利便の増進を図るために指定してきたということであり

まして、本別町では、御質問のとおり昭和４７年５月に用途指定をしておりまして、

指定地におきましては、公聴会を開いて住民の皆様から意見を募りながら、理解を得

て指定してきたところであります。 

 また、用途の変更につきましては、昭和５２年、平成６年、平成２７年と、これま

で３回の変更を行ってきておりますが、用途の種類の変更時においては、住民の皆様

と意見交換は行ってきているところです。 

 ただし、平成４年の都市計画法の改正によりまして、各市町村への都市計画のマス

タープランの策定が義務づけられまして、マスタープランの中では、土地利用の方針

も位置づけられておりまして、都市計画の用途地域の変更においても、変更の内容を

盛り込むことが必要となってきました。 

 平成１５年のマスタープランの策定時におきましては、住民へのパブリックコメン

トなどで意見を募ってきているところです。 

 今後も都市計画用途変更におきましては、都市計画マスタープランとあわせて、地

域住民の皆様の意見を募りながら、理解を得てまいりたいというふうに考えておりま

す。 

 ２点目の用途地域の指定は、見直されるべきとの考え方についてですが、用途地域

の指定の見直しにつきましては、本別町で策定しています本別町のマスタープランと、
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北海道で策定しています本別町都市計画マスタープランとの整合性を図りながら進め

ることとなっておりまして、平成２２年度に定期見直しを行ってきました。この次は

平成３２年度の見直しに向けて、本別町と北海道で策定しておりますマスタープラン

の定期の見直しを進めることとなっておりまして、今後の人口減少に伴う第７次総合

計画や本別町の住宅政策推進計画などによりまして、平成３２年度以降の市街地の住

宅地や商業地、工業地の土地利用を位置づけまして、市街地にあっての農地にも農業

との調整を図りながら、用途地域の適切性を勘案した見直しを進めてまいります。 

 以上、都市計画区域での用途地域指定についての答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 先ほど簡単に触れましたけれども、御承知のとおり、農業

振興地域の指定が外れると、農業以外に活用することが一応見込まれるというような

形、住宅というお話があったとおりだと思います。 

 それともう一つは、農業や農地関連の補助事業が非常に受けられなくなるという、

農業振興という立場からいうと真逆の形になるということなのですけれども。 

 それからもう１点は、私も調べてびっくりしたのが、課税の計算の基礎が、農業振

興地域から外れると、いわゆる宅地並み課税が適用されるそうなのです。それで、特

に、例を上げますと、私は、父が亡くなって、父の農地を生前贈与から相続という形

ですが、御承知のように農振に全部掛っていますので、基礎控除が３,０００万円ある

のです、初めて知りましたけれども、はっきり言ってほとんどかからない状態になり

ました。面積も少なかったので。 

 ただ、基礎控除は３,０００万円ということになっているようですけれども、基礎控

除後の金額が結構、宅地並みで計算されると桁が二つくらい違うのです。億単位。一

つだけ例を引っ張ってきましたけれども、１億円を超えて２億円という税率は４０

パーセントだそうです。ですから、そこから差し引きされるのが１,７００万円で、こ

の例でいくと相続税は２,３００万円から６,３００万円という金額になります。これ

は、先ほど町長のお話の中で、地権者とか住民といろいろ話をしながら計画を決めて

きたということは、そのとおりだと思いますけれども、なかなかここまで話が至って

いないのではないかという気はするのです。 

 それから、昭和４７年から町の用途地域指定が始まっているわけですけれども、農

業にすると、代が一つか二つくらいかわるくらい、現時点で来ているので、今後のこ

とを考えると、ずっと農業をこの地域でやりたいということであれば、それが将来的

に、今言ったような大きな負担が生じる可能性もあるということも含めて、相談のテー

ブルに乗せていかないと、ひょっとしたら大変なことが起こるのではないかというふ

うに感じております。 

 問題は、用途指定地域に指定された農地に、このようなことが起こるということが、

農地を使用する農家の方、そして用途地域を設定する町との間で十分な協議がされる
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べきではないかということです。町としても、都市計画を立てて将来のまちづくりを

進めなくてはならないことは十分理解をしているわけですけれども、その計画で線引

きされる農地の所有者が、図らずも大きな負担を強いられるということになっては、

何のための都市計画かということになるわけです。 

 これまで３回の見直しがされ、平成３２年に向けて再度見直しがされるということ

ですので、この点は非常に農業者との十分な協議が行われるべきだというふうに思い

ますし、先ほど②で申し上げたとおり、公営住宅のデータなのですが、将来的には、

計画では３３戸減ということで計画がされているわけですから、人口減ということも

当然計画の中で示されていますけれども、そういうような意味から言っても、今まで

の用途地域指定はやっぱり見直されるべきではないかなというふうに思うわけで、そ

の点について見解を伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 用途地域の指定は、４７年から始まって、おおよそ１０年ご

とぐらいに３回見直していますから、見直すときも町が単独でやるということではあ

りませんから、もちろん北海道の計画、マスタープラン、本別町のマスタープランも

含めて、そのためには土地の所有者含めて、どのような用途にしていくかということ

は、十分それは相談、協議をされているということです。 

 ですから、逆に私どもが経験したのは、国道ですとか町道の一定面積は農振から外

すということもあったのですが、逆に補助事業が入らなくなるから農振に戻してほし

いというような協議もありましたし、そこは柔軟に用途に合わせて、地権者のそれぞ

れ経営形態だとか事業の形態によって変わる。例えばインターに近いところの人だっ

たら、いろいろな可能性があるので、ここは農振を外してほしいとか、そういうこと

も常に見直しにあわせて協議をさせていただいていますから、今の課税の対象になる

と、面積も含めて、用途変更になると、農地と宅地並み課税になると大幅に違うわけ

ですから、それは十分に理解をしてやらないと、万が一相続なんかになったときに大

変なことになるという。これは都会ばかりでなくて、私どもの町でもそういうことは

起き得るということだと思うのです。 

 ですから、そこは、例えば事業をやりたくて、農地でありながら事業をやりたくて、

そこを外すときに、そういうことも含めて、きちっと協議するとか、また逆に、宅地

なり雑種地、いろいろな工業用地含めて、それを農業に戻すときも、逆にこういうこ

とでほかのものの制約がありますとか、そういうことを含めて、きちっと用途に合わ

せた将来設計ができるように、しっかり協議してから用途変更をしていくということ

に、さらにまた、ここは明確にしていかなければならないかなというふうに思うので

す。そういうことを含めて、今、御質問いただいたことは、よく私どもも理解をして

いると思いますので、それはそのようにしっかりと適切に、それぞれせっかく用途を

見直して迷惑かかる、また、失敗したなということにならないように対応していきた
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いというふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 答弁の中でいろいろ触れられて、理解をしたところです。 

 町長おっしゃったように、本別町が計画を立てて道に持っていって、道の承認を受

けて確定するような形だというふうに理解していますし、そもそもの計画のもとは、

地権者などの意見も十分聞いて、線引きなり色分けしてきたということですから、農

業情勢とか、それから人口とか、いろいろな変動要素があって、地元がそれを一番最

初に察知するわけですから、平成３２年に向けての改正なり見直しの中では、十分そ

ういうことが生かされるべきだというふうに思っていますけれども、道としても、町

村の計画を尊重するというか優先するというか、やはり地元の計画というのが一番現

実に即しているというふうに思うのですけれども、なかなかそういう変更というのが

難しいという話も聞いた記憶があるのですけれども、いずれにしても、地元の実態を

きちんと伝えると。そして地権者の話を十分に聞くということがすごく必要なことだ

というふうに思いますけれども、平成３２年に向けての見直しが、大きくあるかどう

かは別としても、そういう道との関係も含めて、どういう方針で臨んでいくのか伺い

たいと思います。 

○議長（方川一郎君） 大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 阿保議員の質問にお答えをさせていただきます。 

 この件に関しましては、平成３２年のマスタープラン、道のマスタープランの改正

に向けて、本別町とも抱き合わせでやっていきましょうということで、いろいろ見直

しを今かけてきております。 

 中身としては、やはり半世紀、昭和４７年に設定されている用途でございます。約

５０年までいきませんけれども、それの中で、今後の市街地としてどうすればいいの

だろうという話し合いも、何回か協議をさせていただいております。 

 ただ、もともと住宅地としてつけている用途、市街地ですから、そういうところが

ありますので、今後の住宅地だとか都市施設、下水道だとか街路とかも現在入ってい

る部分の農地もございますので、そういう部分も含めて、今後どうしていこうかとい

う部分を検討していこうと。ただ、農業のほうとも協議をしながらということでござ

いますので、本当にそこの農地が住宅地として必要なのかどうか、そういう部分も含

めながら検討していきましょうということに、今、道との協議にはなっております。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 今回いろいろ調べている中で、先ほども申し上げたとおり、

宅地並み課税ですから、とりわけ相続税は、さっき言ったような大きな数字になるよ

うです。ですから、ただ、相続税は、御承知のとおり町に入る税金ではないです。国

税です。ですから、今後、見直しの協議や何かのときに、対象になる農業者などと、

その辺の話もしないと、それは農業者本人の問題といえば問題なのですけれども、ふ
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だんから相続税のことを余り考えて農家は多分、私もそうですけれども、やっていな

いのです。 

 ただ、やっぱり町がそういう色分けや線引きをすることによって、そういう現象も

起き得るということは、お互いに知らなければならないことだと思うのです。財布の

中身のことですから、個々の問題ではなくて一般論として、農振のことで言えば、い

ろいろなものを建てられますということもあります、裏腹の関係ですから、そういう

一面もあるけれども、仮に相続が発生した場合は、宅地並み課税ということもあり得

るということで、昔、よく生産緑地なんていう話もあったのですけれども、すごく遠

い話だと思っていたのですけれども、実際に町が用途地域指定のときに、そういう部

分にかかわってくるという点では、話し合いの中で、そういう要素も十分に入れなが

ら、お互いに納得できるような見直しをかけていくべきだと思うのですけれども、そ

の点についてはいかがでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 阿保議員の２回目の質問でございますけれども、国

税の話でございますけれども、我々は国税のことは詳しくございませんけれども、用

途設定時におきましては、その件に関しては、地域の方からのお話も当然なかったと

思われておりますので、その後に、世代交代で相続だとかが出てきた件のときにも、

我々にも特にそういう御相談もなかったのです。 

 ただ、今、阿保議員が言われるように、今、現状で国税の中身で負担がかかるとい

うのが明白に出てきている部分も含めまして、今後は、そういう部分の情報を聞き入

れながら、あくまでも町の都市計画は、税とかという問題ではないのですけれども、

市街地の形成をどう守っていくかということが大前提でございますので、その辺は情

報としていただきながら、また、いろいろな部分、地域とお話をしながら、当然変更

をかける分に関しては、先ほどもお話ししましたように、地域にお話をするというこ

とでございますので、変更のときには協議させていただきたいというふうに考えてお

ります。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） それでは、次に行きます。 

 二つ目の質問です。共同合葬墓の必要性はということで伺います。 

 近年、町営墓地に墓を所有している町外の方々から、草刈りなどの依頼があったり

墓の撤去などがふえてきているとのことです。民間のお寺では、共同の合葬墓を新設

するところもありますが、町として検討する時期が来ているのではと考えますが、伺

います。 

 以前もほかの議員より質問がありましたが、町営の共同合葬墓、あるいは合同塚の

建設の必要性が高まっているのではないかというふうに話があって、私もそういうふ

うに思います。最近、町外他市町村に住む方からの、町霊園内にあるその方の家のお
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墓の草取りの依頼や、お墓そのものの撤去がふえてきているということです。 

 美里別東下の本別霊園では、昨年は四、五件の町外の方からの草取りの依頼、また

は墓そのものの撤去も四、五件あったというふうに聞いております。草取りの対応は、

本別町高齢者就労センターに依頼があり、対応したとのことです。都会ではかなり深

刻な問題になっているそうですが、管内においても民間のお寺で共同墓、永代供養墓

を宗旨、宗派に関係なく対応するなどの動きがあります。 

 私が現実に聞いている声としては、一つには、本別を離れてしまうのでお墓の維持

管理ができない。または、子どもたちにその負担を残したくないので永代供養やお墓

の撤去を考えているなどです。 

 町としては、それぞれの事例の現状をどのように捉えていますか。そして、町とし

てもこのような共同合葬墓の設置を考える時期になっているのではないかというふう

に思いますけれども、見解を伺います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 阿保議員の２問目の御質問の共同合葬墓の御質問ですが、こ

れも平成２７年の２回定例会に一般質問をいただきまして、合同納骨塚の整備につい

てという内容で質問をいただいた経過がありますが、少子化だとか核家族化の進展で、

また、お墓の維持管理に不安を持たれているという部分については、全国的に合同納

骨塚が今注目されて、最近では帯広市もこれに対応するということで、今、北海道で

は札幌、小樽、北見、さらに、今申し上げた帯広市が２,０００体規模の納骨塚が中島

霊園内で供用されているということでありますが、帯広市にお聞きしますと、直近で、

市民からの申請があったのは４２７件、市外の在住者からの申請が６８件で、合計４

９５件とのことでしたが、通常、自治体が設置する合同納骨塚は、一般的には、利用

に係る費用は安価でありますけれども、複数人の遺骨を骨つぼから出した状態で、ま

とめて埋葬するということでありますから、二度とこれは、１回埋葬すると取り出す

ことはできないということがありまして、公営のために、また、宗教的な儀式という

か、行為はしないということでありますから、このような扱いについて、いろいろま

た御遺族の判断もあるのかなというような気がしていますが、ただ、本町においても

少子高齢化が進むという中では、高齢の御夫婦で、子どもが遠隔地にいてなかなかお

参りにも、それぞれお墓の清掃にも来られないという方がふえてきているということ

は間違いないことでありまして、町外に移り住んだ方から、高齢によってお墓参り、

草取りができないとか、また、墓所の返還がふえてきているということも事実であり

まして、内容といたしましては、平成２８年度ですけれども、本別墓所が１４件、本

別霊園が４件、平成２９年、昨年ですが、本別墓所で１６件、本別霊園で２件で、そ

の後は、居住地の霊園だとか納骨堂への移しかえをされているということであります。 

 住民のニーズを把握することはなかなか難しいところがありますが、平成２７年度

に御質問いただいた以降、現在に至るまで、実は合同の町有合葬墓設置の要望は、お
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話としてはまだ承ったことがありませんが、このような状況の中では、共同がいいの

かどうか、それらについても検討しなければならないというふうに、私どもも内部の

職員の担当を含めて実はお話しさせていただいています。 

 今後、町民の皆さんの要望が高まるということは否定もできませんので、ニーズも

もう少し見きわめながら、これについてはいろいろ考えていかなければならないのか

なというふうに思っています。 

 大分前になりますけれども、先輩の議員からも、気楽にお参りしたり、お墓の管理

がしっかりできるという町で、本別が全国に注目されるような取り組みをしたらどう

だという、そういう話も以前にもいただきましたし、２７年には高橋議員のほうから

の一般質問がありましたから、そういうこともずっとあるのですが、それも世の中の

今の人口減少含めて、都市と地方での少子化の中で、対応しなければならない時代に

なってくるのだろうなというふうに私どもも思っております。 

 私どもも、人ごとではないかもしれませんから、近くに子どもたちがたくさんいる

とかなんとかということではありませんので、そうなると、今の家族は、子どもたち

に迷惑をかけないというようなことが一番先に、そういう思いというのがありまして、

それであれば永代供養だとかなんとかと、そういうことも含めていろいろ、皆さん今

いろいろ考えていかなければならないということがありますので、そんな話もありま

すから、もう少しニーズも含めて、把握させていただきながら、必要であれば、その

ときにまた、どういう方式がいいのか含めて検討させていただきたいと思いますが、

実はこの質問が出ると思ってはいませんでしたけれども、その前に、ふるさと納税な

どなどの対応を含めて、こういう方式も全国に呼びかけて、本別ならではの埋葬の仕

方だとか、いろいろ考えるところもあるなという話も実は内部で協議をされたという

こともあります。そんなことを含めて、本当に将来大事な場面にきっとなってくるの

かなと思いますから、もう少し検討させていただきながら判断をさせていただきたい

なと思います。 

 以上申し上げて、答弁といたします。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） ただいま答弁いただきましたとおりだというふうに思って

おりますけれども、私も今回質問をするに当たって、とりあえず全道の状況を、私の

できる範囲なのですけれども、いろいろ調べました。先ほど町長、札幌市を初め幾つ

かの市の名前を挙げましたけれども、市が先に、帯広市も含めて全道的に進んでいま

す。町長が言った以外では、例えば北見市なんかもそうですし、函館市もそうですし、

旭川市もそうです。まず、市が先行しているということと。苫小牧はこれからだった

というふうに思うのですけれども、先ほどの町長のお話の中では、住民ニーズをつか

むという点では、苫小牧はかなり詳しいアンケートをとりました。インターネットで

見られる範囲で言うと、多分あれは１０ページくらいになるアンケートです。この町
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に住む住まい方を問うのと同時に、お墓の問題について、どういう意向があるかとい

うことをかなり詳しくアンケートをとって、市民が見てもわかりやすいように円グラ

フでやっているということです。 

 その中身を見ますと、苫小牧市のアンケートの結果で、回収率はちょっと調べてき

ませんでした。回収率は見ませんでしたけれども、十五、六パーセントから２０パー

セントくらいが合葬墓を求めているという苫小牧のアンケート結果でした。圧倒的な

のは、地元に墓があるから合葬は特に必要性は感じていないのが６割から７割くらい、

６６パーセントありました。 

 何を言いたいかというと、住民ニーズをつかむという点では、こういう具体的な方

法もあるということを言いたかったのです。先ほど名前が出たので言いますけれども、

高橋利勝議員に対する、同様の質問の中身だったと思いますが、答弁のときにも、ニー

ズがあるかどうかというのはもちろん基本です。だから、それは町として、この分野

というのは、町としてなかなかつかみにくい分野だと思っています。非常にソフトな

部分かなと思うのですけれども、だけれども、先ほど町長おっしゃったように、ふる

さと納税の取り組みの中で、全国に今つながりがありますよね、七千何百万円になる

というつながりがある中で、本別ではそういう人も合葬墓なり合同塚なりで受け入れ

ると。例えばの話ですけれども、その時期は桜とか本別のツツジがきれいですとか、

そんなことも含めて、ある意味人口対策というか、まちづくりというか、そういう一

環としても、ただお墓のことだけに小さく考えるのではなくて、町を全国に知らしめ

ていくというか、それは多分人口対策にもつながっていくように思うのです。 

 ですから、そういうちょっと緩やかで広い観点で合同塚や合葬墓のことを、御苦労

でしょうけれども、取り組む時期に来ているのではないかな。私も今回の質問をする

に当たって、個々の希望を聞きそびれております。現象としては、さっき町長からも

おっしゃったような数字で、墓の撤収なんかもあるというのは数字としてはつかんで

おりますけれども、なぜという部分がつかめておりません。そういう意味では、苫小

牧のようなアンケートというのは一つの方法論ではないかなということで、申し上げ

たいのは、住民ニーズ、あるいはお墓の利用者のニーズをつかむという意味では、何

らかの具体的な方法がそろそろ始まってもいいのではないかというふうに思うのです

けれども、その点について再度伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 気持ちとしては、先ほど触れましたけれども、自分たちもか

かわるというか、対象になる得ることですから、それは本当にみんな同じような年代

の方が集まれば、そういう話も出ることももちろんありますから、それはそうだなと

いうふうに思うのですが、ただ、現実にそれをどうやっていくかということは非常に

難しいなということなのです。先ほども少し言いましたけれども、職員との意見交換

とか協議した中もそこなのです。例えば納骨、要するにお堂をつくるのか、昔の無縁
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仏のような形で塔をつくるのか、今のような樹木葬でやるのか、うちには海がありま

せんからそれは別ですけれども、そういうことも含めて、どういう方法ができるのだ

ろうと。そういうことも含めて、それもただ納骨するとか、お墓対策とかだけでなく

て、今、阿保議員の御質問のとおり、本別町を知っていただくとか、本別の町おこし

だとか、そういうことを含めて、本別にそういう依頼をすれば末代安心して、それは

きちっと対応できるということを含めて、それが結果としてふるさと納税の、本別に

思いを寄せていただく人たちだとか、またこれからそういうことで本別とかかわりを

持っていただくとか、そういうことも含めてやろうと。 

 もっと言えば、ほかでやっていないこと。これならなと思えるようなことが何かで

きないだろうかと。こんな話も今、実はさせていただいておりますから、本当に具体

的にはまだ全然方向性も何もわからないですけれども、でも、どういう方法かは別に

しても、本当にそういうことをしっかり取り組んでいく必要はあるということで、今、

協議がちょうど始まったところでありますから。 

 特に今、苫小牧の例を出していただきましたけれども、地元にいる方はやっぱり地

元の、先祖から含めて大事にしているお墓がありますから、そこはそんなにアンケー

トをとってもニーズは高くないのだろうと思いますけれども、離れた人だとか、家族

がいなくなった人だとかというのは、それは間違いなくそういうことがなければなら

ないだろうというふうに思います。それは、本町の各お寺様方とか宗教の関係者も含

めて、そういうこともいろいろ意見も聞かせていただきながら、どういう方法がいい

のか、できる方法も含めて、いろいろ協議を、また、検討をさせていただきたいなと

いうふうに思います。そういうことが具体的になれば、私どもだけでなくて、それぞ

れ宗教関係、わかりやすく言うとお寺とか、現在、善意でお守りしていただいている

宗教関係の人たちもしっかり協力していただけるような方法も含めて、何か方法論と

して考えていきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 行政としては、非常にいずいというか、取り組みづらい部

分はあると思うのです。すごいソフトな部分というか、精神論的な、宗教観とかがあ

るけれども、ただ、道東は結構町で多いのです。幾つかありますけれども、道東のほ

うの町で結構あります。美幌なんかもそうなのです。美幌もスタートしたりしている

し、小清水なんかもやっているのです。 

 それで、その中で、一番最初にうたっているのは、今、町長おっしゃったような、

いわゆる人口動態とか、少子化の問題というのが一番最初にもちろん掲げられている

のですが、自治体がやるということは、もう一つの問題は、安価というか、そんなに

所得が多くなくても対応できるというのが、自治体のある意味責務だと思います。 

 私も菩提寺は町内にあるのですけれども、そこは永代供養をやってくれるところで
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す。ほかのお寺のことはよくわかりませんけれども、それはお金も結構かかる話なの

で、なかなか難しいところもあるなと思っていますので、自治体がそういう関係に乗

り出すということは、所得が少ない方でも一定の、精神面になるのかもしれないけれ

ども、永代供養ができるということが大事なことだと思うし、合同塚の場合は、要す

るに骨をばらまいて入れるということですから、後で回収ということは不可能という

ことが前提になっていますけれども、中には、記帳というか、石碑に刻むのに、それ

は別料金で、それはそんなにすごい金額ではないのですけれども、そういうことで対

応している自治体もあるのです。 

 ですから、今スタートに着こうとしているところだというふうに理解しますけれど

も、もう先進例はいっぱい出てきていますので、本別らしさ、それから先ほど町長が

おっしゃったような、ふるさと納税とも絡めるような、そういうことを必要としてい

る人たちが安心して納骨できるというか、委ねられるようなものを、この本別町につ

くるということはすごい大事なことではないかなというふうに思っているわけです。

そういう点からも、ぜひ所得の少ない人なんかは、やっぱり自治体としてやるべき部

分ではないかなと私は思うのですけれども、その点だけ再度伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） やりますというのも難しいし、やらないというのも、これも、

そんなことにもならないし、本当にどうすれば、どういう方向が一番いいのかという

ことが、まだまだ先が見えないというか、結論が見えない中ですから、やらなければ

ならなくなるだろうなということは間違いなく思っていますし、やるほうが大事だな

ということは十分理解していますので、その方法論について、どういうぐあいにやっ

たら、安心して納骨をしていただけたり、その後のかかわりも含めて、きちっと連携

がとれるというか、対処ができるかということも含めて、十分に考えていかなければ

ならないのかなというふうに思っています。 

 そういう意味では、大変今、終活とかいろいろ含めて、大きな問題となっているこ

ういう事例ですから、そのことも含めて、中途半端なことではなくて、本別ならでは

だねと思えるような方向も含めて、十分に検討しながら進めていきたいなと思います。 

 以上です。 

○１０番（阿保静夫君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 本日の会議時間は、議事の都合により、あらかじめこれを延

長いたします。 

 暫時休憩いたします。 

午後 ２時１１分  休憩 

午後 ６時００分  再開 

○議長（方川一郎君） 皆さんこんばんは。 

 休憩前に引き続き、会議を開きます。 
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 一般質問を続けます。 

 １１番高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） 午前中に保留をいたしました２問目の使用されていない公

共施設の活用についてお伺いします。 

 本別町においては、現在、使用されていない主な公共施設として旧研修センター、

旧ふるさと産業開発センター、旧子育て支援センター、旧南保育所がありますが、そ

れぞれの活用について伺います。 

 まず１点目でありますけれども、旧研修センターは閉所されてからしばらくたち、

このままでは使用不可能となってしまうのではないかと心配をしています。本別公園

のそばにありますつつじそば跡で、町民有志によって運営している、森と川の舎化石

博物館の関係者から、現在の場所が手狭になってきたことから、旧研修センターを使

用させていただけないのかという声があります。関係者の皆さんと協議をする考えは

ないか、まず１点目に伺います。 

 ２点目でありますけれども、旧ふるさと産業開発センターには、その一部に現在災

害用備蓄品が配備されています。町政執行方針では、災害用備蓄品については、年次

的に食料、物資等の整備を行い、新たな防災プランの中に町内１２カ所の配備箇所が

あるわけですが、その拠点となるべく備蓄センターとして活用する考えはないか伺い

ます。 

 ３点目でありますが、旧子育て支援センターの活用について、現在どのようにされ

ているのか、また、今後どのように考えておられるのか。また、旧南保育所について

は、その活用については追加議案として提案されることが、本日の議会運営委員会の

中で明らかになりました。また、議員協議会でも出ましたが、詳しいことは補正の議

案審議に譲りますが、農業関係含め定住施設として、新たに利用、活用するというふ

うにお話になっています。議会でもこれまでもいろいろ議論してきたことから、今日

に至った経過、その概要について改めてお伺いいたします。 

 以上、３点についてお伺いいたします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 高橋利勝議員の１点目、静山研修センターの使用に

ついての御質問の答弁をさせていただきます。 

 昭和５４年１月に開館をしまして、２６年間にわたり利用されて、平成１８年３月

末をもって閉鎖をした静山研修センターであります。閉鎖後も庁内関係機関各課によ

ります静山研修センターの利活用検討会議を立ち上げるなどして、これまで利活用の

検討をしてまいりましたが、改修や解体に要する費用が多額なことから、費用をかけ

ずに現状のままとして、現在は歴史民俗資料館が所蔵しております大型の歴史資料の

収蔵庫として使用をさせていただいています。 

 御質問の森と川の舎化石博物館に使用させてはとのことでありますが、以前におき
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ましても民間の賃貸を検討して、あそこを活用したいということがありまして、それ

ぞれ検討をしてきました。これについては、また、閉鎖したときからボイラー等の施

設や給水設備の老朽化が著しくて、トイレを含む室内改修を行わなければ使用ができ

ないということでありますから、最終的に改修費用面で利用の希望者が多額の改修費

用がかかるということで、断念をしたという経過も実はあるわけであります。 

 これら含めて、施設の一般開放する場合につきましても、施設管理や防火管理にも

十分配慮しなければならないことから、協議はいたしたいと存じますが、現状では、

貸し館としての利用は大変厳しいものであるというふうに考えています。 

 ２点目の旧ふるさと産業開発センターを備蓄センターの軸という御質問であります

が、防火備蓄品のうちのポータブルストーブ、発電機、真空パックの毛布、それとア

ルミマットなどの機材や寝具につきましては、市街地ではふるさと産業開発センター

内に、ふれあい交流館、そして新町集会所には備蓄用のコンテナを１基ずつ配置して

配備するところでありますが、また、仙美里、勇足、美里別地区については、仙美里

コミセンや勇足コミセン、美里別の西上地区農作業準備休憩施設に、それぞれ配備を

しているところであります。 

 地区ごとに分散して配備している考え方としては、１カ所に保管していると、それ

ぞれの地区で必要になったときに配付するのに時間を要するということも含めて、さ

らには災害時にそれだけの機動力が確保できるかという、それらの問題も含めてそれ

ぞれの施設に管理人、または自治会長さんに鍵をお渡しすることにより、防災機材が

迅速に活用ができるようにするためのものでもあります。配備数につきましては、各

地区の人口をもとに振り分けをしておりまして、人口集中をしているふるさと産業開

発センターが、そこは中心となっているところでもあります。 

 また、食料、飲料水、これにつきましては保存期間もありますことから、毎年入れ

かえを行っておりますが、食料品、飲料水についてはある程度、暖かい施設でなけれ

ば凍結となるなどのおそれがありますから、市街地は中央公民館、中央小学校、老人

ホームに、各地区にはそれぞれ学校、仙美里地区には公民館、美里別西上地区には農

作業準備休憩施設に配備をしているところであります。その他、トイレットペーパー、

紙おむつなどの衛生用品につきましては、ふるさと産業開発センターに一括して保管

をしている状況であります。 

 主な配備の状況につきましては、以上のとおりですけれども、ふるさと産業開発セ

ンターを軸という御質問につきましては、先ほど申し上げました効率的に活用できる

ことが一番優先するものと考え、配備をしているところであります。 

 次に、３点目の旧子育て支援センター(西保育所)、旧南保育所の活用についてであ

りますが、旧子育て支援センターですが、これは御承知のとおり、旧南保育所につい

ては釧路カトリック学園が運営する、幼保連携認定こども園ほんべつの開設に合わせ

て、平成２９年３月議会において、それぞれ廃止の議決をいただいたところでありま
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すけれども、平成２９年３月３１日をもって、これら両保育所を閉鎖してきました。 

 御質問の旧子育て支援センター、西保育所につきましては、旧中央保育所、旧南保

育所、旧子育て支援センターで使用しておりましたさまざまな児童に係る遊具だとか、

お遊戯会の衣装や備品、さらには各施設で使用しておりました管理用の備品を備蓄し、

その都度、役場内で所管がえをして、利活用するためのストックヤードとして使用し

ているところであります。 

 次に、南保育所の活用でありますが、現在、本町におきましてただいま質問にあり

ましたように、地方創生推進施策の一環として、農業や医療、介護、福祉分野におき

まして、研修の施設などと連動する人材確保の取り組みの中から派生する本町への移

住、定住策の促進もしているところであります。 

 旧南保育所の利活用につきましては、この間、そういった取り組みの受け皿となり

ます、宿泊のできる研修施設として利活用について、地方創生関連の交付金などの活

用を視野に国と協議を行ってきたところでありますが、このたび平成２９年度の国の

補正予算における生産性革命に資する地方創生拠点整備交付金の事業採択において、

地域を支える人材確保拠点施設として、旧南保育所の改修、利活用事業について採択

の決定となりましたので、平成３０年度における事業として、今後、利活用に向けた

整備を進めていく予定であります。 

 なお、関連予算につきましては、本定例会に追加補正予算として提案させていただ

く予定でありますので、よろしく御審議をいただきますようにお願い申し上げて、答

弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） 旧研修センターの利活用については、今、答弁ありました

ように、これまでもいろいろな議論をしてきたわけですが、ただ、私は、あのセンター

の施設の整備からいって、やはり単なるストックヤードというか、資料の保管という

ことではなくて、もっと逆に有効な活用をするべきではないかと思っています。 

 先ほど申し上げました化石博物館、５月から１０月までの夏期間といいますか、春

から秋にかけて無料の入場で、化石の博物館として運営しています。民間といいまし

てもボランティアによる運営でございまして、本別公園というのは、以前にも申し上

げたことがありますけれども、本別沢含めて化石が出たところでありますし、本別公

園としての別な一面を持っているというふうに思っています。 

 今、申し上げましたように、ボランティアによる運営でありますから、そう大規模

な使用ということにはならないと思いますし、その一部を利活用するというような方

法でいけば、何とかなるのではないかと思っていますが、その辺も含めてどういうふ

うに活用したいのかということを協議する考えはないかということで、改めてお伺い

したいと思います。 

 協議といいますのは、今、言うようにいろいろな条件があるわけですから、そう簡
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単な、「貸していただけますか」、「はい、そうですか」ということにはならないわ

けでして、では、その条件についてどうなのかということを、私は協議するべきと思

います。町民の皆さんもこの研修センターについては、何とか利活用するべきでない

かという声は以前から強いわけですから、その辺について改めて１点お伺いします。 

 ２点目でありますけれども、今、ふるさと産業開発センターの備蓄センターとして

ということですが、今の答弁ですと、今回の食料、その他物資の備蓄保管場所という

ことで１２カ所、先ほど答弁ありましたように設置されて、そこに配備をされるとい

うことになっています。確かに、それぞれの地区に配備をするということについては、

それは効率的なものもありますが、しかし、一方でこれらの施設については、ほとん

ど間借りといいますか、学校だとかいろいろな施設の一部をコンテナの部分もありま

すけれども、活用してやるということでありますから、私はいわゆる備蓄でもそうい

う具体的に１２カ所に配備しなければならないものと、拠点を持ってそこに大型備蓄

品等も含めてそうですが、拠点を持って配備をするということも大事ではないかと

思っています。 

 ふるさと産業開発センターについては、以前に総務常任委員会の所管事務調査で、

備蓄しているところを視察させていただきましたけれども、いろいろな備蓄品があっ

て、正直言って今のスペースではなかなかきついという部分がありますけれども、開

発センターは、そのほかにステーション持っているわけですから、やはりそのスペー

スを活用するなりして、拠点としてそこに一定のものを集中して、さらにそこから残

る１１カ所に具体的に配備含めて、全体で受けとめていくべきでないかと思うのです

が、その点について。 

 以上、２点についてお伺いします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問の答弁をさせていただきますけれども、静山研修セン

ターの利活用について、協議をすべきでないかということでありますが、協議をする

も何も別に、協議はもちろんどういうぐあいに使われるか、使える方法含めてそれは

そういう申し入れがあれば、それはしっかりと協議させていただきたいと思いますし、

ただ、私ども心配しているのは、そこでそれぞれ展示館要るとか何とかとなると、ト

イレの問題など含めても、非常に不便をかけるということになるのではないかなとい

うそういう心配ありますけれども、ただ、そういうことも含めてどういうような利活

用ができるかということについて、それぞれ申し入れがあればそのものについては協

議して、できれば活用していただくことも私どもは逆にありがたいなというふうに思

うことでありますから、そのことも含めてしっかり申し入れ、今、初めてのお話です

けれども、お話が正式にあれば協議をさせていただきたいなというふうに思います。 

 また、２点目のこの開発センターを中心ということでありますけれども、開発セン

ターの中心に備蓄をしているのですけれども、さらにやっぱり開発センターというの
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は、特に人口が今、割と町内ですから、市街地区ですから集中しているということで

ありまして、それはふるさと産業開発センターを中心としてそれぞれ配備するにつき

ましても備蓄しますが、さらに先ほど言いましたけれども、トイレットペーパー、紙

おむつなどの衛生用品については、ふるさと産業開発センターに一括して保管してい

ます。 

 ただ、食料だとか飲料水、これについては冬期間の凍結がありますので、暖房があ

りませんので、そこは凍結して使えなくなるということもありますから、それは暖房

とか一定の温度がとれるところに保管しながら、そのほかにそれぞれ地区に距離的な

問題ありますから、美里別、勇足、仙美里含めて、配備を必要なものはしていくと、

こういうことにしておりますので、それは御質問の内容については、同じ方向だと思っ

ておりますので、そのような方向でいきたいなというふうに思っています。 

 以上であります。 

○１１番（高橋利勝君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 次、４番大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 議長の許可をいただきましたので、日中、保留してありまし

た一連の不祥事の対処と今後の考え方は、について質問をいたします。 

 元町職員は、昨年、地方税法違反、加重収賄、さらに業務上横領で逮捕、起訴され、

現在、公判中です。このことを鑑み、これまでの対処と今後の考え方を伺います。 

 元町職員が起こした事件は、町民の方々の信頼が著しく失墜いたしました。事件は、

現在、札幌高裁にて公判中ですが、裁判の結果、これは元職員の量刑でございますが、

そのことがどのようになるかは別として、一日も早い信頼回復が望まれています。 

 本年２月７日、けじめとして報告させていただくとした町民報告会においても、多

くの質疑、意見がありました。特に、不納欠損処理の対応、また、今回のさまざまな

答弁に対しては、さらに疑問が増したなどの意見が出されました。今回の事件の一因

とも言える、元職員に対する管理、監督の責任を明確にし、適切な処分を関係職員に

科することが重要だと思います。 

 さらに、昨年１２月定例会の質問に対しまして、町長みずからの処分が、これまで

行った２回の処分を含めて、まだ処分の余地があるか専門家とも協議していくとの答

弁がありましたが、町長自身の処分はどのように考えているのかお伺いいたします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 大住議員の一連の不祥事の対処と今後の考え方の質

問の答弁をさせていただきます。 

 今回、元職員の起こしました不祥事につきましては、町民の皆様の行政に対する信

頼を失墜させたということでありますから、その事件の問題含めて、その責任の重大

さを感じ、また、改めて職員一人一人の公正な職務遂行の重要性を感じているところ

であります。また、今、御質問にありますように、町民報告会の中で町民の皆様から
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いろいろな御意見もいただきました。これについては、しっかりと受けとめさせてい

ただきたいというふうに考えております。 

 御質問の管理、監督責任の明確化と関係職員の処分についてでありますが、当時、

職員の管理に当たらなくてはならなかった担当課長につきましては、その責任の所在

について明確化するために、倫理委員会により第三者の意見を踏まえた事案の考察及

び処分の検討をしてきました。懲戒処分相当との報告を受けましたことから、昨日、

担当課長に対して、懲戒の処分を行ったところであります。 

 また、当時、課長を担っておりました現副町長につきましては、職員としての処分

の対象とはなりませんが、副町長からもみずからを律するということで、自身の処遇

についての具申がありましたことから、今定例会におきまして関係する条例を提案さ

せていただくこととなっております。 

 私自身の処分につきましては、それぞれ御質問ありましたように、まだ、それなり

についてはどのような処分をするのか、また、一連のこの処分についてはどういう判

断をするのかということも含めて、それぞれ専門家含めて相談、協議をさせていただ

きました。特に、一昨年の６月の定例会におきまして、町税の不適切な処理に対し、

町民の皆様に多大な御迷惑をかけ、町政に不信を持たせたことに対しまして、３カ月

間、３０パーセントの給料を減額する条例を可決いただき、また、元職員が逮捕、起

訴された際には、判決前でございましたが、私の任期が９月２２日と迫っていたこと

もあり、任期中にその責任を果たさなければならないということもありまして、昨年

６月の定例会におきまして、１カ月、５０パーセントの給料の減額につきまして、議

会においもて減額の条例を可決いただいたところであります。 

 元職員が欠損処理を悪用して、また、巧妙に不正の発覚を防ぐという卑劣な行為を

行ったことにつきましては、最終決裁権者としてもその責任の重さについて痛感して

いるところでありまして、公務員倫理や服務の規律を徹底することによって、再発防

止に取り組み、日々の業務を通じて役場に対する信頼回復に努めることが、私どもに

与えられた使命であると感じておりますし、その職責を果たすために、職員とともに

まちづくりに全力で取り組んでいくということでありまして、それもしっかりと研修、

また、コンプライアンス研修などなど含めて、持っている職員の基礎的なそれぞれ法

令遵守含めて、しっかりと取り組んでいって一日も早い信頼回復をすると、こういう

ことで、今、取り組みをさせていただいています。 

 以上申し上げて、答弁とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 今、町長のほうから答弁がございましたけれども、町長の処

分についてとほかのことも何点かお話させていただきますが、一昨年の平成２８年６

月、私の一般質問から出ました不適切な処理、そのときには３カ月、３０パーセント

でしたか、昨年の５月に元職員が地方税法違反、加重収賄で逮捕、起訴されて、６月
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定例で５０パーセント１カ月を処分しております。 

 これから申し上げたいことは重要なことですけれども、その後の昨年の８月１４日

に、元職員は三つ目の罪で逮捕、その後起訴され、公判中で控訴中でございます。そ

の罪は何かといいますと、業務上横領でございます。これは税金を横領したというこ

とでございます。その横領した約２１０万円程度でしたか、その現金を不納欠損処理

したということで、裁判で明らかになってございます。 

 昨年１２月４日の元職員の結審のときに、私も傍聴しておりましたが、裁判長から、

欠損処理をするということは著しく私腹を肥やし、卑劣な手法であるということを断

罪されております。何回も私、議会だとか議員協議会通じて申し上げているのですが、

不納欠損処理というのは、税の平等さを保つために税法上、どうしても必要な部分で

ございます。これはどうしても税金を払えない、体を悪くされただとか、いろいろな

要素がございまして、その地方公共団体、ここで言いますと、本別町役場のトップで

ある町長が決裁した時点で、不納欠損という処理が完結するということでございます。

それを犯罪に使ったということでございますから、町長、今、御答弁されておりまし

たように２回も処分をされたと。それは理解しておりますけれども、業務上横領に対

しては、まだ札幌高裁で結審はしておりませんけれども、釧路地裁では一応の３年６

カ月という実刑判決が出ております。その辺の考え方を再度伺うものでございます。 

 ほかに何点か細かいことも含めてありますけれども、さきの札幌での控訴審という

のですか、元職員の控訴審の中で、元職員が２７０万円程度のお金を町に戻したとい

うような報道がございました。私もその部分については傍聴しておりませんから、報

道等しか理解はしておりませんけれども、町に戻ってきたということであれば、これ

は私どもも正式にまだ聞いておりませんし、きょう傍聴の方もおられますので、町民

の方々にもきちっとした内容をお知らせするべきでないかということで、この辺も答

弁を求めるものでございます。 

 それと、先ほど町長のほうからも答弁ありました。先月の２月７日に体育館で報告

会がございました。この中でさまざまな御質問が出ております。不納欠損、これにつ

いては今申したとおりでございますけれども、これについての町民の方から御質問が

あります。不納欠損の全税別の件数、額等々について、お知らせいただけないかとい

うことでございましたのですが、それはなるべく早くということで、御答弁いただい

ているところでございますが、あれから１カ月が過ぎてございますので、どの程度作

業が進んでいるのか、この後どのように進めていくのか、その辺を再度伺うものでご

ざいます。 

 それから、１２月の定例会で私のほうからも質問させていただいて、御答弁いただ

いてございますけれども、２月いっぱいだったと思いますけれども、税金の相談窓口

を設けるということで、もう３月ですから１カ月は過ぎていると思いますけれども、

細かい内容まで当然聞くわけにいかないですし、お聞きするわけにいきませんけれど
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も、その相談窓口にどのぐらいの人数の方がお見えになって相談をしていったのか、

その辺をお聞かせいただきたいと思います。 

 それから、これは裁判が終わらないとわからないことかもしれませんが、平成２８

年の１０月に捜査当局からほとんどの６課、７課にまたがりますか、書類を任意で押

収されております。次の年の２９年５月に逮捕時点で、これは捜査上ということで、

また、新たに追加で書類が警察当局、捜査当局に押収されているというのが現状でご

ざいます。 

 裁判が終わらないということもあるのかもしれませんけれども、町民の皆様方の財

産を預かる役場として書類がないというのは、著しく障害が出てくる部分があるので

はないかという認識していますが、その辺、捜査当局とどういうお話になっているの

か、差し支えない範囲の中でお知らせいただきたいと思います。 

 それから、先月の７日の日に、これも報告会でございますけれども、町長に対しま

して、町民の方々から質問が出ておりました。町長も長く町長やっておられますので、

相当多くの公職を持っておられると、それはそれで結構なことですけれども、今回、

これだけの案件が地元であるものですから、それに信頼回復に町職員の方々の先頭に

なって、辞せるものなら辞した中で町長に専念していただいたらどうなのかという意

見もあったやに認識してございますけれども、その辺の考え方について、どのように

お考えになっているかお聞かせいただきたいと思います。 

 それと最後でございますけれども、午前中の質問でもさせていただきました。職員

の方々のモラルといいますか、コンプライアンスというのですか、横文字で法令遵守

ですね、これについては研修を重ねるということでございますけれども、もう少し広

報だとか、町民の方々にこういう形でやっているのだとか、いろいろなことをしてい

かないと、信頼回復になかなかならないのではないかと思いますし、今の答弁の中で

も町長のほうから、コンプライアンス、法令遵守ということも出ましたので、その辺

どのようにお考えになっているか、再度お聞きいたします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問の答弁をさせていただきますが、件数、少しあります

ので、もし答弁漏れがあったら指摘をしていただきたいと思います。 

 まず、２８年度の発覚以来、それぞれいろいろな御質問いただきながら、また、再

発防止に向けて取り組んで、職員一丸となって取り組んできましたけれども、その中

で特に業務上横領など含めてですが、公判の中でも、それはまだ結審はしてないと言

いながらも、被告側が全部認めているということでありますから、それらも含めてしっ

かりと私どもも判断をしながら、それぞれ私どもも、私も当時、副町長もそうですが、

それなりの処分をみずから科して、議会に提案をして議決をいただいてきたという結

果であります。 

 また、横領分の金額が、それで返ってきたのかということでありますが、これは報
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告させていただきましたけれども、私どもの役場のほうに返ってきているのではなく

て、私どもが委託している弁護士のほうに、被告の弁護士からその分を受けていると、

こういうことでありますから、町に受けている部分については、まだ、受け取りとい

うことになっておりませんので、ここもそのように御理解いただきたいなと思ってい

ます。 

 また、それぞれ２月７日の説明会の中では、いろいろな御意見いただきました。ま

た、その中で特に不納欠損の部分について、しっかり説明を、教えてほしいという意

見も数件出ましたので、これは大住議員からも最後に質問ありましたけれども、なる

べく早い時期に不納欠損についての仕組みだとか、それらの現状も含めて、それぞれ

広報を通じてまた報告するということでありますが、今、担当のほうからまた答弁を

させていただきますが、今、税の納付期限も含めて大変多忙を極める中でも、それら

を含めて精査をしながら、その報告に向かって整理をしているところでありますから、

もう少しお時間をいただきたいなというふうに思っています。 

 また、相談窓口の関係も含めて、これは今、書類が警察の方に行っている部分に支

障がないのかということでありますが、これも担当のほうから答弁させていただきた

いと思います。 

 そしてまた、モラル、コンプライアンスについては本当に何度も言われてきていま

すけれども、これらも含めてその取り組み状況などは、広報も通じてそれぞれ町民の

皆さん方にも発表させていただいていますけれども、さらにまたこの中でも、これは

１回や１年だけでなくて、これからも続けて本当に基本的なこの部分については、当

たり前としてこれは絶対二度とあってはならないことですから、このこと含めて、そ

ういう法令遵守だとか、心構えだとか含めて、全部しっかりと取り組んでいきたい。

また、そのことによって、しっかりとした信頼回復をしていきたいなというふうに思っ

ています。 

 また、いろいろな公職ということでありますが、私どもがそれほど公職が多くとい

うことでありませんから、それぞれ帯広に出かけることはちょこちょこありますけれ

ども、それも本町の事業と関連のある事業でありますから、その辺は逆にそういうこ

とも広く活動する中で、本町の行政の推進にさらに幅広く努めていくと。また、そう

いういろいろな情報だとか何かも含めても、それはしっかりとまちづくりに生かして

いくと、こういうことでありますので、その辺もぜひ御理解いただきたいと思ってい

ます。 

 あと、今、数点にわたっては職員の担当のほうから答弁させていただきます。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） それでは、私のほうから３点について御答弁させていた

だきます。 

 １点目は、報告会のときに不納欠損の件数、額について、広報などで町民の皆さん



－ 48 － 

に知らせることはできないのかということで、これは決算審査特別委員会、議会の中

で認定されて、数字も出している部分で、これは当然公表はできますよということで、

現在、作業中でございますけれども、どうしても言葉が税金の用語、税務の用語が出

てしまいますので、それをどうわかりやすくするかというところで、ちょっと難儀し

ているところなのですけれども、できるだけ本当に早い時期に広報に掲載させていた

だきたいと思います。できれば５月号に掲載できればなと考えております。 

 それから、２月の１カ月間の納税相談の状況はどうだったかということですけれど

も、この１カ月間、１名の方が来られました。その方は、領収書が実は持っていなく

て、いろいろ話をされて帰ったのですけれども、その中で納税相談等々もしながら、

領収書がないのでどうしても話が進まないということで、そのような状況で１名の方

が来られております。 

 それから、書類の関係ですけれども、警察のほうに２月に町民相談、税務相談をや

るので書類がないと困るのですということで、以前から話はしてあったのですけれど

も、この書類は、この時点で札幌の地検の所有物になっていまして、警察署のほうで

いろいろ取り合っていただいて、必要なものは一時貸し出しという形でいいでしょう

ということで、当然、書類も一時貸し出しということで、必要な部分だけは一時貸し

出しをしていただいております。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 担当課長からも説明がありました。ちょっと順番逆になるか

もしれませんが、押収されている書類については、必要があれば借りられるというの

もおかしな表現かもしれませんけれども、町民の皆さんから相談があった書類等々に

ついては、業務に支障のない形でできるという解釈でよろしいのかと、いうことです

ね、それはまた後で御返事いただければと思います。 

 それから、相談は１名の方だったということでございます。これは、その月だけで

なくて、これからも必要な部分も出てくるかも知れませんし、日ごろの業務の中でや

はり町民の皆さんでいろいろ困っていること等々、年金の目減りだとか、いろいろな

社会情勢等々で弱い立場の方々が、なかなか大変な部分でございますので、それは納

税だけでなくてやっぱり幅広く町民の皆さんに耳を傾けるというのは大事なことでな

いかと思いますので、その辺も再度お聞かせいただきたいということであります。 

 不納欠損の広報等でお知らせする分、私は、４月１日号ぐらいに出てくるのかなと

思っておったのですが、５月号ぐらいでということで、今、課長のほうからかみ砕い

て専門用語的なものもわかりやすくということでございますから、それは基本的な考

え方で、そのとおりでよろしいのではないかなと思いますので、その辺、５月１日に

どうしてもということでなくて、何かあれば延びるのは仕方ないと思いますし、告知

板の５月１５日の告知板でも知らせられる範囲は知らせられると思いますので、それ
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は前向きといいますか、前向きに善処していただければと思っております。 

 それと、前段で質問させていただいたことでございますけれども、町に戻ってきた

という２７０万円程度ですか、これは町長の今の御答弁の中で弁護士が預かっている

というのはちょっと、今、傍聴に来ている方々もなかなか理解できないのではないか

なと思うのですね。これは担当課長のほうから、私が指名するというわけにいかない

のですけれども、細かく説明していただければいいのかなと思います。 

 それと、町長の処分の問題でございますけれども、昨年もお話させていただきまし

た。それで前段でかみ砕いて、私のほうからお話させていただいたつもりでございま

すけれども、町長の２回の処分については不適切な部分で１回、２回目については昨

年になりますか、一昨年、昨年と同じ６月定例会でやってございますけれども、その

部分については、地方税法違反と加重収賄、ですから情報漏らした部分と収賄でお金

をもらった部分の逮捕、起訴についての時系列と言いましたらですよ。時系列で６月

定例会ですから、その部分だということでございます。それを細かく説明していくと、

そうなると思います。 

 私が先ほど来から言っているのは、三つ目の罪状であります業務上横領、これは税

金を横領したということでございます。この部分で先ほども言ったように、倫理委員

会があって、現在の担当課長が処分をなされたというような認識でございますけれど

も、それであれば、ここにも副町長としておられますけれども、当時の課長だった人

間については課長としての処分は出さない、我々が議案審査していただく条例改正と

いうことで御答弁いただきました。 

 町長御自身の処分について、当時の担当課長なり、退職した人も１人はいるようで

ございますけれども、その担当なりに処分を出しておいて、当時から町長をやってい

る現在も町長ですけれども、その不納欠損という最高高度な政治判断、行政判断をし

た処分がないというのは、これは誰が考えてもいかがなものかと思います。 

 町長の処分については、私どもの議会に提案されて、私どもで内容を審査といいま

すか、論議させていただいて、可否をさせていただくということになろうと思います

けれども、この部分について町長のお考えというのはなかなか見えてこないのです。

先ほど来から言っているように、私は２回したのだというふうにしか聞こえなかった

ものですから、今の担当課長の部分については倫理委員会できのう、１２日に云々と

いうお話もありました。副町長については、当時の課長だったので、それについては

議会に条例提案をしたいというような先ほどの話でした。御自身の話については、１

回目がこうだった、２回目がこうだったというお話は聞いたのですが、業務上横領、

不納欠損処理をしたということについてのお話が何らないものですから、その辺はど

のようにお考えになっているか、お聞かせいただきたいと思います。 

 それと、町民の皆さんへの報告でございますけれども、町長は常に私ども議員協議

会のときもそうでございますけれども、細かく丁寧にというお言葉をお使いになって
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ございます。そういうことであれば、やはりここは先月の２月７日にも皆さんから言

われているように、折に触れて町民の皆さんのところに入っていって、議会のほうに

も説明をしていただくのが、私どもも町民の皆さんから負託を受けている身でござい

ますから、それは私どもにも細かくといいますか、丁寧な説明があってしかるべきだ

と思いますけれども、その何点かについて再度、答弁を求めるものでございます。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 私のまず処分の関係でありますけれども、罪状が出てから処

分をするということでは決してありませんので、最初に、このようなあり得ないよう

な不祥事が出てきたということで、みずから処分を御提案させていただきました。そ

の後は、先ほど言いましたけれども、任期が去年の９月でしたから、それまでに、ま

だ判決は最終出ていませんけれども、そのときには収賄も全部ありました。 

 それと、この不納欠損についても、やり方についても、それぞれ何度かお話させて

いただきましたけれども、５年の中で見ますと、不納欠損だけで５００件を超えるぐ

らいの不納欠損が出てくるのですね。その中で、それを私どもが最終的に決裁をする

のですが、その中でも何度か不納欠損の内容を見て、まだまだ町に在住する人たちが

これまだ何というのですか、交渉の余地というか、説明なり、徴収の余地があるだろ

うと。こういうことも含めて、不納欠損に関したことありますけれども、現場からこ

れだけ上がってきて、それをまた巧みに利用されてやったというものについては、本

当にそのものについてはまことに申しわけないことだけれども、そこまでは私どもが

発見できなかったということはあります。 

 それら含めて、任期もあるということも含めて、その一連の加重収賄も含めて、そ

の責任の処し方として昨年の６月に時期は早かったかもしれませんが、そこで処分を

させていただきました。その後、去年の１２月に質問いただきましたように、また、

専門家を含めてこれら一連の事件含めてお話させていただいたときに、それはしっか

りと、そのものについては責任というものを明確にして議会の議決もいただいて、さ

らにまた任期満了で新しく選挙があって、それでまた一つのけじめとして新しくやる

ということでありますから、そのものについては、責任の処し方については、それで

これは理解をしていただくということでいいのではないかと。このようなアドバイス

もいただきましたし、私どももそれは何回も言いますけれども、元職員が逮捕、起訴

されたということを含めて、これは今までにない重大なことですから、罪状の中身を

含めて任期の中でしっかりとした責任を明確にするということで、２度にわたっての

みずからの処分を提案させていただいたということでありますので、この辺について

は、そのように理解をいただきたいなと思っています。 

 その後、細かく丁寧に説明するということですが、それぞれ先日、先月を含めて町

民の説明会もいろいろ国保から含めてありますから、そのときにも話をさせていただ

いていますから、それぞれ必要なところというのですか、そういう説明のできる場所
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では、その内容も現状も含めて説明させていただいていますので、それはこれからそ

のものについては、しっかり対応させていただきたいなというふうに思います。 

 そのほか質問いただきましたことについては、担当のほうから答弁をさせていただ

きます。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 最初のほうの御質問で、押収書類は支障がないから返し

てもらえたのかというような御質問かと思いますけれども、これについては警察が決

めるわけでもなく、検察庁のほうで判断しますので、どのように捉えたかはわかりま

せんけれども、こちらからのお願いを聞いていただけたというような形になっており

ます。 

 それから、日ごろから納税相談、これからもずっとしっかりやってくれというよう

な話だと思いますけれども、これについて滞納されている方ですとか、やっぱり生活

大変な方も来られますから、そういう方につきましてはケアセンターですとか、社会

福祉協議会、こちらのほうにつないでいろいろ連絡とって、対応しているところでご

ざいますので御理解をいただきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） それでは、私のほうから３月６日に行われました札幌高

裁の控訴審の中で、被告人側の弁護士のほうからありました、町から横領した現金と

遅延損害金、約２７０万円を全額弁償したというところについて、経過を含めて御説

明をさせていただきたいと思います。 

 先月の２月２６日になりますが、被告人側の弁護士のほうから、今回の被害額につ

いて弁済の用意ができたので、返済方法等相談をしたいという電話が町のほうにござ

いました。町といたしましては、今回の被害弁済に関しましては、札幌にございます

佐々木総合法律事務所に委任をしておりますので、佐々木総合法律事務所のほうと協

議をしてほしい旨、返事をしたところでございます。 

 この関係につきましては、まだ、全体の被害額が確定をしておりませんし、被害額

の確定に当たっては、町監査委員によります賠償命令が必要だということもございま

したので、そのように被告人側の弁護士に伝えたところでございます。 

 同日なのですが、町が委任をしております弁護士、佐々木総合法律事務所の山田弁

護士より、相手方に返済の意思があるので、立件された被害額に基づいた額を試算し

てほしいという依頼がございました。現時点で想定される被害額ですけれども、立件

されている部分２２５万１,４００円、それと、それにかかります遅延損害金、これは

民法で定めます、年５パーセントで試算をしております。それが５７万２,４７６円、

合計で２８２万３,８７６円になります。ただ、新聞報道では２７０万円とございまし

たけれども、この辺は約ですので、刑事事件分を２２０万円、遅延損害金を５０万円
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という計算をして２７０万円なのかなというふうにとらえております。 

 町といたしましては、先ほどもちょっとお話をいたしましたけれども、弁済された

からといって安易な示談はできないだろうということと、全体の被害額がまだ確定を

していない中での弁償でございますので、捉え方としては一部弁済という捉え方をい

たしました。損害額の確定には、先ほど言いましたように、監査委員の賠償命令そう

いったものが必要ですし、示談をするには、当然、議会の議決も必要となってきます

ので、そういったことを整理してきたところでございます。 

 私どものほうから、委任弁護士の佐々木総合法律事務所山田弁護士のほうに、被害

額の弁済がされるのであれば、一時的に佐々木総合法律事務所のほうで、弁護士預か

りということにしていただきたいとうことでお願いをしてきたところです。 

 この件につきましては、弁護士事務所のほうの了解もいただきまして、今現在も一

時預かりをしていただいております。今後の関係もあるのですけれども、先ほども言

いましたとおり、まだ、被害額としての確定ができていない部分と、あと今回の横領

の中に町、道民税がございます。町、道民税ですから、町民税と道民税が一緒になっ

ておりますので、それの振り分けですとか、そういった件もありまして、北海道との

協議も必要になってきますので、そういったことも含めて今現在、まだ佐々木総合法

律事務所のほうにお預かりをいただいているということになります。 

 ですから、新聞報道にありましたとおり、被告人側からは、先ほどお話ししました

金額については、弁済という形でされておりますけれども、まだ、町のほうでは正式

に受け取ってはいないということで御理解いただければと思います。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 担当課長から細かく説明いただきました。 

 重要なことだと思います。私ども議会としても、報告は前段で受けてございます。

ただ、今みたいにかみ砕いた中で、報告を受けてなかった部分は確かにございます。 

 それと、きょう傍聴に来ている町民の方々も多数おられますけれども、初めて聞く

人がほとんどでないかと思います。町長が、日ごろからおっしゃる細かく丁寧にとい

うことから、かけ離れた現状でないかなというふうに私は認識してございますので、

きょう来られた方々はもちろんでございますけれども、来られなかった方々、議会で

こういうことを発してなかったら出てこなかったことも含めて、町のほうからきちっ

とした形で、広報等もございますので、その手法は幾らでもあると思います。それを

きちっとお話ししていくのが筋であって、それをどのように考えているかということ

でございます。 

 それと、先ほど来から町長とお話ししています、御自身の処分の問題でございます。

昨年の１２月も私同じことを申し上げたと思いますが、昨年の１２月と今、著しく違

うのは、先ほど来から言っているように、きのうの倫理委員会で担当の課長に処分を

出したと、それは職員の管理、監督の部分ですね。町長がおっしゃっている２回やっ
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たからいいとは言っていませんけれども、逮捕されたから、犯罪の三つ目だからやる

のでなくて、専門家とも相談したいというような趣旨でおっしゃっていると思います

けれども、町民の皆さんから、我々から見たらちょっとかけ離れている部分が、その

部分についてはあるのではないかなと思うものですから、専門家と相談して処分出す

なら出すということで、きちっとおっしゃっていただければいいのですよ。ただし、

担当については処分を出したということで認識しています。それは確認しますけれど

も、それは出していると。副町長のことについても、今定例会が今月の下旬近くまで

ございますので、その中で出してくるというようなお話でございますから、皆さんの

前で、議員みんなの前で町長御自身の部分については、今回は専門家と相談するし、

町長のお考えでいけば、今までやっているからいいのだということもあるのかもしれ

ませんけれども、ただし、担当課長の分は、それは議会として預かりということでは

ないですが、副町長も条例改正については、議論させていただくことが出てくると思

います。 

 ですから、町長の部分についてわかりやすく言うと、今定例会には、これから専門

家と相談するということであれば、出てこないということなのかなというふうに聞い

ておりましたけれども、その辺を再度お話させていただきたいということと、公職の

関係については仕事の関係ということでお話になれば、それは私どもでどうのこうの

という立場でございません。ただ、何回も言うようでございますけれども、今の課長

から説明もありましたように、細かい数字を並べて丁寧に説明していくというのは、

町長、毎回おっしゃっていますので、町長御自身としてそういうことも当然必要でな

いかと思いますので、この３点ほどについて再度伺います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 町民の説明については、細かくというのも限度があるのでしょ

うけれども、その都度の流れも含めて今までもやってきましたし、今、御質問のとお

り広報も活用しながら、それはお知らせしなければならないところはしっかりとお知

らせしていくと。そしてまだ結審ではないですけれども、おおよそ罪状も全部、本人

も認めているということですから、大体そういう方向でいくのかなということも大体

見えてきているような状況もありますので、そこはそのものについては、今の返還を

するしないのお話も含めて、しっかりと流れも含めて広報等にしっかりと出していき

たいなと思って、理解をしてもらえるようにしたいなというふうに思っています。 

 また、私自身の部分についてですけれども、職員のほうは今、申し上げましたよう

に大体が、結論が見えてきたということもあって、また、これをどのような内容も含

めて、倫理委員会にしっかりと諮りながら、また、第三者の御意見も倫理委員会の中

身も精査していただきながら、どういう処分が制度、合法的に妥当なのかということ

も含めて、これは今まで協議してきました。その中で、この管理、監督のあるものに

ついての責任という形の中で、こういう懲戒処分が適当であろうと、こういう結論が
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出ましたので、そのことについて私どものほうで、改めて懲戒処分の発令をさせてい

ただきたいということであります。 

 私の部分については、先ほども言いましたように、もしまだ私どもが責任という部

分について、まだそういう処分などの余地があるとするなら、専門的な見地からもそ

れぞれアドバイスいただくということに、それはお約束しておりましたけれども、そ

れはお約束どおり、それぞれ必要な専門家の御意見もいただきました。その結果、こ

の事例ができたからということでなくて、最初に発覚したもの。そしてまた、先ほど

言いましたけれども、加重収賄から含めて、それから横領も含めて、これは本人が認

める認めないもの以前に、そういうことが逮捕、起訴されているということもありま

して、また、任期が迫っているということもありまして、これはみずから、早い段階

ですけれども、そういう処分の方向をしっかりと提案させていただいたということで

ありまして、加えて９月２１日任期からまた新しくこの選挙をくぐって、また、新し

い体制になった含めて、それはみずからの処分というのは、そこでけじめをつけて、

２回の処分を含めて、また選挙も含めてということで、それはそういう判断が妥当で

はないですかと、こういうことで私どもアドバイスもいただきましたし、そのことに

含めて、あとは一丸となって本当に信頼回復に向けて二度とこのようなことのないよ

うに努めていくのが、新しく課せられた私どもの責務だというふうに思いながら、しっ

かりと提案していくということでありますので、その点についても御理解をいただき

たいなというふうに思っております。 

 以上であります。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 考え方の相違と言えばそれまでですけれども、専門家と相談

して云々ということでございます。先ほど来から私がお話させていただいているのは、

専門家のお話も当然、町長の立場からすれば必要なことかもしれませんし、将来に向

けて云々というのも、これは誰かがかじ取りしなければならないということでござい

ます。 

 私が先ほど来から言っているのは、一番の先ほども言っています、不納欠損は、町

長、数がいっぱいあったというようなお話もされていますけれども、不納欠損処理を

するということは、行政のトップである町長が決裁してこういうことになったと。そ

れを当時の担当課長、今、副町長になっている方も含めてですが、今の現職の課長も

処分を出すということになれば、当然、その部分では町長も処分があってしかるべき

でないかというのが、私どもの、特に私の考え方で、町民の方々もそういう考えの方

は当然多いと思います。 

 それで、今回、私は単刀直入に聞いているのは、先ほども言ったように、今定例会

には、副町長の案件は出すようなお話をしていましたけれども、町長御自身の部分に

ついては、２７日に控訴審の結審になるかどうかわかりませんけれども、元職員の２
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７日にあるということで聞いてございますので、その辺が終わったときに判断される

のか、その辺、かいつまんで詳しく端的にお答えいただきたい。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 職員の処分につきましては、先ほど答弁したとおりでありま

して、倫理委員会含めて方向性が出ましたので、ただ、新しく副町長になった部分に

ついては、これは職員でありませんので、直接懲戒処分ということには該当しないと

いうもありますので、それで本人みずからが律するということで、みずから今議会に

自分の部分についての提案をするということでありますから、そこは私どもが処分す

るとかということでなくて、本人が自分を律するという意味で条例の提案をさせてい

ただくということであります。 

 私どもについては、先ほどから申し上げていますように、そのことも含めて、それ

は考え方が違うと言われたらそうかもしれませんが、私どもは発覚したときから含め

て、それぞれまた何度も言いますけれども、最終判断までということになると、私ど

もの任期が９月２２日ですから、それまでにしっかりとそのものについては姿勢を示

すという意味で、それは最終的に５０パーセントの減額ということで、それぞれ私の

責務をそこで果たしていきたいということで、提案させていただきました。 

 そういうことも含めて、それはこの事象が出た、出てこないのでなくて、この一連

の不祥事について、それぞれ２度にわたってみずからの処分という形の中で、それぞ

れ議会に提案をさせていただいて、議決いただいてきたということでありますから、

今後については、よほどまた別なことも出てくれば別ですけれども、この一連のもの

については、私、今までのけじめということで御理解いただきたいと思います。 

 以上であります。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 町長、何か理解されるつもりがないのか、しないのかわかり

ませんけれども、昨年の６月の定例会で５０パーセント、１カ月、それは任期がある

からとおっしゃいました。確か再三お話ししているのは、昨年の１２月もお話しして、

それからまた変わってきて、今回、担当の方が処分を出ている。副町長は、今、町長

がおっしゃったように、みずから申し出てということでございます。それらを鑑みた

ときに、町長がおっしゃっている昨年の６月の時とは状況が違うのではないか、それ

をおっしゃるのだったら、町長、あれですよ。専門家とお話するということなのです

から、全体の裁判がある程度の目鼻がついたときに、全体的に考えてというお言葉で

ないと、みんな納得しないと思いますよ。 

 去年の６月に出したときには、まだ、三つ目の罪状で逮捕されていない。それから、

三つの容疑で裁判があって、控訴審までやっているという状況ですから、それらを踏

まえたときは、昨年の６月とは全然違うということなのです。その辺を御理解いただ

いた中で御答弁をいただきたいというのと、副町長がみずから申し出たということは、
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これは重いことだと思いますので、それらも町長として、副町長が申し出てきたとい

うことは、町長もそれなりの考え方があって、しかるべきでないかと思いますけれど

も、その辺の考え方。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 職員の部分につきましては、理事者側がやって、職員にまだ

しないのかという話が具体的にありました。それは一定の結果が見えてから、どのよ

うな責任というか、それを科せれるのか、これについてまだまだ先を見なければわか

らないということ含めて、一定の方向性が出るまでということでしょう。それで方向

性が見えてきましたので倫理委員会に諮りながら、どのような方向ということで来ま

した。 

 何回も処分するとかどうこうでありませんから、それについては逆に、この職員が

まだ適切な処分がないというのはいかがなものかと、こういうような意見ももちろん

あったわけでありますから、その中で今回の不祥事の一連の結論が見えてきたという

こと含めて、倫理委員会に諮って、この処分が、懲戒処分を発令したと、こういうこ

とでありますが、ただ、職員には発令できますが、職員でない副町長にはこの発令が

できませんので、そのものについては処分でなくて、自分みずから律するということ

で、これから条例の提案をさせていただくということでありますから、その点は御理

解をいただきたいと思いますし、私もこれは専門家とも、もちろん相談させていただ

きました。 

 結果として、これはもう私が昨年６月のときには最初から横領ですから、容疑がね、

それから加重が出てきて、いろいろ出てきましたけれども、そのときには既に加重も

収賄も全部出てきましたから、ただ、これが出てきたから、これも出てきたから、ま

だもう１回もう１回ということでは決して私はないと思いますから、一連の不祥事に

ついては何回も申し上げますが、時期は早かったかもしれないですが、あのときにしっ

かりと判断をするということで、それ２度にわたってのみずからの処分ということで、

実施をさせていただいたところでありますから、これについては全然考え方が違うの

ではなくて、私どももそういう時系列を含めて、そのような一連のこの結審はしてお

りませんけれども、こういう判断の中でみずからの処分をそれぞれ提案させていただ

いたと、こういうことでありますので、ここは理解していただきたい。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 予定時間も迫ってきていますので、町長に端的にお聞きしま

す。担当の課長と副町長の話はわかりました。これだけの傍聴の方もいますので、町

長のお話になっているみずからの処分について、最終的な裁判の結果、何回もお話今

までされていますけれども、それに近いことはされていますけれども、それが出てき

た段階で全体を網羅した中で、当然、専門家の方と相談するのでしょうけれども、そ
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のときにみずからの処分を科するという考えがあるのかないのか。 

 町長の御答弁聞いていますと、あるのだかないのだかよくわからない部分も出てき

ましたので、その辺だけ再度お聞きします。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） あるのだかないのだわからないではなくて、それはもちろん

相談もします。これは議会で答弁していますから、します。その結果として、今、申

し上げたように２回にわたっての判断と、そしてさらにまた任期満了で、新しくなっ

ているということも含めて、それはけじめがついただろうと、こういうことの判断で

ありますから、私どももそのことも参考にさせていただきながら、それはそういう判

断ですから、私はそこでけじめをつけることであります。 

 ただ、職員のものについては、職員がやっているのに何で町長がやらないのだとい

うことでありますから、それは私がやるとかやらないでなく、職員は当初からのお話

のように、全体像が見えてきたときに初めて職員として管理、監督責任者としての立

場がどうなのかということを、これは判断をするということで、その判断について方

向性が見えてきましたので、それは倫理委員会ということにしっかりかけて、また、

倫理委員会だけでなくて、その第三者の専門家の意見もいただきながら、こういう結

論に達したということでありますので、そこは今、御質問いただいたように、職員と

私どもも、それぞれ既にその部分については処分がしっかり科されて、そのものにつ

いての責任は私どもは果たしてきていると、こういうことで御理解いただきたいと思

います。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） ちょっとかみ合いませんが、町長おっしゃっているのは、昨

年は任期があるので、任期が迫ってきたので処分を５０パーセント、１カ月出したと。

ただ、私が申し上げているのは、それはそれとして重いことだと思いますよ。ただし、

その後に町長がおっしゃるように何回も犯罪が出てきたから、その都度その都度とい

うことでなくて、裁判も控訴審までして、大体結審までするこの時期まで来ていると。

職員の方も処分が出た、副町長もみずから申し出て出てきたと、町長が再三おっしゃっ

ているように、専門家の方と相談をしながら決めていきたいということであれば、私

がそれ以上のこと申し上げるつもりもございませんし、それをきちっと述べていただ

ければ何ら問題のないことであって、町長がお話ししているのは、昨年の６月の任期

が迫っているというのは、そのときの話で、それで終わったというのであればそれで

いいのですけれども、おっしゃっていることであれば、やはり専門家とも相談すると

いうこともありますので、おっしゃっていますので、その辺を再度確認させていただ

きます。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 
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○町長（髙橋正夫君） 同じことの繰り返しですけれども、専門家とも相談をしまし

た。その結果として、もうけじめはついているだろうと、こういうことで、もうこの

ことについてはそういう判断をしていただくと、こういうことであります。 

○４番（大住啓一君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） ここで暫時休憩します。 

午後 ７時１２分  休憩 

午後 ７時２０分  再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 一般質問を続けます。 

 ７番小笠原良美君。 

○７番（小笠原良美君） 議長の許可をいただきましたので、通告をしております１

問につきまして質問をさせていただきます。 

 先送りする地域密着型特別養護老人ホームの建設についてであります。 

 この件につきましては、昨年の３月定例議会でも一般質問をしたところであります

が、今回、地域密着型特別養護老人ホームの建設が、さらにおくれることが知らされ

ましたので、再度質問をすることにいたしました。 

 平成２７年６月に策定されました、本別町特別養護老人ホーム、養護老人ホームの

あり方に関する基本構想に基づいて、町内２カ所に地域密着型特別養護老人ホームの

建設を計画、１カ所目２０床については、清流町の現小規模多機能型居宅介護事業所

に併設し、平成２９年度には、社会福祉協議会が運営開始を予定しておりました。し

かし、介護職員の確保が難しいことから先送りされてきましたが、今回、第７期銀河

福祉タウン計画、これは平成３０年から３２年までの３年間でありますが、これには

第８期以降として平成３２年度に工事を着工し、３３年度に供用開始する構想が示さ

れております。 

 そこで、以下についてお伺いをいたします。 

 まず、１点目に地域密着型特別養護老人ホームの建設が、当初の計画より大幅にお

くれ、供用開始が平成３３年度となることが示されております。大幅におくれること

になった経緯や、おくれることによる影響はないのかについて、また、供用開始が平

成３３年度になっていますが、それがさらにおくれ、平成３３年度以降にずれ込んで

いくような心配はないのかについて、お伺いをいたします。 

 ２点目としまして、２カ所目については、第８期銀河福祉タウン計画、これは平成

３３年度以降のことですが、この中で今後の状況を見ながら検討すると示されており

ますが、全体的に取り組みがおくれていることから、特にひとり暮らしの高齢者の方

や現在、町職員として特別養護老人ホームで働いている方々の関心が高まっているこ

とはもちろんですね、不安を持っている方もおられると聞いております。そこで、今

後の見通しや方向性を示すべきと思いますが、町長の考え方についてお伺いをいたし
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ます。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 小笠原議員の先送りをする地域密着型特別養護老人

ホームの建設についての御質問にお答えさせていただきたいと思います。 

 平成２７年６月策定の本別町特別養護老人ホーム、また、養護老人ホームのあり方

に関する基本構想につきまして、１カ所目は第１期の整備計画として、清流町の小規

模多機能型居宅介護事業所清流の里と、高齢者住宅清流ハウス８に、社会福祉協議会

を運営主体とします地域密着型の特別養護老人ホーム２０床ですが、これを併設して、

平成２９年度の供用開始を目指してまいりました。 

 １点目の御質問にある経緯については、昨年３月の議員協議会及び今御質問にあり

ましたように、昨年３月の議会で小笠原議員からの一般質問の中で、深刻な介護人材

の不足によって、当初の計画であった平成２９年度の供用開始を見送ることについて

説明をさせていただいたところです。 

 この間、平成３０年度からスタートする第７期の銀河福祉タウン計画の施設整備の

方向性について、社会福祉協議会と協議を重ねました結果、地域密着型の特別養護老

人ホームにつきましては、３３年度の供用開始を目指すとの意向が示されたところで

ありまして、この判断に至った経緯としましては、町が進めております総合的な介護

人材確保対策のうち、平成２８年度に創設いたしました介護従事者就業支援等の補助

の後押しがありまして、平成３０年度には４名の介護職員を新規採用することができ

ました。その中で支援事業補助金のほかに、福祉セミナーも実施をしていることもあ

りまして、総合的な介護人材確保対策を町が継続的に実施することで、平成３３年度

の供用開始に向けて、介護職員の確保を計画的に実施することができる見通しが立っ

たということで、私どもはそれぞれ協議の中でお話をいただいております。 

 社会福祉協議会といたしましては、今後も介護職員の確保を最優先課題として、新

規の採用に向けてのパンフレットの作成や介護福祉士の養成校の訪問、さらに範囲を

広げて行いまして、平成３３年度の開設までに、毎年４名程度の介護職員を確保して

いきたいとのお話をいただいているところであります。 

 町は、社会福祉協議会の方針決定を受けまして、施設整備の方向性と整備年次につ

いては、健康長寿まちづくり会議において十分な検討をいただきましたところ、町広

報紙２月１日号への掲載と意見募集、２月１４日から１６日まで町内３地区で開催い

たしました町民説明会において説明を行い、また、２月２８日に開催した第４回の健

康長寿まちづくり会議で、第７期の銀河福祉タウン計画の最終審議をいただき、施設

整備の方向性と整備年次について了承をいただき、さきの議員協議会の中でも考え方

をお示しさせていただいたところであります。 

 次に、施設整備がおくれることの影響についてですが、今回の地域密着型特別養護

老人ホームの建てかえは、現在、本町にあります特別養護老人ホーム５０床のうちの
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２０床を地域密着型の小規模特別養護老人ホームに移行するものでありまして、町全

体の特別養護老人ホームのベッド数が変わるわけではありませんが、建てかえがおく

れることで、御利用を希望されている方の不利益にならないことに努めていきたいと

いうふうに思っています。 

 また、今後の供用開始がおくれる可能性についてですが、現段階においては、社会

福祉協議会の意向を尊重して、介護人材の確保に取り組んでいただくことを重要な第

一だというふうに考えておりますので、町といたしましても総合的な介護人材の確保

とその対策と推進に向けて、介護職員向けの住宅の確保など、新たな取り組みの検討

や実施など、十分な連携を図りながら取り進めていくということであります。 

 ２点目の御質問の２カ所目の整備の方向性についてですが、第７期の銀河福祉タウ

ン計画でもお示しをさせていただきました。今後の要介護認定者やサービスの利用状

況を見きわめながら、施設整備の規模だとか、場所、また、整備年次について考え方

をお示しをしたいと考えております。 

 また、２カ所目の運営主体につきましては、昨年３月議会での小笠原議員の御質問

でもお答えさせていただきましたが、町が直接施設の運営を行い、職員を雇用してい

ますことからも、これまで培ってきた技術や経験を十分に発揮できるような施設運営

が重要であるというふうに捉えておりますので、私といたしましても町直営による運

営が望ましいと考えていますので、町民の皆様や本別の健康長寿まちづくり会議を初

め各団体、町議会からも御意見もちょうだいしながら、スピード感を持ちながら引き

続き慎重に検討を進めていきたいと考えています。 

 以上、申し上げて答弁とさせていただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 小笠原良美君。 

○７番（小笠原良美君） 再質問をさせていただきたいと思います。 

 ただいま町長のほうから、おくれることによる影響はどうなのかということをお尋

ねしましたら、全くないということはないだろうと、しかし、利用を希望している方々

に不利益を起こさないような対応をしていきたいというお話だったと思います。 

 この間、私も質問に立たせていただくということから、少しいろいろな確度の方の

お話を若干ですけれども、集約させていただいたときに、去年もことしもそれなりに

といいますか、町内の施設の中への希望が持たれない、それが全てとは言いませんけ

れども、いろいろな条件もおありですから、それが全てというふうには捉えることは

できませんが、町内の施設の整備がおくれていることによって、町外へ出て行かれて

いる方もいらっしゃるというふうに聞いております。 

 それは、整備がおくれることによる影響の一つではないかなというふうに、私は捉

えているところでもあります。それらを１カ所目については社協で担っていただくと、

２カ所目については、今、町長のほうから直営でやることを考えていくのだというお

話だったと思うのですが、直営でやるとすれば、１カ所目が平成３３年度の供用開始
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ですから、まだ３年ありますよね。さらに、先日の説明の中では、今後の状況を見な

がら、今後の状況というのは恐らく人材ということもありますけれども、人の動向な

ども見ながら検討していくというふうに、私は捉えさせていただいているのですね。 

 それは、私の側から言いますと、時間をかけて整備することを先へ送っていけば、

町外へ流出をしていく方もふえるというふうに捉えますので、そうしますと、整備す

る例えば何十床という床数が、減らすところにもつながっていくのではないかなとい

うふうに思ったりもするところであります。１カ所目は、社協にお願いをするという

ことで、昨年、質問させていただいたときには、３人の方の人材の確保ができている

というふうにお話があったと思うのですが、それと今回４人の確保が決まっていると

いうことですから、合わせますと７人の確保ができたというふうに捉えていいのかど

うか、その辺のところもちょっとお伺いしたいと思います。 

 それと、２点目でお伺いをしております２カ所目を先ほどのお話ですと、直営でや

るということですが、直営でやるとなると、１カ所目は社協にお願いをしているわけ

ですから、それはそれとして２カ所目の整備を考えることを早めていく必要があるの

ではないかなと思うのですね。というのは、一つにはもちろん入りたいと思っている

方のニーズに応えていくというところにも立たなければいけませんし、それから私は

今回特に職員の方々が、自分の将来はどうなるかというようなことを考えている方が、

結構おられるということが、深刻だということがちょっとわかってきました。 

 それで少し体調を崩されたりしている方もいるというふうに聞いておりますので、

そういう皆さん方に一刻も早くこういう形で、皆さんの力をおかりしながらやるのだ

ということを表明するということは、大切ではないかと思いますが、その辺について

伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問の答弁をさせていただきますけれども、本別全体の中

で老健を含めて、老健は８０床ですね。御案内のとおりですから、特養が５０床あっ

て、また、そのほかにグループホームもありますし、さらに養護もありますよね、清

流ハウス８もできました。今、仙美里に７室の高齢者ハウスも建設中だということで

ありますから、トータルしていくと、かなり本町のそういう施設についてはベッド数

が多くて、本当に満度に入ったら介護保険料がかなりまた、というようなこともいろ

いろあるのですけれども、それでもまだ希望する人が、それと町外に行くという人も、

もちろんいますよね。 

 それらを含めて、今、病院の中に病院と地域の連携室というのを新しく立ち上げて、

そして退院した方の後の居場所というのですか、そういうこと含めていろいろ福祉現

場と病院とが連携して、それぞれ町外に行かなくても済むようなそういう細かい連携

をして、ここに住み続けていただくと、そういうようなものをつくりながら、新年度

から実施をしていきたいと、こういうことにしております。 
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 また、そういう中では、２カ所目を早く考えなければならないのではないかという

ことですが、それはそれぞれ計画の中で、この地域密着型を選びながら、そしてやっ

ぱり本別町の住民の皆さんが先行して入居ができるということを含めて、地域密着型

にしていくということでありますから、その担い手として社会福祉協議会が、それの

運営も含めてトータルで、デイケアもデイサービスもヘルプもセットで、しっかりと

運営していただくということでありますから、この辺はそのことをしっかりと計画の

とおり、多少ずれていますけれども、そこをまた信頼というのですか、人材を確保し

ながら、その計画の先延ばした部分についてもしっかり運営できるように、これは私

どもも、もちろん支援をさせていただきますが、応援させていただければなというふ

うに思っています。 

 その後に質問いただきました。この後のこともそうですけれども、私も前回の第６

期の福祉タウン計画の中でも、これは健康長寿まちづくり会議や何かでも多く議論を

いただきましたけれども、この場所についてそれぞれ候補地も出していただきながら、

住民説明もしてきましたけれども、やはり私は一環としてこの２カ所目は、これは間

違いなく直営でいくということで、職員の皆さんには言っています。それで今、小笠

原議員の御質問に、ひょっとした自分たちがどうなるのだろうかという不安の方もた

くさんいましたけれども、それは間違いなく今いる職員の皆さんが、本当に現場で支

えていただける人がいなければ、本別の介護は成り立ちませんので、全部それぞれ直

営も、そしてまた民間もそれぞれグループホームみんな含めて、オール本別でみんな

支えていただくと。このことについては明確にお話をさせていただきますので、その

ことについては、その方向性でしっかりと取り進めていきたいなというふうに思って

います。 

 なかなか進まないこともありますが、昨年とことしと含めてですが、実は一昨年ま

では新しく入ってくる人もいたのですが、離職する人も若干多かったということであ

りまして、トータルでは非常に厳しい運営を強いられているということになりました。

それで、本年度は離職はなしで新しく採用する。今のいる職員の方も社会福祉協議会

によると、ずっと、例えば定年後もこの場でしっかりと働いていくというお話もいた

だいているところでありますので、それであれば新しく採用いただいた分の担い手の

方が、その分、人数としても人員としてもふえていくということでありますので、そ

れを含めてしっかり対応がしていただけるものと思います。 

 万が一のことがあったら、町もそれはこれだけの人材がいるわけですから、そこも

含めてしっかり間違いのないように、今後はこの計画に沿って確実に実施できるよう

に、これは私どももしっかりと対応させていただきたいと、そういうことであります。 

 以上です。 

○議長（方川一郎君） 小笠原良美君。 

○７番（小笠原良美君） 町長のお話を伺っていると、将来、頑張っていただけるの
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で、明るいのかなというふうに思いたいところもありますけれども、しかし、いろい

ろなデータを積み上げた資料を見せていただくと、２０１５年に７,５６１人の人口

だった本別町の人口が、２０４５年には３,８２５人になるという推計をしているので

すね、この間のデータを見ますと。そうすると、当然、高齢者の数も減っていきます

し、そうなってくると、そんな大がかりな施設をそこに近い段階のところになってか

らつくるということは、ちょっと不可能になるのではないかなというふうに思うので

すね。ですから、そこら辺のところを踏まえながら、もう少し、この町で最後を迎え

たいと思っている皆さんが、希望の持てるような方向性をできるだけ早く示す必要が

あるというふうに私は思っております。 

 それで、先ほど来から２カ所目については直営でいくと、直営となるときに施設を

新しくするのか、それから既存のものを利用しながらやっていくのかというところも

あると思うのですね。私は、今、先ほども質問の中で申し上げましたけれども、形と

して今すぐではなくて、状況を見ながら判断をしていくということが示されていると

ころが、私はとても気がかりなところなのですが、その状況を見ながらですと、それ

が本当は正しいのかもしれませんけれども、今の段階で少し具体的なことが示されな

いと、高齢になっていく私たちも不安でありますし、それから働いている方も不安を

持たれるというのは、当然のことではないかなというふうに思いますので、２カ所目

については新設でいくのか、それとも今までの施設を利用しながら、そういう方向に

行くのかということが、まだ決定していないと言われれば、それまでですけれども、

大体の目安といいますか、そういうものというのは今現時点ではないのでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 前後するかもしれませんが、施設の部分については、２カ所

目については新設をしなければ、今のやつも何回も大規模改修だとか改修やっていま

すから、昭和５４年からですから、もうほとんど耐用年数が来ているということもあ

りますから、それは今の時代というか、これからの施設のあり方についても大幅に変

えるということもありますから、それは新しくこれからに合った施設にしていくべき

だというふうに思いますし、今の建物を利用してやると、逆にお金がかかりすぎると

いうようなことももちろん出てきますので、それは新しくしたからといって、今のい

ろいろなＲＣコンクリでどうのこうのというだけの建築費が高いだけではなくて、別

な工法もありますから、そういう方向でしっかり新築しながら、新しいこの施設の中

で対応していくと。それももちろん直営の中で、しっかり対応していくということで

すから、それは何度も言いましたけれども、今、本別の施設含めて全部が今のままで

いくということはなかなか難しいです。今のままでいくということは、直営でいくと

いうのは難しいのですね。 

 それで、人口規模も財政規模もいろいろありますから、そのときに後から困らない

ように、今のうちから本別町のいる、それぞれ今頑張っていただいている事業所だと
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か、社会福祉協議会だとか、オール本別でという言葉を使いますけれども、そういう

人たちに本当に力をかりて、これからの支えとして、また、皆さんでお力をかりなが

ら本別の介護体制をつくっていくと、こういう考え方でおりますので、それにはうち

の職員ももちろん全員入っていますから、そういう体制の中で使わせていただければ

と思っています。 

 例を言うと、アメニティーの８０床が今のままでいいのか、それとも違う形態にし

て効率よく、また、その財政的にも困らないような方式も、そういう介護の連携も、

施設間の連携も含めて体制を組んでいかなければなりませんが、そういう意味では状

況、様子を見ながらというのは、そういう全体の規模の計画も勘案しながら、これか

らどういう方向で本町全体の銀河福祉タウン計画が進んでいくかということも、十分

に検証していかなければならないと私も思っています。 

 その数字上では、ことしあたりが高齢者というか、そのピークにはなりますけれど

も、これから下がっていくということで、４５年になれば、たしか５,３００人ぐらい

の人口という推計も出ていますけれども、そこを少しでも人口減に歯どめをかけなが

ら、安心して暮らしていただけるようなそういう福祉政策をとっていくということは、

私どものそれは願いでもありますし、そのことについてしっかり取り組んでいきたい

なというふうに思っておりますので、また、よろしくお願いをしたいと思います。 

 以上であります。 

○議長（方川一郎君） 小笠原良美君。 

○７番（小笠原良美君） 昨年、同じことについて質問させていただきましたときに

は、職員の皆さん方に説明をするべきでないかというときに、町長は、施設長を通じ

て職員にはそういう話をしているというお話だったと思うのですが、今回、この質問

するに当たってちょっと伺いましたところ、私が感じるには、少しその情報の提供が

職員の皆さん方に、足りていないのではないかなというふうに私は感じるところが

あったのですね。 

 今、町長は、丁寧に御説明をくださいましたけれども、そういうような形で町長み

ずから本当に介護職員の方が全国的に不足している中で、この町で一生懸命働いてい

ただく、この町を背負って立っていただくような方々に対する説明をすることによっ

て、期待をされているのだな、ぜひ頑張っていかなければならないというところに、

私は立っていただけるような気がするのですね。ですから、毎度毎度ということでな

くてもいいと思うのですね。方向性が決まったということですので、それらを含めて

介護職員の方ばかりではなくて、そういう関係の方々に詳しくお話をされることが、

本別町から出て行かれる方を防いだり、それからそういう意味からいきますと、高齢

者の方もそういうことが目の前に見えてきているのであれば、できる限り本別に残っ

て過ごしていきたいなというところにも立っていただけるのではないかなというふう

に思いますけれども、そのことについて町長はいかがでしょうか。 
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○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 今の御質問で、第６期の計画のときに地域密着型やると、自

分たち、私たちどうなるのでしょうかという本当に率直な不安があったということは、

もちろん私どもも承知をしています。それで施設長を通じて、そのような不安が払拭

できるようにお話ししていますし、私も今、地域の包括ケアのセミナーなんかで、直

接老人ホームの中で職員の皆さんに集まっていただいたところで、そういう説明もさ

せていただいていますから、全員が全員、皆聞いていない人もいたかもしれませんが、

そういうこともちゃんとやって、直接お話をして、これからの今御質問ありますよう

に、本当に本町で、また一層頑張ってほしいとそういうエールも贈りながら、そのこ

とはちゃんと話ししておりますので、何といっても人がいなければ成り立たない職場

ですから、そこは本当に人の一生の尊厳を預かっている大事なところでありますので、

特に、そのことは今せっかくここまで、せっかくと言ったら変ですけれども、ここま

で技術力もそれぞれ意識も含めて本当に高い志の中で、介護現場で頑張っている人た

ちは、１人も本別から出さないとそういう決意の中でお話させていただいております

ので、そのことはこれからもそれは福祉現場だけでなくて医療も含めて、それも町の

人材として大事なことはこれからも直接伝えながら、それはこれからも支えていただ

く、協力いただいていく、また、元気に担っていただく職員づくりにまた努力してい

きたいなというふうに思います。 

 以上です。 

○７番（小笠原良美君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） 次、１０番阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 議長のお許しをいただいて、日中保留をしていた１問につ

いて一般質問を行います。 

 住宅リフォーム助成制度の再スタート、波及効果はということで伺ってまいります。 

 新年度より、町内業者を利用して町内の自宅、賃貸住宅、空き家住宅をリフォーム

する際に、助成する方向を打ち出しています。その狙いや効果、需要の見込みなどに

ついて伺います。 

 ３年間実施した、私は第１期のリフォーム助成制度と言っていますけれども、この

本制度は約８,０００万円の町財政を支出し、約４億円の総事業費となりました。約５

倍の経済効果を生み出すことができました。管内各町村でも同様の取り組みがされて

いますけれども、私の調べでは、移住、定住も若干含んでいますが、１市１５町が同

様の制度を行っております。住環境の整備によって、定住促進や地域経済振興などに

も、この制度はつながっていくものであるというふうに考えています。 

 そこで再スタートを考えている本制度について、一つ目に、その狙いや効果につい

て、改めてどのように考えているか伺いたいと思います。 

 二つ目に、前回の制度では、多くの希望者が残っているというふうに思われます。
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今回、どの程度の需要を見込んでスタートするのか伺いたいと思います。 

 三つ目ですが、平成３１年度以降の定住対策の一つとして、本制度は継続すべきと

いうふうに考えております。その点についても見解を伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 阿保議員の３問目の質問ですが、住宅リフォーム助

成制度の再スタートの波及効果についての質問の答弁をさせていただきます。 

 平成２７年度より３年間で実施してまいりました本制度でありますけれども、本町

の持ち家戸数ですが、２,１５３戸、これは２７年度の国勢調査ですけれども、このう

ちの約２割に当たる４３５戸に対して８,２３０万円の助成を行ってきました。町内の

２６業者が受注をして３億７,３２８万２,０００円の総工事費となり、約５倍の経済

効果が出たところであります。 

 まず、１点目の狙いや効果について、どのように考えているのかの御質問でありま

すけれども、平成３０年度からの制度におきましては、対象者を今までの持ち家を所

有する方のみならず、個人の所有の一戸建て住宅を借りている方や空き家バンクに登

録している物件を購入、または借りた方などに利用の範囲を拡大して、より多くの立

場の方に利用していただけるようにと考えているところであります。 

 効果につきましては、住宅改修によって住み心地、住環境が向上するということが

もちろんですが、住宅の寿命が延びることにより、長く住み続けることが可能になり

ますし、この事業をやることによって、それではこの建物だけでなくて周辺の環境整

備だとか、また基盤の条件整備といって、私どもが把握している以外の波及効果も非

常に高いということは、言えるのではないかというふうに思っています。これは住宅

の寿命が延びることにより、長く住み続けることが可能となりますので、定住促進の

一翼を担うと思うのと考えておりまして、あわせて空き家の利活用の促進にもつなげ

ていきたいというふうに考えております。 

 また、経済効果の面では、助成制度が変わっても今までどおり同様規模の工事費を

見込んでおり、期待をするところでありますが、２点目の今回どの程度の需要を見込

んでいるかについてですが、前回の制度は３カ年間の事業としてお知らせした中で

行ってまいりましたので、期間内に一定の程度の方は、既に申し込まれたものと推測

をしておりますが、今回、拡大した借家や空き家の方の申し込み件数は未知数であり

ますけれども、御質問のとおり、まだまだ需要はあるのではないかと考えております

し、２,１５３戸のうちのまだ４３５戸ですから、これからもまだその需要はきっと多

いなというふうに思っております。 

 ３点目ですけれども、平成３１年度以降も定住対策の一つとして、本制度は継続す

べきについてですけれども、今回もこれまでと同様に、平成３２年度までの３カ年の

事業として、一応、一区切りとして考えております。それの中で、また、それぞれ住

民に周知をしながら、より利活用していただくように、その点はＰＲしていきたいな
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と思っています。 

 以上、住宅リフォーム制度の再スタートと波及効果についての答弁とさせていただ

きたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 前回の１期目の制度を、こういうことをやったらという提

案もさせていただいた中で、その辺では国の何というのですか、地方創生のお金も使

えたということで、いわばラッキーなスタートだったかなというふうに思います。 

 今回は町費からスタートするのかなというふうに想像しているところですし、３年

間という今お話だったので、大体２,７００万円くらいを考えているのかなというふう

に、３年間でね、今回９００万円ですから、それくらいの予定なのかなというふうに

想像するところですけれども、経済効果は町が出すお金の数倍に多分なってくるし、

もちろん経済的にも重要なことなのですが、前回の制度のときにも言わせていただい

たのですけれども、傷んだ箇所の住宅を改修して、改修するということは、少なくと

もここに長く住むという決意のあらわれだということで、これは一つ目はもちろん住

宅の改修というハードの事業のように思うのですけれども、一つはやっぱり定住対策、

それから今回は賃貸住宅、空き家ということで範囲を広げるわけですから、ひょっと

すると移住にもつながってくるのではないかなということを、非常に私自身は期待を

しております。 

 前回の制度は、私、今回調べて１５町と帯広市入れて１市１５町なのですが、金額

的には大体同じ金額なのですね、補助の限度額ね。ただ、移住や何かが絡まると５０

万円とか１００万円とかという金額が入ってきますけれども、基本的には大体同じよ

うな金額で、それぞれの町が多分同じような考え方を持って取り組むのだなというこ

とで、十勝管内は特にそのことが全道的に見ても、非常に関心が高いのかなという状

況です。ですから、そういう意味では、周りがみんなある意味ライバルというか、や

はり本別を選んで来ていただくということも含めると、丁寧な説明やスピーディーな

対応というのが、これから求められていくと思います。 

 先ほど、前回の制度で希望者は、網羅できたのではないかというような見解だった

のですけれども、ことしの申し込みをしますといって１週間から２週間で申し込みが

埋まっていることが、３年間続いたというふうに認識しております。そういう点では、

前回の制度の中では、まだちょっと申し込んだけれども、間に合わなかったという方

もかなりいらっしゃるのではないかなというふうに思っております。 

 そういう面では、この制度を一刻も早く周知、もちろん予算審議しての話で、それ

が通ってからの話になりますけれども、そういう体制も必要になってきますし、きめ

細やかな対応ということが必要になってくると思います。 

 予算の説明の資料の中では、今回の１０万円の支援をするという中身で、前回の制

度では本別町の商品券ということで補助をしていますけれども、今回も同じくそうい
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う商品券の補助ではないかなというふうに思いますけれども、その点についても合わ

せて確認をしたいというふうに思います。 

 ３年間を区切りとして、この制度を進めていくということですが、ぜひ移住や定住

対策の一つのメニューとしても、それから昼間お話ししたとおり、ふるさと納税の事

業なんかとも絡めながら取り組むよう知らしめていくと、そういう姿勢が必要ではな

いかなというふうに考えるのですけれども、その点についても伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 再質問の答弁をさせていただきます。 

 まず、これの制度を利用して、利用してというか、これによって移住、定住という

ことは本当にどうしようかなと考えているのですけれども、ここで思い切ってリ

フォームしてということを含めて、かなり効果が出ているなというふうに、いろいろ

リフォームした方のお話聞くと、特に高齢の方々は、そういう意見が非常に強いなと

思っています。 

 今、商品券の話、先にしますけれども、これは同じくずっと提案いただいたように、

商工振興含めて、町内で消費をしていただくということで、それは商品券も一緒にま

たずっと取り組んでいきたいなというふうに思っています。 

 また、移住、定住につながるということですけれども、移住、定住に当然つながる

のですけれども、このＰＲも含めてまた新しい制度と言いながらも、本当にできるだ

け町民の皆さんにもまたやるよと、こういう制度がまた継続するよというようなこと

含めて、しっかりとやらせていただきたいなというふうに思いますし、特に最近、最

近というか、全道人口減少含めて担い手を、人材を確保するという意味では非常に企

業だとか、また、農業関係のほうからもその要望が出てきています。 

 例えば、複数戸法人は一つの例ですけれども、何人か雇用すると、そういう時に住

宅のお世話をいただけないでしょうかとか、そういうことも農業関係のみならず林業

もそうですし、また建設業の方も、最近は日本だけでなくて外国からもその人材を確

保するということで、そういう外国の方の住む住宅を確保すると、そういうことであ

りますし、中には企業の雇用される方が住宅を貸していただければ、一部は自分たち

で内部をリフォームすると、そういうようなこともありますから、町の住宅支援策全

般見ながらしっかりと取り組んでいくと。それで新築の１００万円もまた町外の２０

万円も、これも合わせて実施していきますし、また、空き家対策、先ほど言いました

けれども、それらも含めて細かく対応して、より住民の皆さんがこの移住、定住含め

て、利便性を高めていただけるようなそういう新しい、再スタートの効果をにらみな

がら進めさせていただければなというふうに思っています。 

○１０番（阿保静夫君） 終わります。 

○議長（方川一郎君） これで、一般質問を終わります。 

 傍聴者の皆さんに申し上げます。 
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 今回で１９回目のナイター議会を開催させていただきました。長時間にわたってお

疲れのところ傍聴いただきまして、まことにありがとうございます。 

 本別町議会の取り組みに対しましても、今後とも御指導と御協力、御理解をいただ

きますよう、心からお願いを申し上げる次第であります。 

 あわせて、来月４月１８日から３日間、町内６カ所において議会による町民懇談会

を開催させていただきますので、お誘い合わせの上、御参加いただきまようお願いを

申し上げます。 

 本日は、傍聴をいただきました皆さん方に厚くお礼を申し上げ、ナイター議会を閉

会させていただきます。 

 どうもありがとうございました。 

──────────────────────────────────────── 

◎散会宣告 

○議長（方川一郎君） 以上をもちまして、本日の日程は全部終了しました。 

 本日は、これで散会します。 

 御苦労さまでした。 

散会宣告（午後 ８時０５分） 
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開議宣告（午前１０時００分） 

──────────────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１ 議案第１６号 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 議案第１６号本別町国民健康保険税条例の一部改正に

ついてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第１６号本別町国民健康保険税条例の一部改正につきま

して、初めに改正の概要について説明をさせていただきます。 

 本改正案につきましては、本年４月から施行される国保制度の広域化に伴い、国民健康

保険の財政主体が市町村から北海道へと移り、北海道全体に係る医療費等の推計経費を北

海道が道内市町村に対し所得水準、医療費指数に基づいて計算した額を国民健康保険事業

費納付金という形で示し、本町では、合わされて示されます標準保険税率をもとに税率改

正を行うものです。 

 本町の北海道へ納める事業費納付金は３億４,１６７万５,０００円となっております。

そのうち、国民健康保険税では２億９,９２２万２,０００円、残り４,２４５万３,０００

円は道からの補助金等があてられ納付することとなります。 

 なお、今回の改正では、課税方式がこれまでの所得割、資産割、均等割、平等割の４方

式だったものを資産割を廃止して３方式といたしました。資産割につきましては、１つに

は国民健康保険制度創設時は、多くの固定資産税の課税客体を有している農林漁業者が多

く加入しておりましたけども、近年では年金所得者等低所得者の加入率が高くなり、資産

税が課税されている場合、国民健康保険税においても資産割が課税されることから負担が

大きくなるといったこと、更には、２つ目には町外で課税されている資産税は本町の国民

健康保険税の資産割の対象とならないといったことも指摘されておりました。 

 それでは、改正の概要について御説明いたします。 

 国民健康保険税は、ただ今申し上げました通り、所得割、均等割、平等割の３方式とし、

それぞれに基礎課税分、後期高齢者支援金等課税分、介護納付金課税分として税率が定め

られており、それらの合計額が国民健康保険税として課税されます。 

 改正の部分ですが、所得割基礎分については６.３パーセントから７.６２パーセントに、

後期分は１.７０パーセントから２.４４パーセントに、介護分は０.７５パーセントから１.

８６パーセントとし合計で３.１７パーセント増の改正となります。 

 次に、被保険者一人に対してかかる均等割の基礎分については２万５,２００円から２万

８,７００円に、後期分は６,８００円から９,３００円に、介護分は７,５００円から９,６
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００円とし、合計で８,１００円増となる改正となります。 

 世帯にかかる平等割基礎分につきましては２万６,８００円から１万９,９００円に、後

期分は７,２００円から６,５００円に、介護分は５,５００円から５,０００円とし、合計

で８,１００円減の改正となります。 

 また、７割、５割、２割のいわゆる軽減額につきましても、ただいま申し上げました額

にそれぞれの割合を乗じた額となりますので、それぞれ改正をしております。 

 次に納期ですが、改正により所得の中間層の世帯の課税額が上がるといった傾向がある

ことから、納税環境の整備といたしまして納期を現在の６期から８期に拡大する改正を盛

り込んでおります。 

 なお、本条例案につきましては平成３０年４月１日からの施行となります。 

 それでは、改正条文の朗読をさせていただきます。なお、括弧書きの朗読は省略させて

いただきます。 

 本別町国民健康保険税条例の一部を改正する条例。 

 本別町国民健康保険税条例（昭和３４年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項を次のように改める。 

 前条の者に対して課する国民健康保険税の課税額は、世帯主及びその世帯に属する国民

健康保険の被保険者につき算定した次に掲げる額の合算額とする。 

 第１号、基礎課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険に関する特別会計において

負担する国民健康保険事業に要する費用（国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）

の規定による国民健康保険事業費納付金（以下この条において「国民健康保険事業費納付

金」という。）の納付に要する費用のうち、北海道の国民健康保険に関する特別会計におい

て負担する高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の規定による後

期高齢者支援金等（以下この条において「後期高齢者支援金等」という。）及び介護保険法

（平成９年法律第１２３号）の規定による納付金（以下この条において「介護納付金」と

いう。）の納付に要する費用に充てる部分を除く。）に充てるための国民健康保険税の課税

額をいう。以下同じ。） 

 第２号、後期高齢者支援金等課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付

金の納付に要する費用（北海道の国民健康保険に関する特別会計において負担する後期高

齢者支援金等の納付に要する費用に充てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険税の

課税額をいう。以下同じ。） 

 第３号、介護納付金課税被保険者（国民健康保険の被保険者のうち、介護保険法第９条

第２号に規定する第２号被保険者であるものをいう。以下同じ。）につき算定した介護納付

金課税額（国民健康保険税のうち、国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用（北海

道の国民健康保険に関する特別会計において負担する介護納付金の納付に要する費用に充

てる部分に限る。）に充てるための国民健康保険税の課税額をいう。以下同じ。） 

 第２条第２項中「前項」の次に「第１号」を加え、「及び資産割額」を削り、同条第３項
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中「第１項」の次に「第２号」を加え、「及び資産割額」を削り、同条第４項中「第１項」

の次に「第３号」を加え、「（国民健康保険の被保険者のうち介護保険法第９条第２号に規

定する被保険者であるものをいう。以下同じ。）」及び「及び資産割額」を削る。 

 第３条第１項中「１００分の６.３」を「１００分の７.６２」に改める。 

 第４条を削る。 

 第５条中「２５,２００円」を「２８,７００円」に改め、同条を第４条とする。 

 第５条の２第１号中「(昭和３３年法律第１９２号)」を削り、「第７条の３」を「第７条

の２」に、「２６,８００円」を「１９,９００円」に改め、同条第２号中「１３,４００円」

を「９,９５０円」に改め、同条第３号中「２０,１００円」を「１４,９２５円」に改め、

同条を第５条とする。 

 第６条中「１００分の１.７」を「１００分の２.４４」に改める。 

 第７条を削る。 

 第７条の２中「６,８００円」を「９,３００円」に改め、同条を第７条とする。 

 第７条の３第１号中「７,２００円」を「６,５００円」に改め、同条第２号中「３,６０

０円」を「３,２５０円」に改め、同条第３号中「５,４００円」を「４,８７５円」に改め、

同条を第７条の２とする。 

 第８条中「１００分の０.７５」を「１００分の１.８６」に改める。 

 第９条を削る。 

 第９条の２中「７,５００円」を「９,６００円」に改め、同条を第９条とする。 

 第９条の３中「５,５００円」を「５,０００円」に改め、同条を第９条の２とする。 

 第１２条第１項を次のように改める。 

 普通徴収によって徴収する国民健康保険税の納期は、次のとおりとする。 

 第１期、７月１０日から同月２５日まで。第２期、８月１０日から同月２５日まで。第

３期、９月１０日から同月２５日まで。第４期、１０月１０日から同月２５日まで。第５

期、１１月１０日から同月２５日まで。第６期、１２月１０日から同月２５日まで。第７

期、１月１０日から同月２５日まで。第８期、２月１０日から同月２５日まで。 

 第２１条第１項第１号ア中「１７,６４０円」を「２０,０９０円」に改め、同号イ（ア）

中「１８,７６０円」を「１３,９３０円」に改め、同号イ（イ）中「９,３８０円」を「６,

９６５円」に改め、同号イ（ウ）中「１４,０７０円」を「１０,４４８円」に改め、同号

ウ中「４,７６０円」を「６,５１０円」に改め、同号エ（ア）中「５,０４０円」を「４,

５５０円」に改め、同号エ（イ）中「２,５２０円」を「２,２７５円」に改め、同号エ（ウ）

中「３,７８０円」を「３,４１３円」に改め、同号オ中「５,２５０円」を「６,７２０円」

に改め、同号カ中「３,８５０円」を「３,５００円」に改め、同項第２号ア中「１２,６０

０円」を「１４,３５０円」に改め、同号イ（ア）中「１３,４００円」を「９,９５０円」

に改め、同号イ（イ）中「６,７００円」を「４,９７５円」に改め、同号イ（ウ）中「１

０,０５０円」を「７,４６３円」に改め、同号ウ中「３,４００円」を「４,６５０円」に
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改め、同号エ（ア）中「３,６００円」を「３,２５０円」に改め、同号エ（イ）中「１,８

００円」を「１,６２５円」に改め、同号エ（ウ）中「２,７００円」を「２,４３８円」に

改め、同号オ中「３,７５０円」を「４,８００円」に改め、同号カ中「２,７５０円」を「２,

５００円」に改め、同項第３号ア中「５,０４０円」を「５,７４０円」に改め、同号イ（ア）

中「５,３６０円」を「３,９８０円」に改め、同号イ（イ）中「２,６８０円」を「１,９

９０円」に改め、同号イ（ウ）中「４,０２０円」を「２,９８５円」に改め、同号ウ中「１,

３６０円」を「１,８６０円」に改め、同号エ（ア）中「１,４４０円」を「１,３００円」

に改め、同号エ（イ）中「７２０円」を「６５０円」に改め、同号エ（ウ）中「１,０８０

円」を「９７５円」に改め、同号オ中「１,５００円」を「１,９２０円」に改め、同号カ

中「１,１００円」を「１,０００円」に改める。 

 附則。 

 施行期日。 

 １、この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 適用区分。 

 ２、この条例による改正後の本別町国民健康保険税条例の規定は、平成３０年度以後の

年度分の国民健康保険税について適用し、平成２９年度分までの国民健康保険税について

は、なお従前の例による。 

 以上で、提案内容の説明とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） まず最初に、事前にちょっと説明をいただいているところです

が、非常に中身が複雑です。あえてまた同じような質問になるかもしれませんが、伺いた

いと思います。まず第１は、今回の改正によって所得の低いほうの部分については保険税

が下がるというふうに解釈していいと。それから今、初めにお話があったとおり中間層か

ら上になる方々、主に農家の人なのかもしれませんが、そこの部分は保険料が上がると。

なぜ上がるのかということを、本当に根本的なことで申しわけないのですけども、なぜ上

がるのかということをまず伺いたいと思います。 

 本別はこれまで、私の記憶では確か平成１５年位から国保の税額を上げないで今日に至

っていたというふうに記憶をしているところです。それから、全道的にも本別の保険税額

というのは中間位かなというふうに思っているのですね。非常に高いまちもあるようでし

たが、本別は大体中間をずっと維持してきたと。その一番大きな要因は一般会計からの繰

り入れだというふうにも言われてますが、町独自の努力が非常に反映された形で、平成何

年かからずっと保険税が上がらないで維持されてきたという経過がある中で、今回なぜそ

ういうことがですね、適わないのか、なぜ上がるのか。その本当に根本的な話なのですが、

そのことを伺いたいというふうに思います。 

 それから、ただいまの条例改正の中では、なかなか伺い知れない部分なのですが、道の
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ほうに全部国保の関係のいろんな処理が移ると。町としては保険税を集めるのが基本的な

役割というふうに解釈しているわけですけども、例えば保険者努力支援制度ということも

説明を既にいただいているわけですけども、保険者努力支援制度というのが、これは財政

安定化基金に借入を起こしてですね、国保財政の穴埋めをするようなことも中身としてあ

るということで、今まで町として、本別の医療費の上がることを抑制する努力が本別町の

国保税に基本的に反映していくと、それから一般会計からの繰り入れも当然反映していく

という、大きく言えばそういう中身で進んで来たものが、今回のこの条例改正の意味する

ものは、そういうものが今度反映されにくくなるという中身のように捉えられるのですね。

ですから条文の改正だけでなく、その意味するものが、町村の努力や町村の繰り入れとい

うものを、道の側からいろいろ推しはかるというような中身にかわっているように思うの

ですけども、そういうことが反映された条文のように思うのですけども、その点について

説明をお願いしたいというふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 御質問の中間層から上は上がるのではないか、なぜ上がるの

かということですけども、これは国民健康保険税については上限額がありますし、低所得

者層については軽減というものがあります。一番影響を受けやすいのが中間層から上とい

うことで、税率も上がりますので、限度額まで行ってない層についてはどうしても影響が

出てしまうということになってきます。 

 それから一般会計からの繰り入れの話ですけども、一般会計については、国からの指導

では、国というか北海道からの指導ですけども、基本的に法定外の繰り入れは望ましくあ

りませんよ。もし一般会計から繰り入れをするなら、赤字解消計画、２年間位かけての計

画になると思いますけども、これを北海道に提出しなさいというようなことになっており

ます。国においては、当初かなり望ましくない望ましくないということでしたけども、だ

んだん実態もわかってきて、市町村の判断に任せますよ何ていうようなことも言ってきま

したけども、基本的にはどちらにしても赤字解消計画を提出しなければなりませんので、

考え方はかわっていないと考えています。よって、現段階においては繰り入れの考えは持

っていないということでございます。 

 それから保険者努力支援の関係ですけども、これにつきましては本町では特定検診等い

ろいろ保健活動を行ってますけども、これについてはこれまでと同様、交付金というのが

ありまして、交付金のメニューとしてはかわっておりませんので、町としても持ち出しは

出て来ますけども、その交付金によってほぼ賄われますので、継続した取り組みを行って

いきたいというふうに考えております。 

 それと本別の医療費を何ぼ頑張って減額してもというお話ですけども、考え方が、今ま

では市町村単位でしたけども、３０年度以降は北海道全体ですので、全ての市町村がそう

いう意識を持って、保険者努力支援とかそういうようなものに取り組んでいかなければ、

今後についても割り当てられる納付金の額というのは所得の高いほうには多く来ますし、
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なかなか本町だけで取り組んでもその辺は改善されませんので、北海道単位でそういう保

険制度を一生懸命取り組んで、医療費を抑制していくということが大事になってくると思

います。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） さきほど７割、５割の軽減措置も図られるということで、最初

に申し上げた通り、所得の低い部分についてはむしろ減額になるという中身だということ

でよろしいというふうに思っていますし、そのことについてはいいのかなという部分はあ

るのですけれども、今最後のほうで答弁いただいたとおり、今までは町村の、例えば本別

は健康管理センターを持っていて、そういうところが中心で、いろんな健康相談会とか健

康維持の活動とかやってきているし、かなり力を入れてやってきているまちの１つだとい

うふうに思っているのですけども、そういうようなことが今のお話だと本当に全道で取り

組まなければならない、それはそのとおりだと思うのですけども、やっぱり町村として、

取り組みがなかなか保険税に反映されないような仕組みになってきたというふうなところ

がですね、これから逆に言うと、我がまちだけが頑張っても保険税引き下げにつながらな

いというようなことになりかねない恐れもあるのかなというふうに思うのですけども。条

例の改正について、範囲を広げた話をしてるとは思っていますけども、そういうことがこ

ういう保険税に全部反映してくるというふうに思うのですよね。ですから、今までのいろ

んな健康維持や健康相談等の積み上げというのは、引き続きやはり行っていかなければな

らないことでもあるし、本当の制度の意味は国民医療費の削減だというふうに思うのです。

それが病院にかかりづらくするとか、保険税を上げることによって診療を控えるとかとい

う方向ではなくて、真に、例えば国内でいうと長野県はよく挙げられるように、県全体の

医療費が下がるようなそういう取り組みをしているわけですけども、今度は北海道が主体

になるわけですから、町村としても道に対して、全体の医療費を真の意味で下げるような

そういう働きかけも含めてですね、やっていかなければ、中間層以上が今回は引きあがる

というような形になってしまうのですけれども、条例改正は１町村でどうこうできるもの

ではないというふうにもちろん思っているわけですけども、大きな制度の流れの中で対抗

できないというところにすごい歯がゆさも感じるわけなのですけども、いずれにしてもこ

の条例改正と合わせてですね、健康維持、真の意味での医療費抑制ですよ、診療抑制では

なくて。そういう取り組みがより一層求められているというふうにも解釈できる条例改正

ではないかなと思うのですけども、同じようなことかもしれませんけど、もう一度伺いた

いと思います。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 今回の改正につきましては、全道の市町村の間で保険税率、

料率がばらつきがあるので、それを平準化させようというのが一番の狙いだったと思いま

す。例えば、後期高齢者医療のように北海道一律で税率が同じですと公平になるのですけ

ども、国保の場合については所得の高い低い、あと医療費指数、特に所得の水準が一番納
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付金に反映されますので、この辺についてはどうしてもこの一次産業がしっかりしている

十勝管内の町村ほとんどの所で納付金額が高くなっているというふうに思います。あと、

その医療費の抑制につきましては先ほども申し上げましたとおり、保険者努力支援制度に

ついては交付金制度、今までとメニュー変わりませんので、それを活用しながら本町とし

ても取り組んでいきたいと考えております。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） この最終の議案提案されるまでに、私の記憶では３回ほど北海

道のほうから担当者集めての会議、２回か３回あったということで、その中でその度に示

される国保料の金額が上がったり下がったり、上がってきたように思っています。その経

過もあって、なぜそういうことになってきたのかということ、そういうことも経た結果と

して今回の提案だというふうに理解しているわけですけども、その辺の経過についても伺

いたいというふうに思います。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 私も全部出ていないのですけども、北海道とそれぞれの管内

の市町村連携会議というのがありまして、その中では税率を示されたわけではない、その

あとに示されるのですけども、その中で今までと比較するといろいろ矛盾点が見えてきま

すので、なぜ今まで一生懸命特定検診等を取り組んで医療費が下がって、国保税が低かっ

たのに、所得水準が高いから上がるんだとか、そういうような論議もされてきました。そ

の辺反映されれば良かったのですけども、なかなか北海道も広いですから、いろんな産業

があったり、国保の加入者の構造も違いますので、北海道のほうもいろいろ大変だったか

と思いますけども、市町村連携会議の中ではいろんな担当者とのやり取りがありましたけ

ども、最終的には今回この示された納付金というような形になってきたのが状況です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） ある意味若干関連することになるかもしれませんが、北海道に移

行することにつきましては昨年来、議員協議会、所管事務調査等々で報告なり受けており

ます。私の今話したいことはですね、町民の方々が、これだけ大きな制度改革でございま

すから、この条例が通ったとして、４月１日から納期も８期に分かれるというようなこと、

また北海道からそういう文書が行くことも想定されます。何を言いたいかといいますと、

当然町民の方々お支払いいただく部分が出てきますので、身近な役所、ここでいいますと

役場だと思いますけれども、そこに相談しに来ると思います。まだ間に合うと思いますけ

れども、４月１日号辺りにですね、議会でこういうことで条例改正になったと、ついては

北海道でこういうふうになるんだと、何回か説明していると思いますけれども、改めてで

すね、４月１日号辺りに、何か疑問な点があれば役場の住民課の、今でいう国保担当です

か、将来どうなるかわかりませんけども、そういう所に相談をして来てくださいというよ

うなことを考えていると思いますけれども、この条例制定を提案するにあたってどのよう
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にお考えなのか、町民目線でのお考えをお伺いしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 今回の改正によりまして、今まで広報に２回ですかね、改正

の内容について掲載しております。実際納付書が届きますのは７月に入ってからです。当

然上がる方、何でこんな上がったんだとかいろいろあるかと思います。その辺については

国保の窓口、それと税の窓口等々で当然対応していくことになるかと思いますので、その

辺についても周知していきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

 高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） 前の説明で予定収納率９７パーセント位ということで出たと思

うのですが、今の答弁を聞いていますと、低所得者は軽減になるけど、中間層が上がると

いうことで答弁がありましたけども、そうなった場合にですね、この収納率というのは達

成できるのかどうかということと、もし収納率がそこまで行かなかったら、それについて

はどのように考えているかお伺いします。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） この収納率につきましては、道が示しました標準保険税率、

これは本別町の今までの過去の実績を見ると、だいたい９７パーセント位にすれば、この

位はちゃんと集められますよということで９７パーセントなのですけども。今までの最近

の実績でいいますと平成２８年度は９７.８パーセント、２９年度、これはまだ２月末です

けども、収納率９６.１パーセントで前年よりも１.３パーセント上がっています。このあ

とまだ収納がありますので、２８年度の９７.８パーセントと同程度か、それより上がるよ

うな見込みで思っております。もしこの収納率が低くて、道に納めるお金が足りないとい

うことになりますと、とりあえずは今基金がありまして、基金が２９年度末で２,３７０万

円ほどあります。２９年度末に６,３００万円ほどを取り崩しておりますけども、これは不

確定な交付金等の額が確定しておりませんので、不確定な段階での概算での取り崩しです

ので、これについてももしかしたら積み戻しも出てくるかと思います。この辺を充ててい

くということと、さらには北海道からの借り入れもできます。その辺を活用しながら充当

していければなと考えております。 

○議長（方川一郎君） 高橋利勝君。 

○１１番（高橋利勝君） 収納率が予定にならなければということで、今基金の切り崩し

とか借り入れということでしたけども、基本的には収納率を上げていくということになる

のだと思いますが、例えば先ほども言いましたように、どうも気になるのは中間層がね、

けっこう高くなるということで、その辺で収納率がどうなるのかなというような思いはあ

るわけですけども、そこら辺のところはですね、今後そういう状況があれば、そういった

見直しの議論とかそういうのは、可能性としてはあるのでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 
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○住民課長（千葉輝男君） 先ほども申しましたけども、本別町の税率につきましては、

道が示した標準保険税率を用いて行っております。もちろん上がる方おりますから納める

の大変かと思いますけども、その対応として期別的には６期を８期にふやしたと。納める

額はかわりませんけども。その辺についてもですね、事前に広報で大体こんなような形に

なりますよということで周知していって、あまり混乱の起きないような形で進めていきた

いなと考えておりますし、あと低所得者についても全員が全員下がるわけではありません、

今まで資産割あったとか、なかったとか、いろんな条件がありますので、一概に全員が下

がるということではありませんので御了解いただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） ほかに、ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１６号本別町国民健康保険税条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１６号本別町国民健康保険税条例の一部改正については、原案のと

おり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第２ 議案第１７号 

○議長（方川一郎君） 日程第２ 議案第１７号本別町国民健康保険基金の設置、管理、

処分に関する条例の一部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第１７号本別町国民健康保険基金の設置、管理、処分に

関する条例の一部改正につきまして、提案内容の説明をさせていただきます。 

 これまでの国民健康保険基金につきましては、保険給付費は予算の範囲内で支払ってお

りましたけども、これが賄えない場合の支払準備を目的として設置しておりましたが、こ

のたびの広域化によりまして財政の責任主体が北海道となったことから、市町村の保険給

付費の財政措置は北海道が全て負うこととなります。ただいまいろいろ御質問もありまし

たけども、市町村は割り振られた国民健康保険事業費納付金を課税して徴収し、北海道へ

納付いたしますが、その際に収納率低下などによりまして納付金を下回るようなこととな
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った場合に、この基金を取り崩して納付していくこととなります。 

 本改正案は、この設置の目的がかわってきますので、この目的を改正するためのもの、

及び一部文言の整理となっております。 

 それでは、改正文の朗読をさせていただきます。括弧書きの朗読は省略させていただき

ます。 

 本別町国民健康保険基金の設置、管理、処分に関する条例の一部を改正する条例。 

 本別町国民健康保険基金の設置、管理、処分に関する条例（昭和３９年条例第１９号）

の一部を次のように改正する。 

 第１条中「地方自治法」の次に「（昭和２２年法律第６７号）」を加え、「保険給付費支払

準備の目的をもって」を「国民健康保険事業の健全な運営に資するため」に改める。 

 附則。 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 以上で、提案説明とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 説明を伺って、収納が１００パーセントできないときにこの基

金を発動して、道に対して保険料を納めるというような趣旨だというふうに理解しました

けれども、先ほど質疑があったとおり、収納率９７パーセントということで一応進めると

いうことですから、３パーセント分は収納できないのではないかという趣旨だというふう

にも受け取れるわけですが、そういう意味ではその３パーセント分を踏まえた基金を設け

ていくというような考え方ということなのでしょうか。そういうことも含んでということ

だとは思いますけども、その辺の考え方を伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 先ほど基金の残額申しましたけども、これは現行制度の基金

をそのまま引き継いでいくもので、３パーセント云々ということではありません。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） この条例改正した一部改正に基づいて、基金は継続していくと

いうことだと思うのですけれども、基金のいわゆる積立、取り崩しというのは今後どうい

うふうに、今までと同じなのか、それとも中身とか意味が変わるのか、その辺を伺いたい

と思います。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 基金につきましては、今改正の部分で申し上げましたけども、

医療給付費にあてるものだったのを今度事業費納付金にあてるものということで、目的が

変わったために一部改正をしたもので、二千数百万円残っている基金の分、これを足りな

い部分にあてますし、恐らくそんなに今回の課税する分で、余計に残るということは余り

ないと思いますけども、もし残った場合はこの基金のほうに積み立てるような形になって
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くると思います。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１７号本別町国民健康保険基金の設置、管理、処分に関する条例の一

部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１７号本別町国民健康保険基金の設置、管理、処分に関する条例の

一部改正については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第３ 議案第１８号 

○議長（方川一郎君） 日程第３ 議案第１８号本別町国民健康保険条例の一部改正につ

いてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第１８号本別町国民健康保険条例の一部改正につきまし

て提案内容の説明をさせていただきます。 

 本改正案につきましては、国民健康保険法の改正により法律の中に、国民健康保険運営

協議会という字句が削除されたため、条例において国民健康保険運営協議会の名称を定め

る必要があること、及び葬祭費が本町ではこれまで１万円でしたけども、広域化に伴いま

して全道統一して３万円となったためのもの、さらには一部文言の整理というような内容

となっております。 

 それでは、改正案の朗読をさせていただきます。なお、括弧書きの朗読は省略させてい

ただきます。 

 本別町国民健康保険条例の一部を改正する条例。 

 本別町国民健康保険条例（昭和３４年条例第３号）の一部を次のように改正する。 

 第１条の見出し中「国民健康保険」の前に「本町が行う」を加え、同条中「本町」の次

に「が行う国民健康保険について」を加える。 

 第２条中「国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）」を「協議会」に改め、
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同条を第２条の２とし、第２章中同条の前に次の１条を加える。 

 名称。 

 第２条、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号｡以下｢法｣という｡）第１１条第１

項の規定により本町に設置された国民健康保険事業の運営に関する協議会の名称は､国民

健康保険運営協議会（以下｢協議会｣という｡）とする｡ 

 第８条第１項中「１０,０００円」を「３０,０００円」に改める。 

 第９条第１項中「国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）」を「法」に改める。 

 第１４条及び第１５条中「国民健康保険」を削る。 

 附則。 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 以上でございます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１８号本別町国民健康保険条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１８号本別町国民健康保険条例の一部改正については、原案のとお

り可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第４ 議案第１９号 

○議長（方川一郎君） 日程第４ 議案第１９号本別町後期高齢者医療に関する条例の一

部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第１９号本別町後期高齢者医療に関する条例の一部改正

につきまして、初めに改正の概要を説明させていただきます。 

 本改正案につきましては、都道府県単位で運営されている後期高齢者医療について、他

府県の病院や養護老人ホーム、特別養護老人ホーム、障がい者支援施設、介護保険施設な
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どの福祉施設に転入して入院、入所した国民健康保険加入者が７５歳に達するなど、後期

高齢者医療に保険が移行した際は、７５歳未満までは国民健康保険の住所地特例により前

住所地の国保の被保険者となる扱いですが、後期高齢者医療ではこの住所地特例の制度が

現在無いため、転入先の被保険者となります。これについては例えば、ある広域連合内に、

都道府県単位ですけども、病院ですとか福祉施設がどんどん建設されまして、入院、入所

者が次々と転入して入所、入院して来ると、その病院が所在する後期高齢者医療広域連合

の負担がどんどん増大してしまいます。その課題を解消するため、転入して入院、あるい

は入所したまま国民健康保険から後期高齢者医療に保険が移行した際についても、国民健

康保険と同様に住所地特例を適用させるための改正となっております。恐らくこれは本州

の方で多いのかと思いますけども、そのような内容となっております。 

 それでは、改正文の朗読をさせていただきます。なお、括弧書きの朗読は省略させてい

ただきます。 

 本別町後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例。 

 本別町後期高齢者医療に関する条例（平成２０年条例第７号）の一部を次のように改正

する。 

 第３条第２号中「第５５条」の次に「（法第５５条の２第２項において準用する場合を含

む。）」を加え、「同条」を「法第５５条（法第５５条の２第２項において準用する場合を含

む。）」に、「もの」を「被保険者」に改め、同条に次の１号を加える。 

 （３）法第５５条の２第１項の規定の適用を受ける被保険者であって、国民健康保険法

（昭和３３年法律第１９２号）第１１６条の２第１項及び第２項の規定の適用を受け、こ

れらの規定により本町に住所を有するものとみなされた国民健康保険の被保険者であった

被保険者。 

 附則。 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 以上でございます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 条例案文の前段で説明がありましたけれども、ちょっと聞き洩ら

したところもあろうかと思いますので再度質問をいたしますが、この部分についての住所

地特例、これは今も進めているところでございますけれども、かみ砕いて言うとこの住所

地特例を、今回の国民健康保険の関係でも適用する部分が新たに出てきたということでよ

ろしいのか、それとも全く違うことで今回やるために一部を改正するんだという解釈なの

か、その辺をかみ砕いた中で御答弁を求めるものでございます。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 今回の改正につきましては、例で国民健康保険を出しました

けども、後期高齢者医療の関係です。例えば本別町の後期高齢者医療に入っている方は北
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海道の被保険者なのですね。この方が例えば青森の施設に、そちらに転入して、入所しま

したよと。そのときは、転入したときはまだ７５歳になっていないので国民健康保険の被

保険者でした。まあこれ当然、国民健康保険の住所地特例になるのですけど。その方が今

度７５歳になった場合、今度後期高齢者医療の保険の適用なのですね。後期高齢者医療の

保険には、この住所地特例という制度が今ないのです。ないので国民健康保険で青森の施

設に入って、７５歳になると青森県の広域連合の被保険者になります。例えばそれがすご

くいい病院で、いろんな所からどんどんどんどん人が来ると、青森県の負担がどんどんふ

えるのですね。それを解消するために、後期高齢者医療にもこの国民健康保険と同じ住所

地特例の制度を適用させようということで、その方が国民健康保険被保険者のときに、北

海道から青森の施設に転入して入所しました。そしたら国民健康保険の住所地特例受けま

すよ。その方が高齢で、間もなく７５歳になりました。そのときについても、前住所地北

海道の、青森にはいるのですけども、転入して、北海道の被保険者の扱いにしましょうと

いうこの住所地特例、これを創設するための、今回条例改正となっています。ちょっと非

常にわかりづらいのですけども、そういうような内容となっています。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 説明する担当課長がわかりづらいという位ですから、私ども聞い

てもなかなか理解できない部分があります。要は住所地特例、課長の説明にもありました

とおり、そこで受け取る側の、大きなまちだとか市がなかなか大変だから、残ってる住所

を移しても元いた所から負担する部分が、わかりやすく言うとですよ、住所地特例だとい

うふうに認識しています。これが今お話なっているように県レベルになるものですから、

北海道から隣の県、もっと奥の方の東京に行ったとか、その分でも今度適用になりますと。

さらに後期高齢者の分で云々ということもあるので、後期高齢者の分にも住所地特例を適

用するので、今回の条例を改正するということでよろしいのかどうなのか、再度伺います。 

○議長（方川一郎君） 千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） そういうことでよろしいかと思います。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第１９号本別町後期高齢者医療に関する条例の一部改正についてを採決

します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 
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（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第１９号本別町後期高齢者医療に関する条例の一部改正については、

原案のとおり可決されました。 

 ここで暫時休憩します。 

午前１０時５６分 休憩 

午前１１時１０分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第５ 議案第２０号 

○議長（方川一郎君） 日程第５ 議案第２０号本別町放課後児童クラブ条例の一部改正

についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大橋子ども未来課長。 

○子ども未来課長（大橋堅次君） 議案第２０号本別町放課後児童クラブ条例の一部改正

について、提案理由の説明をいたします。 

 この条例は、昨年３月議会で議決をいただき制定いたしました本別町放課後児童クラブ

条例の一部を改正し、現在、仙美里地区公民館内で行っております仙美里地区放課後子ど

も教室を、地域子ども・子育て支援事業の対象事業となる仙美里学童保育所に改めるため

改正するものであります。 

 なお、今回の変更は子ども・子育て会議、並びに現在子ども教室に通室しております保

護者の方々の了解をいただき、改正の提案をさせていただきます。 

 それでは条例の案文を朗読し、説明とさせていただきます。なお、括弧書きの朗読は省

略をさせていただきます。 

 本別町放課後児童クラブ条例の一部を改正する条例。 

 本別町放課後児童クラブ条例（平成２９年条例第６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条の表に次のように加える。仙美里学童保育所、本別町仙美里元町１６６番地１９。 

 附則。 

 施行期日。 

 第１項、この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 準備行為。 

 第２項、入所にかかる手続きその他必要な準備行為は、この条例の施行の日、前におい

ても行うことができる。 

 以上、議案第２０号本別町放課後児童クラブ条例の一部改正についての提案説明とさせ

ていただきます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 
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○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 説明では地域子育て支援事業を受けることができるようになる

ということで、具体的にはどういうふうになるのか、要するに国の支援が受けられるとい

うことだと理解していますけども、その中身で、わかる範囲で結構ですがお願いしたいと

思います。 

○議長（方川一郎君） 大橋子ども未来課長。 

○子ども未来課長（大橋堅次君） お答えいたします。現在は、子ども教室ということで

文部科学省の補助金を３分の１ほどいただいております。この事業に乗っかりますと、国

のほうから３分の１、北海道のほうから３分の１、合わせて３分の２の補助が受けられま

すので、この学童保育所ということで運営をさせていただきたいと思います。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） １点だけ確認させていただきますが、昨年条例制定して云々とい

うことで、今説明の中でありました。これはどこに置くのか。具体的な説明がなかったも

のですからお聞きするのと、保護者の方等々には連絡をしたということでございますけれ

ども、当然公民館等々にということになれば、地域で使っている施設でございますので、

元町の自治会長はもとより仙美里連合会の自治会長さんたちにも連絡をすべきでないかと

いうことと、各行事との兼ね合いも出てくる部分もございますので、施設名きちっと聞い

ておりませんからわかりませんけれども、その辺の整合性を取るようなことをしての今回

のお話であればいいのですけれども、その辺の確認をさせていただきたい。 

○議長（方川一郎君） 大橋子ども未来課長。 

○子ども未来課長（大橋堅次君） 仙美里子ども教室ということで、学童になる前の、ま

だ改正の議決いただいてませんけども、現在は子ども教室ということで、現在も公民館の

中で行なっております。平成２８年度から、仙美里の地区の保護者の方から学童保育所が

ほしいということで、課としてもすぐ対応させていただきまして、２８年子ども教室、２

９年子ども教室、３０年から学童保育所という名前で、同じ内容で進めたいと思います。

以上であります。 

 地域の方々には当然、２８年にオープンさせたときに御理解をいただき、仙美里地区公

民館の方、自治会長の了解をいただきまして、２８年、２９年、運営しているところでご

ざいます。以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 冒頭から公民館ということであれば、私も早く理解できたのです

けれども。私何もこれに対してどうのこうのということでございません。いろいろな部分

で、きのうの一般質問に出てございましたけれども、施設を再利用するだとかそういう部

分についてはですね、地域の方々に連絡をし、了解を当然いただくことになると思います
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のでね。多岐にわたって使っていただくという広い観点から言えば、やはり自治会長さん

方にも、今御答弁の中にもありましたように、２８年、２９年と続けて来ているのですか

らということですけども、さらに３０年の４月からはこういう名称で行うんだということ

もですね、議会がまだ終わっていないものですからまだそれはしていないかもしれません

けれども、これが議決されたとすれば当然準備もできるということになりますので、その

辺も含めて、どういうお考えか再度伺います。 

○議長（方川一郎君） 大橋子ども未来課長。 

○子ども未来課長（大橋堅次君） 子ども教室自体もですね、小学校の教頭先生、自治会

長も一緒に入った協議会をつくって運営をさせていただいております。議決終わったあと、

４月になりましたら総会が当然ございますので、その中にもですね、自治会長さん来てい

ただくことになっていますし、仙美里地区的には公民館で学童保育所がやっているという

ことは理解されているかと思います。以上であります。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

 小笠原良美君。 

○７番（小笠原良美君） 学童保育所ということになりますと、指導する方が配置される

ことになるんだと思うのですよね。それで、仙美里ということでですね、対象となる子ど

もさんはどの位の数が想定されるのかをお伺いしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 大橋子ども未来課長。 

○子ども未来課長（大橋堅次君） ちょっと２年間のケースでお話をさせていただきます。

指導員は２名を２８年度から配置をしております。指導員の資格は、本当は教員ですとか

保育士の資格があったほうがいいのですけども、そのほかですね、北海道が行う指導員の

研修を受けた先生方が張りつくような形になっております。 

 対象児童は仙美里小学校の子どもさんですので、すいません、正確な数字は私わからな

いのですが、約３０人は間違いなくおります。今、正確な数字は僕よりちょっと教育委員

会のほうが詳しいと思うのですけども、全員の方に御案内をしながら進めています。入っ

て来る子はもう募集をかけておりますので、１１人入るということで今進めております。

以上であります。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２０号本別町放課後児童クラブ条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 
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 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２０号本別町放課後児童クラブ条例の一部改正については、原案の

とおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第６ 議案第２１号 

○議長（方川一郎君） 日程第６ 議案第２１号本別町新規就農者等に関する条例の一部

改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 菊地農林課長。 

○農林課長（菊地 敦君） 議案第２１号本別町新規就農者等に関する条例の一部改正に

つきまして、提案理由の説明を申し上げます。 

 この度の改正は、本条例の第７条第１項第３号に定める新規就農者支援事業の農業経営

開始補助金、年１００万円の限度額を２００万円に改正するものです。 

 この補助金は、新規就農者の認定を受け、営農を開始した年から５年以内の期間補助す

るもので、これまで本条例の補助と同様に、本別町農協で新規就農者特別助成事業として

年５０万円を補助しておりましたが、廃止をされ、今回、本別町農業振興基金を活用する

中で補助金の増額を図り、新規就農者等の就農及び就農後における負担軽減と今後の新た

な就農者の確保、拡大を目指す目的として本条例の一部改正を提案するものです。 

 それでは、条例案文の朗読を持って提案にかえさせていただきます。なお、括弧書きの

朗読は省略させていただきます。 

 本別町新規就農者等に関する条例の一部を改正する条例。 

 本別町新規就農者等に関する条例（平成２９年条例第８号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表１（第７条第１項関係）第７条第１項３号に定める新規就農者支援事業の部（１）

農業経営開始補助の項中「年１００万円」を「年２００万円」に改める。 

 附則。 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 以上、議案第２１号本別町新規就農者等に関する条例の一部改正についての提案説明と

させていただきます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 篠原義彦君。 

○３番（篠原義彦君） １００万円から２００万円ということでございますけれども、こ

の使い道は主にどんなことを考えているのでしょうか。 

○議長（方川一郎君） 菊地農林課長。 
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○農林課長（菊地 敦君） ただいまの御質問ですが、別表に支援の内容について記載さ

れておりますが、その内容につきましては、農業経営の維持、発展に必要な種子、肥料、

農薬等の営農資材の購入費用、及び農地、農業用施設、機械、家畜等の取得のために借り

入れた農業関係制度資金の借入金、償還利息、及び農地、農業用施設等の賃借に対する補

助というふうになっています。ですから、限度が２００万円ですので、最終的には補助、

支援のときに、その内容について精査をして、限度２００万円の範囲の中で補助するとい

う内容になっております。以上です。 

○議長（方川一郎君） 矢部隆之君。 

○１番（矢部隆之君） １点だけ。ここの表現で新規就農者という表現使ってますけども、

該当する方についてはですね、昨年３戸法人ということで、新規就農者といえば個人が入

って来るよというようなイメージでありますけれども、そこら辺で、今後も１戸法人から

複数の方々が法人をつくってというような形になろうかと思うのですけれども、その辺の

明確な何かこう、新規就農者はこういう方ですよという何か決めというかね、そういった

ものがあるのかどうか、ちょっと伺いたいと思いますけども。 

○議長（方川一郎君） 菊地農林課長。 

○農林課長（菊地 敦君） 矢部議員の御質問ですが、昨年もこれまで条例改正のとき含

めてお話をさせていただいておりますが、もちろん新規就農者という形で新たに本別町で

農業を始める、昨年条例改正で就農に向けて２年間の研修ということで条例を改正させて

いただいて、研修後、本別町で就農すると、そういった新規就農者、あわせて条例にあり

ますように、３戸以上の者が一緒になって法人を組んだ形でということも記載があるよう

に、これまでもお話していた、基本的には独立したそれぞれの法人が一緒になって規模拡

大や経営を拡大していく、経営をしていくといった場合については、条例に記載のとおり

対応させるという形で今のところは考えているところでございます。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２１号本別町新規就農者等に関する条例の一部改正についてを採決し

ます。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 
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 したがって、議案第２１号本別町新規就農者等に関する条例の一部改正については、原

案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第７ 議案第２２号 

○議長（方川一郎君） 日程第７ 議案第２２号本別町介護保険条例の一部改正について

を議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 議案第２２号本別町介護保険条例の一部改正について、

提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の改正は、第７期介護保険事業計画の策定に伴い、介護保険事業に要する費用を賄

うため、介護保険料の改定をするものです。 

 第７期の介護保険料につきましては、第１号被保険者の負担割合が２２パーセントから

２３パーセントになったことや、介護報酬の引き上げ、介護給付費や地域支援事業費など

の介護保険事業費の増により大幅な引き上げが見込まれたことから、介護保険準備基金か

ら１,５５０万円を取り崩し、第６期より２１０円増の５,９８０円といたしました。 

 また、改正にあわせて条文の精査を行い、介護保険法施行令に沿った形で字句の修正を

行っております。 

 それでは、改正条文の朗読をもって提案にかえさせていただきます。なお、括弧書きの

朗読は省略させていただきます。 

 本別町介護保険条例の一部を改正する条例。 

 本別町介護保険条例（平成１２年条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第２章 町が行う介護保険（第３条・第３条の２）」を「第２章 保健福祉事業

（第３条）」に改める。 

 第２条第１項中「すべて」を「全て」に改め、同条第２項中「すべて」を「全て」に、「の

介護」を「が行う介護保険」に改める。 

 「第２章 町が行う介護保険」を「第２章 保健福祉事業」に改める。 

 第３条を削る。 

 第３条の２の見出しを削り、同条中「行なう」を「行う」に改め、同条第２号中「第８

条第２３項」を「第８条第２４項」に改め、同条第３号中「第８条第２５項」を「第８条

第２７項」に改め、同条を第３条とする。 

 第４条第１項中「平成２７年度」を「平成３０年度」に、「平成２９年度」を「平成３２

年度」に改め、同項第１号中「３４,６８０円」を「３５,８８０円」に改め、同項第２号

中「４３,３２０円」を「４４,８８０円」に改め、同項第３号中「５１,９６０円」を「５

３,８８０円」に改め、同項第４号中「６０,６００円」を「６２,７６０円」に改め、同項

第５号中「６９,２４０円」を「７１,７６０円」に改め、同項第６号中「８３,０４０円」
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を「８６,１６０円」に改め、同項第７号中「９０,０００円」を「９３,２４０円」に改め、

同項第８号中「１０万３,９２０円」を「１０万７,６４０円」に改め、同項第９号中「１

１万７,７２０円」を「１２万２,０４０円」に改め、同項第１０号中「１３万１,５２０円」

を「１３万６,３２０円」に改め、同条第２項中「平成２７年度」を「平成３０年度」に、

「平成２９年度」を「平成３２年度」に改め、同条第３項中「平成２７年度」を「平成３

０年度」に、「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「１９０万円」を「２００万円」に

改め、同条第４項中「平成２７年度」を「平成３０年度」に、「平成２９年度」を「平成３

２年度」に、「２９０万円」を「３００万円」に改め、同条第５項中「平成２７年度」を「平

成３０年度」に、「平成２９年度」を「平成３２年度」に改め、同条第６項中「平成２７年

度」を「平成３０年度」に、「平成２９年度」を「平成３２年度」に、「３１,２００円」を

「３２,２８０円」に改める。 

 １号から１０号までは、平成３０年度から３２年度までの各段階における年額の介護保

険料を示したものです。 

 第３項および第４項は、国の所得段階基準額の変更に伴う改正です。 

 第６項は、低所得者への介護保険料軽減で、第１段階の基準額に対して５パーセント軽

減する額とするものです。 

 第５条第２項中「よりがたい」を「より難い」に、「法第１３２条の規定により普通徴収

に係る保険料の納付義務を負う者（以下 納付義務者 という。）」を「当該第１号被保険

者及びその連帯納付義務者（法第１３２条第２項及び第３項の規定により保険料を連帯し

て納付する義務を負う者をいう。」に改め、同条第３項を削り、同条第４項中「すべて」を

「全て」に改め、同項を同条第３項とする。 

 第６条の見出し中「資格取得」を「資格の取得」に改める。 

 第７条中「納付義務者」を「法第１３２条の規定により普通徴収に係る保険料の納付義

務を負う者（以下「納付義務者」という。）」に改める。 

 第８条第１項中「（第５条第２項の規定による同条第１項に規定する納期によりがたい場

合は、別に定められた納期限とする。）」を「（第５条第１項に規定する納期（同条第２項の

規定により別に納期を定められた場合は、当該納期）の末日をいう。第１７条第２項を除

き、以下同じ。）」に改め、同項ただし書中「の規定により」を「において」に、「第１０条

の規定による」を「第１０条第１項の規定により」に改め、同条第２項中「発した」を「発

する」に改める。 

 第９条第１項中「場合においては、当該納付金額に、その納期限の翌日から納付の日ま

での期間に応じ、当該金額が２,０００円以上であるときは、当該金額」を「場合において、

当該納付金額が２,０００円以上であるときは、当該納付金額に、その納期限の翌日から納

付の日までの期間に応じ、当該納付金額」に、「３月」を「３か月」に、「年７.３パーセン

ト」を「、年７.３パーセント」に改める。 

 第１０条第１項中「納付義務者」の次に「（法第１３５条第５項に規定する特別徴収対象
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被保険者を含む。）」を加え、「６カ月」を「６か月」に、「徴収猶予」を「、保険料の徴収

を猶予」に改め、同項第４号中「、その他」を「その他」に改め、同条第２項中「申請を

する者」を「申請をしようとする者」に、「証明すべき」を「証明する」に改める。 

 第１１条第２項中「受けようとする理由」を「必要とする理由」に改める。 

 第１２条中「６月１５日」の次に「まで」を加え、「賦課期日後」を「賦課期日の翌日」

に、「を含む。）まで（」を「も同様とし、」に、「所得状況並びに」を「所得状況、」に、「課

税者」を「課税」に改め、同条ただし書中「当該第１号被保険者本人並びに」を「第１号

被保険者本人及び」に、「すべて」を「全て」に、「同法第３１７条の２第１項」を「同項

ただし書」に、「第３項」を「第４項」に改める。 

 第１４条中「対し」を「対し、」に改める。 

 第１５条中「第１号」を削る。 

 第１６条中「詐欺（サギ）」を「偽り」に、「この法律」を「法」に改める。 

 第１７条第１項中「前４条」を「第１３条から前条まで」に改め、同条第２項中「前４

条」を「第１３条から前条まで」に、「発布」を「発付」に改める。 

 附則。 

 施行期日。 

 第１項、この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 経過措置。 

 第２項、改正後の本別町介護保険条例第４条の規定は平成３０年度分の保険料から適用

し、平成２９年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 以上で、議案第２２号本別町介護保険条例の一部改正について、提案説明とさせていた

だきます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 年額で示されているというふうに理解しますけれども、月額で

は先ほど基金を取り崩して、標準と言われるところですね、第５段階を５,７７０円から２

１０円アップの５,９８０円、これ月額ですよね、にされたというような話だったというふ

うに思います。基金を取り崩さなかったらもっと、２１０円アップではなくて、この第５

段階のいわゆる標準、基準と言われるところは、月額で言われたほうがわかりやすいので

すけれども、本当はどれ位になっていたのか。基金を取り崩すということは、介護保険財

政としての努力だというふうに私は感じているわけなのですけども、それにしても年額に

するとやはり、基準の第５段階だけで見ても相当な金額の増になりますよね。ですから基

金の取り崩しがもし仮に行われなかったらどれ位のものだったのかということが、まず第

１点です。 

 それから、このようにそれぞれの介護保険料が１０段階の中でそれぞれ上がったわけで

すけれども、受ける介護サービスの限度額というか、受けられる介護サービスの内容とい
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うのは、このことによって変化するのか。先ほどの説明の中では、これも一つの問題とし

て、介護職員の給与の問題がずっと取り上げられてきてて、そこの改善もしなければなら

ないというのはもう、一つの課題としてずっときてることだったので、先ほどの説明の中

にも入っていたのは理解していますけども、保険料を納めて介護サービスを受ける側から

言うと、保険料が上がった分、少しはサービスの内容とか拡大されるのではないかという

期待も当然あるわけで、その辺はどうなっていくのか伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 暫時休憩します。 

午前１１時３９分 休憩 

午前１１時３９分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 阿保議員の御質問にお答えいたします。 

 まず１点目の、基金を取り崩さなければ月額の保険料がいくらになるかという点ですけ

れども、基金を取り崩さなければ第５段階で６,１４２円になります。それを、基金を入れ

ることによって１６２円下げたということになります。 

 二つ目についてですけれども、一応介護保険料に関しましては、総体の介護サービスを

利用される方の数ですとか、どういうサービスを利用するかの総体量によって保険料が導

き出される仕組みになっております。一応現状としましては、各介護認定の要支援ですと

か要介護１から５のそれぞれに上限が決まっておりまして、そこに関する変更はございま

せん。使える上限額というのは今回はかわっていないというのが現状です。以上です。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 数年前のこの介護保険財政の議論の中で、確か基金の積立目標

が６千万円あれば、そういうのを大いに、こういう場合に活用できるという趣旨の話だっ

たように、ちょっと金額は定かではない、私の記憶では６千万円なのですけども、いずれ

にしても今回基金を、これは町が努力したというふうに私は評価しているわけなのですけ

ども、中で、この先ほど第５段階の標準と言われるところで６,１４２円が今回５,９８０

円ということで、引き下げを基金を活用して図ったということで、正直、前と同じ金額と

までは言いませんけども、基金の現状からしてこれが活用の限界の金額だったのかどうな

のか、その辺について再度伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 今回の１,５５０万が本当に基金を取り崩せるぎりぎりの

ラインかなというふうに思います。この後３０年、３１年、３２年と、やはり給付が伸び

て行くことが予測をされていますので、それを考えますとですね、ちょっとこれ以上取り

崩すと今後借金になってしまう可能性が多いかなというところで、今回の判断をさせてい

ただきました。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 
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 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 介護保険の料金の改定条例でございますので、１点だけ確認させ

ていただきますけれども、前段での議員協議会だと思いますが御説明がありました。その

中で今回細かく基金を投入した場合とか云々でございますが、今回の月額標準でいきます

と５,９８０円ということでございます。この料金は、十勝管内でどの位置にあるのか。砕

けて言いますと、順番的に言いますと上から３番目なのか２番目なのか、１０番目なのか

１６番目なのか、かみ砕いた話でございますけれどもそれをお知らせいただきたいのと、

介護保険料算出にあたってですね、これは我々も勉強不足かもしれませんけれども、主だ

った算定する要素、要するに施設の多い少ないだとか、職員が多い少ないというのは、細

かい計算式まではいりませんけれども、そういう部分についてカウントされているんだと

いう部分について、我々にかみ砕いた中でですね、お知らせいただきたい。以上２点。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 大住議員の御質問にお答えをいたします。まず介護保険

料の十勝でどの位置にあるかというところですけれども、この５,９８０円というのは、今

聞いているところでは十勝で高いほうから３番目というふうに聞いております。 

 ２点目の介護保険料を算定するときに加味される、要は要素ということで捉えてもよろ

しいでしょうか。そのことについてですけれども、一応介護サービス、施設サービスも含

め、在宅サービスも含め、使っている介護サービスの全体量がまず一番の基本になるかと

思います。そのほかにも地域支援事業という事業がありまして、それは介護予防に使われ

る部分ですとか、いろんな利用者様の御相談を受けたりする包括支援センターの運営です

とか、そこにも一部介護保険料が投入されておりますので、この介護ですとか介護予防に

関わるような総体の費用を、３年間の高齢者人口の推移を見ながら全体量を計算をして、

それを割っていくというか、そういう形で介護保険料を出しているという状況です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 担当課長から細かくいただきましたので、理解いたしました。十

勝管内で、今現在として３番目でございますから、前は２番目だったという認識してござ

いますので、これは順番がどうのこうのではございません。 

 それと、後段の中での御答弁もありましたように、あらゆるサービスの全体像というの

ですか、全体量を把握した中で進めていくということでございますから、町民の皆さんに

御負担いただくことですから、先ほどの条例改定でも、国保税の関係出てきました。私が

言うのはこういう細かいことをですね、町民の皆さまにお知らせしていると思いますけれ

ども折に触れてですね、特に保険業務だとか、そういう部分で町民の方々と接することが

多いと思いますので、その辺はですね、自治会の総会等々にも何か案内が来ればですね、

行った中で説明していくことも必要ではないかと。ということはもう、町民の皆さんも本

当に年金も目減りしている中で介護保険料も上がって、これは全体量を見た中では仕方な

い部分もあろうかと思いますけれども、町民の皆さんの懐の中から町に払っていただく分
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でございますので、それは細心の説明をしていくのが私は常套でないかと思いますので、

その辺の考え方といいますかね、お知らせいただきたい。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 大住議員の御質問にお答えをいたします。高齢者の方含

めて、町民の皆さんに折に触れて細かく説明をしていくことが重要ではないかというお話

をいただいております。この計画をつくる段階においてもですね、住民の皆さんの意見を

聴取すべく、町内３カ所での説明会をさせていただきました。また、今回計画ができたと

いうか、保険料も含めて認めていただければですね、４月１日号の広報にまず今回の第７

期計画についての概要版というのを、広報と一緒に全戸に配布をさせていただく予定にな

っております。また、これは今期に限らずですけども、各自治会ですとかいろいろな高齢

者の団体ですとか、いろんな御希望がありましたらいつでも地域に出向いて説明はさせて

いただきますということもお伝えをしてきておりますし、実際に要望があって説明に行っ

ている地域も本当に、数はあまり多くないですけどもありますので、その辺の点について

もあわせて周知を図っていきたいというふうに考えております。以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） ３回目でございますので。細かく出していただくということで、

それに越したことはないと思います。町民の方が注視するのはですね、内容をこういう状

況で、サービス料も本別はこうなっていると。ただ町民の方々が一番注視するのはですね、

４月１日から介護料金が標準で五千九百何がしになる、ほかの町では、ほかの村ではどう

なのかなということを当然気にいたしますのでね、その辺も一覧表で載せていただければ、

我が町はこのレベルなんだと。やっぱり、トップクラスの介護の量があって、サービスも

行き届いている、だから５,９００円なんだということも一つの周知の方法だと思いますの

でね、十勝の全体像も含めて出していただければと思うのですが、その辺の考え方につい

て再度伺います。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 御質問にお答えいたします。十勝全体でどの位置にある

ですとか、ちょっと出し方については内部でも検討させていただきたいなというふうには

思っておりますが、介護保険料が十勝管内で高いというようなところにつきましては、や

はり介護基盤も整っていて、サービスが充実しているからこういう状況になっているとい

うところについては、御説明というか周知をしていきたいというふうには考えております。

以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかに、ありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 
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○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２２号本別町介護保険条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２２号本別町介護保険条例の一部改正については、原案のとおり可

決されました。 

 ここで暫時休憩します。 

午前１１時５０分 休憩 

午後 １時３０分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第８ 議案第２３号 

○議長（方川一郎君） 日程第８ 議案第２３号本別町指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営の基準等に関する条例の一部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 議案第２３号本別町指定介護予防支援等の事業の人員及

び運営の基準等に関する条例の一部改正について、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の改正は、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法

律の整備に関する法律等の制定により、指定居宅サービス事業等の事業の人員、設備及び

運営に関する基準を定めた省令が一部改正されることを受けて、本別町指定介護予防支援

等の人員及び運営の基準に関する条例を一部改正するものです。 

 指定介護予防支援等基準省令のおもな改正内容は、医療と介護の連携強化、公正中立な

ケアマネジメントの確保、障害福祉制度の相談支援専門員との密な連携であることを受け、

本条例に改正関連事項を追加するとともに、項、号及び字句の整理を行っております。 

 それでは、改正条文の朗読をもって提案にかえさせていただきます。なお、括弧書きの

朗読は省略させていただきます。 

 本別町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例の一部を改正す

る条例。 

 本別町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営の基準等に関する条例（平成２７年条

例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」を「指定介護予防支援に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」に改め、「基準該当介護予防支援」
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の次に「の事業」を加える。 

 第２条第３項中「法第８条の２第１８項」を「法第８条の２第１６項」に改め、同条第

４項中「介護保険施設」の次に「、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（平成１７年法律第１２３号）第５１条の１７第１項第１号に規定する指定特定

相談支援事業者」を加える。 

 第２条の改正は、障害福祉制度の相談支援専門員との連携を位置付けているものです。 

 第６条第２項中「あらかじめ」の次に「、利用申込者又はその家族に対し」を加え、「で

ある」を「であり、利用者は複数の指定介護予防サービス事業者（法第５３条第１項に規

定する指定介護予防サービス事業者をいう。以下同じ。）等を紹介するよう求めることがで

きる」に改め、同条第７項を同条第８項とし、同条第６項中「第３項」を「第４項」に改

め、同項を同条第７項とし、同条第５項中「第３項第１号」を「第４項第１号」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第４項を同条第５項とし、同条第３項中「第６項で」を「第

７項に」に、「技術を使用する」を「技術を利用する」に改め、同項を同条第４項とし、同

条第２項の次に次の１項を加える。 

 第３項、指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用申込者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が

生じた場合には、当該利用者に係る担当職員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療所に伝

えるよう求めなければならない。 

 この第３項は、医療と介護の連携強化のために、指定介護予防支援の利用者が入院する

場合に、担当職員の氏名および連絡先を医療機関に伝えることをあらかじめ利用者に説明

することを定めているものです。 

 第８条中「当該事業所」を「当該指定介護予防支援事業所」に、「認める」を「認めた」

に改める。 

 第１２条中「以下同じ。）と」を「以下同じ。）の額と」に改める。 

 第１３条中「前条の」を削る。 

 第１５条の見出し中「法定代理受領サービス」の次に「等」を加える。 

 第１７条第１号中「。以下同じ」を削る。 

 第２０条第２項本文中「の業務」を削る。 

 第２９条中「事業所」を「指定介護予防支援事業所」に改める。 

 第３０条第２項中「５年間」を「２年間」に改め、同項第１号中「第３２条第１３号」

を「第３２条第１４号」に改め、同項第２号エ中「第３２条第１４号」を「第３２条第１

５号」に改め、同号オ中「第３２条第１５号」を「第３２条第１６号」に改める。 

 「第４章 介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」を「第４章 指定介護

予防支援に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準」に改める。 

 第３２条第５号中「適切」を「適正」に改め、同条第９号中「のために」の次に「、利

用者及びその家族の参加を基本としつつ、」を加え、同条第１２号中「介護予防訪問介護計
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画」を「介護予防訪問看護計画書」に、「第３９条第２号」を「第７６条第２号」に改め、

「をいう。」の次に「次号において同じ。」を加え、「計画の作成を指導するとともに、サー

ビスの提供状況や利用者の状態等に関する報告を少なくとも１月に１回、聴取しなければ

ならない。」を「計画の提出を求めるものとする。」に改め、同条中第２６号を第２７号と

し、第２５号を第２６号とし、同条第２４号中「当該計画」を「当該介護予防サービス計

画」に改め、同号を同条第２５号とし、同条第２３号中「当該計画」を「当該介護予防サ

ービス計画」に改め、同号を同条第２４号とし、同条中第２２号を第２３号とし、第２１

号を第２２号とし、同号の前に次の１号を加える。 

 第２１号の２ 前号の場合において、担当職員は、介護予防サービス計画を作成した際

には、当該介護予防サービス計画を主治の医師等に交付しなければならない。 

 第３２条第２０号中「主治の医師又は歯科医師（以下「主治の医師等」という。）」を「主

治の医師等」に改め、同号を同条第２１号とし、同条第１９号中「退所しよう」を「退所

をしよう」に改め、同号を同条第２０号とし、同条第１８号中「又は入所」を「若しくは

入所」に改め、同号を同条第１９号とし、同条第１７号中「第１２号」を「第１３号」に、

「第１３号」を「第１４号」に改め、同号を同条第１８号とし、同条第１６号を同条第１

７号とし、同条第１５号中「第１３号」を「第１４号」に改め、同号イ中「指定介護予防

通所介護事業所（指定介護予防サービス等基準第９７条第１項に規定する指定介護予防通

所介護事業所をいう。）又は」を削り、同号を同条第１６号とし、同条第１４号中「当該計

画」を「当該介護予防サービス計画」に改め、同号を同条第１５号とし、同号の前に次の

１号を加える。 

 第１４号の２、担当職員は、指定介護予防サービス事業者等から利用者に係る情報の提

供を受けたときその他必要と認めるときは、利用者の服薬状況、口腔機能その他の利用者

の心身又は生活の状況に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の

医師若しくは歯科医師（以下この条において「主治の医師等」という。）又は薬剤師に提供

するものとする。 

 この第１４号は、医療と介護の連携の強化のために、必要時、利用者の健康状態などを

医師、歯科医師、薬剤師に情報提供することを定めているものです。 

 第３２条中第１３号を第１４号とし、第１２号の次に次の１号を加える。 

 第１３号、担当職員は、指定介護予防サービス事業者等に対して、介護予防サービス計

画に基づき、介護予防訪問看護計画書等指定介護予防サービス等基準において位置付けら

れている計画の作成を指導するとともに、サービスの提供状況や利用者の状態等に関する

報告を少なくとも１カ月に１回、聴取しなければならない。 

 この第１３号は、医療系サービスと指定予防介護支援事業所との連携強化のために、少

なくとも月１回、サービスの利用状況や利用者の状態を聞き取ることを義務付けたもので

す。 

 第３２条に次の１号を加える。 
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 第２８号、指定介護予防支援事業者は、法第１１５条の４８第４項の規定に基づき、同

条第１項に規定する会議から、同条第２項の検討を行うための資料又は情報の提供、意見

の開陳その他必要な協力の求めがあった場合には、これに協力するよう努めなければなら

ない。 

 この第２８号は、地域包括支援センターから地域ケア会議などにおいて、利用者の検討

を行うための資料や情報提供を求められた場合に、協力することを定めたものです。 

 「第５章 基準該当介護予防支援に関する基準」を「第５章 基準該当介護予防支援の

事業に関する基準」に改める。 

 第３４条中「（第２７条第６項及び第７項を除く。）までの規定」を「まで（第２７条第

６項及び第７項を除く。）の規定」に改める。 

 附則。 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 以上で、議案第２３号本別町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営の基準等に関す

る条例の一部改正について、提案説明とさせていただきます。よろしく御審議をお願いい

たします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 条文の改正点の説明だけでは、どうも私は、現行の行われてい

る事業がどのように変わるのかというのを、例を挙げてちょっと説明をしていただくとあ

りがたいなというふうに思いますので、介護予防の行われている事業がある意味強化され

たり、それから連携強化とか医師との連携とかが強まるよという趣旨に受け止めましたし、

そういうことだと思っていますけども、現行の行われている介護予防の事業などを、一例

でよろしいですから、これはこういうふうに強化されますとかというふうに一例を挙げて

説明していただくとありがたいのですが。よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 阿保議員の御質問にお答えいたします。例を挙げてとい

うことなのですけれども、まず介護予防支援といいますのは、要支援１、２の方が介護予

防サービスを利用するときに行うマネジメントのことを言います。これまでもですね、介

護保険のケアマネジメント業務と同様に、利用者さんの状況に応じて要介護状態にならな

いようなサービスを組み立てて、御本人の同意を得て提供するというようなことをやって

きておりますけれども、特に今回の改正点の中で強化されている部分というのは、医療と

介護の連携をきちんと取りなさいということで、例えば今までであれば、この利用者さん

がここの病院でこういう治療を受けていてという主治医の先生のことを伺ったとしても、

こういう介護予防計画でサービスを提供しますよということをきっちりと伝えていない場

合もあったというか、それは伝えなければならないというものではなかったので必要に応

じて伝えたりとか、あるいはこれ位のことであれば伝えなくてもいいかなという個々の判
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断で行われていたものが、今回は主治医がいる場合にはきちんと予防計画の内容もお伝え

をするし、状態の変化があったときには主治医等にも報告をしなさいというようなことが

明記されたということになります。 

 また、障がいの相談支援担当者との連携をきちんと図るというところでは、最近ケース

として多くなっているのは、若い年齢のときには障がいのケアマネジメント、障がいのサ

ービスを受けていても、６５歳を過ぎて高齢者になってくると今度介護予防ですとか介護

保険のほうに移ってくる方が、少しずつ見られて来ております。そういう場合に今までど

ういう状況だったのかだとか、どういう観点で障がいのほうでは支援をしていたというこ

との連絡ですとか、介護保険、介護予防サービスの中で提供できる部分と、介護の中には

ないけれども障がいサービスではある部分というものの整合性を図っていくために、障が

いの相談支援担当者との連携をきちんと取っていくようにというようなところが主な部分

というふうに理解をしております。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２３号本別町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営の基準等に関

する条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２３号本別町指定介護予防支援等の事業の人員及び運営の基準等に

関する条例の一部改正については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第９ 議案第２４号 

○議長（方川一郎君） 日程第９ 議案第２４号本別町指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 議案第２４号本別町指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改正について、提案理由の説明を申し

上げます。 
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 今回の改正は、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律が平成２９年６月２日に公布され、介護保険法の一部改正により、条文に項の追加や変

更があったことから、本条例において対応している部分の改正を行うものです。 

 それでは、改正条文の朗読をもって提案にかえさせていただきます。 

 なお、括弧書きの朗読は省略させていただきます。 

 本別町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例。 

 本別町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例

（平成２５年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項第４号中「第１号」を削る。 

 第６条中「第５条の２」を「第５条の２第１項」に改める。 

 第８条中「第８条第１９項」を「第８条第２０項」に改める。 

 第９条第１項中「第８条第２０項」を「第８条第２１項」に改める。 

 第１０条第１項中「第８条第２１項」を「第８条第２２項」に改める。 

 第６条の改正は、介護保険法において認知症の状態を定める項が分かれたことに対応す

るものであり、それ以外は地域密着型サービスの事業を規定する条文中の項が変更したこ

とによるものです。 

 附則。 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 以上で、議案第２４号本別町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部改正について、提案説明とさせていただきます。よろしく御

審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２４号本別町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に

関する基準を定める条例の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 
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 したがって、議案第２４号本別町指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営

に関する基準を定める条例の一部改正については、原案のとおり可決されました。 

 ここで、公務のため小坂主幹が一時退席いたします。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１０ 議案第２５号 

○議長（方川一郎君） 日程第１０ 議案第２５号本別町指定地域密着型介護予防サービ

スの事業の人員、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準

を定める条例の一部改正についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 議案第２５号本別町指定地域密着型介護予防サービスの

事業の人員、設備及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定

める条例の一部改正について、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の改正は、地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法

律が平成２９年６月２日に公布され、介護保険法の一部改正により条文に項の追加や変更

があったことから、本条例において対応している部分の改正を行うものです。 

 それでは改正条文の朗読をもって、提案にかえさせていただきます。なお、括弧書きの

朗読は省略させていただきます。 

 本別町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部を改正する条例。 

 本別町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに介護予防の

ための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例（平成２５年条例第６号）の一部を

次のように改正する。 

 第２条第１号中「第８条の２第１４項」を「第８条の２第１２項」に改める。 

 これは、地域密着型介護予防サービスの種類を規定している部分で、１４項を１２項に

変更しております。 

 第４条中「第５条の２」を「第５条の２第１項」に改める。 

 これは認知症の状態を規定している部分で、項が追加されております。 

 第６条中「第８条の２第１７項」を「第８条の２第１５項」に改める。 

 これは介護予防認知症対応型共同生活介護、グループホームですね、の事業を規定して

いる部分で、第１７項を第１５項に変更しております。 

 附則。 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 以上で、議案第２５号本別町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び

運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正に

ついて、提案説明とさせていただきます。よろしく御審議をお願いいたします。 
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○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２５号本別町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及

び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改正

についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２５号本別町指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備

及び運営並びに介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の一部改

正については、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１１ 議案第２６号 

○議長（方川一郎君） 日程第１１ 議案第２６号本別町指定居宅介護支援事業者の指定

に関し必要な事項並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める

条例の制定についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 議案第２６号本別町指定居宅介護支援事業者の指定に関

し必要な事項並びに指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例

の制定について、提案理由の説明を申し上げます。 

 本条例は、地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律等の整

備に関する法律、平成２６年法律第８３号の施行による介護保険法の一部改正により、こ

れまで都道府県が実施していた居宅介護支援事業者の指定等が、平成３０年４月１日より

市町村に権限移譲となることから、居宅介護支援事業者の指定に関して必要な事項や、居

宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準について、条例を定めるものです。 

 それでは、括弧書き、括弧内の条文等、一部省略の上朗読し、提案にかえさせていただ

きます。 

 本別町指定居宅介護支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指定居宅介護支援等の事
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業の人員及び運営に関する基準を定める条例。 

 目次は省略させていただきます。 

 第１章、総則。 

 趣旨。 

 第１条、この条例は、介護保険法第７９条第２項第１号の規定に基づき指定居宅介護支

援事業者の指定に関し必要な事項を定めるとともに、法第４７条第１項第１号並びに第８

１条第１項及び第２項の規定に基づき指定居宅介護支援の事業及び基準該当居宅介護支援

の事業の人員及び運営に関する基準について定めるものとする。 

 第２章、指定居宅介護支援事業者の指定。 

 第２条、法第７９条第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

 第３章、指定居宅介護支援の事業の基本方針。 

 第３条、指定居宅介護支援の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者

が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことがで

きるように配慮して行われるものでなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援の事業は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等に

応じて、利用者の選択に基づき、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事

業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう配慮して行われるものでなければならない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供に当たっては、利用者の

意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立って、利用者に提供される指定居宅サービ

ス等が特定の種類又は特定の指定居宅サービス事業者等に不当に偏することのないよう、

公正中立に行わなければならない。 

 第４項、指定居宅介護支援事業者は、事業の運営に当たっては、市町村、法第１１５条

の４６第１項に規定する地域包括支援センター、老人福祉法第２０条の７の２に規定する

老人介護支援センター、他の指定居宅介護支援事業者、指定介護予防支援事業者、介護保

険施設、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第５１条の１７第

１項第１号に規定する指定特定相談支援事業者等との連携に努めなければならない。 

 この第３条は居宅介護支援の事業の基本方針を定めたもので、介護保険制度の基本理念

である高齢者自身によるサービスの選択、保健、医療福祉サービスの総合的、効率的な提

供、利用者本位、公正中立などを掲げているものです。 

 第４章、指定居宅介護支援の事業の人員に関する基準。 

 従業者の員数。 

 第４条、指定居宅介護支援事業者は、当該指定に係る事業所ごとに１以上の員数の指定

居宅介護支援の提供に当たる介護支援専門員であって常勤であるものを置かなければなら

ない。 

 第２項、前項に規定する員数の基準は、利用者の数が３５又はその端数を増すごとに１

とする。 



 - 37 -

 第４条は介護支援専門員の員数を定めたもので、指定居宅介護支援事業所の営業時間中

は、介護支援専門員は常に利用者からの相談等に対応できる体制を整えている必要があり、

また、介護支援専門員は利用者の数３５人に対して１人を標準とすることを定めています。 

 管理者。 

 第５条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに常勤の管理者を置

かなければならない。 

 第２項、前項に規定する管理者は、介護保険法施行規則第１４０条の６６第１号イ第３

号に規定する主任介護支援専門員でなければならない。 

 第３項、第１項に規定する管理者は、専らその職務に従事する者でなければならない。

ただし、次に掲げる場合は、この限りでない。 

 第１号、当該管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員の職務に

従事する場合。 

 第２号、当該管理者がその管理する指定居宅介護支援事業所と同一の敷地内にある他の

事業所の職務に従事する場合 

 第５章、指定居宅介護支援の事業の運営に関する基準。 

 内容及び手続の説明及び同意。 

 第６条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用申込者又はその家族に対し、第２０条に規定する運営規程の概要その他の利用申

込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、

当該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用申込者又はその家族に対し、居宅サービス計画が第３条に規定する基本方針及び

利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の指定居宅サービス事業者等

を紹介するよう求めることができること等につき説明を行い、理解を得なければならない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじ

め、利用申込者又はその家族に対し、利用者について、病院又は診療所に入院する必要が

生じた場合には、当該利用者に係る介護支援専門員の氏名及び連絡先を当該病院又は診療

所に伝えるよう求めなければならない。 

 第４項、指定居宅介護支援事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった場合

には、第１項の規定による文書の交付に代えて、第７項に定めるところにより、当該利用

申込者又はその家族の承諾を得て、当該文書に記すべき重要事項を電子情報処理組織を使

用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であって次に掲げるものにより提供す

ることができる。この場合において、当該指定居宅介護支援事業者は、当該文書を交付し

たものとみなす。 

 第１号、第２号についての朗読は省略させていただきます。 

 第５項、前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力する
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ことによる文書を作成することができるものでなければならない。 

 第６項、第４項第１号の「電子情報処理組織」とは、指定居宅介護支援事業者の使用に

係る電子計算機と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で

接続した電子情報処理組織をいう。 

 第７項、指定居宅介護支援事業者は、第４項の規定により第１項に規定する重要事項を

提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に対し、その用いる

次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なけれ

ばならない。 

 第１号、第２号についての朗読は省略させていただきます。 

 第８項、前項の規定による承諾を得た指定居宅介護支援事業者は、当該利用申込者又は

その家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けない旨の申出があっ

たときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第１項に規定する重要事項の提供を電磁

的方法によってしてはならない。ただし、当該利用申込者又はその家族が再び前項の規定

による承諾をした場合は、この限りでない。 

 第６条は基本理念としての高齢者自身によるサービスの選択を具体化したものです。利

用者は指定居宅介護支援事業者についても自由に選択できることが基本であり、利用申し

込みがあった場合は、あらかじめ、当該利用者や家族に対し、事業所の運営規定の概要な

ど、利用申込者がサービスを選択するために必要な重要事項を説明書や電子媒体などを用

いて説明し、居宅介護支援を受けることについて同意を得なければならないこととしたも

のです。 

 提供拒否の禁止。 

 第７条、指定居宅介護支援事業者は、正当な理由なく指定居宅介護支援の提供を拒んで

はならない。 

 第７条は居宅介護支援の公平性に鑑み、原則として、指定居宅介護支援の利用申し込み

者に対しては、これに応じなければならないことを定めたもので、正当な理由なくサービ

スの提供を拒否することを禁ずるものです。 

 サービス提供困難時の対応。 

 第８条、指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の通常の事業の実施

地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切な指定居宅介護支援を提供することが困難で

あると認めた場合は、他の指定居宅介護支援事業者の紹介その他の必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 受給資格等の確認。 

 第９条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供を求められた場合には、

その者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定の有無及び要介護認定

の有効期間を確かめるものとする。 

 要介護認定の申請に係る援助。 
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 第１０条、指定居宅介護支援事業者は、被保険者の要介護認定に係る申請について、利

用申込者の意思を踏まえ、必要な協力を行わなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、要介護認

定を受けていない利用申込者については、要介護認定の申請が既に行われているかどうか

を確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該

申請が行われるよう必要な援助を行わなければならない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者

が受けている要介護認定の有効期間の満了日の３０日前には行われるよう、必要な援助を

行わなければならない。 

 第１０条は要介護認定に関わる援助を定めたもので、被保険者から要介護認定の申請の

代行を依頼された場合の協力や、利用申込者が要介護認定を受けていない場合の援助、要

介護認定等の更新の申請に係る必要な協力をすることを定めたものです。 

 身分を証する書類の携行。 

 第１１条、指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員

に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求められたとき

は、これを提示すべき旨を指導しなければならない。 

 利用料等の受領。 

 第１２条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を提供した際にその利用者か

ら支払を受ける利用料の額と、居宅介護サービス計画費の額との間に、不合理な差額が生

じないようにしなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、前項の利用料のほか、利用者の選定により通常の

事業の実施地域以外の地域の居宅を訪問して指定居宅介護支援を行う場合には、それに要

した交通費の支払を利用者から受けることができる。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、前項に規定する費用の額に係るサービスの提供に

当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対し、当該サービスの内容及び費用につ

いて説明を行い、利用者の同意を得なければならない。 

 第１２条の第１項は、居宅介護支援において、償還払いなどの場合も法定どおりの金額

しか受け取ってはいけないことを定めているものです。 

 第２項および第３項は、通常のサービスを提供する以外の地域で支援をする場合には、

交通費の支払いを受けることができますが、その場合はあらかじめ利用者に費用などの説

明を行い、同意を得ておくことを定めているものです。 

 保険給付の請求のための証明書の交付。 

 第１３条、指定居宅介護支援事業者は、提供した指定居宅介護支援について前条第１項

の利用料の支払を受けた場合は、当該利用料の額等を記載した指定居宅介護支援提供証明

書を利用者に対して交付しなければならない。 

 この１３条は、居宅介護支援に係る保険給付が償還払いとなる場合に、指定居宅介護支
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援事業者は、利用料の額、その他利用者が保険給付を請求する上で必要と認められる事項

を記載した、指定居宅介護支援提供証明書を利用者に対して交付すべきことを定めたもの

です。 

 指定居宅介護支援の基本取扱方針。 

 第１４条、指定居宅介護支援は、利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよ

う行われるとともに、医療サービスとの連携に十分配慮して行われなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、自らその提供する指定居宅介護支援の質の評価を

行い、常にその改善を図らなければならない。 

 指定居宅介護支援の具体的取扱方針。 

 第１５条、指定居宅介護支援の方針は、第３条に規定する基本方針及び前条に規定する

基本取扱方針に基づき、次に掲げるところによるものとする。 

 第１５条は、利用者の課題分析、サービス担当者会議の開催、居宅サービス計画の作成、

居宅サービス計画の実施状況の把握などの、居宅介護支援を構成する一連の業務のあり方

及び当該業務を行う介護支援専門員の責務を明らかにしたものですが、第１号から第３０

号については朗読を省略させていただきます。 

 ３ページほど進みまして、一番下の行に移ります。 

 法定代理受領サービス等に係る報告。 

 第１６条、指定居宅介護支援事業者は、毎月、市町村に対し、居宅サービス計画におい

て位置付けられている指定居宅サービス等のうち法定代理受領サービスとして位置付けた

ものに関する情報を記載した文書を提出しなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画に位置付けられている基準該当

居宅サービスに係る特例居宅介護サービス費の支給に係る事務に必要な情報を記載した文

書を、市町村に対して提出しなければならない。 

 第１６条第１項は、指定居宅介護支援事業者に、市町村、これは委託をしている場合は

国民健康保険連合会に対して、居宅サービス計画において、法定代理受領サービスとして

位置付けたものに関する情報を記載した文書、いわゆる給付管理票と言われるものですが、

これを毎月提出することを義務付けたものです。 

 また、第２項は、基準該当サービスに係る情報も併せて国民健康保険連合会に提供する

ことで、居宅介護サービス費の支払いと同時並行的に行うことができるようにするための

規定であります。 

 利用者に対する居宅サービス計画等の書類の交付。 

 第１７条、指定居宅介護支援事業者は、利用者が他の居宅介護支援事業者の利用を希望

する場合、要介護認定を受けている利用者が要支援認定を受けた場合その他利用者からの

申出があった場合には、当該利用者に対し、直近の居宅サービス計画及びその実施状況に

関する書類を交付しなければならない。 

 この第１７条は、利用者が支援を受ける事業者が変わる場合、変更後の事業者が滞りな
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く業務ができるよう、当該利用者に対し、直近の居宅サービス計画やその実施状況に関す

る書類を交付しなければならないことを定めているものです。 

 利用者に関する市町村への通知。 

 第１８条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援を受けている利用者が次の各

号のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付してその旨を市町村に通知しなけれ

ばならない。 

 第１号、正当な理由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わないこと

等により、要介護状態の程度を増進させたと認められるとき。 

 第２号、偽りその他不正の行為によって保険給付の支給を受け、又は受けようとしたと

き。 

 管理者の責務。 

 第１９条、指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支

援専門員その他の従業者の管理、指定居宅介護支援の利用の申込みに係る調整、業務の実

施状況の把握その他の管理を一元的に行わなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業所の管理者は、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援

専門員その他の従業者にこの章の規定を遵守させるため必要な指揮命令を行うものとする。 

 運営規程。 

 第２０条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、次に掲げる事

業の運営についての重要事項に関する規程（以下「運営規程」という。）として次に掲げる

事項を定めるものとする。 

 この第２０条は、指定居宅介護支援の事業の適正な運営及び利用者等に対する適切な指

定居宅介護支援の提供を確保するため、第１号から第６号までに掲げる事項を内容とする

規定を定めることを、指定居宅介護支援事業所ごとに義務付けをしたものです。なお、第

１号から第６号の朗読は省略させていただきます。 

 勤務体制の確保。 

 第２１条、指定居宅介護支援事業者は、利用者に対し適切な指定居宅介護支援を提供で

きるよう、指定居宅介護支援事業所ごとに介護支援専門員その他の従業者の勤務の体制を

定めておかなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに、当該指定居宅介

護支援事業所の介護支援専門員に指定居宅介護支援の業務を担当させなければならない。

ただし、介護支援専門員の補助の業務については、この限りでない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の資質の向上のために、その研修

の機会を確保しなければならない。 

 設備及び備品等。 

 第２２条、指定居宅介護支援事業者は、事業を行うために必要な広さの区画を有すると

ともに、指定居宅介護支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。 
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 従業者の健康管理。 

 第２３条、指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員の清潔の保持及び健康状態につ

いて、必要な管理を行わなければならない。 

 掲示。 

 第２４条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所の見やすい場所に、運

営規程の概要、介護支援専門員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に資す

ると認められる重要事項を掲示しなければならない。 

 秘密保持。 

 第２５条、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員その他の従業者は、正当な理由が

なく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしてはならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、介護支援専門員その他の従業者であった者が、正

当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らすことのないよう、

必要な措置を講じなければならない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、サービス担当者会議等において、利用者の個人情

報を用いる場合は利用者の同意を、利用者の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同

意を、あらかじめ文書により得ておかなければならない。 

 この第２５条は、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員、その他従業員に、利用者

及びその家族の秘密の保持を義務付けるとともに、居宅サービスの担当者等と個人情報を

共有するためには、あらかじめ、文書により利用者及びその家族から同意を得る必要があ

ることを規定したものです。 

 広告。 

 第２６条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所について広告をする場

合においては、その内容が虚偽又は誇大なものであってはならない。 

 指定居宅サービス事業者等からの利益収受の禁止等。 

 第２７条、指定居宅介護支援事業者及び指定居宅介護支援事業所の管理者は、居宅サー

ビス計画の作成又は変更に関し、当該指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員に対して

特定の指定居宅サービス事業者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等を行っては

ならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業所の介護支援専門員は、居宅サービス計画の作成又は変

更に関し、利用者に対して特定の指定居宅サービス事業者等によるサービスを利用すべき

旨の指示等を行ってはならない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者及びその従業者は、居宅サービス計画の作成又は変更

に関し、利用者に対して特定の指定居宅サービス事業者等によるサービスを利用させるこ

との対償として、当該指定居宅サービス事業者等から金品その他の財産上の利益を収受し

てはならない。 

 この第２７条は、指定居宅介護支援事業所の管理者および介護支援専門員が、利用者に
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対して利益誘導することや、解決すべき課題に即さない、いわゆる不要な居宅サービスを

居宅サービス計画に位置づけることを禁じたものです。 

 苦情処理。 

 第２８条、指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援又は自らが居宅

サービス計画に位置付けた指定居宅サービス等に対する利用者及びその家族からの苦情に

迅速かつ適切に対応しなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、前項の苦情を受け付けた場合は、当該苦情の内容

等を記録しなければならない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、自ら提供した指定居宅介護支援に関し、法第２３

条の規定により市町村が行う文書その他の物件の提出若しくは提示の求め又は当該市町村

の職員からの質問若しくは照会に応じ、及び利用者からの苦情に関して市町村が行う調査

に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又は助

言に従って必要な改善を行わなければならない。 

 第４項、指定居宅介護支援事業者は、市町村からの求めがあった場合には、前項の改善

の内容を市町村に報告しなければならない。 

 第５項、指定居宅介護支援事業者は、自らが居宅サービス計画に位置付けた法第４１条

第１項に規定する指定居宅サービス又は法第４２条の２第１項に規定する指定地域密着型

サービスに対する苦情の国民健康保険団体連合会への申立てに関して、利用者に対し必要

な援助を行わなければならない。 

 第６項、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等に対する利用者からの苦情に

関して国民健康保険団体連合会が行う法第１７６条第１項第３号の調査に協力するととも

に、自ら提供した指定居宅介護支援に関して国民健康保険団体連合会から同号の指導又は

助言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければなら

ない。 

 第７項、指定居宅介護支援事業者は、国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合

には、前項の改善の内容を国民健康保険団体連合会に報告しなければならない。 

 事故発生時の対応。 

 第２９条、指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により

事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡を行うとともに、必要

な措置を講じなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置に

ついて記録しなければならない。 

 第３項、指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠

償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行わなければならない。 

 会計の区分。 

 第３０条、指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援事業所ごとに経理を区分する
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とともに、指定居宅介護支援の事業の会計とその他の事業の会計とを区分しなければなら

ない。 

 記録の整備。 

 第３１条、指定居宅介護支援事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を

整備しておかなければならない。 

 第２項、指定居宅介護支援事業者は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から２年間保存しなければならない。 

 第１号から第６号の朗読は省略させていただきます。 

 第６章、基準該当居宅介護支援の事業に関する基準。 

 第３２条、前３章（第２８条第６項及び第７項を除く。）の規定は、基準該当居宅介護支

援の事業について準用する。この場合において、第６条第１項中「第２０条」とあるのは

「第３２条において準用する第２０条」と、第１２条第１項中「指定居宅介護支援とある

のは「基準該当居宅介護支援」と、「居宅介護サービス計画費の額」とあるのは「法第４７

条第３項に規定する特例居宅介護サービス計画費の額」と読み替えるものとする。 

 附則。 

 施行期日。 

 第１項、この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第１５条（第２０号

に係る部分に限る。）（第３２条において準用する場合を含む。）の規定は、同年１０月１日

から施行する。 

 経過措置。 

 第２項、平成３３年３月３１日までの間は、第５条第２項（第３２条において準用する

場合を含む。）の規定にかかわらず、介護支援専門員（介護保険法施行規則第１４０条の６

６第１号イ第３号に規定する主任介護支援専門員を除く。）を第５条第１項（第３２条にお

いて準用する場合を含む。）に規定する管理者とすることができる。 

 以上で、議案第２６号本別町指定居宅介護支援事業者の指定に関し必要な事項並びに指

定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例についての提案説明と

させていただきます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） ここで暫時休憩します。 

午後２時３３分 休憩 

午後２時４５分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 議案第２６号の質疑からとします。 

 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 提案理由のところにも書いてあるのですけども、指定居宅介護

支援事業者を町が指定というか許可というか、そういうことをした上で、そのほかのいろ

んな細かな、例えば医療との連携とか何かも入っていますし、３０条で言うと会計の関係
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何かも入っているので、全体のイメージとしてはどうなのかなということを、本当に初歩

的で申しわけないのですけども伺いたいのは、一つは現状の本別町の各介護関係の事業所

があるわけですけれども、今回のこの条例の中身で、それぞれの事業所が関係してくるの

かどうなのか、そういう事業所のいわゆる居宅介護支援の事業を行っているとすれば、こ

こに関係してくる事業者ということになると思うのですけども、そういうようなものの指

定を、この条例によって町が責任を持って行うという解釈でよろしいのかどうなのか、ま

ずその点を伺いたいと思います。 

 それから、ただいま申し上げたように３０条では、一番後ろのほうですけども３０条で、

指定居宅介護支援事業者の経理のことが書いてありますけれども、指定居宅介護支援の事

業の会計とその他の事業の会計を区分しなければならないというふうに書いてあるのです

が、それは事業ごとにきちんと二つなら二つで分けなさいという意味だというのはよくわ

かるのですけども、ここにこういうふうに書いてあるということは、じゃあこれの監査は

どこがやるのかなというふうに思って聞いていました。町の条例の中でこういうふうにう

たっているところを見ると、この会計の監査というのが、町が関わっていくのかどうなの

か、その２点について伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 阿保議員の御質問にお答えをいたします。まず１点目の、

この条例に関わっている本別町内の事業者はというところだと思うのですが、今現在、居

宅介護支援事業所は直営の１カ所のみです。ケアセンターにあります指定居宅介護支援事

業所が、この条例に該当してくる部分になります。 

 あと２点目の会計の区分につきましては、今町でやっておりますので、介護サービス特

別会計の中の居宅介護支援事業所分の会計ということで区分をして、やっております。以

上です。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 町が行う居宅介護支援の事業についての条例的な定めをしたと

いう解釈でいいということだと思います。ちょっと意外だったのは、今社会福祉協議会が

やっているいろんな事業とか、その他の事業所も町内に民間もあるのですけども、そうい

う所がもし同様の支援事業を行った場合は、この条例の定めに関係してくるのかどうなの

か、それで先ほど申し上げたように会計の所を気にしたのは、そういう事業者が当然入っ

てくるものだということで、そういうふうに思って聞いたので、町がやっている直営の事

業ということになれば、その会計の部分はね、ちょっと私の勘違いということになると思

うのですけれども、その辺の民間との今後の関わりも含めてですね、どういうふうなこと

なのか伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 居宅介護支援事業につきましては、当然民間の事業者さ

んも事業所を開設することができます。もし、本別町内のどこかの事業者さんが居宅介護
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支援事業をやりたいということが出てきた場合には、本別町のほうでこの条例を基にです

ね、適した事業者かどうかということを審査をさせていただいて、許可をするということ

になります。会計につきましては、例えば社協さんのようにいくつかのサービスを持って

いる事業者さんであれば、介護のヘルパーさんの部分とか通所の部分とかと同じように、

居宅介護支援の部分というふうに会計を分けて、事業所の中でやっていくようになるかと

思います。 

○議長（方川一郎君） 阿保静夫君。 

○１０番（阿保静夫君） 一番最初に聞くべきだったのは、居宅介護支援事業というのは、

私はいわゆる通所も含めて居宅介護サービスというふうに思っていたのですけどもね、事

業そのものの中身をまず最初に聞くべきだったと思うのですけど、まずその点と、今最後

のほうでおっしゃった、例えば社協さんという話だったのですけど、町内の民間の事業所

がこの事業を行った場合に会計は分けると。会計分けてるかどうかの、監査というか、条

例に定めてあるわけですから、ちゃんと分けていますねという確認は必要ではないかなと

思うのですけども、それは今度逆に町がやるべきことということなのかどうなのか、その

点を伺いたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 御質問にお答えします。まずサービスの位置付けの部分

ですけども、介護を提供するのは居宅サービス事業者ですね。ケアマネジメント、要は介

護支援専門員がいて調整をするのが居宅介護支援事業というふうになりますので、直接の

介護のサービスを提供するのか、ケアマネジメントを提供するのかの違いになると思いま

す。 

 あと、もし民間の事業者さんがこういう事業に参入してくる場合の会計の区分をどうし

ているかというところにつきましては、一応これからは指定の権限が市町村に移ってくる

ということになりますので、事業に対する指導ですとか監査というのは、定期的に町のほ

うで入っていくような形になります。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２６号本別町指定居宅介護支援事業者の指定に関し必要な事項並びに

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の制定についてを採

決します。 

 お諮りします。 
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 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２６号本別町指定居宅介護支援事業者の指定に関し必要な事項並び

に指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準を定める条例の制定については、

原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１２ 議案第２７号 

○議長（方川一郎君） 日程第１２ 議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算につ

いてを議題とします。 

 はじめに、平成３０年度各会計予算の提案理由の大綱についての説明を求めます。 

 大和田副町長。 

○副町長（大和田 収君） それでは私から、平成３０年度本別町各会計の予算編成の考

え方、及び大綱について御説明を申し上げます。 

 まず先に、国の財政運営について申し上げます。国は平成２７年６月に閣議決定の経済、

財政運営と改革の基本方針２０１５において、平成２８年度以降５年間の経済、財政再生

計画を決定し、計画期間の当初３年間が集中改革期間と位置付けられており、平成３０年

度が最終年度となりますが、その内容は、国、地方とも歳出全般にわたり、質的な改善を

求める厳しい内容となっております。 

 中でも、地方に対し、財政の体質改善として、地方交付税の算定に委託等の業務改革を

反映させるトップランナー方式を徹底するとしています。これを受けまして、ことし２月

に閣議決定されました平成３０年度地方財政計画は、通常収支分で８６兆８,９７３億円、

前年度に比較いたしまして０.３パーセントの増、別枠の東日本大震災分は１兆１,０７９

億円で、１３.７パーセントの大幅減となりました。 

 地方税や地方交付税などの地方一般財源は、総額で６２兆１,１５９億円、対前年比０.

１パーセントの増で、前年並みが確保されました。 

 次に、歳入中、地方税は全体で０.９パーセント増で、昨年の０.９パーセント増と同程

度と見込んでおります。 

 自治体の主要財源となります地方交付税は、総額で１６兆８５億円、対前年度３,２１３

億円、２.０パーセントの減となりました。 

 歳出では、平成２７年度に創設されました、まち・ひと・しごと創生事業費として昨年

同額の１兆円が計上され、公共施設等の適正管理の維持事業費は４,８００億円が計上され

ております。 

 地方財源の不足額は６兆１,７８３億円で、前年度より７,９２７億円、１１.４パーセン

トの減となり、臨時財政対策債の抑制が計られたところであります。 

 こうした状況を踏まえまして、本別町の平成３０年度の予算編成にあたりましては、３
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月定例会に計上いたしました国の補正予算分、小中学校の煙突改修費５,０６１万８,００

０円、橋梁長寿命化事業６,２８６万円を３０年度へ繰越し、新年度予算と一体的な執行を

図ることといたしました。 

 新年度予算編成の重点といたしましては、第６次本別町総合計画及び本別町人口ビジョ

ン・総合戦略並びに町が策定しております各種計画を基軸に据え、町長が先に掲げた政策

実現にも意を注ぎ、補助、交付金等のハード事業に加え、優先度の高い子育て支援、地域

包括ケアの推進、介護・人材確保の対策、農福商連携、空家対策など町民生活に密着した

ソフト事業にも配慮し、あわせて予算の重点化、効率化を図り、財政基盤の安定に努めた

ところであります。 

 それでは次に、各会計の概要について御説明を申し上げます。一般会計予算書の２１２

ページをお開きください。 

 本別町予算総括表一番下の合計欄ですが、一般会計と６特別会計、２企業会計の予算総

額は１１５億１,５９３万５,０００円で、対前年比３.２パーセントの減となります。 

 上段の一般会計は６６億９,１５１万３,０００円で、対前年度７３４万８,０００円、０.

１パーセント増となりますが、地方交付税など歳入が伸び悩んでおります。 

 特別会計は、国民健康保険が制度改正に伴い、北海道が財政運営の責任主体となり、主

に保険給付費に係る交付金、拠出金等が北海道に移管され減額となる見込みから、２億２,

４７６万２,０００円、１５.９パーセントの減、後期高齢者医療、介護保険事業、介護サ

ービス事業はほぼ前年並みの計上、簡易水道は量水器更新工事の事業費減で１,６９３万円、

１２.３パーセントの減、公共下水道は汚水管渠新設、及び公債費の減額などの事業費減で

３,８４４万３,０００円、７.３パーセントの減となります。 

 企業会計では、水道事業会計の資本的収支の大幅減は、浄水場の現場操作盤更新工事の

完了、排水施設テレメータ更新工事完了等、事業費の減によるものです。病院事業会計の

資本的収支の大幅減は、医療器械器具オーダリングシステム更新事業完了によります。 

 次に、予算書の９ページをお願いいたします。 

 １、総括歳入でございます。右端の比較欄の増減の大きいものについて御説明いたしま

す。 

 １款町税の総額は９億１２７万５,０００円の計上で、対前年度８８１万６,０００円、

１.０パーセントの増となりますが、内容は町民税の個人所得割が対前年度１,９０２万２,

０００円、６.２パーセントの増によるものです。 

 その他町税では、固定資産税が２.９パーセントの減、軽自動車税及び町たばこ税は前年

並みの計上です。 

 ７款自動車取得税交付金は、対前年度１,００８万円、３４.０パーセントの増で、決算

見込み等により計上しております。 

 ９款地方交付税は、対前年度２億７３７万１,０００円、７.０パーセントの減を見込み

ましたが、総務省の地方財政対策では総額で２.０パーセントの減となっていますが、本町
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の普通交付税の算定にあたっては、歳出特別枠廃止など、基準財政需要額の個別算定経費

及び包括算定経費の増減要因、公債費の算入額、人口減の影響などを精査し、前年度決算

比では７.３パーセントの減となります。 

 次に、１１款分担金及び負担金、対前年度１,０１５万円の減額は道営畑地帯総合整備事

業、畜産担い手総合事業の受益者分担金の減額、１３款国庫支出金３,９３６万１,０００

円の増は、公営住宅整備事業など補助金の増が主なものであります。 

 １４款道支出金３,３１６万３,０００円の増は、農地耕作条件改善事業、森林環境保全

整備事業補助金等の増が主なものであります。 

 次に、１７款繰入金１億８,４５８万２,０００円の増は、財政調整基金、対前年１億円、

減債基金３,０００万円、農業振興基金３,９５８万５,０００円増が主なものであります。 

 ２０款町債７,３５９万７,０００円の減は、国営利別川左岸土地改良事業完了が主なも

のですが、今後とも計画的な起債の発行に努めてまいります。 

 次に１０ページ、１１ページの歳出をお願いいたします。 

 比較欄の増減の大きいものでは、４款衛生費、対前年度５,８８５万６,０００円、６.１

パーセントの減は、池北三町行政事務組合負担金、汚水処理施設共同整備事業負担金等の

減によります。 

 ６款農林水産業費５,２８９万円、９.２パーセントの減は、道営美蘭別営農用水事業９

２５万２,０００円の増、農地耕作条件改善事業３,７２０万円の増、道営畑地帯総合対策

事業１,０１３万円の減、畜産担い手育成整備事業９５１万５,０００円の減、国営利別川

左岸土地改良事業負担金１億１,５７３万２,０００円の減が主なものであります。 

 ８款土木費３,９８４万８,０００円の増は、モーターグレーダー購入事業４,５２２万７,

０００円の減、地方道路整備事業７,２５１万２,０００円の減、砂散布機購入４９０万７,

０００円の増、除雪ダンプ購入事業５,６５７万１,０００円の増、栄町公住建替事業７,５

０３万円の増、向陽町公住改善事業４,１６９万９,０００円の増が主な要因であります。 

 次に、９款消防費４,５９５万６,０００円の増は、科学消防ポンプ車購入事業の増によ

るものであります。 

 次に、人件費でありますが、全会計の職員、準職員の人件費総額は２１億４,９６４万２,

０００円で、対前年度３,８０３万９,０００円、１.７パーセントの減となり、一般会計で

は２,１７４万８,０００円、２.０パーセントの減となります。これは、職員数減等による

ものであります。 

 投資的経費は、一般会計で１０億７,０６５万６,０００円、対前年度３,９１３万円、３.

５パーセントの減、うち補助事業分は７億４,５０６万２,０００円、前年度比１８.５パー

セントの減となります。 

 これに前年度からの繰越明許分１億１,３４７万８,０００円を合わせますと、総額では

１１億８,４１３万４,０００円となり、対前年度５億９,７５５万３,０００円の減となり

ます。 
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 当初分の特別会計、企業会計を含めました投資的経費の総額は１２億５,４０４万５,０

００円となります。 

 次に、基金の繰入額は４億８,０１８万５,０００円で、対前年度１億８,４５８万５,０

００円、６２.４パーセントの増となります。内容は、新規就農者等支援事業、地域農業支

援事業貸付金及び利子補給事業に、農業振興基金から５,２０３万５,０００円、保育料軽

減事業、発達支援センター訪問指導車購入事業、学校給食費多子世帯軽減事業、本のまち

夢づくり講演会費として、個性あるふるさとづくり基金から３,１８５万円をそれぞれ運用

を図ってまいります。 

 基金の平成２９年度の見込みは、当初の取り崩し額に対し、地方交付税の大幅な減額等

により、積戻しができる状況ではございません。 

 以上が平成３０年度予算の概要でありますが、本町の将来を見据えた事業や緊急の諸課

題に積極的に取り組み、町民生活に密着した事業の推進と町民生活の安定に全力を傾注し

た予算編成となりました。 

 一方では町財政は、平成２９年度におきまして、普通交付税及び臨時財政対策債合わせ

て１億４,５１８万７,０００円の減収となり、平成３０年度の予算編成に影響を及ぼして

おります。 

 歳出を見ましても、社会保障費等が増加傾向にあります。本町の財政環境は厳しさを増

しております。更なる財政運営の効率化が求められますが、職員一丸となって努力してま

いりたいと考えています。 

 以上、大綱の説明とさせていただきます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これより、提案理由の説明を求めます。 

 議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算について。 

 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君）  議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算について、

提案内容の御説明を申し上げます。 

 ただいま、副町長より予算の大綱につきまして御説明を申し上げましたので、私からは

事項別明細書により、新規事業を中心に、増減の著しい部分に絞って御説明をいたします

ので御了承願いたいと存じます。 

 まず、予算書の１ページをお開きください。括弧書きの朗読は省略させていただきます。 

 平成３０年度本別町一般会計予算。 

 平成３０年度本別町の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６６億９,１５１万３,０００円と定

める。 

 第２項、歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、第１表歳入歳出予算に

よる。 
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 債務負担行為。 

 第２条、地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は、第２表債務負担行為による。 

 地方債。 

 第３条、地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第３表地方債による。 

 一時借入金。 

 第４条、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１０億円と定める。 

 歳出予算の流用。 

 第５条、地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金

額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

 第１号、各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。 

 それでは、事項別明細書の歳出から御説明申し上げます。 

 各科目にわたります１節の報酬、２節給料、３節職員手当等、４節共済費の人件費につ

きましては、添付資料の給与費明細書で説明させていただきます。 

 ２１３ページをお開きください。 

 １、特別職に係る給与であります。本年度の欄を御覧ください。長等は、３人、町長、

副町長及び教育長であります。議員は１２人、その他の特別職は３８０人、計は３９５人

で、報酬から共済費までの総額は１億３８１万８,０００円で、対前年１１８万２,０００

円の減となっておりますが、議員報酬等が２４４万９,０００円の減、その他特別職が７０

万４,０００円の増になっているものであります。 

 次の２１４ページですが、２、一般職でありますが、職員数は前年度より４名減の１２

９人、給料４億８,０７３万７,０００円、職員手当３億８,１１２万４,０００円、共済費

１億７,４４８万７,０００円で、合計は１０億３,６３４万８,０００円となり、対前年３,

００５万円、２.８パーセントの減であります。 

 増減の主なものといたしましては、勤勉手当の支給率改正による増、退職手当負担率の

改正による減、給料及び共済費で退職者が増えたことによる減が主なものであります。 

 以下、職員手当の内訳及び次ページ以降の給料及び職員手当の増減額の明細等について

は、説明を省略させていただきます。 

 戻りまして、事項別明細書の４８ページ、４９ページをお開きください。 

 歳出でありますが、各科目の給与費等の説明は省略をしてまいりますので御了承願いま

す。 

 なお、賃金中、嘱託職員賃金は平均２.５パーセント単価アップをしております。 

 ５０ページ、５１ページをお開きください。 
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 ２款総務費１項総務管理費１目一般管理費７節賃金中、嘱託賃金１,３６８万５,０００

円は嘱託職員５人分を、次の臨時職員２,０１１万円は、この科目の計上人数でございます

けども、本別高校卒業生のワークシェアリング２名分を含めた１２人分を計上しておりま

す。 

 次の８節報償費中、弁護士相談謝礼金４０万円は、元職員の業務上横領による損害賠償

請求訴訟に係る経費３０万円、一般相談経費１０万円を計上したものです。 

 記念品代中、ふるさと納税２,５００万円は、本別町個性あるふるさとづくり寄付金５千

万円を見込んだことによるものです。 

 下段にあります９節旅費中、特別旅費３７１万４,０００円は、対前年度３１３万９,０

００円の減額となりましたが、厚生労働省への実務研修及び、とかち圏複合事務組合への

派遣が終了したことによるものです。なお、自治大学校への研修は引き続き１名分を計上

しております。 

 ５２ページ、５３ページをお開きください。１２節役務費中、５５ページをお開きくだ

さい。上から１４行目、ふるさと寄付金業務４８１万８,０００円は、ポータルサイトによ

る寄付受付サービス利用手数料、クレジット決済システム利用手数料、寄付金事業総合支

援業務手数料、返礼品用特産品の開発、商品化業務手数料となっており、入金、寄付者情

報、配送、商品等の管理、寄付者からのクレーム対応など、スムーズな処理を行うもので

あります。 

 次の１３節委託料中、上から７行目、会計年度任用職員制度構築・導入支援業務１７４

万９,０００円は、地方公務員法の改正により、平成３２年４月１日より会計年度任用職員

制度が導入されることから、臨時、非常勤職員の実態調査及び任用、勤務条件の検討など

を進めるものであります。 

 ５６ページ、５７ページをお開きください。中段にございます１８節備品購入費全国瞬

時警報システム５８５万３,０００円は、平成３１年度より消防庁の伝達システムの運用が

切り替わることから、この伝達システムに対応する新型受信機及び自動起動装置に更新す

るものであります。 

 飛びまして、６２ページ、６３ページをお開きください。６目財産造成費１３節委託料

中、町有林造林事業３,２７５万円は、対前年１,１５９万円の増額で、新植５カ所で１８.

１１ヘクタール、下刈１５カ所で３８.６６ヘクタール、地拵１カ所で５.０ヘクタール、

間伐１カ所で２６.５２ヘクタールの事業となります。 

 次の段、７目交通防災対策費１１節需用費中、印刷製本費、防災ガイドマップ９０万２,

０００円は、利別川上流の３日間の想定総雨量を３０８.１ミリとしたハザードマップを作

成することとなり、これに基づいた防災ガイドマップを作成し、全戸に配付するものでご

ざいます。 

 ６４ページ、６５ページをお開きください。 

１３節委託料、業務委託料、防災行政無線調査４８６万円は、平成３１年度の防災行政無
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線更新に向け、コスト的にも有利で、本町の地理的条件に見合う機種を選定するため、調

査、実施設計を行うものでございます。 

 下段の８目企画費７節賃金中、嘱託賃金１,３２２万４,０００円は、対前年５２１万９,

０００円の増額で、これまで移住サポートセンター１名、地域おこし協力隊２名を計上し

ておりましたけども、新たに地域おこし協力隊として２名を増員するものでございます。 

 ６６ページ、６７ページをお開きください。１９節負担金補助及び交付金中、十勝圏複

合事務組合広域事業運営負担金２９万６,０００円は対前年７３万５,０００円の減で、十

勝環境複合事務組合との統合によります共通経費削減効果によるものでございます。 

 ６８ページ、６９ページをお開きください。９目コミュニティセンター費、次のページ

をお開きください。１８節備品購入費、施設等備品、看板４０万円は、道の駅に駐車場案

内看板を設置するものでございます。 

 下段の１０目電算事務処理費１８節備品購入費、事務用備品パソコン１,０００円は、北

海道備荒資金組合を通じ職員用のノートパソコン２０台を更新するものでございます。 

 ７２ページ、７３ページをお開きください。上から２行目、ＬＧＷＡＮ機器１,０００円

は、北海道備荒資金組合を通じＬＧＷＡＮ、総合行政ネットワークサーバーを更新、次の、

住民情報システム機器８,０００円は、北海道備荒資金組合を通じ平成２２年度に導入した

総合行政システムの更新を行うものでございます。 

 飛びまして、８０ページ、８１ページをお開きください。４項選挙費２目北海道知事及

び道議会議員選挙費６８９万９,０００円及び、８２ページ、８３ページにあります、３目

町議会議員選挙費６７７万７,０００円は選挙執行経費を計上しております。 

 飛びまして、８６ページ、８７ページ。３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費、

次のページ、１９節負担金補助及び交付金中、補助金、社会福祉協議会、一般分３,９７７

万円、対前年度１,２５０万円の増額は、仙美里高齢者住宅備品購入費補助２１３万７,０

００円、人材確保対策として８０１万４,０００円を計上したことによるものでございます。 

 ９０ページ、９１ページをお開きください。２８節繰出金、国民健康保険特別会計繰出

金１億２,４９２万４,０００円は対前年１,３１９万９,０００円の減額で、財政調整分１

千万円の減によるものでございます。 

 ９２ページ、９３ページをお願いします。２項老人福祉費１目老人福祉総務費、次のペ

ージ、１９節負担金補助及び交付金中、補助金、社会福祉協議会、福祉有償運送運営費６

７２万４,０００円、対前年３９８万６,０００円の増額は、運営経費に対する財政支援を

行うことにより、事業の安定化を図るものでございます。 

 一番下にあります、仙美里高齢者住宅建設費６５８万円は、社会福祉法人本別町社会福

祉協議会が金融機関より借り入れる仙美里高齢者住宅建設事業資金に係る元利償還金への

助成であります。 

 ９８ページ、９９ページをお願いします。下段の４目高齢者福祉施設費、次のページ、

１３節委託料中、業務委託料、環境整備４５３万２,０００円は、太陽の丘環境整備業務と
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して草刈業務、除雪業務を委託するものであります。 

 １０２ページ、１０３ページをお開きください。３項児童福祉費２目児童福祉施設費７

節賃金中、次のページ、上段にございます、パート等賃金、学童指導員１,１３８万３,０

００円、対前年４４５万１,０００円の増額は本別及び勇足学童保育所の増員及び仙美里学

童保育所の新設によるものでございます。 

 下段の３目特別保育費７節賃金中、臨時雇賃金、保育士２１２万２,０００円は、勇足保

育所１名分を計上しております。 

 飛びまして、１０８ページ、１０９ページをお願いします。４目発達支援センター費、

次のページ、３段目にございます、１８節備品購入費１９７万５,０００円は、発達支援セ

ンター訪問指導車１台を購入するものでございます。 

 飛びまして、１１６ページ、１１７ページをお願いします。４款衛生費１項保健衛生費

６目環境衛生費、次のページの１番下段にございます、１９節負担金補助及び交付金中、

負担金、地球環境を考える自治体サミット１０万円は環境問題に取り組んでいる全国２４

市町村が加盟するものですが、本年度本別町でサミットを開催する予定となっております。 

 １２０ページ、１２１ページをお願いします。２項清掃費２目塵芥処理費１９節負担金

補助及び交付金、池北三町行政事務組合６,０８６万１,０００円は、対前年２,０６６万６,

０００円の減額となっておりますが、施設建設に係る起債償還の終了によるものでござい

ます。 

 下段の３目し尿処理費１９節負担金補助及び交付金、十勝環境複合事務組合負担金１,１

７６万円は、対前年４６３万３,０００円の増額ですが、新たに建設した、し尿処理施設に

係る下水道建設及び管理負担金の増によるものでございます。なお、汚水処理施設共同整

備事業負担金につきましては平成２９年度で終了しております。 

 １２２ページ、１２３ページをお願いします。３項上水道費２目簡易水道費、２８節繰

出金５,９０１万２,０００円は、対前年１,０２２万３,０００円の減となっておりますが、

単独事業の減によるものでございます。 

 下段の４項病院費１目病院公営企業費３億５,７４５万４,０００円は、繰出基準に基づ

いて支出いたします病院事業会計への負担金、補助金、出資金でありますが、前年度より

１,８９９万６,０００円の減でございますが、１９節負担金補助及び交付金、救急医療確

保経費などで前年度より４２５万２,０００円の増額、次のページの上段にございます２４

節投資及び出資金が、医療機械器具整備事業の減などで２,３２４万８,０００円減額とな

ったことによるものでございます。 

 中段にございます、５款労働費１項１目労働諸費１３節委託料中、季節労働者雇用対策

業務委託料４４１万６,０００円は、冬季間の雇用対策として中央小学校教職員住宅２棟２

戸の解体業務を行うもので、延べ１１９人の雇用創出を見込んでおります。 

 １２６ページ、１２７ページをお願いします。一番下段にございます、６款農林水産業

費１項農業費３目農業振興費１９節負担金補助及び交付金、１２９ページ、補助金中、９
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つ目にございます鳥獣被害防止総合対策事業１５万６,０００円、対前年１,７１４万８,０

００円の減でございますが、平成２８年の台風で被災いたしました鹿柵修繕事業が終了し

たことによるものでございます。 

 ２つ下の、てん菜収穫原料ストックポイント整備事業５８０万円につきましては、新た

に雪よけネット購入費補助を導入すること等により、対前年２４４万２,０００円の増額と

なっております。 

 その下、農業次世代人材投資事業交付金（経営開始型）６００万円は、これまでの青年

就農給付金（経営開始型）から事業名が変更になったことによるものでございます。 

 その下、新規就農者等支援事業（農業振興基金事業）１,１２１万円は、本町での就農を

目指し、営農実習、農業体験、研修を実施しようとする新規就農予定者及び受入れ農家を

支援するとともに、新規就農者に対して農業経営の維持発展に必要な営農資材等を支援す

るものでございます。 

 次の地域農業支援事業（農業振興基金事業）５０万円は、技術習得、先進地農業研修等

を支援するものでございます。 

 下段の２１節貸付金、農業振興資金貸付金４千万円は、運転資金及び運営資金を農業、

農作業支援組織等に貸し付けるものでございます。 

 次の段、４目畜産業費、１３１ページをお開きください。１９節負担金補助及び交付金

中、畜産担い手育成総合整備事業２,７４８万９,０００円は、対前年９５１万５,０００円

の減ですが、本年度は、草地整備３８.５ヘクタール、暗渠整備３.５ヘクタール、草地造

成改良０.５ヘクタール、家畜排せつ物処理施設２９４平米を実施するものでございます。 

 下段の５目農地費１３節委託料中、調査設計委託料、明渠排水５２０万円、１３３ペー

ジをお開きください。１５節工事請負費、農地耕作条件改善事業３,２００万円は、国営大

森明渠排水、延長１８０メートルを改修するもので、財源内訳は道補助金２,０４６万円、

地方債１,５００万円、一般財源１７４万円となっております。 

 その下、１９節負担金補助及び交付金、道営畑地帯総合整備事業３６７万円は、防災減

災事業として美里別東地区の排水路調査設計を行うものでございます。 

 次の多面的機能支払交付金４,３５７万１,０００円は、環境保全活動として農道、農業

用排水路などの維持管理を行うもので、継続の１６地区の取り組みに対する交付金であり

ます。事業費は４,３５７万１,０００円で、国庫負担金２,１７８万５,０００円、道支出

金が１,０８９万２,０００円、一般財源が１,０８９万４,０００円であります。 

 次の段、６目営農用水管理費、１３５ページをお開きください。１９節負担金補助及び

交付金、道営美蘭別地区営農用水事業１億３,６９１万円は、事業期間平成２５年度から平

成３３年度までとなっております。 

 道営事業費の負担割合ですが、国が４５パーセント、北海道及び本別町が２７.５パーセ

ントとなり、非農事業費は全額町負担となります。 

 本年度の事業につきましては、道営事業費として配水地２カ所、電気計装設備、減圧施
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設の用地測量、過年度管路工事箇所の舗装復旧、防除で４億４,１５０万円、非農事業費分

として１,４９０万３,０００円となっております。 

 事業費は、町負担分１億３,６９１万円で、地方債が１億３,６９０万円、一般財源が１

万円でございます。 

 一番下段にございます、２項林業費２目林業振興費、１３７ページをお願いします。１

３節委託料、業務委託料、中型獣類捕獲対策事業２０万円は、これまでエキノコックス症

対策としてキツネの捕獲に対する出動費を計上しておりましたが、近年、タヌキ、アライ

グマの生息数が増加していることから、対象をキツネ、タヌキ、アライグマに拡大するも

のでございます。 

 その下、１９節負担金補助及び交付金中、未来につなぐ森づくり推進事業１,１２６万円

は、森林所有者負担を軽減する事業であり、事業の負担割合は、北海道が１６パーセント、

本別町が１０パーセントとなっております。 

 本年度は、民有林の植栽４５ヘクタール、準備地拵３５ヘクタールを実施し、財源内訳

ですが、事業費は１,１２６万円で、道支出金６９２万９,０００円、地方債４３０万円、

一般財源が３万１,０００円であります。 

 下段の７款１項商工費２目商工業振興費８節報償費、奨励金、地域ブランドＰＲ推進２

６万１,０００円は、地場産カラマツ材等の木材活用普及事業として、普及イベント、商談

会等への参加奨励金、マーケティング調査等の経費を計上するものでございます。 

 １４０ページ、１４１ページをお開きください。３目観光費、次のページをお願いいた

します。下段にございます１９節負担金補助及び交付金、補助金、観光協会１,７４０万８,

０００円は、対前年１,０２４万１,０００円の増額でございますが、これまで１３節委託

料で計上しておりました本別公園運営管理業務を一括計上し、補助するものでございます。 

 飛びまして、１４８ページ、１４９ページをお願いします。８款土木費２項道路橋りょ

う費１目道路橋りょう総務費、次のページ、１８節備品購入費中、車両等備品、砂散布機

４９０万７,０００円は、老朽化により更新するものでございます。 

 下の車両、普通自動車６４万１,０００円は、現在使用しております電気自動車１台のリ

ース期間が終了することから、買い取りをするものでございます。 

 その下、除雪ダンプ５,６５７万１,０００円は、現在の除雪ダンプの老朽化により更新

するものです。事業費は５,６５７万１,０００円、国庫補助金３,３２１万８,０００円、

地方債１,９５０万円、一般財源は３８５万３,０００円となっております。 

 下段にございます、２目道路維持費１５節工事請負費中、１５３ページをお開きくださ

い。町道補修工事１,８００万円は、町内全域で、面積は２,３００平方メートルを見込ん

でいます。 

 次の１６節原材料費中、材料費１,０７９万９,０００円は、道路補修用砂利の購入が主

なものでございます。 

 中段の３目道路新設改良費２億８,７３５万円は、対前年７,２３３万１,０００円の減額
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です。 

 右側の説明欄の事業別で説明いたしますが、上から道路新設改良人件費２,９８０万２,

０００円は、この目の人件費の合計でございます。 

 次の道路新設改良事業１３４万８,０００円は、９節旅費、１１節需用費、１４節使用料

及び賃借料の事務費、次の地方道路整備事業２億５,６２０万円は、予算説明資料の１０ペ

ージをお開きください。右側中段、事業説明でございますけども、事業路線は町道美蘭別

活込横断道路、改良延長１１５メートル、函渠１カ所、補償。町道東中西中間道路、暫定

土工延長２９０メートル。調査設計委託、用地買収、補償。町道美里別川沿道路、改良延

長１８０メートル、補償。町道負箙西４線道路、改良延長３００メートル、補償。町道南

広場１号通り、舗装延長２５９メートル。町道南広場２号通り、舗装延長２１３メートル。

事務費を含めました総事業費、２億５,８２３万円、６事業でございます。 

 左側の財源内訳ですが、事業費２億５,８２３万円、国庫支出金１億５,９２２万７,００

０円、地方債９,６４０万円、一般財源２６０万３,０００円となっております。以下、こ

の表の説明は省略させていただきます。 

 予算書に戻りまして、１５３ページをお願いします。下段の４目橋りょう維持費１３節

委託料６,２３０万円、１５節工事請負費１億６００万円は、別添の予算説明資料の１７ペ

ージをお願いいたします。右側中段、事業説明でございますが、本別町管内橋りょう長寿

命化事業として、中央橋、南１号橋、南２号橋、第３号橋、橋りょう補修、架換工事、１

億６００万円、義経橋、南３号橋、南４号橋、南５号橋、第５号橋、第１０号橋、橋りょ

う補修調査設計委託３,８００万円、愛の架け橋ほか、全１４９橋、橋りょう計画策定１,

５００万円、中央橋、物価調査３０万円、水道橋、架換予備設計９００万円、総事業費１

億６,８３０万円となります。 

 左側の財源内訳ですが、事業費１億６,８３０万円、国庫支出金９,９００万４,０００円、

地方債４,９１０万円、一般財源２,０１９万６,０００円となっております。 

 予算書に戻りまして、１５４ページ、１５５ページをお開きください。４項都市計画費

２目公園費７節賃金、作業員賃金２,１０７万２,０００円は、対前年５３３万２,０００円

の減額ですが、パークゴルフ場の維持管理業務を委託すること等により、減額となったも

のであります。 

 １５６ページ、１５７ページをお開きください。中段にございます１３節委託料、調査

設計委託料、都市公園安全・安心対策事業１,８００万円は、平成２１年度に策定した計画

の見直しを行うものでございます。 

 １５８ページ、１５９ページをお開きください。５項住宅費１目住宅管理費１５節工事

請負費、北６丁目団地公営住宅改善事業５２１万７,０００円は、給湯器給排気筒取替工事

２棟１２戸を行うもので、１６１ページをお願いします。向陽町団地公営住宅改善事業、

個別改善４,０１５万５,０００円は、向陽町にございます老人同居住宅１棟４戸の居住性

の向上、長寿命化を図るものでございます。 
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 下にあります１９節負担金補助及び交付金、住宅改修費等補助金９１０万円は、対前年

２,２８０万円の減額ですが、平成２７年度から平成２９年度までの３カ年事業として実施

してまいりましたが、町民の皆さまからの要望も多く、平成３０年度は町内業者を利用し

ての、町内の自宅、賃借住宅、空き家住宅の改修費用に対する助成を行います。 

 自宅、賃借住宅の場合は、改修工事費３０万円以上で助成額１０万円とし、空き家は、

空き家バンク登録を条件に購入または賃借の場合、工事費１００万円以上で３０万円を助

成するものでございます。 

 ２つ下にございます、木造住宅耐震改修等１０５万円は、昭和５６年５月３１日以前に

着工した２階建てまでの木造住宅を対象に、耐震診断、耐震改修を行った場合にその要し

た経費に対して助成するものでございます。 

 助成額は、耐震診断は上限３万円、耐震改修は改修工事に要した額に応じ、上限３０万

円まで助成するものでございます。 

 中段の２目公営住宅建設費１億４,２１３万２,０００円は、対前年７,５２２万５,００

０円の増額となります。 

 説明欄の事業別を御覧ください。上から公営住宅建設人件費１,６４６万７,０００円は、

この目の人件費の合計でございます。次の栄町公営住宅建設事業４２万７,０００円は、９

節旅費、１１節需用費、１２節役務費、１４節使用料及び賃借料の事務費、及び１９節負

担金補助及び交付金の合計でございます。次の栄町公営住宅整備事業１億２,５２３万８,

０００円は、１３節委託料、１５節工事請負費となります。 

 それでは、別冊の予算説明資料で説明をさせていただきます。 

 ２７ページをお開きください。右側の事業説明ですが、１０号棟、木造平屋建１棟２戸、

１６８.４９平方メートル、駐車場整備、改良舗装２台。１１号棟、木造平屋建１棟２戸、

１６８.４９平方メートル、駐車場整備、改良舗装２台。道路整備、改良延長１１８.８７

ｍ、舗装面積１７９.１２平方メートル、団地内給水整備、延長１０７.６１ｍ。建替設計

委託、事務費を含む総事業費は１億２,５７５万９,０００円となり、左側の財源内訳でご

ざいますが、事業費１億２,５７５万９,０００円、国庫支出金５,０２０万５,０００円、

地方債５,６１０万円、一般財源１,９４５万４,０００円となっております。 

 予算書に戻りまして、１６１ページをお願いします。３目空き家等対策費１９節負担金

補助及び交付金３００万円は、隣接者に悪影響を及ぼす著しく管理不良な空き家住宅の除

却を促すことを目的に助成するものであります。なお、助成額の２分の１が国からの交付

金となります。 

 １６２ページ、１６３ページをお開きください。９款１項消防費１目常備消防費１９節

負担金補助及び交付金中、とかち広域消防事務組合２億１,６９１万７,０００円は、対前

年４,６２６万５,０００円の増額でありますが、化学消防ポンプ自動車更新に対する負担

金の増が主なものでございます。 

 飛びまして、１６６ページ、１６７ページをお開きください。１０款教育費１項教育総
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務費２目事務局費７節賃金中、嘱託賃金、英語教諭３２５万２,０００円は、英語教育の充

実を図るため新たに英語教諭１名を任用し、義務教育や生涯学習の場で活用するとともに、

高校生等を対象とした無料英語塾を開設するものでございます。 

 １６８ページ、１６９ページをお願いします。下段にございます、４目諸費１９節負担

金補助及び交付金中、１７１ページをお願いします。補助金、国際交流研修３４０万円は、

国際姉妹都市オーストラリア・ミッチェルに中高生１０名、団長、随行員２名を派遣する

ものでございます。 

 その下、本別高校の教育を考える会２,８７０万５,０００円は、対前年４３７万１,００

０円の増額ですが、町外からの入学生を確保するため、新たに音更、本別間の無料通学バ

スを運行することによるものであります。 

 飛びまして、１８４ページ、１８５ページをお開きください。４項社会教育費２目公民

館費、１８６ページ、１１節需用費、消耗品費、庁舎等４６０万円は、中央公民館大ホー

ルの椅子４００脚を更新するものでございます。 

 一番下の修繕料、施設１８３万円は、中央公民館非常照明設備修繕、屋内消火栓呼水槽

修繕等によるものであります。 

 １８８ページ、１８９ページをお開きください。１８節備品購入費、施設等備品、会議

用テーブル１４１万７,０００円は、中央公民館視聴覚室の会議用テーブル２６枚を更新す

るものでございます。 

 飛びまして、１９６ページ、１９７ページをお開きください。５項保健体育費２目スポ

ーツ振興費、２０１ページ、１３節委託料、業務委託料、パークゴルフ場８０５万６,００

０円は対前年４３３万７,０００円の増額ですが、これまでの太陽の丘及び弥生コースパー

クゴルフ場に加え、直営で管理しておりました３コースを含む５コース全ての維持管理業

務を委託するものでございます。 

 ２０２ページ、２０３ページをお願いします。３目体育施設費１５節工事請負費、本別

町体育館、玄関屋根防水工事は玄関庇の改修を行うものです。 

 ２０８ページ、２０９ページをお開きください。１２款１項公債費１目元金６億２,５９

０万５,０００円、下段の２目利子５,２８６万８,０００円を合わせた元利償還金の額は６

億７,８７７万３,０００円で、前年度に比較して１,２３６万６,０００円の減額となって

おりますが、本別中学校校舎改築事業等の償還終了が主な要因であります。 

 以上で歳出を終わりまして、１２ページ、１３ページをお開きください。 

 歳入につきましても、主なもののみ説明させていただきますので御了承ください。 

 １２ページの町税につきましては、副町長から説明がありましたので省略をさせていた

だきます。 

 １４ページ、１５ページをお開きください。２款地方譲与税１項自動車重量譲与税から

１６ページの中段にあります８款１項地方特例交付金までは、平成２９年度実績見込み及

び地方財政対策を参考にそれぞれ計上しております。 
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 次の９款１項１目の地方交付税についても、副町長から説明を申し上げましたので説明

を省略させていただきます。 

 １８ページ、１９ページをお開きください。１２款使用料及び手数料１項使用料ですが、

使用料等の改定による影響額でございますが、前年度当初予算比較で１２９万８,０００円

の減、パークゴルフ場の無料化による影響額につきましては１１９万円の減で予算を計上

しております。 

 飛びまして、２２ページ、２３ページをお開きください。下段にございます、１３款国

庫支出金１項国庫負担金１目民生費国庫負担金１節社会福祉費負担金１億３,７３３万円

は、対前年度１,８１５万１,０００円の増額ですが、介護給付費等負担金障害福祉サービ

ス費等及び障害児入所給付費等の給付費が増額となったことによるものでございます。 

 ２４ページ、２５ページをお願いします。２項国庫補助金２目民生費国庫補助金３節児

童福祉費補助金中、保育補助者雇上強化事業補助金３３２万２,０００円は、幼保連携型認

定こども園ほんべつに勤務する保育教諭の業務負担を軽減するため、保育教諭等の資格を

持たない保育補助者に対する経費に対して補助されるものでございます。 

 ２段下にございます、４目土木費国庫補助金１節道路橋りょう費補助金２億９,１４４万

９,０００円は、町道整備６事業、除雪ダンプ購入及び橋りょう長寿命化事業に対する補助

金でございます。 

 ２つ下の３節住宅費補助金公営住宅整備事業等７,６７５万３,０００円は、栄町団地公

営住宅建替事業、向陽町団地公営住宅改善事業等に対する交付金でございます。 

 飛びまして、２８ページ、２９ページをお開きください。１４款道支出金２項道補助金

４目農林水産業費道補助金、次のページの上から８行目にございます、農地耕作条件改善

事業補助金２,０４６万円は、国営大森明渠排水改修事業に対する補助金でございます。 

 飛びまして、３６ページから３９ページにかけて、１７款繰入金２項基金繰入金は、１

６の基金で総額４億８,０１９万３,０００円の繰り入れを計上いたしましたが、前年度と

比較し１億８,４５８万２,０００円の増額となっております。 

 ３７ページを御覧ください。主なものでございますが、１目の財政調整基金は財源調整

として対前年１億円増の３億３,０００万円、２目の減債基金は公債費償還一般財源として

対前年３千万円増の５千万円、５目の農業振興基金は新規就農者等支援事業に１,１１６万

円、地域農業支援事業に５０万円、農業振興基金貸付金利子補給に３７万５,０００円、農

業振興基金貸付金に４千万円、合計５,２０３万５,０００円となっております。７目の町

有林振興基金は町有林造林事業に３５０万円、８目の酪農ヘルパー振興基金は前年同額の

２８０万円、９目の社会教育施設等整備基金は中央公民館大ホールの椅子、視聴覚室の会

議用テーブル購入費に６００万円、町体育館玄関屋根防水工事に１５０万円、合計７５０

万円、１２目の公共施設等整備基金は、全国瞬時警報システム新型対応自動起動装置購入

に２５０万円、３８ページにございます１３目の個性あるふるさとづくり基金は、本のま

ち夢づくり講演会に３５万円、保育料軽減事業に２,９００万円、発達支援センター訪問指
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導車購入に１５０万円、学校給食費多子世帯負担軽減に１００万円、合計３,１８５万円を

あてるものでございます。 

 飛びまして、４４ページ、４５ページをお開きください。２０款町債でございますが、

次のページの合計欄を御覧ください。計６億９,６３１万円で、対前年７,３５９万７,００

０円、９.６パーセントの減ですが、主な要因といたしましては、防災行政無線整備事業債

が４８０万円、公営住宅建設事業債が５,２７０万円、消防設備整備事業債が３,２２０万

円の増となりましたけども、医療機械器具整備事業債が１,９８０万円、地方道路整備事業

が２,５６０万円、臨時財政対策債が１,８４９万７,０００円、国営土地改良事業債が１億

１,５７０万円の減となったことによるものでございます。 

 なお、臨時財政対策債などを除く普通建設事業でも、４億１,０７０万円で対前年４,７

００万円、１０.３パーセントの減となっております。 

 以上で歳入の説明を終わらせていただきます。 

 次に６ページをお開きください。第２表、債務負担行為、事項、庁内ＬＡＮ用パソコン

購入事業、期間、平成３０年度から平成３４年度、限度額、２３７万６,０００円。事項、

ＬＧＷＡＮ、総合行政ネットワーク、機器更新事業、期間、平成３０年度から平成３４年

度、限度額、２４８万６,０００円。事項、住民情報システム更新事業、期間、平成３０年

度から平成３４年度、限度額、８,１５７万５,０００円。事項、戸籍電算システム更新事

業、期間、平成３０年度から平成３４年度、限度額、１,７４４万８,０００円。事項、農

地流動化資金に対する利子補給、期間、平成３０年度から平成４０年度、限度額、利子補

給対象額５００万円に対する利率、年０.８パーセント以内の利子相当額。事項、農業振興

基金貸付金に対する利子補給、期間、平成３０年度から平成４０年度、限度額、利子補給

対象額４千万円に対する利率、年１.４パーセント以内の利子相当額。 

 次の７ページ第３表、地方債。起債の目的、公共事業等、限度額６,９８０万円。公営住

宅建設事業、限度額７,３２０万円。一般補助施設整備等事業、限度額９７０万円、緊急防

災・減災事業限度額７７０万円。 

 ８ページにございます、辺地対策事業、限度額３,４１０万円、過疎対策事業、限度額３

億３,３２０万円、臨時財政対策債、限度額１億６,８６１万円。なお、起債の方法、利率、

償還の方法は記載のとおりでございます。 

 以上で、平成３０年度一般会計歳入歳出予算の説明とさせていただきます。よろしく、

御審議を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（方川一郎君） お諮りします。 

 議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算については、明日１５日議事とする予定

の議案第２８号から議案第３５号の説明を受けたのち、設置を予定する、議長を除く１０

名の委員をもって構成する平成３０年度各会計予算審査特別委員会を設置し、これに付託

をして、審査することにしたいと思います。 

 御異議ありませんか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算については、明日１５日議

事とする予定の議案第２８号から議案第３５号の説明を受けたのち、設置を予定する、議

長を除く１０名の委員をもって構成する平成３０年度各会計予算審査特別委員会に付託し

て閉会中の継続審査とすることを予定いたします。 

──────────────────────────────────────────── 

◎散会宣告 

○議長（方川一郎君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 明日、３月１５日の会議は、議事の都合により、特に、午後１時３０分に繰り下げて開

くことにいたします。 

 これをもって、通知済みとします。 

 本日は、これで散会します。 

 御苦労様でした。 

散会宣告（午後４時１２分） 
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開議宣告（午後１時３０分） 

──────────────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１ 議案第２８号 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会

計予算について、ないし、日程第８議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事

業会計予算について、以上８件についてを一括議題とします。 

 これより、各会計について順次提案理由の説明を求めます。 

 議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算について、千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算

について、提案内容の御説明をさせていただきます。 

 予算書に入る前に、平成３０年度における国保運営の概要について説明をさせていただ

きます。 

 予算編成上の国保の加入状況見込みにつきましては、総体で被保険者数２,２１５人、内

訳は一般被保険者が２,２０６人、退職被保険者数が９人、世帯数を１,１１５世帯と見込

んでおります。 

 前年度当初予算時における被保険者数と比較しますと、７.０パーセント、１６９人の減

となっています。 

 なお、加入割合は１月末現在の人口、世帯数で申し上げますが、被保険者数で３０.６パ

ーセント、世帯数で３０.１パーセントの加入割合となっております。 

 それでは予算書の１ページをお願いします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１１億９,０９８万円と定めるもので

ございます。 

 第２条の一時借入金につきましては、借入金の最高額を１億円と定めるものでございま

す。 

 ６ページをお開きください。 

 歳入歳出ともに、制度の広域化によりまして財政運営の責任主体が北海道へ移行するこ

とによりまして、いくつか廃止となった款がございます。 

 歳出の合計の欄ですが、予算総額は前年度当初予算総額に対しまして２億２,４７６万２,

０００円、１５.９パーセントの減となっております。 

 次に歳入歳出予算事項別明細書により、歳出から説明させていただきます。 

 １７ページ、１８ページをお願いいたします。 

 ３、歳出です。１款総務費１項総務管理費１目一般管理費１３節委託料中、システム修
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正８１万３,０００円は、高額療養費制度改正に伴う改修費を計上しております。二つ下の

行の１９節負担金補助及び交付金の国保情報集約システム３９万５,０００円は、国保連合

会と本別町の情報を回線で結ぶための負担金となっております。 

 次に、下段の１款総務費２項徴税費１目賦課徴収費、２０ページをお願いします。１９

節負担金補助及び交付金６１万４,０００円につきましては、十勝滞納整理機構へ１０件の

依頼分を計上したものです。 

 下段の２款保険給付費１項療養諸費から、次のページの２項高額療養費、３項移送費、

４項出産育児諸費、５項葬祭費につきましては、全額北海道からの交付金で賄われるもの

で、北海道が過去３年間の実績から示した額を基に計上しております。 

 ２３ページ、２４ページをお願いいたします。３款国民健康保険事業納付金１項医療給

付費分、本年度の計の欄を御覧ください。２億３,８６５万９,０００円、次の２項後期高

齢者支援金等分同じく計の欄ですが７,４１３万２,０００円、次の３項介護納付金分２,８

８８万７,０００円の合計額３億４,１６７万８,０００円は、本町が北海道へ納める納付金

で、制度改正により新たに設けられたものでございます。 

 ２５ページ、２６ページをお願いします。中段の５款保健事業費１項１目特定健康診査

等事業費１３節委託料中、５行目の特定健康診査３９５万８,０００円、特定保健指導３８

万９,０００円、特定健診未受診者対策３２６万７,０００円は、国民健康保険被保険者の

疾病の早期発見早期治療により医療費適正化を図るもので、未受診者対策についてはハガ

キの送付などにより健診の勧奨を図ってまいります。 

 戻りまして、７ページ、８ページをお願いいたします。 

 ２、歳入です。１款１項国民健康保険税につきましては、次のページをお願いします。

一番上の段の計の欄２億７,８３２万１,０００円となっております。現年課税分につきま

しては、平成２９年度決算見込みと比較して１,７３８万６,０００円、６.７５パーセント

の増となっております。このうち、一般被保険者現年課税分２億７,３４６万８,０００円

と、１２ページをお願いいたします。５款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金１

節保険基盤安定繰入金２,７３６万３,０００円の合計３億８３万１,０００円が納付金の

保険税分にあてられる財源となります。 

 また戻りまして９ページ、１０ページをお願いします。３款道支出金１項道補助金１目

１節保険給付費等交付金７億４,７８０万８,０００円は、広域化によりまして北海道から

全額交付される保険給付費等で、療養給付費、高額療養費、出産育児諸費などの費用にあ

てられます。 

 １１ページ、１２ページをお願いいたします。２段目の５款繰入金２項１目基金繰入金

１４０万円は、納付金を賄うため不足分を基金から繰り入れを行うものです。 

 なお、３５ページ以降の添付資料、給与費明細書につきましては、説明を省略させてい

ただきます。 

 以上で、議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算の説明とさせてい
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ただきます。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計

予算について、千葉住民課長。 

○住民課長（千葉輝男君） 議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予

算につきまして、提案内容の御説明をさせていただきます。 

 平成３０年度は２年に１度の保険料率見直しの年でありまして、所得割につきましては

現在１０.５１パーセントが１０.５９パーセントに、０.０８パーセントアップ、均等割は

４万９,８０９円が５万２０５円に、０.８０パーセント３９６円のアップ、後期高齢者医

療広域連合の資料によりますと北海道の一人当たり保険料は６万４,２４１円が６万５,６

５５円に、２.２０パーセント１,４１４円アップとなっております。これに合わせまして

軽減基準額の見直しも行われているところでございます。 

 本予算案は改正後の税率を適用して作成したもので、年間平均被保険者見込数につきま

しては１,６０９人としております。前年度当初は１,６２６人で１７人の減と見込んでお

ります。 

 それでは予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億２,７４６万３,

０００円と定めるものでございます。 

 次に、歳入歳出予算事項別明細書により歳出から説明させていただきます。 

 １０ページ、１１ページをお願いいたします。３段目の２款１項１目後期高齢者医療広

域連合納付金につきましては、前年比３.９パーセント、４６５万６,０００円増の１億２,

４２１万６,０００円を北海道後期高齢者医療広域連合への納付金として計上し、このうち

広域連合の事務費負担金として５２１万８,０００円、保険料等が１億１,８９９万８,００

０円で、保険料の内訳といたしましては、保険料分が８,２８１万５,０００円、保険基盤

安定制度の軽減分が３,６１８万３,０００円となっております。 

 戻りまして、６ページ、７ページをお願いいたします。２、歳入です。１款１項１目後

期高齢者医療保険料は前年比４.４パーセント、３５１万円増の８,２８１万５,０００円を

計上しております。本町における後期高齢者医療の年間平均被保険者見込数１,６０９人分

の保険料で、一人当たり平均５万１,４６９円の収納を見込んでおり、全道平均の一人当た

り保険料６万５,６５５円の７８.４パーセント程度となっております。 

 ３款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金につきましては、対前年比２.８パーセ

ント、１１８万円増の４,３６０万２,０００円で、歳出で説明いたしました保険基盤安定

繰入金３,６１８万３,０００円とその他一般会計繰入金７４１万９,０００円の合計額で

あります。 

 以上で、議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予算の説明とさせて

いただきます。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３０号平成３０年度本別町介護保険事業特別会計予
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算について、飯山保健福祉課長。 

○保健福祉課長（飯山明美君） 議案第３０号平成３０年度本別町介護保険事業特別会計

予算について、提案内容の御説明を申し上げます。 

 予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９億７,３０２万円と定めるもので、

これは対前年度比０.３パーセントの増となったところであります。 

 平成３０年度の介護保険事業特別会計は、先に策定いたしました第７期介護保険事業計

画の初年度として、計画に基づき執行することとなります。 

 第１号被保険者につきましては、２,８７８人を見込み、高齢化率は４０.３パーセント

と推計しております。 

 それでは、事項別明細書により、歳出から主な内容につきまして御説明申し上げます。 

 １３ページ、１４ページをお開きください。３、歳出。１款総務費１項総務管理費１目

一般管理費１１節需用費中、介護保険冊子４７万８,０００円につきましては、介護保険制

度および介護保険料を周知するために、３年に１度、６５歳以上の方がいる世帯に配布す

る啓発用パンフレットを作成するものです。 

 １３節委託料中、地域包括ケアプロジェクト推進事業１,１００万円は、平成２９年度か

ら実施しております、医療介護の連携事業や本別を知ってもらうための星空キャンプ等に

加えて、平成２９年度に立ち上げる、民間による本別応援サイトや、首都圏で開催する地

域医療塾の運営などに係る経費であります。 

 １９節負担金補助及び交付金中、下から二つ目の、本別町介護従事者就業支援等補助金

３９５万円は、平成３０年度から介護の有資格者が、継続して１年就業した場合に支払わ

れる就業支援補助金の該当者が見込まれるため、前年度より増額しての計上となっており

ます。 

 １５ページ、１６ページをお開きください。 

 下段の２款保険給付費１項介護サービス諸費は、介護保険事業計画に基づくもので、１

目介護サービス給付費につきましては、居宅及び施設介護サービス給付費の合計で、前年

度と比べ１,０６８万９,０００円、１.３パーセント増の８億２８１万２,０００円を計上

しております。 

 １７ページ、１８ページをお開きください 

 ３款地域支援事業費１項１目介護予防・日常生活支援総合事業費１３節委託料中、地域

包括ケアプロジェクト推進事業１５０万円は、平成２９年度は一般会計の保健衛生費で計

上しておりました地域健康づくり活動謝礼金を移行し、地域包括ケアシステムに健康づく

りを位置づけ、壮年期から高齢期まで一貫した介護予防、健康づくりを進める事業を推進

するものです。 

 下段の１９節負担金補助及び交付金中、介護予防・生活支援サービス事業費９０５万円
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につきましては、要支援者等の方を対象に予防訪問サービスと予防通所サービスについて

実施するものです。 

 １９ページ、２０ページをお開きください。 

 ３款地域支援事業費２項包括的支援事業・任意事業費１目包括的支援事業費の２節給料、

３節職員手当等、４節共済費は人事異動等により２名分の計上となっております。 

 ２目任意事業費１３節委託料中、一番下の認知症高齢者見守り事業３８万９,０００円は、

オレンジセーフティネット、これは、スマートフォンアプリを活用した、認知症高齢者等

の徘徊を捜索するシステムの運用、保守等にかかる費用であります。十勝管内の近隣５町

での年度当初からの運用を検討しておりましたが、今月に入ってから厚労省が平成３０年

度に全国展開の仕組みを再検討するという連絡がありまして、導入の時期が遅れる見込み

となっております。 

 以上で歳出を終わりまして、７ページ、８ページをお開きください。 

 ２、歳入でありますが、１款１項介護保険料１目第１号被保険者介護保険料１節現年度

分は２,８７８人、１億９,００４万５,０００円を見込んでおります。 

 ９ページ、１０ページをお開きください。 

 一番下の段になります、７款繰入金１項他会計繰入金１目一般会計繰入金の総額は１億

６,１６６万１,０００円で、前年度と比較し７８７万９,０００円、４.６パーセント減と

なっておりますが、２節地域支援事業繰入金のうち交付金限度額超過分が、前年度比２,０

４７万４,０００円の減となっているのは、地域包括支援センターの人件費が４名から２名

になっていることが主な理由であります。 

 ３節その他一般会計繰入金が前年度比１,０２０万２,０００円の増なっているのは、地

域包括ケアプロジェクト推進事業の拡大、介護従事者就業支援等補助金の該当者の増が主

な理由であります。 

 なお、２３ページからの添付資料につきましては、説明を省略させていただきます。 

 以上で、平成３０年度介護保険事業特別会計歳入歳出予算の説明とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３１号平成３０年度本別町介護サービス事業特別会

計予算について、井戸川老人ホーム所長。 

○老人ホーム所長（井戸川一美君） 議案第３１号平成３０年度本別町介護サービス事業

特別会計予算につきまして、提案内容の御説明を申し上げます。 

 それでは、予算書の１ページをお開き願います。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２億９,０２６万円と定めるもので、

前年度と比較しまして４７８万３,０００円、率にして１.７パーセントの増になったとこ

ろであります。 

 それでは、事項別明細書により新たなもの、増減の大きい部分につきまして歳出から御

説明させていただきます。 
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 １０ページ、１１ページをお開き願います。 

 ３、歳出ですが、１款介護サービス事業費１項１目施設介護サービス事業費２億５,１０

２万円、これにつきましては特別養護老人ホームの運営経費でありますが、前年度と比較

しまして３４６万４,０００円、率にして１.４パーセントの増となっております。 

 増額の主なものは、１１ページ上段２節給料、３節職員手当等は人事異動や給与改定に

よるもの、その下４節共済費は負担金率の変更によるもの、７節賃金中、準職員賃金は人

事異動や給与改定によるもの、さらにパート等賃金につきましては業務の効率化を図るた

め、代替職員とパート職員を統一したものによるものでございます。 

 中段、１１節需用費中、燃料費は単価アップによる増となっております。 

 １２ページ、１３ページをお開き願います。上段１２節役務費中、手数料の四つ目、重

油タンク検査８万１,０００円は、３年に１回の地下タンク漏洩検査によるもの。その三つ

下、生ごみ処理は運搬を直営から委託することによる増になってございます。 

 １０ページ、１１ページにお戻り願います。減額の主なものは、上段７節賃金中、臨時

雇、これにつきましては年間を通して職員を募集しておりましたが、応募がないことによ

る減でございまして、昨年につきましてはパート職員等のお力をお借りして、１年間運営

をしてきているところでございます。 

 １４ページ、１５ページをお開き願います。 

 中段、２項居宅介護サービス事業費１目居宅介護支援事業費３,７１１万６,０００円は、

総合ケアセンターの居宅介護支援事業所の運営経費で、２節給料、３節職員手当等、科目

はございませんが７節賃金、準職員賃金は介護支援専門員の人事異動による人件費の増減

であります。 

 ２目介護予防支援事業費２１２万４,０００円は、地域包括支援センターの介護予防支援

事業所の運営経費で、２８節繰出金は居宅予防支援サービス計画の件数の減による繰出し

の減でございます。 

 次に歳入にまいります。６ページ、７ページにお戻り願います。 

 ２、歳入ですが、上段１款サービス収入１項１目介護給付費収入２億１１６万１,０００

円は、対前年９５万９,０００円、率にして０.５パーセントの増となってございます。 

 次に８ページ、９ページをお開き願います。上段、４款繰入金１項他会計繰入金１目一

般会計繰入金５,３７０万２,０００円は、前年度より２３９万１,０００円、率にしまして

４.７パーセントの増となっておりますが、先ほど述べました歳出のうち、人事異動や給与

改定による人件費増に伴うものが主なものでございます。 

 これで、歳入の説明を終わらせていただきます。 

 なお、１８ページからの添付資料につきましては説明を省略させていただきます。 

 以上、平成３０年度本別町介護サービス事業特別会計の予算説明とさせていただきます。

よろしく御審議賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３２号平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算に
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ついて、大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 議案第３２号平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算

について、提案内容の説明を申し上げます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１億２,０１９万５,０００円と定め

るもので、前年度より１,６９３万円の減となったところであります。 

 地方債。 

 第２条、地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第２表、地方債によるものでござい

ます。 

 一時借入金。 

 第３条、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

８千万円と定めるものでございます。 

 次に、本年度の給水計画でございますが、給水戸数、給水人口は、勇足、仙美里、美里

別３カ所の簡易水道を合わせまして４３０戸、１,２５０人、年間の総配水量は２３万１,

０００立方メートルを計画しております。 

 それでは事項別明細書により歳出から説明申し上げます。 

 １２ページ、１３ページをお願いいたします。１款１項簡易水道費１目一般管理費１１

節需用費中、光熱水費・電気料は燃料費調整単価の値上がりによるもので、対前年５６万

２,０００円増の８４５万７,０００円を見込んでおります。 

 １３節委託料中、保守点検等委託料、次のページをお願いいたします。上段の計装設備

は３年から５年おきに行なっておりまして、保守点検対象機器が減ったことによります対

前年１１１万９,０００円減の１７３万６,０００円となっております。 

 ２目維持修繕費１５節工事請負費２,１５４万３,０００円の工事内容は、計量法による

８年ごとの量水器更新工事７５カ所で、対前年１５８カ所減となっております。また、勇

足簡易水道では浄水場の次亜注入ポンプ及び制御装置の更新工事を実施するものでござい

ます。 

 美里別簡易水道では配水池取水ポンプの更新工事、導水ポンプ場のパネルヒーターの更

新工事、町道美里別川沿道路改良工事に伴います配水管移設工事を実施するものでござい

ます。工事請負費は対前年１,１２９万４,０００円の減となっております。 

 １６節原材料費１０８万２,０００円は、量水器更新工事の量水器７５基分の購入費でご

ざいまして、対前年５５７万１,０００円の減となっております。 

 １６ページ、１７ページをお願いいたします。３款１項公債費１目元金では対前年１６

８万円増の３,０２９万１,０００円となっており、２目利子では対前年８３万８,０００円

減の１,１２５万９,０００円となっております。 
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 次に８ページ、９ページにお戻りください。歳入でありますが、１款分担金及び負担金

１項負担金１目簡易水道費負担金２００万円は町道美里別川沿道路の道路改良に伴う補償

金ですが、今まで使用していたことによる減耗があるためでございまして、約３７パーセ

ントの補償率となっております。 

 ２款１項使用料及び手数料１目水道使用料１節現年度分は対前年７４万円増の４,０６

１万７,０００円を見込んでおります。 

 下段の４款１項繰入金１目一般会計繰入金は、対前年１,０２２万３,０００円減の５,９

０１万２,０００円となっております。 

 １０ページ、１１ページをお願いいたします。下段の７款１項町債１目簡易水道事業債

は、前年度より４５０万円減の１,７８０万円となっております。 

 次に４ページをお願いいたします。第２表、地方債でありますが、起債の目的、簡易水

道事業、限度額を１,７８０万円とするもので、起債の方法、利率、償還の方法は記載の通

りでございます。 

 なお、添付資料の説明は省略させていただきます。 

 以上、平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算の説明とさせていただきます。どうぞ、

よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３３号平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算

について、大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 議案第３３号平成３０年度本別町公共下水道特別会計予

算について、提案内容の説明を申し上げます。 

 まず、予算書の１ページをお願いいたします。 

 歳入歳出予算。 

 第１条、歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４億８,６６８万１,０００円と定め

るもので、前年度より３,８４４万３,０００円の減となったところでございます。 

 債務負担行為。 

 第２条、地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期間及び限度額は第２表、債務負担行為によるものでございます。 

 地方債。 

 第３条、地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、第３表、地方債によるものでござい

ます。 

 一時借入金。 

 第４条、地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

１億円と定めるものでございます。 

 平成２８年度末における下水道の普及状況でございますが、公共下水道計画区域内の下

水道普及率は９８.９９パーセントとなっております。また水洗化率では９０.７５パーセ
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ント、浄化槽の普及率は４５パーセントとなっておりまして、これを両方合わせた汚水処

理人口普及率は８１.４６パーセントとなっております。 

 次に事項別明細書により、歳出から説明をさせていただきます。 

 １３ページ、１４ページをお開きください。下段の１款総務費２項施設管理費１目管渠

管理費１１節需用費中、修繕料の管渠・ポンプ所汚水ポンプ３７６万円は、３年に１回実

施する北部及び西部マンホールポンプ所のポンプ修繕により１７５万円の増となっており

ます。 

 ２目処理場管理費１１節需用費中、次のページ、１５ページ、１６ページをお願いいた

します。修繕料、対前年２８４万３,０００円の減は、３年に１回実施している汚水ポンプ

３基の修繕および汚泥供給配管等修繕が完了したことによるものでございます。 

 １３節委託料中、業務委託料、汚泥運搬処理９３万７,０００円の増は、汚泥受入れの農

家の方が１件減したことにより、汚泥の運搬処理量がふえたことによるものでございます。 

 ３目個別排水処理施設管理費の対前年５７万６,０００円の増額は、浄化槽の管理基数の

増によるものでございます。 

 ２款土木費１項下水道費１目下水道新設費、次の１７ページ、１８ページをお願いいた

します。１３節委託料、下水道施設調査設計２８０万円は、平成３１年度の更新機器の調

査設計等でございます。 

 １５節工事請負費中、公共下水道汚水管渠新設工事４５０万円は、栄町団地内の汚水管

渠新設工事、またマンホール等の改修工事でございます。その下、公共下水道終末処理場

機器更新工事７,６００万円は、引込盤、受電盤、変圧器盤、外４機種の更新工事を実施す

るものでございます。 

 ２目個別排水処理施設新設費１５節工事請負費１,８１３万円は、浄化槽８基の新設を予

定しているものでございます。 

 次の１９ページ、２０ページをお願いいたします。３款１項公債費１目元金は、対前年

５０４万８,０００円減の２億３,８４３万２,０００円、２目利子は対前年５５３万３,０

００円減の４,３９８万７,０００円となっておりますが、既往債の支払いの完了によるも

のでございます。 

 次に９ページ、１０ページにお戻りください。歳入でございますが、中段の２款使用料

及び手数料１項使用料１目公共下水道使用料は６,７１２万１,０００円で、２目個別排水

処理施設使用料は１,１８６万５,０００円を見込んでいるところでございます。 

 ４款１項繰入金１目一般会計繰入金は、対前年１,８９３万８,０００円減の２億３,４８

１万４,０００円となっております。 

 次の１１ページ、１２ページをお願いいたします。下段の７款１項町債１目土木債、前

年度より７００万円減の１億２,３６０万円となっております。 

 次に、４ページにお戻りください。第２表、債務負担行為でありますが、平成３０年度

水洗便所等改造資金融資業務委託に係る利子相当分負担については、期間を平成３０年度
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から平成３５年度までと定め、限度額を貸付残額に対する利子相当額とし、下段の平成３

０年度水洗便所等改造資金融資業務委託に係る債務の損失補償については、期間を平成３

０年度から平成３５年度までと定め、限度額を貸付元金と遅延に係る延滞利子相当額とす

るものでございます。 

 次に、５ページの第３表をお願いいたします。地方債につきましては、起債の目的、公

共下水道整備事業の限度額を３,７１０万円に、個別排水処理施設整備事業の限度額を１,

４３０万円に、下水道事業資本費平準化債の限度額を７,２２０万円にするもので、起債の

方法、利率、償還の方法は記載の通りでございます。 

 なお、添付資料の説明は省略をさせていただきます。 

 以上、平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算の説明とさせていただきます。どう

ぞよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 次に、議案第３４号平成３０年度本別町水道事業会計予算につい

て、大槻建設水道課長。 

○建設水道課長（大槻康有君） 議案第３４号平成３０年度本別町水道事業会計予算につ

いて、提案内容の説明を申し上げます。 

 予算書の１ページをお開きください。第２条の業務の予定量は、給水戸数を２,６５９戸、

年間総給水量を５２万１,７００立方メートル、１日の平均給水量を１,４２９立方メート

ル、主な建設改良事業につきましては、原水及び浄水施設整備事業費４５０万円、配水施

設整備改良事業費６１９万４,０００円、営業設備整備事業費１,２２１万円を予定してい

るところでございます。 

 第３条の収益的収入及び支出の予定額は、収入の第１款水道事業収益と支出の第１款水

道事業費は、それぞれ対前年１０２万８,０００円減の１億６,４４８万８,０００円と定め

るところでございます。 

 第４条資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定めるもので、資本的収入額が資

本的支出額に対して不足する額５,９０１万７,０００円は、過年度分損益勘定留保資金５,

７５７万７,０００円、当年度分の消費税及び地方消費税資本的収支調整額１４４万円で補

てんをするものでございます。 

 収入の第１款資本的収入では、対前年４,６１０万円減の２３０万円、支出の第１款資本

的支出は、対前年５,３７６万５,０００円減の６,１３１万７,０００円と定めるところで

ございます。 

 ２ページをお開きください。第７条の企業債でありますが、起債の目的、限度額、起債

の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定めるもので、起債の目的、原水及び浄水施

設整備事業の限度額を１９０万円、配水施設整備改良事業の限度額は４０万円とするもの

で、起債の方法、利率、償還の方法は記載の通りでございます。 

 第８条の一時借入金については、限度額を１億円と定めるところでございます。 

 第１０条の議会の議決を経なければ流用することのできない経費については、職員給与
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費で、対前年４１万６,０００円増の３,９８１万６,０００円でございます。 

 第１１条の一般会計から、この会計へ補助を受ける金額は、高料金対策として対前年１

９１万９,０００円増の３,２０７万５,０００円でございます。 

 第１３条のたな卸資産の購入限度額は５１６万３,０００円と定めるところでございま

す。 

 次に、予算説明書により主な事業内容について説明させていただきます。 

 １９ページ、２０ページをお開きください。収益的収入及び支出の収入ですが、１款水

道事業収益１項営業収益１目給水収益は、対前年１５１万６,０００円減の１億２,１００

万６,０００円と見込んだところでございます。 

 ２項営業外収益対前年５３万２,０００円の増は、一般会計補助金の増額が主な要因でご

ざいます。 

 ２１ページ、２２ページをお願いいたします。支出でございますが、１款水道事業費１

項営業費用１目原水及び浄水費委託料保守点検等委託料、対前年６９万８,０００円の増は、

浄水場計器を３年から５年ごとに保守点検しているためで、点検対象機器がふえたことに

よるものでございます。 

 ２目配水及び給水費、次のページ、２３、２４をお願いいたします。下段の通信運搬費

電話回線専用料１６万４,０００円の増は回線使用料単価の増によるものでございます。 

 １段下、委託料、対前年４１万４,０００円の増は、３年ごとに弥生町ポンプ場、向陽町

ポンプ室、山手町ポンプ場及び浦幌坂配水池の機器の保守点検を行うもので、３０年度は

弥生町ポンプ場の電気計装設備の保守点検を行うものでございます。 

 次に、２７、２８ページをお願いいたします。４目総係費手数料対前年８６万２,０００

円の増は、銀行口座振替手数料の単価増とＬＧ－ＷＡＮ伝送手数料の増によるものでござ

います。 

 続きまして中段、５目減価償却費でございます、１３４万１,０００円の減は、主に構築

物の減価償却費の減によるものでございます。 

 続きまして６目資産減耗費４３万５,０００円の減額は、固定資産除却費の内、機器及び

装置は量水器更新工事による量水器撤去箇所数が減になったものによるものでございます。 

 ２項営業外費用１目支払利息及び企業債取扱諸費９３万９,０００円の減額は、財政融資

資金等の償還額減によるものでございます。 

 次に、３１ページ、３２ページをお願いいたします。 

 資本的収入及び支出の収入でありますが、１款資本的収入１項１目企業債、対前年４,６

１０万円の減は、支出の工事請負費などの減額によるものでございます。 

 支出でありますが、１款資本的支出１項建設改良費１目原水及び浄水施設整備費、工事

請負費１９９万８,０００円は、浄水場のナンバー１後次亜注入ポンプの更新工事でござい

ます。 

 ２目配水施設整備改良費委託料４５６万９,０００円は、今後の人口減少も考慮し、水道
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事業の給水区域の変更も含めた視野を入れました計画を策定するアセットマネジメント作

成業務を行なうものでございます。 

 工事請負費４７万５,０００円は、山手町ポンプ場及び向陽町ポンプ室のパネルヒーター

設置工事を行うものでございます。 

 ３目営業設備費１,２２１万円は、計量法による８年で更新する量水器の購入費と工事費

で本年度は３３５台の更新を行なうことになっております。 

 ２項企業債償還金につきましては、３,８４１万３,０００円であり、年度末の未償還元

金は９億４,２３８万６,０００円となる見込みでございます。 

 以上、平成３０年度本別町水道事業会計予算の説明とさせていただきます。 

どうぞ、よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） ここで暫時休憩します。 

午後２時２３分 休憩 

午後２時３５分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き、会議を開きます。 

 次に、議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について、藤野

病院事務長。 

○病院事務長（藤野和幸君） 議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会

計予算について、提案内容の御説明を申し上げます。 

 予算書の１ページをお願いいたします。 

 業務の予定量、第２条でありますが、病床数は、一般病床６０床、年間入院患者数１万

８,２５０人、年間外来患者数４万６,１７０人を予定いたしました。１日平均患者数では、

入院患者で５０人、外来患者で１９０人となり、前年と比較しますと入院で３人、外来で

２７人減少しておりますが、前年度実績等を勘案しながら見込んだところであります。 

 新年度の診療体制は、内科医師２名、外科２名、耳鼻咽喉科１名の常勤医師５人体制で

運営していく予定であります。 

 収益的収入及び支出。第３条、収益的収入及び支出の予定額は、収入の第１款病院事業

収益は１１億３,５４８万５,０００円で、前年度当初比９,０６１万９,０００円、７.４パ

ーセントの減、支出の第１款病院事業費用は１２億８,８４１万７,０００円で、前年度当

初比９１５万５,０００円、０.７パーセント増としたところであります。 

 資本的収入及び支出。第４条、資本的収入及び支出の予定額は、収入の第１款資本的収

入は８,７６５万７,０００円で、前年度当初比７,６１３万５,０００円、４６.５パーセン

トの減、次の２ページになりますが、支出の第１款資本的支出は１億２,１６０万１,００

０円で、前年度当初比７,２１４万８,０００円、３７.２パーセント減の予算といたしまし

た。 

 企業債、第７条でありますが、起債の目的、医療機械器具整備事業、限度額１,２００万

円、起債の方法、利率、及び償還の方法は記載のとおりでありますので省略させていただ
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きます。 

 一時借入金。第８条、一時借入金の限度額は２億円と定めるものであります。 

 議会の議決を経なければ流用することのできない経費、第１０条は、職員給与費７億７,

４５８万４,０００円、交際費４５万円とするものであります。 

 他会計からの補助金。第１１条、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、一時借

入金支払利息２万８,０００円、医師看護師等研究研修経費２００万円、退職手当組合事前

納付金６４３万４,０００円、基礎年金拠出金公的負担経費１,６６２万１,０００円、公立

病院改革推進に要する経費２７０万円であります。 

 次の３ページ、たな卸し資産の購入限度額。第１３条は１億９,６４１万４,０００円と

定めるものであります。 

 重要な資産の取得及び処分。第１４条、７００万円以上の重要な資産の取得は、医療器

械器具で、Ｘ線発生装置、人工透析液供給システム一式を予定するものでございます。 

 次に、予算説明書により主な項目について説明させていただきます。 

 ２１、２２ページをお願いいたします。収益的収入及び支出の収入でありますが、１款

病院事業収益１項医業収益１目入院収益は４億３,８００万円で、前年度比１１.２パーセ

ント減、１日平均単価を２万４,０００円で見込んだところであります。２目外来収益は３

億２,３１９万円で、前年度比１１.８パーセント減、１日平均単価は７,０００円で見込ん

だところであります。 

 ３目その他医業収益３節一般会計負担金１億６,１９４万３,０００円、下段２項医業外

収益２目他会計補助金２,７７８万３,０００円、及び次の２３、２４ページ、上段の３目

負担金交付金９,８２７万４,０００円を合わせました２億８,８００万円は一般会計から

の繰入金で、前年度比３００万円増となっております。 

 ７目繰入金１節国民健康保険特別会計繰入金１,００１万２,０００円は、国保特別会計

から繰入れを受けるもので、内訳は健康管理センター事業に係る医師人件費分６００万円

及び国保調整交付金４０１万２,０００円を当初予算で見込むものであります。 

 次に２５、２６ページ、支出でありますが、１款病院事業費用１項医業費用１目給与費

は７億７,４５８万４,０００円、前年度比１.８パーセント減の計上といたしました。給与

費の内訳は、正職員が６０名、臨時職員等が４６名で、総数１０６名の予算計上となりま

す。 

 ２目材料費１節薬品費８,３７３万１,０００円、前年度比１４.７パーセント増及び２節

診療材料費７,３７５万２,０００円、前年度比６.８パーセント増は、前年度実績を勘案し

たものです。 

 下段、３目経費ですが、次の２７、２８ページをお開きください。上段、２節報償費４,

３５６万２,０００円は、前年度比１,５００万５,０００円の減でありますが、週１回、応

援の内科外来及び当直業務の終了、週２回の外科外来応援の終了が主なものであります。 

 一番下段、１３節賃借料１,２７７万５,０００円は対前年度比２６９万９,０００円の減
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ですが、ハイヤー借上料１０２万７,０００円減、在宅酸素濃縮装置借上料１７１万７,０

００円減を計上するものであります。 

 ２９ページ、３０ページの１５節委託料は対前年９９２万円の増ですが、オーダリング

システム更新に伴う保守９０８万７,０００円、診療報酬請求事務２,２５８万５,０００円

の計上が主たる要因です。 

 以上で収益的収入及び支出の説明を終わらせていただき、３９ページ、４０ページをお

願いいたします。資本的収入及び支出の支出でありますが、１款資本的支出１項建設改良

費３目固定資産購入費３,３２０万８,０００円で７品目を購入予定です。 

 Ｘ線発生装置。一般撮影用のＸ線発生装置で、本装置は平成１２年に導入し本年度で１

８年目を迎え、老朽化しているため更新するものです。事業費は１,１８８万円で、財源内

訳は地方債が１,０２０万円、交付金が１６２万円で、一般財源が６万円であります。 

 次に、人工透析液供給システム。本装置は透析液を製造する機器と、製造した透析液を

透析装置に供給する装置で、平成１２年に導入し、耐用年数７年のところ本年度で１８年

を経過し、耐用年数を超えて使用している状況にあり、老朽化しているため更新するもの

です。事業費は１,５１２万円で、財源内訳は地方債が１,１８０万円、交付金が３２４万

円で、一般財源が８万円であります。 

 次に、予算書の３７、３８ページに戻っていただきまして、収入でありますが、１款資

本的収入１項１目企業債１,２００万円は、医療機械器具整備事業に係る病院債、２項出資

金１目他会計出資金６,７９５万円は、企業債償還元金の３分の２及び一般会計が借り入れ

る過疎債分を一般会計から出資を受けるものでありますが、次の３項負担金１目他会計負

担金１５０万４,０００円を合わせました６,９４５万４,０００円が、資本的収支に係る一

般会計からの繰入額となります。収益的収支と合わせた一般会計繰入金の総額は、前年度

比１,８９９万６,０００円、５.１パーセント減の３億５,７４５万４,０００円となります。 

 ４項繰入金１目他会計繰入金５６７万円は、器械、備品購入に係る国保調整交付金を国

保会計から繰入れを受けるものでございます。２目医療施設等整備基金繰入金５３万円は、

支出の機械及び備品購入費中、電動ベッドの購入財源として基金から繰り入れることとし

たものであります。 

 なお、添付資料の説明は省略させていただきます。 

 以上、平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算の説明とさせていただきます。

よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） 以上で、各会計予算の提案理由の説明を終わります。 

 お諮りします。 

 ただいま一括議題となっております、議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特

別会計予算について、ないし、議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会

計予算について、及び昨日１４日議事とした、議案第２７号平成３０年度本別町一般会計

予算について、以上９件については、議長を除く１０名の委員をもって構成する平成３０
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年度各会計予算審査特別委員会を設置し、これに付託をして審査することにしたいと思い

ます。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算について、ないし、議案第

３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について、以上９件については、

議長を除く１０名の委員をもって構成する平成３０年度各会計予算審査特別委員会を設置

し、これに付託をして閉会中の継続審査とすることに決定いたしました。 

 暫時休憩いたします。 

午後２時４９分 休憩 

午後２時５４分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 ただいま設置されました、平成３０年度各会計予算審査特別委員会の正、副委員長の互

選の結果について申し上げます。 

 委員長に山西二三夫君、副委員長に大住啓一君と決定いたしました。 

 以上、報告といたします。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第９ 議案第３６号 

○議長（方川一郎君） 日程第９ 議案第３６号特別職の給料の減額支給に関する条例の

制定についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 大和田副町長。 

○副町長（大和田 収君） 議案第３６号特別職の給料の減額支給に関する条例の制定に

ついて、提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の条例制定は、私が住民課長時代に在職しておりました、元職員の逮捕、起訴され、

実刑判決に対する管理、指揮、監督責任として、本別町の税務行政、さらに公務員の公正

に対する社会の信頼を著しく損なわせ、本別町役場に対する社会的信用の棄損の重大さか

ら行うものであります。 

 本当に申しわけございませんでした。 

 なお、処分につきましては、今回、当時担当課長の懲戒処分、戒告を参考にさせていた

だき、自ら１０パーセント、１カ月減額するものであります。 

 それでは、制定条文により説明をさせていただきます。なお、括弧書きの朗読は省略さ

せていただきます。 

 特別職の給料の減額支給に関する条例。 

 給料の額。 
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 第１条、特別職の給料の月額は、常勤特別職の給与及び旅費に関する条例（昭和４２年

条例第３４号）第４条の規定にかかわらず、別表（１）に掲げる副町長の給料月額の１０

パーセントの額を減じた額とする。 

 支給の期間。 

 第２条、前条の規定により給料を支給する期間は、平成３０年４月１日から平成３０年

４月３０日までとする。 

 附則。 

 第１項、この条例は、平成３０年４月１日から施行する。 

 第２項、この条例は、平成３０年４月３０日限り、その効力を失う。 

 以上、議案第３６号特別職の給料の減額支給に関する条例の制定についての提案説明と

させていただきます。よろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行ないます。 

 小笠原良美君。 

○７番（小笠原良美君） まず、副町長の件について、ただいま管理、指揮、監督責任と

して、１カ月１０パーセントの給料の減額をするという今お話だったと思いますが、そう

ですよね。そういうことですけれども、私としましてはね、なぜ今の時期かということを

１つお伺いしたいことと、それからですね、今説明の中でですね、現課長の戒告処分を参

考にしたというお話があったと思いますので、その点についてもお伺いをしたいと思いま

す。現課長がですね、戒告処分を受けたわけですけれども、その決定するに至った経緯で

すね、根拠も含めて、それからどういう形で戒告という処分に至ったのかということと、

それからもう１点はですね、戒告処分となると履歴に残るというようなこともあるようで

ございますけれども、現課長はもうやがて退職は目の前に来ていると思うのですが、この

ことによるですね、再任用に関わる影響とかというものはないものか、その点についてお

尋ねをしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 大和田副町長。 

○副町長（大和田 収君） まず、なぜ今時期に減額を提案したかということでございま

すが、元職員の判決が出まして、実刑判決、それを踏まえまして、当時の担当課長は私、

そしてそのあと戒告処分を受けた担当課長というような形になっています。当時、その責

任に関して、重大さということ、重たい処分を今回担当課長が受けましたので、その分を

参考にして、今回自らということで提案した次第でございます。 

 昨年の１２月の４日に判決が出たかと思います。その後、弁護士等々の協議と調整、そ

れから相談等によりまして１月の末に元職員の弁護士と協議をした中で、判決事由につい

ては本人が認めているというような部分がありましたので、その時点で倫理委員会のほう

に当時の課長の処分等を踏まえた諮問をしたところでございます。その中で、倫理委員会

が中で２回ほど開催をされまして、当時の担当課長、当時まだ現職でしております。私は

昨年一度退職をしておりますので、その当時の担当課長についての処分について、倫理委
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員会の中で協議をいただきました。この中では、やはり町にとって初めてのケース、数年

前に起きた刑事事件に関する管理不行届きがどこまで影響するのかと、そういう部分があ

りましたので、そういう部分で慎重に協議をしていただきまして、最終的には専門家、弁

護士のほうとも協議をいただきまして、その結果、３月の１２日に当時の担当課長の処分

をしたところであります。当時、私もその前２年間、住民課長としてその責務にいました

ので、その結果を踏まえて今回減額提案をしたというところでございます。私からは以上

でございます。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 私のほうから、倫理委員会での経緯等について説明をさせて

いただきます。 

 今副町長のほうからもございましたけども、１月下旬に倫理委員会の中での協議につい

てということで指示がございまして、そのあと事務局のほうで調査、あるいは資料の作成

等行いました。 

 倫理委員会につきましては、２月の２２日と３月の５日、２回開催をしております。 

 この倫理委員会の中での検証といいますか、その趣旨といたしましては、管理、監督責

任の処分について、その責任が結果責任とならないことから、部下の行った秘密漏洩、個

人情報の不当利用、収賄、勤務態度不良、虚偽報告、横領、この６つの非違行為について、

その行われた内容や手口、そういったものを考察をして、非違行為が行われたことを発見、

防止することができたかを調査、検討してまいりました。 

 発見、防止についての考察につきましては、秘密漏洩、個人情報の不当利用、虚偽報告、

横領につきましては、特に巧妙な手口により発見されないように細工をされ、部下の手口

から上司が発見、防止することは困難であろうと。これをもって上司の壊怠にあたるもの

ではないと考えております。ただ、勤務態度不良につきましては上司として改めさせなけ

ればならないもので、これを怠ったのであれば上司の壊怠が認められるのではないかとい

うふうに考えたところです。 

 委員会の中でもいろいろ議論をいたしまして、そして一定程度整理したものを本別のひ

まわり基金法律事務所の弁護士のほうに依頼をいたしまして、意見書として３月の７日に

提出をいただきました。 

 意見書の中身としましては、戒告の懲戒処分とすることは社会通念上著しく妥当性を欠

くものではなく、懲戒処分としての相当性を逸脱するものではないと思量するという中身

でございました。この第三者意見を踏まえまして、本別町職員倫理委員会の報告として、

３月７日、町長のほうに提出をしてきたところです。 

 今回の判断の基準でございますが、本別町職員の懲戒処分等に関する基準というのがご

ざいますが、そこで指揮監督不適切というところで、処分は減給、または戒告と定められ

ております。これを根拠にして、戒告処分相当であると委員会の中では判断したところで

す。 
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 二つ目の御質問の関係ですが、再任用につきましては最終的に町長が選考するものでは

ございますけども、この戒告処分によって、この任用を妨げるものではないというふうに

考えております。町の再任用制度事務取扱要綱というのがございまして、その第１２条の

中で、内定決定後に停職または免職の懲戒処分を受けた場合、内定を取り消すことができ

るという規定がございます。こういった規定での位置付け等も考えまして、この戒告処分

をもって再任用を妨げるものではないというふうに捉えております。以上です。 

○議長（方川一郎君） 小笠原良美君。 

 ただいま説明を受けました。倫理委員会の中で決定をしたということですけれども、そ

の倫理委員会の委員のメンバーですね、倫理委員会を設置するときには副町長がトップに

なってやるというお話だったと思いますので、その辺のところを後でお聞かせください。 

 副町長の件について、もう少し伺いたいと思います。実はね、なぜ今なのですかとお尋

ねしましたのは、２月の７日に町民の皆さんに対して説明をしましたよね。私はそのとき

の時点でね、ある程度のことがわかっていて町民の皆さんに御説明ができればね、ベター

だったのではないかなというふうに今も思っております。あそこに来られた方々は帰りが

けに、非常にそのことに触れておられました。現課長が謝罪は一人で背負ってしていたよ

うな気がすると。それ以外のところにそういうものは見えなかったというふうに、口々に

おっしゃっておられましたのでね、私はそこら辺でもう少しはっきりと町民の皆さんにね、

謝罪なり御説明をですね、はっきりと明確にさせるべきだったのではないかなというふう

に思っているものですから、なぜこの時期ですかというふうにお尋ねをしましたが、その

辺のところについてね、どういうふうにお考えになりますか。お聞かせをいただきたいと

思います。 

○議長（方川一郎君） 大和田副町長。 

○副町長（大和田 収君） 当時の担当課長、現職でいたときには、私と私の後任の課長

です。そのときの責任、指揮監督の部分についての処分は、まだそこまでは行っておりま

せんでした。やはり、私はその刑事責任にまでなったという不祥事について見逃していた

という部分はあると思います。ただ、そのとき処分ははっきり出ていませんでしたので、

私としても７日の報告会では自らということは判断できない状況でありました。以上です。 

○議長（方川一郎君） 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 私のほうから、倫理委員会の構成について御報告をいたしま

す。倫理委員会につきましては、委員５人以内をもって組織をするというふうに条例のほ

うで定められておりますけども、小笠原議員おっしゃいましたとおり、大和田副町長が委

員長を務めて、そして町長の指名する職員４人をもって構成をするというふうになってお

ります。ただ、今回の検証をするにあたりまして、やはりその影響等を考慮いたしました。

元々が総務課長、住民課長、企画振興課長、教育次長、そして副町長、この５名だったの

ですけども、今回の倫理委員会の２回の協議の中では大和田副町長、それと住民課長は議

論の中に入っていただかないというか、はずすといいますか、そして私、総務課長が委員
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長代理となりまして、企画振興課長、それと教育次長、もう一人、監査委員の事務局長に

も入っていただきまして、４人で協議をしてきています。以上です。 

○議長（方川一郎君） 小笠原良美君。 

○７番（小笠原良美君） ただいまですね、副町長のほうから責任の所在がはっきりしな

い段階では難しかったというふうにお話しをされていたと思うのですが、私は１２月の判

決、元職員に対してね、判決があった後に議員協議会の中でお伺いをしたというふうに記

憶しておりますけれども、その当時課長だった方がですね、当時の元職員に対してね、滞

納者の所に行くときにはこういう形で行って、こういう形で税金を納めてもらうというよ

うなことをきちっと説明をしておりましたかというふうに私は聞いた記憶があります。そ

のときにですね、現課長におかれましては言いましたと。ずっとではないけれども言いま

したと。当時の、今副町長であります大和田副町長はですね、言った記憶がないというよ

うなことまでね、私はお話しをされたように思っているのですね。そういうことがありな

がらね、２月７日のときに皆さんに対して、もう少し私はね、町長がいつもおっしゃって

いますけども、丁寧に説明を申し上げてね、謝罪をすることによって町民の皆さんの感情

が少し変わっていたのではないかなというふうに、本当に今もね、ずっとそれを思い続け

ているのですが、もう一度そこをお伺いしたいと思います。 

○議長（方川一郎君） 大和田副町長。 

○副町長（大和田 収君） まず徴収態勢につきましては、私も国保にも担当したことが

ありますし、国保税の担当をしたときもありますけども、必ず二人以上で行くというのは

基本に思っておりました。納税担当職員も当然そのような形で対応していると思っており

ましたので、そこまで私からあえて言わなくても大丈夫だろうという判断で、言ってない

というふうに説明させていただいたところです。確かに、７日の時点で私のほうから、い

くら減額するというようなお話ですけども、やはり当時の担当課長としての処分、それに

見合った分の、立場がこうなりましたのでそれに合わせた形で、終わった後に自分でやは

り判断をせざるを得ないなという形で、とりあえずはその担当課長時代の処分がどの位の

量刑というのですか、処分内容だったのかなと、そういう部分を判断して、今回提出した

ということで御理解していただきたいと思います。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 一昨日の一般質問で、これに関連することも質問させていただい

てございます。今、当事者である副町長から、また条例等々を担当している課長のほうか

らも細かく説明がありました。町民の方々から見たら全く納得できないのではないかと思

います。ということはですね、今説明の中でありましたように、６つの罪状でしたか、情

報を漏らした、収賄しました、横領までなっていますね。それで本人も、一般質問で質問

させていただきましたが、１２月の実刑以来、控訴審を含めてほとんど認めていると。今

月末に控訴審でも結審するのではないかというような、これは話ですけどもあります。そ
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んな中でですね、課長の処分は倫理委員会、弁護士も妥当だというようなニュアンスでい

ただいたということでございます。ここで横領の分まで副町長が当時のことで当然、今内

容的には１０パーセント１カ月ですか、出て来ています。単純に聞きますけれども、町長

とおとつい相当やり合いましたので、そのことについては町長はもうやる気がないという

ことですから、それはそれとしましてですね、前副町長の部分については、これはどのよ

うに考えておられるのか。退職されたからもうできないんだということであれば、それは

それで役場の決めごとですから、それはいいのではないかと思いますけれども、その辺も

再三申し上げますけれども、私どもも町民の皆さんに付託をいただいているものですから、

こういうことが当然マスコミを通じて町民の方々に知らしめていったときには、私ども説

明しなければならないものですから、その辺をきちっと今回、大きな処分出るということ

でございますのでね、その辺も経緯も含めてお知らせいただければと思っております。 

○議長（方川一郎君） 前副町長の部分については、もう既に退職されているので、ここ

でその分でお話しするということにはならないのかなというふうに思います。 

 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 今大住議員からの御質問ですけども、一般質問でもその責任の所

在を含めてですね、ありました。私のこの自らの処分とですね、当時副町長の処分は一緒

に処分をさせていただきました。そういう意味では副町長も、一般質問でも言いましたけ

ども、私も任期満了が近かった、副町長も当時任期満了が近いということで、任期中のけ

じめということでお互いに、内容は若干パーセントは違いますけども、その処分としての

趣旨は同じ方向でしっかりとその責務を果たしていただいたということで、それはそのと

おりと御理解をいただきたいと思います。以上であります。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 前任の副町長の件については、そういうことで正式にお話いただ

けたので、これ以上申し上げることはございません。 

 町長、任期、任期とおっしゃいますけれども、今の副町長も、前の前の職場ですか、総

務課長の前が住民課長という認識してございますし、そういうことになれば、その都度そ

の都度変わっていてもですね、町長も９月以来また新しい任期ということで町長やってお

られますから、それから１２月に実刑判決出ているのでございますから、一般質問でもさ

せていただいたとおり、任期が終わったからいいということでは私はないと思うので質問

をさせていただいています。これは平行線ですから、それはそれで結構ですけども。 

 副町長の今回の１０パーセントについてですね、１カ月１０パーセント、これは現職の

職員の方とは比較になりませんけれども、御本人として、１カ月１０パーセントがどの程

度のことなのか、ほかの職員の考え方がどういうふうになっているか。職員から副町長に

なられた方ですから、自分自身として妥当だと思って出しているのだと思いますけれども、

もうこれ以上云々ということでなく１０パーセント云々というのは、倫理委員会で言われ

たわけでもない、自分の判断で出してきたということの解釈でよろしいのでしょうか。そ
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れだけの確認と、あとはですね、自分で出したとなると倫理委員会は関係ございませんけ

れども、ほかの部分でいろいろ罪状が出てきていますけれども、その部分でほかの職員の

方々にこれ以上及ぶということは、今の段階では当然ないと思いますけれども、あったら

困るのですけれども、これらを踏まえてですね、町長はおっしゃるように、もう処分は終

わっているからいいんだと、新しい副町長は、１０月に就任した副町長は、当時の課長の

ときの管理不行届きで１０パーセント１カ月やるんだと、これらについてですね、私ども

きょう聞きました。これから議決になりますか、どっちになるかわかりませんけれども、

可決されたとして、こういうことを町民の皆さんに報告というのですか、説明するという

ことは考えておられないのか。ということは、先ほども言ったように今月末にはある程度

の方向性が出てくると思うのです、控訴審の中で。それらを踏まえてどのようにお考えに

なっているか、御答弁を求めるものでございます。 

○議長（方川一郎君） 高橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 職員の処分というものは一貫して、議会の中でもですね、またい

ろいろな場面でも協議会の中でも、それは意見として出されていましたから、私どもは職

員の管理、監督責任含めてですね、どういうところで判断をするか、こういうことでずっ

と実はやってきたということも今までお話ししたとおりであります。それで、これはもう

罪状も含めてですね、本人も認めたらと何回もお話ししていますが、ここで全容が見えて

きたと、このときに判断をしようということで、職員の前上司だった２名のですね、その

処分ということになりました。その処分についてもですね、どういう処分がこの法的制度

の中でもですね、妥当なのか含めて倫理委員会にお諮りをして、倫理委員会の中でそれぞ

れ調査をしていただきながら、そしてまたその倫理委員会の結果をですね、第三者、要す

るに弁護士にその判断をゆだねながら、そしてこういう結論が出ました。そのように若干

時間はかかりましたけども、全体の罪状の中身、そしてまた管理、監督責任としての妥当

性含めて、処分の内容の妥当性を聞きました。それで懲戒処分ということになりました。

ただ、副町長の場合は１０月に退職しておりますので、この懲戒処分には該当しないとい

うことでありますので、そのことであったらということの中で、本人自らがその妥当性含

めてですね、私の現職のときのまだ処分という部分についてはその責務を負っていないの

で、その分については自主的と言いながらも、自ら１０パーセントの給与の減額という形

の中で、ぜひ表すということでありますから、その是非は別にしてもですね、１０パーセ

ントがいいのか、何パーセントがいいのかは別にしても、そういうことの判断をしてです

ね、職員の時代であれば当然懲戒処分の中で戒告ということも、それを判断の中に入れな

がら１０パーセントという、そういう判断をしてきたということであります。 

 ほかの職員にはということの御質問でありますが、ほかの職員に、また管理、監督責任

というものについては、及ばないということには、まずこれはしっかりと申し上げておき

たいなと思います。 

 この上司だった２名の職員のこの懲戒処分ということで、もう一度言いますが副町長は
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退職しているということで、この規定に揃え、該当しないということを含めて、自らの判

断ということに至ったということであります。以上であります。 

 報告は、これはもう結果ですからしっかりと当然、広報等も含めてですね、これをしっ

かり出さなければなりませんので、そのことについては町民の皆さんにわかるようにです

ね、ちゃんと掲示をするということに、それは間違いなくさせていただきたいと思います。

以上であります。 

○議長（方川一郎君） 大和田副町長。 

○副町長（大和田 収君） 当時の担当課長が戒告処分ということです。私はもう退職し

ておりますので懲戒処分にはあたりませんので、そういう判断で、戒告のその上は減給と

いうことでありましたので、１カ月１０パーセントが妥当という判断で提案させていただ

いたところであります。以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） ３回目だそうでございますので、確認だけ取らせていただきます。

一連の処分については、今回可決されれば大体、町長のニュアンスでのお話では終息とい

うことになろうかと思います。一般質問でもさせていただきましたけれども、町民の人た

ちは報告なり丁寧な説明ということで、先ほど小笠原議員からもありましたように、２月

の７日のときもそういう話が出ています。今町長もおっしゃったように、控訴審で判決、

結審が出たとすれば、それなりの重いことになると思いますのでね、これだけの事件です

から、それをきちっと、皆さんの処分の内容も含めてですね、名前出せる出せないはある

かと思いますけれども、その辺をきちっとやっていくべきだと思いますし、これが可決さ

れたとすれば当然、一般の職員の方々は今もこの庁内放送を聞いていると思います。注視

していると思いますので、その辺きちっとやっていくべきだと思いますけれども、その辺

を再度確認させていただきます。 

○議長（方川一郎君） 髙橋町長。 

○町長（髙橋正夫君） 今までもそれぞれ事象が出てきたときにはですね、報告もさせて

いただきましたから、結審がなればですね、当然それはお知らせをしなければならないこ

とでありまして、そしてしっかりと前に向かってまた頑張る含めてですね、職員の皆さん

にもそのことをしっかり伝えながら。職員の皆さんには今御質問ありましたように、この

処分はこれ以降の影響出るものは職員の中にはないということも含めてですね、しっかり

と知らせながら、通達しながら、この一連の結果についてはしっかり町民の皆さんにも、

経過も含めて今まで来たとおりですね、最終結審が出れば、そのときの状況をつぶさにお

知らせをできる態勢を取りたいなと思っています。以上であります。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行ないます。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３６号特別職の給料の減額支給に関する条例の制定についてを採決し

ます。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３６号特別職の給料の減額支給に関する条例の制定については、原

案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎散会宣告 

○議長（方川一郎君） 以上で、本日の日程は全部終了しました。 

 次回、３月２３日の会議は議事の都合により、特に午後１時３０分に繰り下げて開くこ

とにいたします。 

 これをもって、通知済みとします。 

 本日は、これで散会します。 

 御苦労様でした。 

散会宣告（午後３時２７分） 
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一般職非常勤職員の処遇改善と雇用安定に関する意見書 

日程第 ８  常任委員会の閉会中の所管事務調査の件 

（広報広聴常任委員会）

日程第 ９  議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件 

（閉会中の継続調査申出書）

日程第１０  議員派遣の件 

──────────────────────────────────────────── 

○会議に付した事件 

日程第 １ （平成３０年度各会計予算審査特別委員会委員長報告） 

議案第２７号 平成３０年度本別町一般会計予算について 

議案第２８号 平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算について 

議案第２９号 平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予算について 

議案第３０号 平成３０年度本別町介護保険事業特別会計予算について 

議案第３１号 平成３０年度本別町介護サービス事業特別会計予算について

議案第３２号 平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算について 

議案第３３号 平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算について 
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議案第３４号 平成３０年度本別町水道事業会計予算について 

議案第３５号 平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について

日程第 ２ 議案第３７号 職員の給与に関する条例等の一部改正について 

日程第 ３ 議案第３８号 平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１５回）について

日程第 ４ 諮問第 １号 人権擁護委員候補者の推薦について意見を求める件 

日程第 ５ 諮問第 ２号 人権擁護委員候補者の推薦について意見を求める件 

日程第 ６ 同意第 １号 固定資産評価審査委員会委員選任について同意を求める件 

日程第 ７ 意見書案第１号 地方公務員法及び地方自治法の一部改正における新たな

一般職非常勤職員の処遇改善と雇用安定に関する意見書 

日程第 ８  常任委員会の閉会中の所管事務調査の件 

（広報広聴常任委員会）

日程第 ９  議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件 

（閉会中の継続調査申出書）

日程第１０  議員派遣の件 

──────────────────────────────────────────── 

○出席議員（１１名） 

議 長 １２番 方 川 一 郎 君 副議長 １１番 高 橋 利 勝 君 
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 ７番 小笠原 良 美 君  ８番 方 川 英 一 君 

 １０番 阿 保 静 夫 君    
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開議宣告（午後１時３０分） 

──────────────────────────────────────────── 

◎開議宣告 

○議長（方川一郎君） これから、本日の会議を開きます。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１ 議案第２７号ないし日程第９ 議案第３５号 

○議長（方川一郎君） 日程第１ 議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算につい

て、ないし、議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について、

以上９件を一括議題とします。 

 以上、９件について委員長の報告を求めます。 

 平成３０年度各会計予算審査特別委員長山西二三夫君、御登壇ください。 

○各会計予算審査特別委員長（山西二三夫君）〔登壇〕 報告いたします。 

 委員会審査結果報告。 

 本委員会は、平成３０年３月１５日第１回定例会において付託を受けた下記事

件について審査の結果、次のとおり決定したので、会議規則第７７条の規定によ

り報告いたします。 

 記、１、事件。 

 ①議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算について。 

 ②議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算について。 

 ③議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予算について。 

 ④議案第３０号平成３０年度本別町介護保険事業特別会計予算について。 

 ⑤議案第３１号平成３０年度本別町介護サービス事業特別会計予算について。 

 ⑥議案第３２号平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算について。 

 ⑦議案第３３号平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算について。 

 ⑧議案第３４号平成３０年度本別町水道事業会計予算について。 

 ⑨議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について。 

 ２、予算審査特別委員会開催日。 

 平成３０年３月１９日、２０日、２２日。 

 ３、審査の結果 

 ①議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算について、原案可決。 

 ②議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算について、原案

可決。 

 ③議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予算について、原

案可決。 

 ④議案第３０号平成３０年度本別町介護保険事業特別会計予算について、原案

可決。 

 ⑤議案第３１号平成３０年度本別町介護サービス事業特別会計予算について、
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原案可決。 

 ⑥議案第３２号平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算について、原案可決。 

 ⑦議案第３３号平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算について、原案可

決。 

 ⑧議案第３４号平成３０年度本別町水道事業会計予算について、原案可決。 

 ⑨議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算について、

原案可決であります。 

 以上、報告といたします。 

○議長（方川一郎君） お諮りします。 

 本案９件の委員長報告に対する質疑は、議会運営基準１０３により省略したい

と思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、委員長報告に対する質疑は省略することに決定いたしました。 

 これから、議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算についての討論を行

います。 

○議長（方川一郎君） まず、原案に反対者の発言を許します。 

 大住啓一君、御登壇ください。 

○４番（大住啓一君）〔登壇〕 平成３０年度一般会計予算に反対の立場から討論

いたします。 

 平成３０年度一般会計予算は、労働費の補助金が不明瞭、また教育費の中の本

別高校の教育を考える会に対する補助金の中、通学バスの運営を本別高校の教育

を考える会が行うことが極めて不自然。通学生の安全は行政が担うべきと思いま

す。 

 したがって、平成３０年度一般会計予算については、反対いたします。 

 議員各位の賛同をお願いし、討論を終わります。 

○議長（方川一郎君） 次に、原案に賛成者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 次に、原案に反対者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算についてを採決しま

す。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 
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（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者６人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第２７号平成３０年度本別町一般会計予算については委員長

報告のとおり、可決されました。 

 これから、議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算につい

ての討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算につい

てを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第２８号平成３０年度本別町国民健康保険特別会計予算につ

いては委員長報告のとおり、全会一致で可決されました。 

 これから、議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予算につ

いての討論を行います。 

 まず、原案に反対者の発言を許します。 

 阿保静夫君、御登壇ください。 

○１０番（阿保静夫君）〔登壇〕 平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計

予算に反対の立場から討論を申し上げたいと思います。 

 本町の後期高齢者医療対象者数は、昨年は１,６２６人でした。３０年度は１,

６０９人と予定されているとのことです。 

 後期高齢者医療制度は、２００８年の制度発足時には、所得の低い方に対する

９割軽減などの対策がなされていましたが、この軽減措置の段階的廃止や縮小が

進められてきました。 

 平成３０年度からの特例軽減見直しでは、均等割７割軽減が５割軽減となるな

ど、後期高齢者の負担はますます大きくなっています。 

 そもそも本制度は、高齢者人口がふえる度に負担がふえるという仕組みになっ

ています。そこには、制度導入時に医療費が上がる痛みを高齢者に直接感じても
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らうという考え方があるものと言えます。高齢者が安心して医療にかかれるよう

に、制度の改善、または新たな制度を求めていく必要があると思います。 

 以上の理由から、本会計予算に反対の討論とします。 

○議長（方川一郎君） 次に、原案に賛成者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 次に、原案に反対者の発言を許します。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで、討論を終わります。 

 これから、議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予算につ

いてを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者９人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第２９号平成３０年度本別町後期高齢者医療特別会計予算に

ついては委員長報告のとおり可決されました。 

 これから、議案第３０号平成３０年度本別町介護保険事業特別会計予算につい

ての討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３０号平成３０年度本別町介護保険事業特別会計予算につい

てを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３０号平成３０年度本別町介護保険事業特別会計予算につ

いては委員長報告のとおり、全会一致で可決されました。 

 これから、議案第３１号平成３０年度本別町介護サービス事業特別会計予算に

ついての討論を行います。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３１号平成３０年度本別町介護サービス事業特別会計予算に

ついてを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３１号平成３０年度本別町介護サービス事業特別会計予算

については委員長報告のとおり、全会一致で可決されました。 

 これから、議案第３２号平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算についての

討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３２号平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算についてを

採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３２号平成３０年度本別町簡易水道特別会計予算について

は委員長報告のとおり、全会一致で可決されました。 

 これから、議案第３３号平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算について

の討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３３号平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算について

を採決します。 
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 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３３号平成３０年度本別町公共下水道特別会計予算につい

ては委員長報告のとおり、全会一致で可決されました。 

 これから、議案第３４号平成３０年度本別町水道事業会計予算についての討論

を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３４号平成３０年度本別町水道事業会計予算についてを採決

します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３４号平成３０年度本別町水道事業会計予算については委

員長報告のとおり、全会一致で可決されました。 

 これから、議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算に

ついての討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで、討論を終わります。 

 これから、議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算に

ついてを採決します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本案に対する委員長報告は、原案可決です。 

 委員長報告のとおり決定することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 



- 10 - 

 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、議案第３５号平成３０年度本別町国民健康保険病院事業会計予算

については委員長報告のとおり、全会一致で可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第２ 議案第３７号 

○議長（方川一郎君） 日程第２ 議案第３７号職員の給与に関する条例等の一部改正に

ついてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 議案第３７号職員の給与に関する条例等の一部改正につきま

して、提案理由の説明を申し上げます。 

 本案は、平成２９年人事院勧告等に伴い、給与制度の総合的見直しなどによる６級に在

級する５５歳を超える職員の給料の１.５パーセント減額支給措置及び給料表水準引き下

げの際の経過措置、現給保障について、平成３０年３月３１日をもって廃止となることか

ら、組合との協議を進めてまいりましたが、今回、合意を得ましたので提案するものでご

ざいます。 

 それでは、改正条文により説明をさせていただきます。なお、括弧書きの朗読は省略さ

せていただきます。 

 職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例。 

 職員の給与に関する条例の一部改正。 

 第１条、職員の給与に関する条例（昭和２６年条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 附則第９項中「当分の間」を「平成３０年３月３１日までの間」に改める。 

 これは、平成２２年人事院勧告によります給与構造改革により実施されました、６級に

在級する５５歳を超える職員の給料の１.５パーセント減額支給措置について、平成３０年

３月３１日をもって廃止とするものでございます。 

 職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の一部改正。 

 第２条、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成１９年条例第２号）の一

部を次のように改正する。 

 附則第７項中「職員には、」の次に「平成３０年３月３１日までの間、」を加える。 

 これは、平成１７年人事院勧告によります給与構造改革によりまして、平成１９年４月

１日より実施されました給与表水準の平均４.８パーセント引き下げによります、激変緩和

のための経過措置、現給保障について、平成３０年３月３１日をもって廃止とするもので

ございます。 

 第３条、職員の給与に関する条例の一部を改正する条例（平成２７年条例第１５号）の

一部を次のように改正する。 
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 附則第２項中「当分の間」を「平成３０年３月３１日までの間」に改める。 

 これは、平成２６年人事院勧告によります給与制度の総合的見直しによります、給与表

水準の平均２.０パーセント引き下げの際の激変緩和のための経過措置、現給保障について、

平成３０年３月３１日をもって廃止とするものでございます。 

 附則。 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 以上をもちまして、議案第３７号職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例につ

いての提案説明とさせていただきます。 

 よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 これから、議案第３７号職員の給与に関する条例等の一部改正についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は原案のとおり決定することに、御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３７号職員の給与に関する条例等の一部改正については、原案のと

おり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第３ 議案第３８号 

○議長（方川一郎君） 日程第３ 議案第３８号平成２９年度本別町一般会計補正予算（第

１５回）についてを議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 村本総務課長。 

○総務課長（村本信幸君） 議案第３８号平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１５

回）について提案理由の説明を申し上げます。 

 今回の補正は、国の平成２９年度補正予算による、生産性革命に資する地方創生拠点整

備交付金を活用しての旧南保育所改修工事、個性あるふるさとづくり基金指定寄付金の増

額調整によるものでございます。 

 それでは予算書の１ページをお開きください。 

 歳入歳出予算補正。 
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 第１条、歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４,１３１万７,０００円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ６９億４,５７２万４,０００円とする内容でありま

す。 

 それでは、事項別明細書により説明をさせていただきます。 

 ６ページ、７ページをお開きください。 

 ２、歳出でございますが、一番上段にあります２款総務費１項総務管理費１目一般管理

費８節報償費７５万円、その下にあります、１２節役務費１３万円の増額補正は、個性あ

るふるさとづくり指定寄付金の収納見込みによる調整であります。 

 下段の８目企画費３,７９３万７,０００円の補正は、国の補正予算によります地方創生

拠点整備交付金の活用により、旧南保育所を利活用し、移住交流体験、研修宿泊施設とし

て整備を行うものであります。 

 別添の予算説明資料を御覧ください。１枚めくっていただきまして、右側中段の補正事

業説明欄でございますが、旧南保育所改修工事、事業費３,５４０万円。改修工事の内容は、

トイレ改修２７.０平方メートル、脱衣、シャワー室の整備１２.１５平方メートル、洗面

室の整備１１.２５平方メートル、宿泊室の整備１２６.０平方メートル、改修増築工事実

施設計２５０万円、確認申請等手数料３万７,０００円、総事業費３,７９３万７,０００円

となっております。 

 左側の事業費、財源内訳でございますが、事業費、補正額３,７９３万７,０００円、財

源内訳は国庫支出金１,８９５万円、地方債１,８９０万円となっております。 

 以下、この資料での説明は省略いたします。 

 ６ページ、７ページへお戻りください。一番下段にございます１４目基金費２５０万円

の補正は、寄付者の意向により個性あるふるさとづくり基金へ１００万円を積み立てると

ともに、３月末までの寄付額の見込みを１５０万円増額するものでございます。 

 以上で歳出を終わりまして、次に歳入を説明いたします。 

 ４ページ、５ページにお戻りください。１、歳入ですが９款１項１目１節地方交付税９

６万７,０００円の増額補正ですが、歳入歳出の収支を調整するものでございます。 

 下段の１３款国庫支出金２項国庫補助金１目総務費国庫補助金１節総務費補助金、地方

創生拠点整備交付金１,８９５万円は、歳出で説明いたしました旧南保育所改修工事に伴う

ものであります。 

 下段の１６款１項１目寄付金１節総務費寄付金、個性あるふるさとづくり基金指定寄付

金２５０万円の増額補正は、本別町にお住まいの匿名の方からの指定寄付金が１００万円、

前回の補正で減額調整いたしましたふるさと納税分について、３月に入りましてから寄付

件数が見込みより増加していることから、今回１５０万円を増額するものであります。 

 なお、補正後の寄付金総額は７,６５０万円を見込んでおります。 

 下段の２０款１項町債１目１節総務債１,８９０万円の増額補正は、旧南保育所改築事業

に伴い地方創生拠点整備事業債を計上するものでございます。 

 以上で歳入を終わりまして、３ページをお開きください。 
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 第２表、繰越明許費補正でありますけども、１、追加。２款総務費１項総務管理費、地

方創生拠点整備事業、旧南保育所改修３,７９３万７,０００円は、国の指示により翌年度

に繰り越すものであります。 

 下段の６款農林水産業費１項農業費、畑作構造転換事業４５２万４,０００円は、年度内

での事業期間の確保ができないため、翌年度へ繰り越すものであります。 

 第３表、地方債補正でありますが、１、変更。これは、事業の追加により限度額を変更

するものであります。起債の目的、一般補助施設整備等事業。限度額、７７０万円を２,６

６０万円に変更するもので、起債の方法、利率、償還の方法は変更ございません。 

 以上、平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１５回）の提案説明とさせていただき

ます。よろしく御審議をお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行います。 

 質疑は歳入歳出、繰越明許等一括とします。 

 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） １点だけ質問いたします。非常に事業の目的等々については、い

いことだなと思いますけれども、繰越明許費を組んでいるということで、年度末というこ

とでございますし、工事請負費で３,７００万円ほど見ておりますね。それで、今考えてい

る改修の工期をいつ頃まで設定しているのか。そしてそれが終わったあと、当然供用開始

をすると思うのですけれども、そのときに地域の人たちだとか、事業の目的といいますか、

これは移住希望者だとか、就農体験者だとかということございますけれども、地域の人が

使う場合だとか、体験の希望者が使うだとかといったときに使用料が生じるのか、それは

これから検討するのか、それが出てきたときに歳入の補正予算、当然出てくると思います

けども、その辺の一連の考え方をお知らせいただきたい。 

○議長（方川一郎君） 高橋企画振興課長。 

○企画振興課長（高橋哲也君） 大住議員の御質問にお答えいたします。今、私ども担当

課で考えている、まず工期のほうでございますけども、この予算につきましては繰越予算

といたしまして、実質的には平成３１年度からの施行ということで考えております。５月

より実施設計、先ほど２５０万円ということで予算計上させていただいておりますが、５

月から実施設計に入りまして、約３カ月程度でその辺をまとめていきたいというふうに思

っております。 

 それから本体の工事でございますけども、考えておりますのは８月からかかりまして、

おおよそ４カ月、１２月位までのですね、工期ということで今考えております。そのあと

什器等、備品とかですね、そういったものを施設のほうに搬入するような形になりまして、

そして実質的には平成３１年度からのですね、供用開始ということで考えてございます。 

 それから２つ目にございました質問でございますけども、使用料等をどのように考えて

いるのかということでありますが、基本的には大住議員がおっしゃられるように、本格稼

働は３１年度からというふうに考えておりますので、３０年度中にそういった、いろいろ

な利用のケース、あるいは形態等がございますので、いずれにいたしましても公共料金と
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いうことになりますので、今担当課で考えておりますのは、また使用料等審議会にお諮り

しながら、またそういった条例改正等も必要になってくると思いますので、またいろいろ

と御審議いただいた中でですね、決定させていただければというふうに今思っております。

以上です。 

○議長（方川一郎君） 大住啓一君。 

○４番（大住啓一君） 細かく説明いただきました。年内に大体終わると、工事はですね。

そのあと備品等も揃えて、年度が変わるときに、新年度から供用開始、使用料等々も検討

していくという内容でございます。 

 町民の皆さん、用途を変えるという、これは保育所から用途を変えることでございます

から、当然期待もしていることも多くあると思います。それで、いろいろな部分で多角的

に使っていただくのが費用対効果の本髄だと思いますので、その辺年内、広報の新年号あ

たりにですね、こういう形でできているというようなことも含めて、周知の方法等もお知

らせいただきたい。 

○議長（方川一郎君） 高橋企画振興課長。 

○企画振興課長（高橋哲也君） 大住議員の御質問にお答えいたします。大住議員おっし

ゃられたようにですね、南４丁目にあります南保育所ということで、確認させていただき

ますので、当然地域のほうにも御説明きちんと申し上げたいと思いますし、今おっしゃら

れましたように広報等でですね、しっかりその辺の私どもの考え方ですとか、そういった

ものはお伝えしてまいりたいというふうに考えております。以上です。 

○議長（方川一郎君） ほかにありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 

 これから、議案第３８号平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１５回）についてを

採決します。 

 お諮りします。 

 本案は原案のとおり決定することに、御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議案第３８号平成２９年度本別町一般会計補正予算（第１５回）について

は、原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第４及び日程第５ 諮問第１号及び諮問第２号 

○議長（方川一郎君） 日程第４ 諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦について意見を
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求める件及び日程第５諮問第２号人権擁護委員候補者の推薦について意見を求める件、関

連がありますので一括議題とします。 

 提案理由の説明を求めます。 

 髙橋町長、御登壇ください。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 諮問第１号人権擁護委員候補者の推薦について意見を求め

る件につきまして、提案理由の説明を申し上げます。  

 平成３０年６月３０日をもって任期満了となります人権擁護委員につきまして、中川郡

本別町○○○○○○○にお住まいの中前孝二さんを、人格、識見とも適任と判断し、人権

擁護委員の候補者として再推薦いたしたく、人権擁護委員法第６条第３項の規定により議

会の同意を求めるために提案をさせていただきます。 

 よろしくお願いを申し上げて、提案理由の説明とさせていただきます。 

 続きまして、諮問第２号人権擁護委員候補者の推薦について意見を求める件につきまし

て、提案理由の説明を申し上げます。  

 平成３０年６月３０日をもって任期満了となります人権擁護委員につきまして、中川郡

本別町○○○○○○○にお住まいの荒文枝さんを、人格、識見とも適任と判断し、人権擁

護委員の候補者として推薦いたしたく、人権擁護委員法第６条第３項の規定により議会の

同意を求めるために提案をさせていただきました。 

 よろしくお願い申し上げまして、提案理由の説明とさせていただきます。 

○議長（方川一郎君） ここで暫時休憩いたします。 

午後２時１０分 休憩 

午後２時１４分 再開 

○議長（方川一郎君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

 本件は、お手元に配布いたしました意見のとおり答申したいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、諮問第１号及び諮問第２号人権擁護委員候補者の推薦について意見を求め

る件は、お手元に配布しました意見のとおり、適任と答申することに決定いたしました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第６ 同意第１号 

○議長（方川一郎君） 日程第６ 同意第１号固定資産評価審査委員会委員選任について

同意を求める件を議題とします。 

 本件について、提案理由の説明を求めます。 

 髙橋町長、御登壇ください。 

○町長（髙橋正夫君）〔登壇〕 同意第１号固定資産評価審査委員会委員選任について同意

を求める件につきまして、提案理由の説明を申し上げます。  

 平成３０年４月３０日をもって任期満了となります本別町固定資産評価審査委員会委員
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につきましては、中川郡本別町○○○○○○○○○にお住まいの竹田稔さんを、人格、識

見とも適任と判断し、選任をいたしたく、地方税法第４２３条第３項の規定に基づき、議

会の同意を求めるため提案をさせていただきました。 

 御同意いただきますようによろしくお願い申し上げて、提案理由の説明とさせていただ

きます。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから、同意第１号固定資産評価審査委員会委員選任について同意を求める件を採決

します。 

 この採決は、起立によって行います。 

 本件は、これに同意することに賛成の方は起立願います。 

（賛成者起立） 

○議長（方川一郎君） 起立者１０人。 

 よって起立多数です。 

 お座りください。 

 したがって、同意第１号固定資産評価審査委員会委員選任について同意を求める件は、

全会一致で同意することに決定されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第７ 意見書案第１号 

○議長（方川一郎君） 日程第７ 意見書案第１号地方公務員法及び地方自治法の一部改

正における新たな一般職非常勤職員の処遇改善と雇用安定に関する意見書についてを議題

とします。 

 提案趣旨の説明を求めます。 

 高橋利勝君、御登壇ください。 

○１１番（高橋利勝君）〔登壇〕 意見書案第１号地方公務員法及び地方自治法の

一部改正における新たな一般職非常勤職員の処遇改善と雇用安定に関する意見

書。 

 上記の議案を別紙のとおり会議規則第１４条の規定により提出します。 

 なお、提案理由については意見書の案文の朗読によってかえさせていただきま

す。 

 地方公務員法及び地方自治法の一部改正における新たな一般職非常勤職員の

処遇改善と雇用安定に関する意見書案。 

 ２０１６年に実施した総務省調査によると、自治体で働く臨時、非常勤職員は

全国で約６４万人とされ、いまや自治体職員の３人に１人が臨時、非常勤職員で

す。職種は行政事務職のほか保育士、学童指導員、学校給食調理員、看護師、医
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療技術者、各種相談員、図書館職員、公民館職員、学校教育など多岐にわたって

います。また、その多くの職員が、恒常的業務に就いており、地方行政の重要な

担い手となっています。 

 ２０１７年５月１１日、地方公務員法及び地方自治法の一部改正法が成立しま

した。新たな一般職非常勤職員である会計年度任用職員は、非常勤職員を法的に

位置づけるとともに、職務給の原則に基づき、常勤職員との均等待遇を求めてい

ます。 

 各自治体においては、２０２０年４月の法施行に向けて、任用実態の調査、把

握、関係条例規則等の制定、新たな予算の確保を行う必要がありますが、まだ先

という捉えから未着手の自治体も多くあり、準備不足が懸念されます。 

 つきましては、行政サービスの質の確保と、臨時、非常勤職員の待遇改善、雇

用安定の観点から、次のことが措置されるよう要望いたします。 

 記。 

 １、地方公務員法及び地方自治法の一部改正について、改めて制度変更につい

て各自治体に対し周知徹底するとともに、実態の把握に向けて必要な調査等を行

うこと。 

 ２、新たな一般職非常勤職員制度によって必要となる財源については、地方財

政計画に反映させるなど、その確保を確実に行うこと。その際、自治体が運営す

る地方公営企業や地方独立行政法人に雇用される職員もその対象とすること。 

 ３、一般職非常勤職員への移行にあたっては、現に任用されている臨時・非常

勤等職員の雇用確保及び労働条件を維持するよう、各自治体に対し適切な助言を

行うこと。また、人材確保及び雇用の安定の観点から、引き続き検討を行うこと。 

 ４、非正規労働者の格差是正を求める「同一労働同一賃金」の法改正の動向を

踏まえ、パートタイム労働法の趣旨を一般職非常勤職員に適用させるよう、更な

る地方自治法の改正を行うこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

 提出先、衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、内閣官房長官、総務大臣、

財務大臣、厚生労働大臣。 

 以上でございます。議員各位の賛同をよろしくお願いいたします。 

○議長（方川一郎君） これから質疑を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 質疑なしと認めます。 

 これで質疑を終わります。 

 これから討論を行います。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 討論なしと認めます。 

 これで討論を終わります。 
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 これから、意見書案第１号地方公務員法及び地方自治法の一部改正における新たな一般

職非常勤職員の処遇改善と雇用安定に関する意見書についてを採決します。 

 お諮りします。 

 本案は、原案のとおり決定することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、意見書については原案のとおり可決されました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第８ 常任委員会の閉会中の所管事務調査の件 

○議長（方川一郎君） 日程第８ 常任委員会の閉会中の所管事務調査の件を議題としま

す。 

 広報広聴常任委員長から、所管事務のうち、会議規則第７５条の規定によってお手元に

配布しました所管事務の調査事項について、閉会中に継続調査の申し出があります。 

 お諮りします。 

 本件、申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、広報広聴常任委員長から申し出のあった所管事務について、閉会中の継続

調査の申し出は、申し出のとおり決定いたしました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第９ 議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件 

○議長（方川一郎君） 日程第９ 議会運営委員会の閉会中の所掌事務調査の件を議題と

します。 

 議会運営委員長から、会議規則第７５条の規定によって、お手元に配布しました所掌事

務の調査事項について、閉会中の継続調査の申し出があります。 

 お諮りします。 

 本件、申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

したがって、議会運営委員長から申し出のとおり、閉会中の継続調査とすることに決定

いたしました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎日程第１０ 議員派遣の件 

○議長（方川一郎君） 日程第１０ 議員派遣の件を議題とします。 

 お諮りします。 

 本件については、会議規則第１２９条の規定によって、お手元にお配りしました派遣内

容のとおり、議員を派遣したいと思います。 
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 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、議員派遣の件は、お手元にお配りしました派遣内容のとおり、議員を派遣

することに決定いたしました。 

──────────────────────────────────────────── 

◎閉会宣告 

○議長（方川一郎君） これで、本日の日程は全部終了しました。 

 お諮りします。 

 本定例会に付されました事件は、全部終了しました。 

 会議規則第７条の規定によって、本日で閉会したいと思います。 

 御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（方川一郎君） 異議なしと認めます。 

 したがって、本定例会は、本日で閉会することに決定いたしました。 

 会議を閉じます。 

 平成３０年第１回本別町議会定例会を閉会いたします。 

 御苦労様でした。 

閉会宣告（午後２時２６分） 
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